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　去る５月１５日、１６日に、Ｇ７（伊、加、仏、米、英、独、日）の環境担当大臣はじめＥ
Ｕ（欧州連合）及び８つの国際機関の代表など、国内外から約１４０名（このほかメディア登
録約２６０名）の方々が参加し、Ｇ７富山環境大臣会合が開催されました。
　この特集では、大臣会合等の結果とその成果を踏まえた富山県の取組みを紹介します。

Ｇ７富山環境大臣会合等の開催結果1
①　大臣会合の主な内容
　　会合では、気候変動及び関連施策、海洋ごみ、
資源効率性・３Ｒ、生物多様性、都市の役割、持
続可能な開発のための２０３０アジェンダ、化学物質
管理の７つについて議論が行われ、その成果がコ
ミュニケとして取りまとめられました。なかでも、
資源効率性・３Ｒについては、国際社会が連携し、
資源や廃棄物の有効利用を進める「富山物質循環
フレームワーク」が採択されました。なお、この
フレームワークは、Ｇ７伊勢志摩サミットの首脳
宣言にも盛り込まれました。

フォトセッション

・　石井知事が出席し、富山県における海岸漂着
物の円滑な処理や発生抑制対策、国際環境協力
（①国連の北西太平洋地域海行動計画
（NOWPAP）の活動支援、②県が（公財）環
日本海環境協力センターを設置し、その活動を
支援等）などを説明
・　ドイツで昨年開催されたエルマウ・サミット
で合意された「行動計画」に関して、今後の効
率的な実施の重要性について再認識し、Ｇ７と
して各国の状況に応じて、優先的施策を実施す
ることに一致

海洋ごみ

海洋ごみのセッション

・　できる限り早期のパリ協定への参加に向け必要な国内措置を講じ、他国とりわけ
主要排出国にも取組みを奨励
・　長期温室効果ガス低排出発展戦略を可能な限り早期に、かつ十分にCOP２１（国
連気候変動枠組条約第２１回締約国会議）で定められた期限内に策定し提出すること
に一致

気候変動及び関連施策



・　Ｇ７が共通のビジョンを掲げて協調して取り組む「富山物質循環フレームワーク」
を採択
　　取組みの具体例：食品ロス・食品廃棄物対策、電気電子機器廃棄物の管理等
・　東日本大震災の発災による日本の経験とその教訓から、大地震などで発生する災
害廃棄物の適正処理と再生利用、災害に強い廃棄物処理施設の整備の促進が必要

資源効率性・３Ｒ

②　大臣会合の主な関連行事
　・とやま情報館
　　　県内の環境関連企業の優れた技術や県内
すべての市町村の環境保全に関する取組み
を幅広く紹介する「とやま情報館」を開設
し、大臣会合参加者等にアピールしました。

　・エクスカーション
　　　地元主催によるエクスカーションは、立山コース（立山黒部アルペンルートなど）
と高岡コース（重要伝統的建造物群保存地区の金屋町での鋳物体験、国宝瑞龍寺の拝
観など）で実施しました。

とやま情報館

立山コース（雪の大谷） 高岡コース（瑞龍寺）

大臣会合の成果を踏まえた富山県の主な取組み２
①　２０１６北東アジア自治体環境専門家会合
　　Ｇ７富山環境大臣会合の１週間後の５
月２３日、その成果を踏まえ、今後の北東
アジア地域における環境保全に向けた連
携強化を図るため、日中韓ロの自治体や
大学等から参加を得て「２０１６北東アジア
自治体環境専門家会合 in とやま」を開催
しました。
　　大臣会合での議題に取り上げられてい
た、気候変動、生物多様性、海洋ごみを
中心に、中央政府のみではなく都市など地方の役割が重要だとの大臣会合の議論を踏ま
え、地方や自治体レベルで今後取り組むべきことについて確認し合い、北東アジア地域
の環境問題の解決に向けた「２０１６北東アジア自治体環境専門家会合とやま宣言（２０１６と

２０１６北東アジア自治体環境専門家会合 in とやま



やま宣言）」が採択されました。今後、この宣言に基づき、気候変動や生物多様性に関す
る共同調査、プラスチックなど海洋ごみの発生抑制や回収・リサイクルの推進、北東ア
ジア地域自治体連合（NEAR）環境分科委員会を活用した政策対話や宣言に基づく各自
治体の実施状況の定期的確認等に連携して取り組むこととしています。

①　気候変動、生物多様性に関する共同調査（温暖化指標生物（スナガニ）の生
息状況等）
②　海岸漂着物の調査継続、「富山物質循環フレームワーク」の観点からもレジ袋、
トレイ、ペットボトルなど海洋ごみの発生抑制や回収・リサイクルを推進
③　大気汚染の調査、森づくりなど自然環境保全

①　気候変動、生物多様性、海洋ごみなどに関する調査、環境保全活動を市民協
働で実施
②　青少年の環境保全体験交流プログラムなどの実施
③　大学などの研究機関における、環境負荷低減に向けた研究・技術開発、環境
人材の育成

①　国際フォーラム等の開催による環境技術等の意見交換
②　新たな環境調査手法、先進的な環境施策に関する情報交換・発信（人工衛星
によるリモートセンシング技術活用）
③　NEARを活用した政策対話の継続、イニシアティブの発揮、宣言に基づく各
自治体の実施状況の定期的確認

②　富山物質循環フレームワークについての取組み
　　「富山物質循環フレームワーク」で取組みの具体例として挙げられた食品ロス・食品
廃棄物の削減に向け、庁内のプロジェクトチーム及び有識者、事業者や消費者の関係団
体、市町村からなる「食品ロス・食品廃棄物削減対策検討会」を設置し、食品ロス等の
削減に向けた具体的な取組みや課題等について検討しています。また、県内の実態を把
握するため、①事業系の調査として、食品関連事業者を対象に、食品ロス等の発生量や
リサイクル量等の調査を実施するほか、②家庭系の調査として、家庭からの食品ロス等
の組成調査や、家庭や外食時における食品ロス等の排出状況などに関するアンケート調
査を実施することとしています。

《２０１６とやま宣言の骨子》

３　国際的な対話、実施の定期的確認
　　〈NEARの活用、イニシアティブの発揮など〉

２　市民協働、環境教育の推進
　　〈グローバルな環境人材の育成〉

１　地球環境問題への積極的貢献
　　〈有益な環境情報の共有化〉
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②

はじめに1
　現在、私たちは、都市・生活型公害や廃棄物による環境負荷の増大から、地球温暖化や
生物多様性の損失をはじめ酸性雨、黄砂、海洋汚染などの国境を越えて影響を及ぼす地球
規模の問題に至るまで、様々な環境問題に直面しています。当然、富山県もその例外では
ありませんが、本県では、産業公害を克服してきた経験とその中で培われた県民の高い環
境意識のもと、数々の環境問題に果敢に取り組んでいます。
　この特集では、富山県が県民の皆さんと力を合わせて取り組んでいる施策のうち、平成
２８年度の取組みを紹介します。

循環型社会と低炭素社会づくりの推進２
【現況】
　一般廃棄物の再生利用率は、近年概ね横ばいで推移しています。また、２５年度の温室効
果ガス排出量は、基準年度（１７年度）と比べて６．９％増加しています。
　こうした状況から、ごみや二酸化炭素をできるだけ出さないエコライフのさらなる拡大・
定着に向け、県民団体や事業者などが参加する「環境とやま県民会議」を中心に、レジ袋
削減など県民総参加による取組みを推進しています。

　①　環境関連企業の海外展開支援
　　　廃棄物処理業に携わる若手経営
者等を対象に、国内屈指の専門家
によるハイレベルの「とやま次世
代環境ビジネス講座」を開催し、
国内外で活躍できる企業や人材の
育成を図るほか、タイ訪問団を受
け入れ、今後の連携やビジネス展
開に向けて意見交換等を行います。

　②　産業廃棄物等の再生利用の促進
　　　産学官によるプロジェクトチームを設置し、これまで埋立処分されていた産業廃棄
物等の減量化・再生利用に向け、具体的な検討を行っています。

　③　地熱資源の開発調査の実施
　　　地熱資源の開発に向けて、立山温泉地域において地表調査を実施しています。

　④　とやまエコ活動宣言の募集
　　　県民・事業者の皆さんからエコ活動宣言を募集し、集まった取組みを情報発信する
ことでエコ活動の普及を進めています。

とやま次世代環境ビジネス講座



自然環境の保全３
【現況】
　富山県は本州一の植生自然度を誇り、豊かな自然に恵まれていますが、経済活動の進展
等に伴い、環境負荷が増大するとともに、人と自然との関係が希薄化しています。
　また、生態系の維持・回復など生物多様性の確保の取組みの重要性が拡大しています。
　このほか、ツキノワグマによる人身被害、イノシシやニホンザル、カラス等による農作
物被害や生活環境被害が発生していることから、野生鳥獣の保護・管理が必要になってい
ます。

　①　ラムサール条約登録湿地等の保全・適正利用の推進
　　　ラムサール条約登録湿地の弥陀ヶ原地区等において、
老朽化している木道の更新や多言語の案内看板の再整
備等を行っています。また、僧ヶ岳県立自然公園にお
いて保護施設と利用施設の整備を行っています。

　
　②　県民協働による安全で快適な山岳環境の整備
　　　県民ボランティアを募集し、木道の滑り止めの設置
や外来植物の除去等を実施しています。

　③　とやまのライチョウサポート隊の設置
　　　新たに「とやまのライチョウサポート隊」を設置し、
県民協働による保護柵の設置や生息地パトロールなど
ライチョウの保護活動を実施しています。

　④　指定管理鳥獣の捕獲と担い手の育成
　　　生息域の拡大及び生息数の増加により農林業被害を増加させているイノシシ、ニホ
ンジカの調査や捕獲、OJTによる捕獲の担い手育成を行っています。

生活環境の保全４
【現況】
　県内の生活環境は概ね良好な状況ですが、ダイオキシン類による底質汚染や海岸漂着物
等への適切な対応のほか、県民等による自主的な環境保全活動の展開が必要となっていま
す。
　また、環日本海地域での工業化の進展等により、海洋汚染や越境大気汚染等の国境を越
えた環境問題が顕在化し、我が国への影響が懸念されています。
　このほか、イタイイタイ病の貴重な資料や教訓等の後世への継承が必要となっています。

　①　水生生物保全環境基準実態調査の実施
　　　水生生物保全の環境基準の類型指定に向け、県内の主要な河川において、水質環境
基準の項目について実態調査を実施しています。

　②　海岸漂着物対策の推進
　　　良好な海岸環境を維持するため、Ｇ７富山環境大臣会合の開催前に県内全域の海岸

弥陀ヶ原のラムサール条約登録湿地

安定的に生息している立山のライチョウ



で一斉清掃を実施するとともに、関係機関・団体等と連携した海岸漂着物の回収・処
理を進めています。また、海岸清掃体験バスツアーや清掃活動の情報収集・発信、刈
草の流出防止対策など、上流から下流までの幅広い地域の行政機関・関係団体が連携
した発生抑制対策を推進しています。

　③　水環境保全活動の促進
　　　本県の豊かで清らかな水環境とその保全活動
の大切さを実感していただくため、親子向けの
バスツアーを開催するとともに、環境保全団体、
企業等の担当者を対象に「川のすこやかさ調査」
の実施方法等を学ぶ現地学習会を実施するなど、
地域での水環境保全活動を促進しています。

　④　環日本海地域における環境保全活動の推進
　　　「２０１６とやま宣言」（２８年５月の「２０１６北東アジ
ア自治体環境専門家会合 in とやま」で採択）に基
づき、環日本海地域の自治体と連携し、地球温暖
化の影響を受けやすい海岸生物（スナガニ等）の
分布域調査や「北東アジア青少年環境グローバル
育成事業」を実施しています。

　⑤　イタイイタイ病の教訓の継承と発信
　　　県立イタイイタイ病資料館において、特別企画
展、語り部事業、資料館に来て・見て・学ぼう事
業等を行っています。

水資源の保全と活用５
【現況】
　本県の豊かで清らかな水資源を維持保全していくためには、水源である森林などの地域
を無秩序な開発から守るとともに、地下水については、消雪設備の一斉稼動等に伴う冬期
間の地下水位の大幅な低下への対応が必要となっています。
　また、全国２位の豊かな包蔵水力（水力発電として利用可能な水力エネルギー量）を活
用した小水力発電の導入が進んでいます。

　①　水源地域の保全
　　　水源地域における適正な土地利用を図るため、水源地域保全条例の適切な運用に努
めています。

　②　地下水保全活動の促進
　　　「地下水の守り人」の拡充を図るため、新たな守り
人を養成するほか、意見交換会を開催するなど、地域
に根ざした地下水保全活動を促進しています。 

「地下水の守り人」の活動
（消雪用散水ノズルの点検）

日本海指標生物共同調査
（スナガニプロジェクト）

親子による水生生物の観察（ 藪 
やぶ

 波 川）
なみ



　③　地下水揚水量実態調査の実施
　　　地下水の利用状況を把握するため、平野部全域を対象とした揚水量の実態調査を実
施しています。

　④　小水力発電の導入促進
　　　上百瀬発電所（仮称、南砺市利賀村）の建設を推進
するとともに、三谷発電所（仮称、砺波市）の測量、
設計等を実施しています。また、土地改良区等が実施
する１１か所の整備を支援しています。

小摺戸発電所（入善町）

終わりに６
　これまでの環境保全施策に一定の進展がみられる一方で、地球規模での環境問題（地球
温暖化、資源枯渇、生物多様性の損失等）の深刻化が懸念されており、ライフスタイルや
事業活動のあり方を見直した安全・安心で持続可能な地域づくりが求められています。
　富山県では、今後とも本県の特色を活かし、県民一人ひとりが将来にわたって持続可能
な地域づくりに向けた取組みを他に先駆けて果敢に実践することによって、良好な環境を
保全するとともに、環境に優しい再生可能エネルギーを創造し、環日本海地域の「環境・
エネルギー先端県」の実現を目指します。
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環境白書の刊行にあたって
　富山県は、立山連峰や黒部峡谷などの世界的な山岳景観、ユネスコ
が支援する「世界で最も美しい湾クラブ」への加盟が全会一致で承認
された神秘の海富山湾、さらには本州一の植生自然比率を誇る森林、
「名水百選」「平成の名水百選」に全国最多の８か所が選定されている
清らかな水環境など、豊かな水と緑に恵まれています。私たちは、こ
れらの素晴らしい環境を守り育て、県民の大切な財産として、次の世
代に引き継いでいかなければなりません。
　現在、地球温暖化や生物多様性の損失をはじめとする地球的規模の

問題から、廃棄物や野生動物の保護・管理、大気・水・土壌の汚染などの身近な問題に至
るまで、私たちは様々な環境問題に直面しています。また、東日本大震災以降、環境・エ
ネルギー問題に対する関心が一層高まっており、ライフスタイルや事業活動のあり方を見
直した安全・安心で持続可能な社会づくりが求められています。
　幸い、富山県では、恵まれた自然環境や県民の皆様の環境問題に取り組む真摯な姿勢に
支えられ、全国初となる県内全域でのレジ袋の無料配布廃止や「とやまエコ・ストア制度」
の創設をはじめ、エコドライブなどのエコライフの推進、全国トップクラスの包蔵水力を
活用した小水力発電の推進、「水と緑の森づくり税」を活用した里山林の再生など、県民総
参加による幅広い取組みを進めています。
　また、「環日本海地域の環境・エネルギー先端県」を目指し、国連の北西太平洋地域海行
動計画（ＮＯＷＰＡＰ）の地域調整部の設置や日中韓の三カ国環境大臣会合の開催など、
国際環境協力にも積極的に取り組んでいるところです。
　このように県全体、県民総参加で環境施策に積極的に取り組んできたことなどが評価さ
れ、今年５月に、Ｇ７富山環境大臣会合が本県で開催されました。会合では、気候変動や
海洋ごみなど７つのテーマで議論が行われ、なかでも資源効率性・３Ｒについては、各国
が連携し資源や廃棄物の有効利用を進める枠組みとして、本県の名前を冠した「富山物質
循環フレームワーク」が採択されました。
　県では、この会合の成果を踏まえ、今後の北東アジア地域における連携を図るため、日
中韓ロの地方自治体や大学等から参加を得て「２０１６北東アジア自治体環境専門家会合 in と
やま」を開催しました。この結果、新たな「２０１６とやま宣言」が採択され、今後、この宣
言に基づき、気候変動や生物多様性に関する共同調査、海洋ごみの発生抑制等に連携して
取り組むこととしています。
　県としましては、今後とも、環境保全に率先して取り組むフロントランナーとして、各
般の取組みを一層推進してまいりたいと考えています。
　この環境白書は、平成２７年度及び２８年度における本県の環境の状況を紹介するとともに、
環境の保全及び創造に向けた取組みについて取りまとめたものです。本書を通じて、多く
の皆様に富山県の環境への理解と関心をさらに高めていただき、環境の保全と創造にご協
力を賜りますようお願いします。

　　　平成２８年１０月

富山県知事　　石　井　隆　一　
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　本県は、早くから工業県として発展して
きた結果、昭和３０年代後半からの高度経済
成長の過程で、生活水準は著しく向上した
ものの、大気汚染や水質汚濁などの産業公
害により生活環境が悪化するとともに各種
開発による自然環境の改変が進みました。
　昭和４０年代には環境保全のための各種法
体系の整備が進められ、本県においても公
害防止条例の制定をはじめ、独自の大気環
境計画の策定等といった公害防止対策を講
じるとともに、県立自然公園条例や自然環
境保全条例の制定などの自然保護施策を展
開しました。その結果、環境は全般的に改
善され、今日の清らかな水、さわやかな空
気、変化に富んだ美しく豊かな自然、恵み
豊かな日本海などのすぐれた環境は県民の
誇りとなっています。
　しかしながら、近年、廃棄物や野生動物
の保護・管理、大気・水・土壌の汚染など
の身近な問題から、地球温暖化や生物多様
性の損失をはじめとする地球規模の問題に
至るまで、様々な環境問題への対応が求め
られています。
　本県では、このような状況に対処するた
め、平成７年１２月に、「環境の恵沢の享受と
継承」、「持続的発展が可能な社会の構築及
び環境保全上の支障の未然防止」並びに「地
球環境保全の推進」を基本理念とする環境
基本条例を制定し、１０年３月には、この条
例に基づき、快適で恵み豊かな環境の保全
と創造に関する施策の基本的な考え方、長
期的な目標、必要な推進事項を盛り込んだ
環境基本計画を策定し、各種の環境保全施
策を実施してきました。
　２４年３月には、環境を取り巻く状況の変
化や新たな課題等に対応するとともに、本
県の特長を踏まえながら、環日本海地域の
「環境・エネルギー先端県」づくりに向け

て環境基本計画の改定を行い、次の区分に
従って、環境の保全及び創造に向けて各種
の施策を実施しています。

〈分野ごとの施策の推進〉
　Ⅰ．循環型社会と低炭素社会づくりの推

進
　Ⅱ．自然環境の保全
　Ⅲ．生活環境の保全
　Ⅳ．水資源の保全と活用

〈分野横断的な施策の推進〉
　Ⅴ．県民・事業者・NPO・行政等が連携

して取り組むネットワークづくり
　Ⅵ．持続可能な社会構築に向けた人づく

り
　Ⅶ．環境と経済の好循環の創出
　Ⅷ．国際環境協力の推進

○　２７年度において、環境の保全及び創造
に関して講じた分野ごとの主な施策は以
下のとおりです。

Ⅰ．循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　１　廃棄物の排出抑制、循環的利用等の
推進

　　　「環境とやま県民会議」を中心とし
て、「ごみゼロ推進大運動」を展開する
とともに、県内の廃棄物の排出・処理
の実態等を踏まえ、とやま廃棄物プラ
ンの改定を検討しました。また、北西
太平洋地域海行動計画（NOWPAP）、
大学、企業が連携し、若者を対象に環
境分野の次世代リーダーの育成を図っ
たほか、官民によるセミナーの開催を
通じ、県内環境関連企業の海外展開を
支援しました。 
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　２　温室効果ガス排出量の削減
　　　とやま温暖化ストップ計画に基づき、
家庭や中小企業等における地球温暖化
対策の取組みを推進するとともに、再
生可能エネルギーの導入促進として、
農業用水等を利用した小水力発電所や
富山新港太陽光発電所の建設、防災拠
点への太陽光発電等の設置などを行い
ました。また、新県庁エコプラン〈第
３期計画〉に基づく取組みを実施する
とともに、計画の改定を検討しました。

　３　環境教育の推進と環境保全活動の拡
大

　　　幼児から高校生までの世代に応じた
環境教育プログラムを実施するなど、
環境教育推進方針を推進しました。ま
た、２０年４月から２６年度末までのレジ
袋削減枚数の累計が１０億枚に達したこ
とを機に、「とやまエコ・ストア制度」を
広くPRするためのキャンペーンを
実施するとともに、レジ袋無料配布廃
止店舗で利用できるプレミアム付き商
品券を発行しました。さらに、「エコラ
イフ・アクト大会」や県内１０市でのエ
コライフ・イベントの開催など、エコ
ライフの実践の場や機会の提供に取り
組むとともに、Ｇ７富山環境大臣会合
関連イベントとして、気候変動などの
環境問題への関心・理解を深めるとと
もに機運の醸成を図るため、県民を対
象としたシンポジウムを開催しました。

　４　技術開発と調査研究の推進
　　　各試験研究機関において、循環型社
会と低炭素社会づくり、環境保全に関
する各種調査研究を推進しました。ま
た、環境・エネルギー分野における先
導的な研究開発プロジェクトの検討な
ど、グリーンイノベーションの加速化
を促進しました。

Ⅱ．自然環境の保全
　１　自然保護思想の普及啓発
　　　自然保護講座（ジュニアナチュラリ
スト養成コース）を開催したほか、「第
３５回全国豊かな海づくり大会～富山大

会～」を射水市の海王丸パーク等で開
催しました。

　２　自然とのふれあい創出
　　　国立公園等での登山道整備やラムサ
ール条約登録湿地の弥陀ヶ原での木道
の再整備を実施するとともに、県民公
園頼成の森において多目的公衆トイレ
の整備を行いました。また、「水と緑の
森づくり税」による県民全体で支える
森づくりを推進しました。さらに、県
民参加による植樹等の緑化運動の展開
や景観条例に基づく大規模な開発行為
の届出制度等の景観づくりを推進しま
した。

　３　自然環境保全活動の推進
　　　自然環境指針に基づき開発事業等に
ついて必要な指導を実施するとともに、
立山で運行されるバスについて条例に
よる排出ガス規制を実施しました。ま
た、小学校が行うアマモ苗の育成及び
移植活動を支援するなど、海の森づく
り事業を推進しました。

　４　生物多様性の確保
　　　「希少野生動植物保護条例」の施行
に伴い、「指定希少野生動植物」の指定、
周知、監視等の実施や、本県の希少野
生動植物に関する保護活動を支援する
とともに、ライチョウの生態・生息状
況・保護の取組みや立山での目撃情報
をリアルタイムで紹介するホームペー
ジの作成、ボランティアによる保護柵
設置等を実施しました。また、立山セ
ンターが中心となって、立山黒部アル
ペンルート沿線の外来植物除去活動を
実施しました。

　５　人と野生鳥獣との共生
　　　ツキノワグマの生息調査を行うとと
もに、被害防除対策を実施しました。
また、県として指定管理鳥獣（イノシ
シ、ニホンジカ）捕獲事業に新たに取
り組んだほか、有害鳥獣捕獲の担い手
の育成を推進しました。 
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Ⅲ．生活環境の保全
　１　環境の状況の把握や環境汚染の未然
防止

　　　大気環境の保全については、ブルー
スカイ計画の改定に向けた検討を行う
ため、大気汚染物質排出量の現状把握
及び将来予測を実施するとともに、微
小粒子状物質対策として、自動測定機
の増設のほか、有識者等による研究会
を設置し、排出削減対策等を検討しま
した。また、水環境の保全については、
クリーンウオーター計画に基づく取組
みを推進するとともに、富山湾の水質
保全に向けた新たな取組みとして工
場・事業場による自主的な清掃・植樹
活動などの「プラスワンアクション」
を促進しました。さらに、北陸新幹線
の鉄道騒音や振動の状況を把握するた
め実態調査を行ったほか、大規模な開
発事業の実施に当たっての環境影響評
価を推進しました。

　２　環境改善対策等の推進
　　　水質汚濁事故対策や農用地土壌汚染
対策、市街地等土壌汚染対策を推進し
ました。また、事業者による自主的な
化学物質の排出削減を促進するととも
に、富岩運河等のダイオキシン類対策
等に取り組みました。

　３　県民等による自主的な環境保全活動
の展開

　　　「みんなできれいにせんまいけ大作
戦」をはじめとした県土美化推進運動
を展開しました。また、海岸漂着物対
策として、漂着物の回収・処理を行う
とともに、県内全域で上流から海岸に
向けて清掃をつなぐ「森・川・海」リ
レー清掃キャンペーンや「水の恵みと
海岸清掃体験ツアー」など、上流・下
流の幅広い地域の行政機関・関係団体
が連携した発生抑制対策を推進したほ
か、海岸漂着物対策推進地域計画を改
定しました。さらに、エコドライブに
関する体験会の開催など県民参加によ
る「エコドライブ推進運動」を展開す
るとともに、身近な水辺で水生生物等

の調査を継続的に実施する「とやま川
の見守り隊」等と連携して、地域住民
や小学生による川のすこやかさ調査を
実施するなど、水・大気環境保全活動
を促進しました。

　４　環日本海地域における環境保全
　　　海洋環境の保全については、環日本
海地域の地方自治体等と連携して海辺
の漂着物調査や漂着物の発生抑制に係
る普及啓発に取り組むとともに、
NOWPAPへの支援協力を行いまし
た。また、越境大気汚染対策について
は、国や関係機関と連携して、酸性雨
及び黄砂の実態調査を実施しました。
さらに、国際環境協力については、（公
財）環日本海環境協力センター
（NPEC）と連携して、本県で「北東
アジア地域環境体験プログラム」や北
東アジア地域自治体連合（NEAR）環
境分科委員会を開催するとともに、中
国遼寧省と揮発性有機化合物（VOC）
対策協力事業を実施したほか、Ｇ７富
山環境大臣会合の開催支援として、Ｇ
７富山環境大臣会合等推進協力委員会
を設立し、官民一体となって会合の
PRなどを行いました。

　５　イタイイタイ病の教訓の継承と発信
　　　県立イタイイタイ病資料館において、
特別企画展、語り部事業、資料館に来
て・見て・学ぼう事業を実施しました。
また、貴重な資料の収集・保存、小中
学校の課外学習等の積極的な受入れ、
ウェブサイト等を活用した国内外への
情報発信等を実施したほか、Ｇ７富山
環境大臣会合に向けて、資料館の展示
案内や開設について対応言語の拡充を
図りました。

Ⅳ．水資源の保全と活用
　１　水源の保全と涵養
　　　地下水指針に基づき、揚水設備の立
入検査等を行い地下水の節水や合理的
な利用を呼びかけるとともに、冬期間
の水田を活用した地下水涵養への支援
など、地下水保全施策を推進しました。
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また、大規模な住宅団地において住民
参加による消雪設備の節水の実践や、
市街地における冬期間の地下水位変動
の把握などの取組みを重点的に実施す
るとともに、地域において地下水保全
活動に積極的に取り組む「地下水の守
り人」に対する技術講習会や意見交換
会を開催するなど、地域ぐるみの地下
水保全活動を促進しました。さらに、
水源である森林などの地域における適
正な土地利用の確保を図るため、水源
地域保全条例に基づき、事前届出によ
る土地取引の把握とともに、必要に応
じて指導・助言を実施しました。

　２　小水力発電など水資源の有効利用と
多面的活用

　　　小水力発電については、上百瀬発電
所（仮称、南砺市利賀村）の建設に着
手したほか、土地改良区等が実施する
１１か所（うち３か所は新規）の整備を
支援しました。また、産学官が連携し
た環境・エネルギー分野における技術
開発の取組みを支援しました。

　３　水環境の保全
　　　河川、海岸等の親水機能の整備・保
全を推進するとともに、ウェブサイト
「とやま名水ナビ」を活用し、地域に
根ざした水環境保全活動の先駆的事例
や、水環境保全関連イベント等の情報
を発信しました。

　４　水を活かした文化・産業の発展
　　　とやま２１世紀水ビジョンに基づき、
水に関わる各種施策や健全な水循環の
構築を推進しました。また、全国豊か
な海づくり大会、デスティネーション
キャンペーン等において「とやまの名
水協議会」が実施する名水の配布等の
ＰＲ活動に対して支援しました。

○　２８年度において、「安心とやま」の実現
に向けて、環境の保全及び創造に関して
講じる分野ごとの主な施策は以下のとお
りです。 

Ⅰ．循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　１　廃棄物の排出抑制、循環的利用等の
推進

　　　とやま廃棄物プランを改定するとと
もに、プランに基づき、県民、事業者、行
政が連携した廃棄物の排出抑制、循環
的利用及び適正処理を推進します。Ｇ
７富山環境大臣会合で採択された「富
山物質循環フレームワーク」を踏まえ、
庁内のプロジェクトチームや、有識者、
事業者・消費者の関係団体、市町村等
で構成する検討会を設置し、食品ロス・
食品廃棄物の削減等に向けた取組みを
推進します。また、産学官メンバーに
よるプロジェクトチームを設置し、産
業廃棄物等の減量化・再生利用を促進
します。さらに、経営者等を対象にし
た国内屈指の専門家によるハイレベル
の講座やタイ訪問団との意見交換を実
施するなど、県内環境関連企業の海外
展開を支援します。このほか、災害廃
棄物の発生量の推計について技術的な
支援を実施するなど、市町村における
災害廃棄物処理計画の策定を促進しま
す。

　２　温室効果ガス排出量の削減
　　　とやま温暖化ストップ計画に基づき、
家庭や中小企業等における地球温暖化
対策の取組みを推進するとともに、再
生可能エネルギーの導入促進として、
農業用水等を利用した小水力発電所の
建設、防災拠点への太陽光発電等の設
置、地熱資源開発に向けた立山温泉地
域での地表調査などを行います。また、
県の事務事業に伴う二酸化炭素の排出
実態等を踏まえて新県庁エコプランを
改定します。

　３　環境教育の推進と環境保全活動の拡
大

　　　世代に応じた環境教育プログラムを
実施するなど、環境教育推進方針を推
進します。また、「環境教育等による環
境保全の取組の促進に関する法律」に
基づく環境教育等行動計画（仮称）を
策定します。さらに、Ｇ７富山環境大
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臣会合の開催に向け、環境に対する理
解を深め、県民総参加で環境保全活動
に取り組む機運の醸成を図るため、県
内３会場で記念シンポジウムを開催す
るとともに、県内全域の海岸で一斉清
掃を実施するほか、県民や事業者が今
後取り組むエコ活動の宣言を募集し、
専用サイト等で紹介する「とやまエコ
活動宣言事業」を実施します。

　４　技術開発と調査研究の推進
　　　各試験研究機関において、循環型社
会と低炭素社会づくり、環境保全に関
する各種調査研究を推進します。また、
環境・エネルギー分野における先導的
な研究開発プロジェクトの検討など、
グリーンイノベーションの加速化を促
進します。

Ⅱ．自然環境の保全
　１　自然保護思想の普及啓発
　　　自然公園等に配置されたナチュラリ
ストの自然解説のほか、自然公園指導
員等の活動を通じて、自然環境保全の
ための知識やマナーについて普及啓発
を行うとともに、自然保護講座（ジュ
ニアナチュラリスト養成コース）を開
催します。

　２　自然とのふれあい創出
　　　国立公園等での登山道整備や、ラム
サール条約登録湿地の弥陀ヶ原での木
道の更新や多言語の案内看板の整備を
実施するとともに、安全で快適な山岳
環境を整備するため、県民ボランティ
アを募集し、木道の滑り止めの設置や
外来植物除去等を実施します。また、
「水と緑の森づくり税」による県民全
体で支える森づくりを推進します。さ
らに、県民参加による植樹等の緑化運
動の展開や景観条例に基づく大規模な
開発行為の届出制度等の景観づくりを
推進します。

　３　自然環境保全活動の推進
　　　自然環境指針に基づき開発事業等に
ついて必要な指導を実施するとともに、
立山で運行されるバスについて条例に

よる排出ガス規制を実施します。また、
小学校が行うアマモ苗の育成及び移植
活動を支援するなど、海の森づくり事
業を推進します。

　４　生物多様性の確保
　　　「希少野生動植物保護条例」に基づ
き、「指定希少野生動植物」の周知、監
視等の実施や、本県の希少野生動植物
に関する保護活動を支援します。また、
新たに設置する「とやまのライチョウ
サポート隊」と連携し、保護柵設置や
生息地パトロールなどライチョウの保
護活動を実施するとともに、立山地域
のライチョウの生息数調査を行います。

　５　人と野生鳥獣との共生
　　　カラスの生息数や生息域などの調査
を行うとともに、被害防除対策を実施
します。また、イノシシやニホンジカ
など増えすぎた野生鳥獣の数の調整や
OJTによる捕獲の担い手の育成を行
います。

Ⅲ．生活環境の保全
　１　環境の状況の把握や環境汚染の未然
防止

　　　大気環境の保全については、県内の
大気汚染物質排出量の現状及び将来予
測を踏まえ、ブルースカイ計画を改定
するほか、微小粒子状物質対策として、
高濃度時の注意喚起に備えた監視体制
を確保するとともに、有識者等で構成
する研究会において排出削減対策等を
検討します。また、水環境の保全につ
いては、クリーンウオーター計画に基
づく取組みを推進するとともに、水生
生物保全環境基準の類型指定等のため
の実態調査を実施します。さらに、北
陸新幹線鉄道騒音に係る環境基準の達
成状況を把握するための実態調査を行
うほか、大規模な開発事業の実施に当
たっての環境影響評価を推進します。

　２　環境改善対策等の推進
　　　水質汚濁事故対策や農用地土壌汚染
対策、市街地等土壌汚染対策を推進し
ます。また、事業者による自主的な化
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学物質の排出削減を促進するとともに、
富岩運河等のダイオキシン類対策等に
取り組みます。

　３　県民等による自主的な環境保全活動
の展開

　　　「みんなできれいにせんまいけ大作
戦」をはじめとした県土美化推進運動
を展開します。また、海岸漂着物対策
として、Ｇ７富山環境大臣会合前にあ
わせた県内全域の海岸での一斉清掃や
漂着物の回収・処理を行うとともに、
海岸清掃体験バスツアー、清掃活動の
情報収集・発信など、上流から下流ま
での幅広い地域の行政機関・関係団体
が連携した発生抑制対策を推進します。
さらに、エコドライブ体験会の開催な
ど県民参加による「エコドライブ推進
運動」を展開するとともに、親子向け
の水環境体験バスツアーや「とやま川
の見守り隊」隊員など水環境保全に積
極的に取り組む県民を対象とした交流
会を開催するなど、水・大気環境保全
活動を促進します。

　４　環日本海地域における環境保全
　　　海洋環境の保全については、環日本
海地域の地方自治体等と連携して海辺
の漂着物調査や漂着物の発生抑制に係
る普及啓発、地球温暖化に伴う海岸生
物（スナガニ）の分布域調査を行うとと
もに、生物多様性情報の共有・発信を
実施するほか、NOWPAPへの支援協
力を行います。また、越境大気汚染対
策については、国や関係機関と連携し
て、酸性雨及び黄砂の実態調査を実施
します。さらに、国際環境協力につい
ては、「北東アジア青少年環境グローバ
ルリーダー育成事業」を行うとともに、
中国遼寧省とのVOC対策協力事業を
実施します。このほか、Ｇ７富山環境
大臣会合においては、県内の環境関連
の技術・取組みを紹介する「とやま情
報館」の設置、地元主催のエクスカー
ションの実施などにより、県内の環境
に関する優れた取組みを国内外に情報
発信するとともに、Ｇ７富山環境大臣

会合の成果を踏まえ、北東アジア地域
の地方自治体、学界、経済界の環境の
専門家が集まり、今後取り組む課題に
ついて協議する専門家会合や、県民に
大臣会合及び専門家会合の成果等につ
いて報告するフォーラムを開催します。

　５　イタイイタイ病の教訓の継承と発信
　　　県立イタイイタイ病資料館において、
特別企画展、語り部事業、資料館に来
て・見て・学ぼう事業を実施します。
また、従来の小学生向け副読本に加え
て中学生向け副読本の作成や、Ｇ７富
山環境大臣会合にあわせて県内の留学
生を対象としたイタイイタイ病講座を
開催するほか、貴重な資料の収集・保
存、小中学校の課外学習等の積極的な
受入れ、ウェブサイト等を活用した国
内外への情報発信等を実施します。

Ⅳ．水資源の保全と活用
　１　水源の保全と涵養
　　　地下水指針に基づき、揚水設備の立
入検査等を行い地下水の節水や合理的
な利用を呼びかけるとともに、地下水
の揚水量の実態調査を行うなど、地下
水保全施策を推進します。また、「地下
水の守り人」の養成講座を開催してそ
の拡充を図るほか、意見交換会を開催
するなど、地域ぐるみの地下水保全活
動を促進します。さらに、水源である
森林などの地域における適正な土地利
用の確保を図るため、水源地域保全条
例に基づき、事前届出による土地取引
の把握とともに、必要に応じて指導・
助言を実施します。

　２　小水力発電など水資源の有効利用と
多面的活用

　　　小水力発電については、上百瀬発電
所（仮称、南砺市利賀村）の建設を推
進するとともに三谷発電所（仮称、砺
波市）の測量、設計等を行うほか、土
地改良区等が実施する１１か所の整備を
支援します。また、産学官が連携した
環境・エネルギー分野における技術開
発の取組みを支援します。
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　３　水環境の保全
　　　河川、海岸等の親水機能の整備・保
全を推進するとともに、ウェブサイト
「とやま名水ナビ」を活用し、地域に
根ざした水環境保全活動の先駆的な取
組みや、水環境保全関連イベント等の
情報を発信します。

　４　水を活かした文化・産業の発展
　　　とやま２１世紀水ビジョンに基づき、
水に関わる各種施策や健全な水循環の
構築を推進します。また、「とやま名水
協議会」が実施する名水の配布等の
PR活動に対して支援します。

　複雑で多様化する環境問題を解決し、快
適で恵み豊かな環境を保全し創造していく
ためには、今後とも、県民一人ひとりが人
間活動と環境との関係について理解を深め
るとともに、県民、事業者、行政が一体と
なって取り組んでいくことが必要です。
　このため、環境基本計画の目標である「水
と緑に恵まれた環境が保全・創造され、人
と自然が共生しながら発展する富山」に向
けて、「環境とやま県民会議」を中心に、各
主体が参加・連携しながら、地域に根ざし
た環境保全活動を展開するなど、各種の環
境保全施策を積極的に推進していきます。

施策体系

　健康で文化的な生活を送るためには、快
適で恵み豊かな環境が不可欠であり、将来
にわたって、県民の貴重な財産であるすば
らしい環境を守り育てていくことが必要で
す。このため、環境基本条例の基本理念を

踏まえ、環境の保全と創造に関する各種施
策を計画的に推進し、県民総参加で「水と
緑に恵まれた環境が保全・創造され、人と
自然が共生しながら発展する富山」を目指
します。

１　環境基本条例

　都市・生活型公害から地球環境問題まで
広範多岐にわたる今日の環境問題に適切に
対応するため、７年１２月に環境基本条例を
制定しました。この条例は、快適で恵み豊
かな環境を保全し、及び創造することを目
標に、「環境の恵沢の享受と継承」、「持続的

発展が可能な社会の構築及び環境保全上の
支障の未然防止」並びに「地球環境保全の
推進」の３つを基本理念として、環境の保
全と創造に向けた行政、事業者、県民の責
務を明示しています。環境基本条例の体系
図は図１‐１のとおりです。

２　環境基本計画

　環境基本計画は、環境基本条例の基本理
念の実現に向けて、快適で恵み豊かな環境
の保全と創造に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るため、環境基本条例第１１
条の規定により施策の大綱や必要な推進事
項を盛り込んで１０年３月に策定したもので
あり、県における環境の保全と創造に関す
る基本となる計画です。
　１６年３月には、環境を取り巻く状況の変
化や新たな課題等に対応するため改定し、
２４年３月には、本県の特長を踏まえながら、

環日本海地域の「環境・エネルギー先端県」
づくりに向けて再度改定しました。　
　本県の環境行政における環境基本計画の
位置づけは、図１‐２のとおりであり、本
県の総合計画「新・元気とやま創造計画」
（２４年４月策定）において目指すべき将来
像の一つである「安心とやま」の環境面か
らの実現を図るための部門別計画として位
置づけられるものです。また、環境基本計
画の概要は図１‐３のとおりです。



８

　図１‐１　環境基本条例の体系図

　図１‐２　環境基本計画の位置づけ
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　図１‐３　環境基本計画の概要

分野ごとの施策の推進

◆第３章　施策の展開

◆第１章　総　論
１　計画策定の背景
　本県の特徴を踏まえながら、環日本海地域の環境・エネルギー先端県づくりに向けて策定

２　計画の位置づけ
　県総合計画の部門別計画としての位置づけ
　また、環境基本条例第11条の規定に基づき、快適で恵み豊かな環境の保全と創造に関する施策の基本
的な考え方、長期的な目標、必要な推進事項を盛り込み策定

３　計画の期間
　23年度から概ね10年後の33年度まで

４　対象地域
　富山県全域及びその沿岸海域

５　計画の対象項目
（１）人の健康の保護及び生活環境の保全（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪

臭、地下水障害、廃棄物）
（２）自然環境の保全（地形・地質、植物、動物）
（３）地球環境の保全（地球温暖化、オゾン層破壊、酸性雨、海洋汚染等）
（４）快適環境づくり（身近な水や緑、すぐれた景観、歴史的文化的環境） 

第１節　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
１ 廃棄物の排出抑制、循環的利用等の推進　　２ 温室効果ガス排出量の削減
３ 環境教育の推進と環境保全活動の拡大　　　４ 技術開発と調査研究の推進

第２節　自然環境の保全
１ 自然保護思想の普及・啓発　　２ 自然とのふれあい創出　　３ 自然環境保全活動の推進
４ 生物多様性の確保　　　　　　５ 人と野生鳥獣との共生

第３節　生活環境の保全
１ 環境の状況の把握や環境汚染の未然防止　　　２ 環境改善対策等の推進
３ 県民等による自主的な環境保全活動の展開　　４ 環日本海地域における環境保全
５ イタイイタイ病の教訓の継承と発信

◆第２章　計画の目標
水と緑に恵まれた環境が保全・創造され、人と自然が共生しながら発展する富山

第４節　水資源の保全と活用
１ 水源の保全と涵養　　２ 小水力発電など水資源の有効利用と多面的活用
３ 水環境の保全　　　　４ 水を活かした文化・産業の発展
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◆第５章　計画の推進
１　県民、事業者、行政の役割とあらゆる主体の参加
　県民、事業者、行政等の役割と具体的な取組例を提示

２　計画の推進体制
　環境とやま県民会議を中心に各種取組みを推進
　また、各主体（県民、事業者、NPO等）との連携を促進

３　進行管理
（１）可能な限り定量的な評価指標を設定
（２）具体的な施策や詳細な目標設定は、個別計画に委ねる
（３）毎年、県議会に対し、環境の状況及び施策に関する報告書を提出
　　また、「環境白書」については記載内容を充実し公表

◆第４章　環境資源の利用に当たっての配慮指針
１　一般的配慮指針
　各種開発事業に共通して配慮すべき事項を記載

２　事業別配慮指針
　次の事業について、配慮すべき事項を記載
　　（１）住宅団地、（２）商工業施設、（３）交通施設、（４）埋立・干拓、（５）発電所等、（６）ダム等、
　　（７）廃棄物処理施設等、（８）農林水産施設、（９）レクリエーション施設

分野横断的な施策の推進
第５節　県民・事業者・NPO・行政等が連携して取り組むネットワークづくり
１ 地域活動の活性化、NPO等の育成、活動参加の促進
２ 事業者の環境保全活動の取組推進
３ 各主体間での連携の促進

第６節　持続可能な社会構築に向けた人づくり
１ 幅広い世代が参画する分野横断型の環境教育の推進

第７節　環境と経済の好循環の創出
１ 環境付加価値による観光・地元産業等のブランド力 アップ、地域活性化
２ 環境・エネルギー技術を核とした新産業の育成

第８節　国際環境協力の推進
１ 国際的な環境モニタリング体制等の構築
２ 環境保全のための技術情報の共有
３ 国際環境協力を担う人材の育成
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環境の状況並びに環境の保全
及び創造に関する取組み



１１

第
１
第
１
章章

　

第
１
第
１
節節

環
境
の
状
況
並
び
に
環
境
の
保
全
及
び
創
造
に
関
す
る
取
組
み
／
循
環
型
社
会
と
低
炭
素
社
会
づ
く
り
の
推
進

第１１章
環境の状況並びに環境の保全
及び創造に関する取組み　　

第 １ 節 循環型社会と低炭素社会づくりの推進
〈分野ごとの施策の推進〉

　現代の大量生産、大量消費、大量廃棄型
の社会経済システムにより生ずる環境への
負荷が地球規模にまで拡大した結果、環境
の容量を超え、資源枯渇や地球温暖化とい
った地球規模の環境問題の深刻化が懸念さ
れています。
　こうした問題を解決するためには、３Ｒ
（Reduce（発生抑制）、Reuse（再使用）、

Recycle（再生利用））を通じた資源の消
費の抑制と循環や、温室効果ガス排出量の
削減が必要です。
　このため、廃棄物の排出抑制、循環的利
用等の推進や温室効果ガス排出量の削減を
図るとともに、環境教育の推進と環境保全
活動の拡大等も図り、循環型社会と低炭素
社会づくりを目指します。

１　廃棄物の排出抑制、循環的利用等の推進

⑴　現況
　①　一般廃棄物
　　　日常生活や事務所等から排出される
ごみやし尿は一般廃棄物であり、市町
村が処理計画を策定し、収集、処理し
ています。

　　　近年、市町村等によるごみの処理量
は横ばいで推移しており、２６年度にお
ける県民一人一日当たりの排出量は
１，０４２g／人日（全国平均は９４７ｇ／人
日）となっています。

　　　また、市町村等の分別収集、中間処
理により有効利用等されたごみの量は
６５千ｔであり、このほか集団回収によ
り３２千ｔのごみが資源化されています。
県全体の総排出量に対する再生利用率
は、２６年度では２４．０％であり、その推
移は表１‐１のとおりです。

　　　特に、再使用や再生利用が可能と考
えられる缶、びん、ペットボトル、紙
パック等の容器包装廃棄物については、
県内全市町村で「容器包装に係る分別
収集及び再商品化の促進等に関する法
律」（以下「容器包装リサイクル法」と

いう。）に基づき、分別収集が行われて
おり、２７年度では２２千ｔが収集されて
います。さらに、多くの市町村で資源
ごみ回収常設ステーションが設置され
ています。

　　　エアコンやテレビ等の廃家電品につ
いては、「特定家庭用機器再商品化法」
（以下「家電リサイクル法」という。）に
基づき、小売業者等を通じて製造業者
等が引き取り再商品化を行っており、
２７年度における県内４か所の指定引取
場所での回収量は、１０４千台となってい
ます。

　　　家庭から排出される使用済パソコン
については、「資源の有効な利用の促進
に関する法律」に基づき、１５年１０月か
ら製造業者等により回収・再資源化さ
れています。

　　　家電リサイクル法の対象となってい
ない使用済小型家電については、「使用
済小型電子機器等の再資源化の促進に
関する法律」に基づき、県内全市町村
で拠点回収等が行われており、２７年度
の回収量は６２２ｔになっています。
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　　　使用済自動車については、「使用済自
動車の再資源化等に関する法律」（以下
「自動車リサイクル法」という。）に基
づき、１７年１月から引取業者、解体業
者及び自動車メーカー等により再資源
化されています。

　　　なお、ごみの有料化等の経済的手法
が１０市町（２８年４月現在）で導入され

ているほか、多くの市町村で、集団回
収を奨励するための報奨金制度の導入
や家庭用の生ごみコンポスト化容器等
に対する助成が行われています。

　　　ごみ処理状況の推移及びごみ計画処
理量と一人一日当たりのごみ排出量の
推移は、図１‐４及び図１‐５のとお
りです。

　図１‐５　ごみ計画処理量と一人一日当たりのごみ排出量の推移

２６年度２５年度２４年度２３年度２２年度区　　　　分

２４．０２４．７２５．１２５．６２０．５富 山 県

２０．６２０．６２０．４２０．６２０．８全 国

（単位：％）　表１‐１　再生利用率

　図１‐４　ごみ処理状況の推移

　注　富山県では２３年度以降、民間処理業者による処理量を集計に追加しています。
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　　　このほか、原材料等に利用（マテリ
アルリサイクル）できない廃棄物につ
いては、エネルギーとしての利用（サ
ーマルリサイクル）が図られており、
本県では、ごみの焼却余熱を利用した
発電（富山地区広域圏クリーンセンタ
ー２０，０００kW、高岡広域エコ・クリー
ンセンター４，６００kW、クリーンピア射
水１，４７０kW）や福祉施設への温水の供
給等が行われています。

　　　県では、適正処理を確保するため、
処理施設の計画的な整備等について技
術的な助言を行っています。

　　　し尿については、水洗化人口が増加
しており、総人口に占める割合は２６年
１０月１日現在では、公共下水道人口は
７７．２％、浄化槽等人口は１８．８％で、こ
れに計画収集人口を加えた衛生処理人
口は１００％となっています。

　　　し尿の処理人口とし尿の処理状況の
推移は、図１‐６及び図１‐７のとお
りです。

　②　産業廃棄物
　　　事業活動に伴って生じる廃棄物のう
ち産業廃棄物は法令で定められた、燃
え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、
廃プラスチック類等の２０種類であり、
排出事業者処理責任が義務付けられて
います。県では、廃棄物処理計画（以
下「とやま廃棄物プラン」という。）に
基づき、排出抑制や減量化、循環的利
用の促進、適正処理の推進を図るとと
もに、産業廃棄物処理施設の計画的な
整備を指導しています。

　　　産業廃棄物の排出量（推計）は、図

　図１‐６　し尿の処理人口（２６年度）

　図１‐７　し尿の処理状況の推移
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１‐８のとおり、２６年度では４７３万９千
tであり、２５年度に比べ６千t増加し
ています。種類別では、紙・パルプ製
造工場、浄水場等から発生する汚泥が
全体の６４．７％と最も多く、次にがれき
類の１７．８％となっています。

　　　また、産業廃棄物の処理状況は、図
１‐９のとおり、全体の６１．９％が脱水

や焼却等の中間処理によって減量化さ
れ、最終的には、３３．６％が路盤材やセ
メント原料等に再生され、残りの４．５％
が最終処分（埋立）されています。減
量化・再生利用率は、９５．５％となって
います。

　　　産業廃棄物排出量等の推移は、図１‐
１０のとおりです。

　図１‐８　産業廃棄物の排出状況（２６年度）
〔種　類　別〕 〔業　種　別〕

　図１‐９　産業廃棄物の処理状況（２６年度）
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　　　公共工事に伴う建設系廃棄物につい
ては、北陸地方建設副産物対策連絡協
議会において「北陸地方建設リサイク
ル推進計画２０１５」が策定され、その排
出抑制、再生利用の促進等が図られて
います。

　　　再使用や再生利用ができない産業廃
棄物は、一般的には脱水、焼却、破砕
等の中間処理を経て、最終処分（埋立）
されています。最終処分場は、埋め立
てる産業廃棄物の種類に応じて、遮断
型最終処分場、管理型最終処分場及び
安定型最終処分場の３つに分類されて
おり、本県では、管理型又は安定型最
終処分場で埋立が行われています。

　　　産業廃棄物の中には、爆発性、毒性、
感染性等を有するものがあるため、そ
の処理に当たっては適正な管理が必要
です。県では、保管、収集・運搬、中
間処理及び最終処分までの各段階にお
いて産業廃棄物の適正な管理が行われ
るよう、排出事業者や処理業者に対す
る監視、指導を行っているほか、関係
事業者等を対象に「廃棄物の処理及び
清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理

法」という。）の改正等について講習会
等を開催しています。

　　　また、県外から産業廃棄物を搬入し、
県内で処理する場合には、産業廃棄物
適正処理指導要綱に基づき、事前協議
を行うよう事業者を指導しています。

　　　さらに、不法投棄防止対策の一環と
して、関係機関と連携し、産業廃棄物
不法投棄の監視パトロール等を実施し
ています。

　　　特別管理産業廃棄物である廃PCB
等（PCBを含む高圧コンデンサ、ト
ランス等）については、１３年７月に施
行された「ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関する特別措置
法」（以下「PCB特別措置法」という。）
により、保管又は使用中の事業所に届
出と処分されるまでの間の保管が義務
付けられており、適正保管されるよう
監視・指導しています。PCB特別措
置法に基づく県内の届出事業所数は
９１１事業所（２６年度末現在）となってい
ます。

　　　国の「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処
理基本計画」を受けて県の「ポリ塩化

　図１‐１０　産業廃棄物排出量等の推移
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ビフェニル廃棄物処理計画」を策定し、
PCB廃棄物の確実かつ適正な処理を
計画的に推進しています。この計画に
沿って、高圧トランス・コンデンサ等
は、北海道室蘭市の中間貯蔵・日本環
境安全事業㈱で、北海道など関係道県
で構成する広域協議会と調整を図りな
がら、２０年１１月から処理に取り組んで
います。

　　　なお、県では、中小企業等が負担す
るPCB廃棄物の処理費用の軽減を図
るため、（独）環境再生保全機構に設け
られたPCB廃棄物処理基金に出えん
をしています。

　　　また、低濃度PCB廃棄物等は、環
境大臣の無害化処理認定施設等におい
て処理が進められています。

⑵　講じた施策
　①　とやま廃棄物プランの推進
　　　廃棄物の排出抑制、循環的利用及び
適正処理を総合的かつ計画的に推進し、
循環型社会を構築するため、１５年３月
にとやま廃棄物プランを策定し、２４年
３月に改定しました。この計画は、廃
棄物処理法に基づき国の基本方針を踏
まえ策定したものであり、一般廃棄物
と産業廃棄物を対象として廃棄物の排
出抑制及び循環的利用に関する具体的
な数値目標を掲げるとともに、目標達
成に向けた施策や県民、事業者、行政
の役割分担を明らかにしています。こ
の計画に基づき、県民総参加の「ごみ
ゼロ推進大運動」を展開するなど、廃
棄物の排出抑制、循環的利用及び適正
処理を一層推進し、環境にやさしい循
環型社会の構築を図っています。

　　　とやま廃棄物プランの概要は表１‐
２のとおりです。

　　　２７年度には、県内の廃棄物の排出・
処理の実態等を踏まえ、とやま廃棄物
プランの改定を検討しました。 

　②　一般廃棄物
　　ア　とやま廃棄物プランの推進
　　　　とやま廃棄物プラン等に基づき、

県民、事業者、行政の適切な役割分
担のもと、連携してごみの排出抑制、
循環的利用及び適正処理の取組みを
展開しました。

　　イ　ごみゼロ推進大運動の展開
　　　　県民、事業者、報道機関、行政等

で構成する「環境とやま県民会議」
を中心として、県民総参加でごみの
排出抑制、循環的利用及び適正処理
に取り組む「ごみゼロ推進大運動」
を積極的に展開するため、メールマ
ガジンの配信による情報提供や講習
会の開催等により、県民がごみの排
出抑制、循環的利用及び適正処理に
ついて考え、実践する機会の提供に
努めました。

　　ウ　ごみゼロ推進県民大会の開催
　　　　県民、事業者、行政が一堂に会し、

ごみゼロ型社会の実現や循環型社会
の構築に向けた取組みを推進するこ
とを目的として、２７年１０月に富山市
において、「ごみゼロ推進県民大会」
を開催し、ごみの減量化等に取り組
む団体等を顕彰しました。

　　　　また、「とやま環境フェア２０１５」を
あわせて開催し、エコ活動の紹介や
省エネ機器の展示、工作などのエコ
体験、次世代自動車の試乗会等を行
いました。

　　エ　分別収集促進計画の推進
　　　　容器包装廃棄物の分別収集を促進

するため、２５年８月に策定した第７
期分別収集促進計画に基づき、消費
者（県民）、市町村、事業者がそれぞ
れの役割を分担し、資源の有効利用
を進めるよう分別排出についての普
及啓発を行いました。

　　　　第７期分別収集促進計画の概要は、
表１‐３のとおりです。 
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　表１‐２　とやま廃棄物プランの概要

①県民総ぐるみで循環型社会づくりに向けた取組みを進めるための計画
②廃棄物処理法第５条の５第１項の規定や国の基本方針に基づいて定める計画
③県の総合計画や環境基本計画、市町村の一般廃棄物処理計画等と連携した計画

趣 旨
位置づけ

２３～２７年度までの５年間計画期間

●本県の目指すべき循環型社会の姿：「富山ビジョン」
　すべての県民、事業者が、可能な限り廃棄物の排出を抑制し、排出されたものは地
域内での循環的利用に積極的に取り組むとともに、循環的利用ができないものは環境
負荷に配慮して適正に処理を行うなど、自らが、又はそれぞれが連携・協力して、富
山県の特性に応じた富山県らしい循環型社会づくりに向け積極的に行動しているこ
と
●施策の基本的方向性

●計画の目標（２７年度）

目指す姿
と施策の
方向性

①富山県の特性を活かした循環型社会づくり
　・廃棄物の排出抑制・再使用の推進
　・廃棄物の再生利用の推進
　・地域活性化にも寄与する地域循環圏の形成
②循環型社会を支える安全・安心な基盤整備
　・適切な廃棄物処理体制の確保
　・廃棄物処理の高度化・効率化
　・不適正処理防止対策の推進
③温室効果ガスの排出が少ない低炭素社会への転換
④各主体が連携・協力する仕組みづくり
　・県民総ぐるみによる３Ｒの推進
　・環境教育や普及啓発の推進

富山県ら
しい循環
型社会づ
くりのた
めの推進
施策

３９８千ｔ
【１９年度比▲５％】排出量

９９千ｔ
（２５％）

再生利用量
（再生利用率）

３８千ｔ
（１０％）

【１９年度比▲２２％】

最終処分量
（最終処分率）

〈一般廃棄物〉

４，８７９千ｔ
【１９年度比＋１％】排出量

１，９５２千ｔ
（４０％）

再生利用量
（再生利用率）

２，７４０千ｔ
（５６％）

減量化量
（減量化率）

９６％減量化・
再生利用率

１８７千ｔ
（４％）

【１９年度比▲３８％】

最終処分量
（最終処分率）

〈産業廃棄物〉
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　　オ　適正処理対策
　　　　一般廃棄物の適正な処理を確保す

るため、一般廃棄物処理計画の策定
や処理による生活環境への支障の防
止等について、市町村等に対して技
術的な助言を行いました。

　　カ　ダイオキシン類対策
　　　　ごみ焼却施設から排出されるダイ

オキシン類を削減するため、施設の
適切な維持管理等について、市町村
等に助言するとともに、県民の協力
のもとに、ごみの分別収集の推進を
図りました。

　　　　ごみ焼却施設の整備状況は表１‐

４のとおりです。
　　　　２７年度における県内のごみ焼却施

設（市町村等設置の５施設）から排
出されたダイオキシン類の年間排出
総量は、０．２８g‐TEQとなっていま
す。

　　　　また、県内５施設のごみ焼却施設
のダイオキシン類排出濃度を調査し
たところ、表１‐５のとおり、
０．０００００７５～１．８ng‐TEQ/㎥Nであ
り、すべての施設で規制基準値を下
回っていました。 

　表１‐３　第７期分別収集促進計画の概要
　容器包装リサイクル法第９条の規定により、本県における市町村別の容
器包装廃棄物の排出見込量等を示すとともに、分別収集の促進のために本
県が行う施策を明らかにするもの

趣旨

２６～３０年度までの５年間計画期間
容器包装廃棄物の
排出見込量

容器包装廃棄物の
分別収集見込量

①容器包装廃棄物の排出の抑制及び分別収集の促進の意義に関する知識の
普及

②市町村相互間の情報の交換の促進
③その他の排出の抑制や分別収集の促進に関する事項
　・廃棄物処理施設整備の推進
　・効果的な分別区分及び効率的な収集方法等への技術的支援
　・拠点回収及び集団回収の実施
　・容器包装廃棄物の排出抑制及び再商品化等の促進のための方策
　・県民、事業者のエコライフの拡大
　・行政の事業者、消費者としての環境保全に向けた取組みの率先実行
　・調査研究等の推進

分別収集促進のた
めの施策

３０年度２９年度２８年度２７年度２６年度区　　　分
７０，５３９．５７０，９７３．６７１，３７２．８７１，８２６．３７２，１９４．１容 器 包 装 廃 棄 物

３０年度２９年度２８年度２７年度２６年度区　　　分
１，９４９．６１，９６８．７１，９８２．５２，００１．６２，０１９．９無 色 ガ ラ ス び ん
２，３４０．２２，３５３．７２，３６５．１２，３７５．５２，３８５．２茶 色 ガ ラ ス び ん
９４６．８９３６．４９２７．５９１８．７９０５．０そ の 他 ガ ラ ス び ん

２，５２２．４２，５１４．０２，５０５．２２，４９６．５２，４８５．１紙 製 容 器 包 装
１，５０９．２１，５１０．２１，５１２．３１，５１１．２１，５１１．９ペ ッ ト ボ ト ル
５，５２８．６５，５２８．１５，５２７．６５，５２４．０５，５１８．８プラスチック製容器包装
６５．５６４．０６２．６６２．２６０．７うち白色トレイ
８０２．０８２０．８８４０．６８５９．６８７９．２ス チ ー ル 缶

１，１８７．７１，１８７．４１，１８６．０１，１８６．２１，１８２．９ア ル ミ 缶
１５９．９１５９．７１５８．７１５７．８１５７．３紙 パ ッ ク

６，８８９．０６，８６０．６６，８２３．８６，７９２．０６，７５２．４段 ボ ー ル

〔単位：ｔ〕
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発電能力処理能力焼却方式施　　　設　　　名　　　称

２０，０００kW８１０ｔ桑２４時間全連続富山地区広域圏事務組合
クリーンセンター

　４，６００kW２５５ｔ桑２４時間全連続高岡地区広域圏事務組合
高岡広域エコ・クリーンセンター

―１７４ｔ桑１６時間准連続新川広域圏事務組合エコぽ～と

―７３．２ｔ桑２４時間全連続砺波広域圏事務組合
クリーンセンターとなみ

　１，４７０kW１３８ｔ桑２４時間全連続射水市クリーンピア射水

　表１‐４　ごみ焼却施設の整備状況 （２８年４月１日現在）

　　キ　ごみ処理施設等の整備
　　　　２８年度当初におけるごみ処理施設

及びごみ最終処分場の整備状況は、
図１‐１１及び図１‐１２のとおりです。

　　　　また、県内１１施設の最終処分場の
埋立残余容量は６１０千㎥であり、２６年

度の埋立量２４千㎥から推定すると残
余期間は２５年間と、全国の２０．１年間
（２６年度末）を上回っています。

　　　　県では、ごみ処理施設の計画的な
整備や適切な維持管理等について、
市町村等に助言しています。 

基準値（ng-TEQ／m３N）排出濃度（ng-TEQ ／ m３N）施　　　設　　　名　　　称

０．１０．００００１９～０．０００３２富山地区広域圏事務組合
クリーンセンター

１　０．０００００７５～０．０００６２高岡地区広域圏事務組合
高岡広域エコ・クリーンセンター

５　０．００６６～０．４０新川広域圏事務組合エコぽ～と

５　０．５９～１．８砺波広域圏事務組合
クリ－ンセンターとなみ

５　０．００２３～０．００５１射水市クリーンピア射水

　表１‐５　ごみ焼却施設のダイオキシン類排出濃度調査結果（２７年度）

　図１‐１１　ごみ処理施設の整備状況 （２８年４月１日現在）



２０

　　ク　し尿処理施設の整備
　　　　２７年度末におけるし尿処理施設の

整備状況は、図１‐１３のとおりであ
り、県内全体における１日当たりの
し尿の平均収集量３５１klに対して、
処理能力は５３１klとなっています。

　　　　県では、合理的なし尿処理体制の
整備について、市町村等に助言して
います。

　　ケ　浄化槽の適正な維持管理
　　　　浄化槽については、法定検査受検

率の向上を図り、適正な維持管理を
推進するため、（公社）富山県浄化槽
協会と連携し、２０年４月１日から
BOD検査を主体とする新しい検査

方式を導入しました。
　　　　また、「保守点検」、「清掃」及び

「法定検査」の契約窓口を一本化す
る「浄化槽一括契約制度」の導入に
向け、（公社）富山県浄化槽協会と連
携して制度のPRを図るとともに、
推進策について検討しました。

　　コ　災害廃棄物対策の推進
　　　　地震等の大規模な災害の発生時に

おいて、災害廃棄物の処理等を適正
かつ円滑に推進するため、（一社）富
山県産業廃棄物協会、（一社）富山県
構造物解体協会及び富山県環境保全
協同組合の３団体と協定を締結し、
必要な協力体制を構築してきました

　図１‐１２　ごみ最終処分場の整備状況

（２８年４月１日現在）

　図１‐１３　し尿処理施設の整備状況

（２８年４月１日現在）
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が、２７年１１月には、（公社）富山県浄
化槽協会と浄化槽の緊急点検や応急
措置等に関する協定を締結しました。

　　　　また、市町村職員等を対象とした
災害廃棄物対策セミナーを開催しま
した。

　③　産業廃棄物
　　ア　とやま廃棄物プランの推進
　　　　事業者による産業廃棄物の計画的

な排出抑制及び循環的利用の取組み
や適正処理を進めるため、とやま廃
棄物プラン等に基づき各種施策を推
進するとともに、排出量の抑制等の
目標の達成に向けて、関係者への周
知徹底、普及啓発を行ったほか、中
間処理施設の計画的な整備を指導し
ました。

　　イ　環境関連企業の海外展開支援
　　　　北西太平洋地域海行動計画

（NOWPAP）、大学、企業が連携し、
若者を対象に環境分野の次世代リー
ダーの育成を図ったほか、官民が連
携し、経済成長著しいASEAN地域
での廃棄物処理ビジネスの将来性や
取り組む際のポイントなどについて
解説するセミナーを開催するなど、
県内環境関連企業の海外展開を支援
しました。

　　ウ　多量排出事業者の指導等
　　　　産業廃棄物の年間発生量が１，０００

ｔ以上（特別管理産業廃棄物の場合
は５０ｔ以上）の多量排出事業者に対
して、産業廃棄物（特別管理産業廃

棄物）処理計画書の作成や実施状況
報告書の提出を指導しました。

　　　　なお、計画書等は、廃棄物処理法
に基づき、県のウェブサイトで公開
し、事業者の自主的な取組みの推進
を図りました。

　　エ　建設系廃棄物対策の推進
　　　　「建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律」を推進するため、
届出等の審査やパトロール等を通じ
て、関係者に対して適正な分別解体、
再資源化の実施に関する指導や助言
を行いました。

　　オ　法令等に基づく規制の概要
　　　　廃棄物処理法は、廃棄物の適正な

処理等について必要な事項を定める
ことにより、生活環境の保全等を図
ることを目的としています。ここ数
年の廃棄物の排出量はほぼ横ばいで
すが、最終処分場のひっ迫、不法投
棄問題等に適切に対応するため、数
次の改正が行われ、不法投棄の未然
防止、リサイクルの促進等の措置の
強化が行われています。

　　　　２７年度末における産業廃棄物処理
業の許可状況は、表１‐６のとおり
です。

　　　　また、産業廃棄物処理施設の許可
は、木くずやがれき類の破砕施設が
２５８施設、汚泥の脱水施設が８１施設、
安定型最終処分場が９施設、管理型
最終処分場が１５施設等となっていま
す。 

計最 終 処 分中 間 処 理収集及び運搬許 可 区 分
１，６９３７１３５１，５５１

産 業 廃 棄 物
１９４４７２１１８
２０８０６２０２

特別管理産業廃棄物
６００５５５

　注　上段は富山県の許可件数、下段は富山市の許可件数です。

　表１‐６　産業廃棄物処理業の許可状況 （２８年３月３１日現在）
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　　カ　産業廃棄物適正処理指導要綱の運
用

　　　　産業廃棄物処理施設の設置や県外
から産業廃棄物を県内に搬入する際
の事前協議等を定めた産業廃棄物適
正処理指導要綱により、県内の産業
廃棄物の適正な処理の確保を図って
います。

　　　　この要綱に基づき、産業廃棄物の
焼却施設及び最終処分場等の設置に
当たっては、住民等の理解と協力を
得て事業を円滑に進める観点から、
生活環境影響調査内容の事前協議、
住民説明会の開催、生活環境の保全
に関する協定の締結及び生活環境の
保全を図るための必要な措置を講ず
るよう指導しています。

　　　　また、県外からの産業廃棄物の搬
入に当たっては、事前協議により、
県内の処理体制に影響を及ぼさない
よう事業者を指導しており、県では、
２７年度に１４９件の事前協議を行いま
した。

　　　　特に、搬入量の多い事業者（年間
１００ｔ以上）や埋立処分のために搬入
する事業者を重点的に指導しました。

　　キ　適正処理の啓発
　　　　廃棄物処理法により、産業廃棄物

の処理を委託する際には、マニフェ
ストを使用し、その使用の状況を報
告することが義務付けられているこ
とから、（一社）富山県産業廃棄物協
会と連携し、各種講習会等を通じて
普及啓発に努めました。

　　　　なお、国が普及を進めている電子
マニフェストについては、偽造を防
止でき、交付状況等の報告が不要に

なるなどのメリットがあることから、
あわせて普及啓発に努めました。

　　　　また、遵法性や事業の透明性が高
く、財務内容が安定するなど、通常
の許可基準よりも厳しい基準をクリ
アした産業廃棄物処理業者を認定す
る「優良産廃業者認定制度」の普及
を図るため、（一社）富山県産業廃棄
物協会と連携し、各種講習会等を通
じて普及啓発に努めました。

　　　　このほか、県、市町村、警察本部、伏
木海上保安部等関係機関からなる不
法処理防止連絡協議会を設置し、情
報交換を行うとともに、事業者への
指導、各種講習会、ポスターやパン
フレットの作成・配布により適正処
理の啓発を図りました。

　　ク　公共関与による処理施設の整備
　　　　公共関与による産業廃棄物の処理

施設の整備については、①本県の最
終処分場は残余年数から当面十分な
処理能力を有していると考えられる
こと、②廃棄物の減量・リサイクル
の一層の進展が見込まれることなど
から、現時点の必要性は低い状況で
すが、廃棄物の発生・処理の動向、
最終処分場の残余年数等を考慮しな
がら、引き続き検討を進めていくこ
ととしています。

　　ケ　監視指導
　　　　県では、必要に応じて市町村とも

連携して産業廃棄物処理業者及び排
出事業者延べ１０１事業所に対して監
視を行い、そのうち、２９事業所に対
して改善を指導しました。

　　　　監視指導状況は表１‐７のとおり

合 計排 出
事業所

産業廃棄物処理業者の事業所
区　　分

最終処分中間処理収集及び運搬
１０１１１１７６５８９０立入調査数
２９７２１８２２２指 導 件 数

　表１‐７　産業廃棄物の監視・指導状況（２７年度）
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です。

　　コ　不法投棄等の防止対策の推進
　　　　常勤の産業廃棄物監視指導員２名

により広域的なパトロール（延べ１５３
回）を実施し、一般廃棄物も含め１２
件の不法投棄等の事案を発見すると
ともに、原状回復に努めました。

　　　　また、１０月の「不法投棄防止月間」
に関係機関と連携した一斉パトロー
ルや産業廃棄物運搬車両を対象とし
た路上検問を実施したほか、「廃棄物
の不法投棄等の情報提供に関する協
定」を締結している中日本高速道路
㈱からの情報提供に基づく早期撤去
や、県猟友会によるパトロール活動
の実施など、不法投棄等の未然防止、
早期発見に努めました。

　　　　さらに、農業用の用排水路やため
池へのごみ投棄防止等を呼びかける
ため、標語及びポスターを募集する
とともに、入賞作品をカレンダーに
して広く配布しました。

　　　　このほか、市町村による不法投棄
廃棄物の撤去に対して財政上の支援
を行いました。

　　サ　農業系廃棄物対策の推進
　　　　２７年３月に策定した「とやま「人」

と「環境」にやさしい農業推進プラ
ン」に基づき、化学肥料・農薬の低
減に取り組むエコファーマーの育成
を推進するとともに、農業用廃プラ
スチックや、廃農薬など使用済農業
用資材の適正処理を推進し、「環境に
やさしい農業」の普及に努めました。 

　　シ　PCB廃棄物の適正処理の推進
　　　　PCB廃棄物については、保管事

業者への立入検査等を通じて、適正
な保管管理の徹底、確実な処理を推
進するとともに、低濃度PCB廃棄
物については、民間の無害化処理認
定施設での処理を推進しました。

　　　　また、PCB廃棄物の現況把握を
行うとともに、保管事業者を対象と
した適正処理講習会を開催しました。

　　　　さらに、国の基本計画の変更を踏
まえ、県のPCB廃棄物の処理計画
を変更しました。

　　ス　下水汚泥処理の推進
　　　　下水汚泥処理基本計画に基づき、

下水汚泥の有効利用や安定的、効率
的な汚泥処理の推進に努めました。

　④　リサイクルの推進
　　ア　リサイクル認定制度の推進
　　　　リサイクル製品の製造・販売や廃

棄物の減量化・リサイクル等の取組
みの拡大を推進するため、１４年度に
創設したリサイクル認定制度により、
「リサイクル製品」、「エコ事業所」
の２つの区分について公募を行い、
認定検討会における書類審査や現地
調査等を踏まえ認定を行いました。

　　　　２７年度末における認定状況は、表
１‐８のとおり、リサイクル製品が
６４製品、エコ事業所が１３事業所とな
っています。

　　　　また、この制度や製品等を紹介す
るため、パンフレットやホームペー
ジ等による広報を行いました。

　表１‐８　リサイクル認定制度に基づく認定状況
エ コ 事 業 所リサイクル製品区　　分

　５２１２５　年　度
　４２２２６　年　度
　４２１２７　年　度
１３６４計

リサイクル認定マーク
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　　　　さらに、認定リサイクル製品の公
共事業での利用促進を図るため、「公
共工事におけるリサイクル製品利用
推進部会」において、製品の優先的
な利用を図りました。

　　イ　ごみ焼却灰（溶融スラグ）の利用
促進

　　　　ごみ焼却灰から生成される溶融ス
ラグの利用を促進するため、県が実
施する公共工事で溶融スラグを利用
したアスファルト舗装材等を積極的
に使用しました。 

　　ウ　富山型使用済小型家電リサイクル
の推進

　　　　使用済小型家電を回収し、民間事
業者が高度なリサイクル処理を行う
富山型リサイクル体制の構築に向け、
市町村による常設回収ステーション
の設置を支援し、２５年１０月には、県
内全域で使用済小型家電の回収体制
が整備されました。

　　　　２７年度には、市町村の取組みを一
層推進するため、啓発資材の作成、
環境イベントでの回収活動の支援な
ど、普及啓発を実施しました。

コ ラ ム

循環型社会づくりに向けて
～新・とやま廃棄物プランを策定しました～

　Ｇ７富山環境大臣会合において３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の取組
みを国際的に推進する「富山物質循環フレームワーク」が採択されるなど、廃棄物を
取り巻く状況は大きく変化しています。
　こうしたことを踏まえ、県では、第３期の廃棄物処理計画（とやま廃棄物プラン）
を策定しました。新たなプランには、フレームワークで具体的な取組み例とされた食
品ロス・食品廃棄物対策など、資源効率性を向上させ、廃棄物の３Ｒを推進するため
の施策を盛り込みました。
　Ｇ７環境大臣会合の開催地として、また、「物質循環フレームワーク」に名が冠され
た自治体として、県民総参加で循環型社会の形成に向けた取組みを進めていきたいと
考えておりますので、ご協力をお願いします。 　とやま廃棄物プラン　　検索

循環型社会の形成に向けた推進施策

①　循環型社会の実現に向けた３Ｒの推進
　　食品ロス・食品廃棄物対策やレアメタルの回収、産学官が連携した産業廃棄
物等の３Ｒの推進などを一層進めていきます。
②　循環型社会を支える安全・安心な社会基盤の整備の推進
　　少子高齢化・人口減少社会に対応したごみ処理体制のあり方の検討やＰＣＢ
廃棄物等の適正処理、災害廃棄物対策の推進などを一層進めていきます。
③　各主体が一体となった循環型社会を目指す地域づくりの推進
　　「とやまエコ・ストア制度」の普及拡大や環境教育の推進、
ビジネスマッチング等を通じた事業者間連携の強化などを一
層進めていきます。
④　環境産業の創出と人材育成
　　次世代を担う経営者や技術者等の育成、海外展開に取り組
む企業への支援などを一層進めていきます。
⑤　低炭素社会づくりとの統合的な取組みの推進
　　廃棄物処理の省エネ化や再生可能エネルギー導入推進、廃
棄物のエネルギー利用の調査検討などを一層進めていきます。
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　図１‐１４　県内における温室効果ガスの部門別排出量の推移

増加率（％）
２５年度１７年度

区分
割合（％）排出量（千ｔ－CO２）割合（％）排出量（千ｔ－CO２）

３３．６１８．７２，３７１１４．９１，７７５民 生 家 庭
１６．６１３．０１，６５０１１．９１，４１５民 生 業 務
－１０．２１８．０２，２８５２１．４２，５４５運 輸
３．２４３．１５，４７６４４．７５，３０４産 業
８．７７．２９１２７．１８３９そ の 他
６．９１００　１２，６７９１００　１１，８７９計

注１　四捨五入により、合計は一致しない場合があります。
　２　その他：廃棄物由来の二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロン等３ガス

２　温室効果ガス排出量の削減

⑴　現況
　　地球温暖化は、地表から放射された熱
を吸収し、再び地表に放射して温度を上
昇させる効果をもつ二酸化炭素（CO２）
等の温室効果ガスが、近年の人間活動の
拡大に伴って大量に排出されることによ
り起こるといわれています。地球温暖化
により、海面水位の上昇や異常気象の頻
発化、健康、生態系、食糧生産への悪影
響が懸念されています。
　　県内の温室効果ガス排出量（二酸化炭
素換算）は、図１‐１４のとおり、１７年度
の１１，８７９千ｔ‐CO２と比べて、２５年度は
１２，６９４千ｔ‐CO２と６．９％増加しました。
部門別の構成比では、産業部門（４３．１％）、
民 生 家 庭 部 門（１８．７％）、運 輸 部 門

（１８．０％）、民生業務部門（１３．０％）の順
となっています。

　　また、主な温室効果ガスである二酸化
炭素の２５年度の排出量は１２，０４３千ｔ‐
CO２であり、これは全国の約１％に相当
し、県民一人当たりでは１１．２ｔ‐CO２で
した。

　　一方、本県は、森林が多く緑が豊かな
ことから、植物により相当量の二酸化炭
素が吸収されていると見込まれています。

　　しかしながら、二酸化炭素は、人間活
動のあらゆる場面において排出されてお
り、その削減に当たっては、現代の大量
生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済
システムの変革に向けた取組みが必要で
す。
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　　また、その他の温室効果ガスであるメ
タン、一酸化二窒素、代替フロン等につ
いても、それぞれの排出実態を踏まえた
対策が必要です。

⑵　講じた施策
　①　とやま温暖化ストップ計画の推進
　　　地球温暖化対策を地域レベルで計画
的かつ体系的に推進するため、１６年３
月に地球温暖化対策推進計画（以下「と
やま温暖化ストップ計画」という。）を
策定、２７年３月に改定し、本県の地球
温暖化対策実行計画（区域施策編）に
位置づけました。この計画では、温室
効果ガス排出量の削減目標や削減対策
のほか、削減対策を講じても避けられ
ない地球温暖化の影響を軽減するため
の適応策を明らかにしており、この計
画に基づき、県民、事業者及び行政が

連携協力して各種対策に取り組んでい
ます。

　　　とやま温暖化ストップ計画の概要は、
表１‐９のとおりです。

　　　県では、とやま温暖化ストップ計画
に基づき、温室効果ガス排出量の増加
が著しい民生家庭部門及び民生業務部
門を中心に以下の対策を推進しました。

　　ア　地球温暖化防止活動推進センター
である（公財）とやま環境財団と連
携し、地球温暖化対策を普及啓発す
るとともに、県民の優れた取組みを
「とやまストップ温暖化アクト賞」
として表彰（個人２件、団体２件、
企業２件）しました。

　　　　また、民生部門を中心に、省資源・
省エネルギー運動を推進しました。

　表１‐９　とやま温暖化ストップ計画の概要
地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条に基づく地方公共団体実行計画
（区域施策編）、かつ、県環境基本計画の地球温暖化対策に係る個別計画位 置 づ け

富山県全域対 象 地 域
地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項に定める以下の７物質
①二酸化炭素（CO２）　 　　　　②メタン（CH４）
③一酸化二窒素（N２O）　 　　　④ハイドロフルオロカーボン（HFC）
⑤パーフルオロカーボン（PFC）⑥六ふっ化硫黄（SF６）
⑦三ふっ化窒素（NF３）

対 象 物 質

２０２０（平成３２）年度の温室効果ガス排出量を２００５（平成１７）年度の排出量か
ら８％削減計 画 の 目 標

〈基本的な考え方〉
　①県民、事業者、行政などすべての主体による取組みを推進
　②本県の地域特性を活かした対策を推進
　③環境と経済の両立に資する対策を推進
〈削減対策〉

削 減 対 策

「省エネルギーの推進」、「再生可能エネルギーの導入促進」、「森林吸収源対
策の推進」のための６つの「重点プロジェクト」を設け、それぞれの施策の
進捗状況を把握するため、参考指標を設定

重点プロジェクト

温室効果ガスの削減対策（緩和策）を講じても避けられない地球温暖化の影
響を軽減するため、分野ごとに適応策を実施適 応 策

計画に基づく施策の適正かつ着実な実施を図るため、毎年度、温室効果ガス
の排出状況や参考指標の達成状況を確認しながら進行管理を実施計画の進行管理
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　　オ　環境省が実施している、地球温暖
化防止のための普及啓発イベントで
あるCO２削減／ライトダウンキャ
ンペーン「夏至ライトダウン」及び
「クールアース・デーライトダウン」
への参加について、県民や事業者に
協力を呼びかけ、県内５６３のライトア
ップ施設等で一斉消灯が行われまし
た。

　　カ　エコドライブに関する体験会を開
催するなど、エコドライブ実践の拡
大と定着を推進しました。

　　キ　「次世代自動車充電インフラ整備
ビジョン」に基づき、県内における
電気自動車（EV）やプラグインハイ
ブリッド自動車（PHV）に必要な充
電設備の整備を加速し、EVやPHV
の普及を促進しました。

　　ク　（一社）富山県トラック協会及び
（公社）富山県バス協会が行う環境
対策事業（エコドライブの推進等）
に対し交付金を交付しました。

　　ケ　荷主企業奨励金制度による地元港
湾利用の促進に取り組み、物流にお
ける環境負荷の低減を図りました。

　　コ　マイカーに依存した生活を見直し、
公共交通による通勤に切り替えるき
っかけになることを目指し、交通事
業者等の協力も得て、「県・市町村統
一ノーマイカー運動」を実施するほ
か、パークアンドライドの推進等の
各種施策を推進するとともに、県の
率先行動として、２０年１０月から職員
によるマイカー通勤の自粛にも取り
組んでいます。

　　　　また、鉄軌道の設備整備やバス路
線の運行維持等を支援するなど、公
共交通の維持活性化・利用促進に向
けた取組みを推進しました。

　　　　さらに、パソコンや携帯電話等に

　　イ　地域において地球温暖化に関して
住民への普及啓発、調査、指導及び
助言等を行う地球温暖化防止活動推
進員の活動を支援しました。

　　ウ　家庭における地球温暖化対策を推
進するため、１０歳の児童等が家族と
ともに１０項目の地球温暖化対策に取
り組む「とやま環境チャレンジ１０（テ
ン）事業」を全市町村の６６校で実施
しました。

　　　　また、住宅の省エネ改修に対して
融資を実施しました。

　　エ　事業者の地球温暖化対策を促進す
るため、環境保全施設整備や再生可
能エネルギーを利用した発電設備の
導入を行う中小企業に対して融資を
実施しました。

　　　　また、中小企業向けの環境マネジ
メントシステム「エコアクション２１」
の普及拡大を図るため、「エコアクシ
ョン２１自治体イニシアティブ・プロ
グラム」（多くの事業者が一斉に「エ
コアクション２１」の認証取得を目指
す事業）を実施しました。

　　　　さらに、環境マネジメント構築を
支援するため、省エネセミナーを開
催しました。

　　　　このほか、小規模事業者の省エネ
ルギー推進活動を支援するため、県
商工会連合会及び富山商工会議所を
通じて専門家を派遣し、省エネルギ
ー診断等を実施しました。 

とやま環境チャレンジ１０
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環境学習の推進のため、都市部の貴
重な水辺空間である富岩運河環水公
園等において、二酸化炭素を排出し
ないソーラー発電を活用した電気船
「fugan」、「sora」と電気ボート
「もみじ」を県と富山市が共同で運
航しました。

　　ソ　県庁本庁舎及び出先機関において、
引き続き、簡素で効率的な県庁独自
の環境マネジメントシステムを運用
し、環境に配慮したオフィス活動等
を推進するとともに、業務に支障の
ない照明の消灯などの節電行動を実
施しました。

　　　　また、公用車の低公害車化、小型
車化を推進しました。

　　　　さらに、中央病院で冷熱源設備を
対象としたESCO事業を実施しま
した。

　　タ　「特定製品に係るフロン類の回収
及び破壊の実施の確保等に関する法
律」が改正され、「フロン類の使用の
合理化及び管理の適正化に関する法
律」として２７年４月に施行されたこ
とを受け、法の周知を図るとともに、
フロン類が使用されている業務用冷
凍空調機器の廃棄及び整備の際にフ
ロン類の充填・回収を行う事業者の
登録等を行うとともに、立入検査を
実施しました。

　　チ　二酸化炭素の吸収源になる森林の
整備・保全を推進しました。

　②　地球温暖化防止のための富山県庁行
動計画（新県庁エコプラン）の推進

　　　県では、２４年１月に策定した「地球
温暖化防止のための富山県庁行動計
画」（以下「新県庁エコプラン」という。）
の第３期計画に基づき、県の事務事業
における温室効果ガスの排出削減や環
境負荷の低減を図るため、率先的に省
資源・省エネルギー等の環境保全活動

より、乗継情報等の公共交通情報を
わかりやすく案内検索するシステム
を導入しています。（富山らくらく交
通ナビ事業）

　　　　このほか、公共交通機関が導入す
る交通ICカード整備事業に対する
支援を行っています。

　　サ　道路の主要な渋滞ポイントの解消
やバイパス、環状道路の整備など交
通円滑化対策を行いました。

　　　　また、交通信号機の更新・新設時
にLED式で整備することにより、
省エネルギーを促進しました。

　　シ　再生可能エネルギービジョンに基
づき、再生可能エネルギーの導入促
進など、エネルギーの多様化や地域
全体の省エネルギー構造への転換等
を推進しました。

　　　　中小河川を利用した小水力発電に
ついては、上百瀬発電所（仮称、南
砺市利賀村）の建設に着手するとと
もに、農業用水を利用した小水力発
電については、土地改良区等が実施
する１１か所（うち３か所は新規）の
整備を支援しました。

　　　　また、富山新港臨海工業用地にお
いて太陽光発電所の運転を開始する
とともに、住宅用太陽光発電システ
ム導入に対する融資を実施しました。

　　　　さらに、地中熱等の利活用につい
て、市町村・企業等に普及啓発を行
うとともに、環境・エネルギー分野
における産学官連携による技術開発
の取組みを支援しました。

　　ス　環境省の補助金を活用した「再生
可能エネルギー等導入推進基金」に
より、地域の防災拠点となる公共施
設への太陽光発電等の再生可能エネ
ルギーや蓄電池の導入を推進しまし
た。

　　セ　賑わい創出や観光振興、さらには、
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地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条に基づく地方公共団体実行計画
（事務事業編）。また、省エネルギー法における県のエネルギー使用の合理
化に向けた中長期計画等と連携して取り組むもの

位 置 づ け

２３～２７年度までの５年間計 画 期 間
県が自ら管理運営するすべての機関（指定管理者制度導入施設を含む）対 象 機 関
①温室効果ガスの排出に係る削減目標
　県の事務事業に伴う二酸化炭素排出量を２７年度までに２２年度比で５％以
上削減

②項目ごとの削減目安（２７年度／２２年度）
　・電気使用量　　　　　　　　　　　５％以上削減
　・庁舎等燃料使用量　　　　　　　　５％以上削減
　・公用車燃料使用量　　　　　　　　５％以上削減
　・水使用量　　　　　　　　　　　　５％以上削減
　・紙（コピー用紙）購入量　　　　　５％以上削減
　・廃棄物廃棄処分量　　　　　　　　５％以上削減

削 減 目 標

①エコオフィス活動の継続・徹底
　・省エネルギー管理体制の強化
　・所属（職員）単位での取組み
　・庁舎等管理所属単位での取組み
②施設・設備等の省エネルギー化の推進
　・施設の建設等に関する取組み
　・公用車の導入に関する取組み

取 組 方 針

環境行政推進会議（会長：副知事）とその下部組織である環境行政推進会
議幹事会において、計画を進行管理し、推進する。推 進 体 制

　表１‐１０　新県庁エコプラン第３期計画の概要

　表１‐１１　新県庁エコプランの実施状況
２７年度実績

２６年度実績２２年度
（基準年度）項　目

２２年度比

▲１１．８％６７，３９３６７，９１７７６，４５２CO２総排出量（t）
（電気＋庁舎等燃料＋公用車燃料）

１０８，９６１１０７，５０７１１１，６４４電気使用量（千kWh）電
気 ▲２．４％４０，７５１４０，２０８４１，７５５CO２排出量（t）

４，３４３４，３７７６，２１６重油使用量（kL）庁
舎
等
燃
料

２，４０１２，６２６３，０９３灯油使用量（kL）
１，８５３１，９２９２，２０６都市ガス使用量（千㎥）
８７９３９８LPガス使用量（千㎥）

▲２５．２％２２，４９４２３，３７７３０，０５４CO２排出量（t）
１，３３４１，４０５１，５５２ガソリン使用量（kL）公

用
車
燃
料

４０６４１４４０２軽油使用量（kL）
▲１０．７％４，１４８４，３３２４，６４４CO２排出量（t）
▲１６．６％６５０６８５７７９水使用量（千㎥）
５．４％１４５，３３５１４６，８２４１３７，８４５紙購入量（千枚）
▲２．４％１，８９６１，８１２１，９４２廃棄物廃棄処分量（t）

注１　電気使用に伴うCO２排出量への換算は、経年比較のため２２年１２月２７日告示の排出係数（０．３７４
㎏／kWh）を採用しています。

　２　廃棄物廃棄処分量＝廃棄物排出量－リサイクル量
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グリーン購入率（％）分　　　野
９８．１印 刷 物
９８．３文 具 類
９８．５画 像 機 器 等
９７．８電 子 計 算 機 等
９６．９オ フ ィ ス 機 器 等

　表１‐１２　県のグリーン購入の実績（２７年度）

注１　グリーン購入率（％）＝（判断の基準を満たす物品等の購
入金額）／（各分野の特定調達品目の購入金額合計）×１００

　２　グリーン購入が十分に浸透してきたため、２５年度から、一
部の分野についてのみ調達状況を集計することとしました。

　３　グリーン購入法に基づく国の基本方針の変更を受け、２７年度
から、ＯＡ機器の分野を画像機器等、電子計算機等及びオフ
ィス機器等の３分野に分割しました。

に取り組みました。
　　　新県庁エコプラン第３期計画の概要
は、表１‐１０のとおりであり、２７年度
における取組みの実施状況は表１‐１１
のとおりです。

　　　また、２７年度にはプランの改定につ
いて検討しました。 

　　　さらに、グリーン購入の推進につい
ては、１３年４月に策定したグリーン購
入調達方針に基づき、環境負荷の低減
に配慮した物品等の調達に努めました。

　　　県の２７年度のグリーン購入の実績は、
表１‐１２のとおりです。

コ ラ ム

　県では、地球温暖化が本県の気候にどのような変化をもたらすか研究を行っていま
す。このたび、その成果を県民の皆さんに紹介するウェブページを開設しました。
　雪の深さや雨の量などの変化をグラフや地図、アニメーションを使ってわかりやす
く表示します。
公開アドレス　http://www.eco.pref.toyama.jp/kinmirai/
　（県環境科学センターのホームページから「富山県近未来気候」のバナーをクリック）

２０３０年代の郷土の気候を見る。
ウェブページ「富山県近未来気候」の開設

　このウェブページを見ていただき、地球温暖化への理解が深まり、環境を守る行動
のきっかけとしていただければ幸いです。

呉羽山から見た立山連峰の雪景色をアニメーション
で表し、近未来では雪融けが早いことを実感できま
す。

知りたい場所での降水量の変化を地図上で見ること
ができます。



３１

第
１
第
１
節節

　

循
環
型
社
会
と
低
炭
素
社
会
づ
く
り
の
推
進

コ ラ ム

世界の温室効果ガス排出量とパリ協定
◇世界の温室効果ガス排出量
　世界のエネルギー起源CO２排出量は、２０１３年には３２２億
tで、今後は、多くの途上国で排出量が急増することが予
想されており、各国が連携して対策に当たることが必要で
す。

◇パリ協定
　２０１５年１２月１２日、国連気候変動枠組条約第２１回締約国会
議（COP２１）において地球温暖化対策の国際的な枠組みで
ある「パリ協定」が採択されました。
　２週間に及ぶ協議を経て１９６か国・地域が合意に至ったパリ協定は、先進国と途上国
がともに協力し、人類の目前に差し迫った危機に高い目標を持って取り組むことを定
めた法的合意として、歴史的転換点といえるものです。
　パリ協定は採択から１０か月で発効要件（５５か国以上が締結、かつ締結国の温室効果
ガス排出量が全体の５５％以上）を満たし、２０１６年１１月４日に発効する見込みです。
ポイント①　気温変動＝２℃よりも十分低くすることを目指す
　世界の平均気温上昇を、産業革命前から比べて２℃よりも十分低く保つことを共通
の目標としつつ、さらに、１．５℃に抑える努力を追求するとしました。
　この目標の達成のため、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバラン
スをとれるよう、世界の排出ピークをできるだけ早期に迎え、その後急激に削減する
ことを目指します。
ポイント②　削減目標＝５年ごとの見直し
　すべての国が排出削減に関する目標を設定し、それを達成するための対策をとるこ
とを義務付けるとともに、各国の目標は、５年ごとに見直すことが求められます。
ポイント③　世界の目標の進捗点検＝５年ごと
　２℃目標など、世界全体の目標の進捗を５年ごとに評価、確認し、その結果は各国
の取組みを強化する際の情報として活用される予定です。

◇富山県の取組み
　富山県においては、とやま温暖化ストップ計画に基づき「省エネルギーの推進」、
「再生可能エネルギーの導入促進」、「森林吸収源対策」など、実効性のある地球温暖
化対策を積極的に推進しています。
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⑴　現況
　①　環境教育の推進
　　　環境問題についての認識を深め、環
境保全活動を実践するために重要な役
割を担う環境教育については、１８年３
月に策定した環境教育推進方針に基づ
き、各種の取組みを推進しています。

　　　また、環境科学センターにおいて環
境月間に施設の一般公開や「夏休み子
供科学研究室」等を開催するなど環境
教育の充実に努めています。

　②　環境保全活動の拡大
　　　環境にやさしい生活（エコライフ）
を推進するため、「環境とやま県民会
議」が設立され、レジ袋の削減など県

民総参加での取組みが進んでいます。
　　　また、県民、事業者、行政が一体と
なって、地域に根ざした環境保全活動
を推進するための拠点として設立され
た（公財）とやま環境財団では、環境
意識の高揚や環境保全に関する知識の
普及、環境保全活動の支援等を目的と
して、表１‐１３のとおり、各種事業を
行っています。

　　　さらに、事業者においては、経営管
理の一環として、ISO１４００１や「エコア
クション２１」等の環境マネジメントシ
ステムを導入するなど環境保全への自
主的な取組みが進んでいます。

　　　このほか、県公共交通利用促進協議
会では、交通事業者等の協力も得て実

３　環境教育の推進と環境保全活動の拡大

・県民運動等の推進（県土美化推進県民会議総会・ごみゼロ推進県
民大会等の開催、「みんなできれいにせんまいけ大作戦」の展開等）

・環境ネットワーク形成事業（企業等環境保全活動支援事業・市町
村との環境パートナーシップ事業の推進、豊かな地下水保全事業）
・環境保全活動に関する相談事業

協働推進事業

・とやま環境チャレンジ１０事業
・はじめてのエコライフ教室事業
・ふなはしエコチャレンジ
・とやまエコキッズ探検隊
・かえっこバザール実施事業
・小型家電リサイクル啓発事業
・とやま川のすこやかさ調査事業
・エコドライブ推進事業
・自然解説事業（ナチュラリストによる自然解説、ナチュラリスト
バンク事業）

環境教育推進事業

・環境保全・温暖化防止活動情報発信事業（ホームページ、メール
マガジン、ウェブサイト「エコノワとやま」、機関紙「きょうせ
い」の発行による情報発信等）

・啓発イベント等の実施（エコライフ・アクト大会、とやま環境フ
ェア２０１５、気候変動シンポジウムin富山等の開催）

普及啓発事業

・地球温暖化防止活動アドバイザーの設置事業
・地球温暖化防止活動推進員活動支援事業
・地域活動支援・連携促進事業（中小企業の省エネ点検・改善提案
及び支援事業、とやま大学エコライフ推進プロジェクトの実施）

・うちエコ診断事業

地球温暖化防止活動推進
センター事業

・エコアクション２１制度の普及啓発
・エコアクション２１認証・登録事業
・エコアクション２１普及プログラムの推進

エコアクション２１地域事
務局事業

　表１‐１３　（公財）とやま環境財団の主要事業の概要
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施する「県・市町村統一ノーマイカー
運動」への多くの県民の参加を働きか
けるなど、一層の県民参加を推進して
います。

　　　県では、機会をとらえて、県民や事
業者との対話の機会を設定し意見交換
を行うとともに、県民等への積極的な
情報提供に努めています。

　　　また、県では、環境保全の仕組みづ
くりにおいて、県民等の意見（パブリ
ックコメント）を募集するなど、県民
参加の開かれた行政を推進し、県民等
とのパートナーシップのもと環境の保
全と創造に取り組んでいます。

⑵　講じた施策
　①　環境教育の推進
　　ア　環境教育推進方針の推進
　　　　環境教育推進方針に基づき、県が

取り組んでいる環境教育についての
情報を紹介するウェブサイト「環境
教育情報ギャラリー」を活用し、環
境教育情報を発信するなど、県民や
事業者等の取組みを推進しました。

　　イ　環境教育・学習の場の提供
　　　・　幼稚園児や保育園児とその保護

者を対象に、紙芝居やクイズ等を
通して楽しくエコライフの大切さ
を学ぶ「はじめてのエコライフ教
室」を開催しました。（１６か所）

　　　・　小学生とその保護者を対象に、
地域の環境施設等の見学や体験学
習を通じて地球温暖化対策やごみ

の減量化、水環境の保全等を学ぶ
「とやまエコキッズ探検隊」を実
施しました。（５回）

　　　・　小学生を対象に川のすこやかさ
調査等を行う「水環境学習プログ
ラム」を実施しました。（５回）

　　　・　子どもたちによる自主的な取組
みを推進するため、こどもエコク
ラブの活動を支援しました。

　　　・　上流から下流までの川の流れと
ごみの流れる実態を知ってもらう
とともに、海岸清掃を通じて身近
なごみと漂着物について考え、ご
みの発生抑制につなげることを目
的として、親子等を対象とした「水
の恵みと海岸清掃体験ツアー」を
開催しました。（３回）

　　　・　県民の環境意識の高揚や環境保
全に関する知識の普及を図るため、
（公財）とやま環境財団と連携し
て、希望する学校、地域団体、企
業等に講師を派遣する「出前講座」
を実施しました。（１０件）

　　　　　また、環境に関する話題につい
て、住民等と意見交換を行う「出
前県庁しごと談義」を実施しまし
た。

　　　・　環境科学センターにおいては、
大学・団体等が主催する環境に関
する講座に講師を派遣し、本県に
おける地球温暖化の影響等につい
て講義を行いました。

　　　・　環境保全に積極的に取り組む児
童を育てるため、総合教育センタ
ーの研究主事が指導者となり、希
望する小学校の教員を対象として、
「地域や学校周辺の自然観察」や
「水生生物の調べ方」など、身近
な自然環境を調べる方法や総合的
な学習の時間と関連する実験や観
察についての研修を行いました。

　　　　　また、児童を対象に「サイエン
スカー訪問研修」で、「小さな生き
物の観察」や「学校周辺の自然観
察」等のテーマで研修を行いまし

はじめてのエコライフ教室
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た。
　　　・　野鳥愛護の普及啓発のため、バ

ードウォッチングや野鳥を中心と
した自然教室を開催しました。

　　　・　ジュニアナチュラリストが関心
を持って活動を続けられるよう、
自然観察会への参加やナチュラリ
ストによる自然解説活動の体験の
機会を提供し、活動を支援しまし
た。

　　　・　立山黒部アルペンルート沿線に
侵入してきている外来植物の除去
作業を体験するとともに、環境保
護の重要性について学ぶ県政バス
教室を実施しました。

　　　・　森づくりに関する理解を深める
ため、フォレストリーダーによる
「森の寺子屋」を開催しました。

　　　・　子どもたちの農業・農村体験学
習を実施し、都市農山漁村交流を
図り、自然環境に対する理解を深
めました。

　　　　　また、身近な農業用水での生き
物調べを通じて、子どもたちの農
業・農村への理解と環境保全への
関心を深めました。

　②　環境保全活動の拡大
　　ア　エコライフの推進
　　　・　エコライフを促進するため、１９

年６月に「環境とやま県民会議」
を設立し、県民、事業者、報道機
関、行政等１１５団体の参加のもと、
各活動主体の連携協力により、レ

ジ袋の削減など県民総参加でのエ
コライフを推進しました。

　　　・　環境月間である６月に「エコラ
イフ・アクト大会」を開催し、楽
しみながらエコライフの実践に取
り組む意識を啓発するとともに、
県内１０市においてエコライフ・イ
ベントを実施しました。

　　　・　２８年１月には、Ｇ７富山環境大
臣会合関連イベントとして、気候
変動などの環境問題への関心・理
解を深めるとともに機運の醸成を
図るため、県民を対象としたシン
ポジウムを開催しました。

　　　・　２０年４月から２６年度末までのレ
ジ袋削減枚数の累計が１０億枚に達
したことを機に、「とやまエコ・ス
トア制度」を広くPRするための
キャンペーンを実施するとともに、
環境保全の推進や多子世帯の支援
等を目的として、レジ袋無料配布
廃止店舗で利用できるプレミアム
付き商品券を発行するなど、県民
のエコライフの定着・拡大を推進
しました。

　　　・　自動車関係団体等で構成するエ
コドライブとやま推進協議会を中
心に、環境関連イベント等におけ
るエコドライブ実践の呼びかけや、
エコドライブに関する体験会を開
催するなど、県民参加の「エコド
ライブ推進運動」を展開しました。

　　イ　（公財）とやま環境財団への支援
等

　　　　環境保全活動への参加を一層推進
するため、（公財）とやま環境財団を
中心に県民等の活動の支援やネット
ワークづくりが進められており、県
でも同財団の活動の充実に向けて支
援に努めているところです。

　　　　環境月間の６月には、（公財）とや
ま環境財団と協力してポスターの募
集や展示、「エコライフ・アクト大会」
の開催等を行いました。

とやまエコキッズ探検隊
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　　　　また、地域に根ざした環境保全活
動に県民、事業者、行政が一体とな
って取り組むため、（公財）とやま環
境財団が事務局となって推進する
「環境とやま県民会議」の運営のほ
か、環境情報の収集や提供、環境教
育の推進、新聞やラジオ等による普
及啓発等の各種事業に対して支援を
行いました。

　　　　さらに、県民、事業者等に対して
環境保全活動の普及を図るため、（公
財）とやま環境財団内に設置した環
境保全相談室において、ボランティ
ア団体等の活動支援及び環境保全に
関する情報提供や相談業務を実施し
ました。

　　　　このほか、（公財）とやま環境財団
では、環境保全活動推進団体等の活
動や普及啓発事業に対し助成すると
ともに、ナチュラリストを派遣する
ナチュラリストバンク事業等を実施
しました。

　　ウ　事業者への支援等
　　　　事業者においても、環境の保全と

創造に向けた自主的な取組みが実施
されており、県では、中小企業が整
備する公害防止施設、廃棄物の資源
化・再生利用施設、低公害車の購入
など様々な取組みに対し低利融資を
実施するなど、こうした取組みの支
援に努めています。

　　　・　事業活動に伴う環境への負荷の
低減を促進するため、環境マネジ

メントシステムの普及に努めまし
た。

　　　・　幅広い事業者の環境保全の取組
みを促進するため、（公財）とやま
環境財団とともに、環境マネジメ
ントシステム（エコアクション２１）
の認証・登録制度の普及に努めま
した。

　　　・　中小企業者が環境・エネルギー
分野の技術開発を行う際に、（公
財）富山県新世紀産業機構におい
て、専門家による相談指導や情報
提供を行いました。

　　　・　中小企業者における環境の保全
及び創造に資する施設の整備を促
進するため、長期で低利な中小企
業環境施設整備資金を融資しまし
た。

　　　・　畜産環境保全に係る施設導入に
対し、補助を行うとともに、リー
ス事業の積極的活用についても指
導を行いました。

　　エ　環境に関する情報提供の充実等
　　　　県では、県民や事業者との対話を

進めるため、（公財）とやま環境財団
と連携して、希望する学校、地域団
体、企業等に講師を派遣する「出前
講座」や、環境に関する話題につい
て住民等と意見交換を行う「出前県
庁しごと談義」を実施しています。

　　　　また、各種計画の策定等に当たっ
ては、県民等の意識に関するアンケ
ート調査を実施するとともに、施策
に関する意見を募集するなど、県民
等のニーズを把握し、施策に反映す
るよう努めています。

　　　　さらに、県内の事業者・団体の環
境保全活動を紹介するウェブサイト
「エコノワとやま」を通じて、県民
や事業者・団体に対し具体的な取組
事例を提供しています。

　　　　このほか、環境に関する各種パン
フレット等の配布やインターネット
を活用した各種データの公表等によ

エコライフ・アクト大会
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り、県民等に対してわかりやすく迅
速な情報の提供に努めています。

　　オ　県民参加の促進
　　　　県では、各種計画の策定や改定に

当たっては、パブリックコメントを
募集し、県民等の意見を施策に反映
させています。

　　　　また、各種計画に掲げる施策の着
実な推進を図るため、県民が参加し

た推進組織を設置しており、取組み
の状況や施策の推進方策等について
協議を行うなど、県民参加による環
境保全を推進しています。

　　　　さらに、県民、事業者、報道機関、行
政等で構成する「環境とやま県民会
議」において、あらゆる活動主体が
連携協力して環境保全活動に取り組
んでいます。
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⑴　現況
　　環境のモニタリングは、環境保全目標
の達成状況や大気質、水質など様々な環
境質の現況の解析や将来予測のために、
また、環境影響評価の基礎資料等として
不可欠です。
　　また、地球温暖化をはじめとする地球
環境問題の解決、循環型社会づくり、生
物多様性の確保等の分野において、知見
の集積を進める必要があるほか、地域の
環境保全に密着した取組みの推進が求め
られています。
　　さらに、再生可能エネルギーの導入促
進や省エネルギー構造への転換を図るた
め、グリーンイノベーションの取組みを
一層加速する必要があります。
　　このため、県では、環境科学センター
において、大気汚染、水質汚濁、地下水
障害等の状況について定期的な監視を行
うとともに、地球温暖化、越境大気汚染、
循環型社会の構築等に関する調査研究を
行っているほか、他の試験研究機関等で
も、自然環境や工業、農林水産業等の分
野において、環境に関する技術開発・調
査研究を行っています。

⑵　講じた施策
　　近年の環境問題の広がりに対応するた
め、今後とも環境のモニタリングを実施
していくとともに、地域の環境保全や地
球環境問題、廃棄物の循環的利用等に関
する調査研究を充実していく必要があり
ます。
　　また、県の研究機関相互の連携や、国
や大学等の機関との連携を図るなど、体
制を充実していくことも不可欠です。
　　２７年度に実施した調査研究等の概要は
次のとおりです。

　ア　環境科学センター
　　　地球温暖化、水質環境保全、循環型
社会の構築等に関する次の調査研究を
行いました。

　　・　富山県におけるアジア大陸起源物
質の大気環境への影響に関する研究
（Ⅱ）

　　・　富山県における温暖化に関する調
査研究（Ⅳ）

　　・　富山湾沿岸生態系を支える河川環
境特性に関する研究

　　・　液体クロマトグラフ質量分析装置
（LC/MS/MS）を用いた農薬多成
分同時分析法の確立に関する研究

　　・　富山県における循環型社会構築に
関する研究（Ⅲ）

　　・　富山県の地下水涵養と流動に関す
る研究（Ⅱ）

　イ　衛生研究所
　　　神通川流域住民健康調査のほか、化
学物質の汚染の評価や衛生動物の分布
に関する次の調査を行いました。

　　・　環境汚染物質の生体影響に関する
調査研究

４　技術開発と調査研究の推進

立山室堂におけるアジア大陸起源物質の調査
（粉じん調査）

LC/MS/MSを用いた農薬多成分同時分析



３８

　　・　食品中の残留農薬及びその他の有
害物質に関する調査研究

　　・　衛生動物の生態分布に関する調査
研究

　ウ　工業技術センター
　　　リサイクル技術、再生可能エネルギ
ー、環境にやさしいものづくり等に関
する次の研究、開発を行いました。

　　・　ミクロフィラー化技術の応用によ
る環境対応資源を活用した機能性プ
ラスチックの創成

　　・　県産バイオマス（もみ殻）を利用
したバイオマスプラスチックの開発

　　・　環境にやさしい水田用自律型中耕
除草機の開発

　　・　全固体型半導体増感太陽電池の開
発

　　・　可搬型マグネシウム空気電池の開
発

　　・　燃料電池用電極材料の開発

　エ　農林水産総合技術センター　農業研
究所

　　　黒部地域のカドミウム汚染田のうち、
公害防除特別土地改良事業により復元
が完了した客土水田について、施肥改
善効果の確認調査や産米等の安全確認
調査を行いました。

　オ　農林水産総合技術センター　畜産研
究所

　　　畜産施設から発生する臭気の低減を
図るため、マスキング資材の活用につ
いて検証を行いました。

　カ　農林水産総合技術センター　森林研
究所

　　　酸性雨等による森林影響の基礎資料
を得るため、酸性雨等森林影響予測に
関する調査を行いました。

　キ　農林水産総合技術センター　木材研
究所

　　　持続的生産が可能な木質バイオマス

の有効利用に関する次の研究開発を行
いました。

　　・　スギ間伐材を原料としたWPC用
スギ木粉の製造技術の確立

　　・　スギ木粉・竹粉複合体の量産化技
術の開発

　ク　農林水産総合技術センター　水産研
究所

　　　富山湾における赤潮の発生状況を調
査するとともに、漁場環境の把握等に
関する次の調査を行いました。

　　・　漁場環境の現状に関する調査
　　・　富山湾の底生生物に関する調査
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　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐１４
及び表１‐１５のとおりです。

指標の達成状況

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

２７％＊１２５％以上２４．０％
２０１４年度
（Ｈ２６）

２０．５％
２００９年度
（Ｈ２１）

一般廃棄物再生利用率

一般廃棄物排出量に対する再生利用量の
割合

９７％＊１９６％以上９５．５％
２０１４年度
（Ｈ２６）

９５．６％
２００９年度
（Ｈ２１）

産業廃棄物減量化・再生利用率

産業廃棄物排出量に対する減量化量及び
再生利用量の合計割合

２６％以上
削減＊２

１４％以上
削減

７．５％削減
２０１３年度
（Ｈ２５）

１１．３％削減
２００８年度
（Ｈ２０）

世帯当たりのエネルギー消費量の削減率

２００２年度（Ｈ１４）を基準としたエネルギ
ー消費量の削減率

３２％以上
削減＊２

７％以上
削減

１５．８％削減
２０１３年度
（Ｈ２５）

９．２％削減
２００８年度
（Ｈ２０）

事業所ビル等の延床面積当たりのエネル
ギー消費量の削減率

２００２年度（Ｈ１４）を基準としたエネルギ
ー消費量の削減率

　表１‐１４　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
レジ袋約１億３，０００万枚（廃棄物として約１，３００トン）
の削減 　　　　　 【一般廃棄物の排出量を０．３％削減】
CO２排出量を約８，０００トン削減

【民生家庭部門の排出量（Ｈ１７）の０．５％】

レジ袋削減対策の推進（Ｈ２７）

２７年度末で県民１１３，９７９人がエコドライブ宣言を実施
宣言者の取組み効果は、CO２排出量約３万３千トンの
削減に相当 　　 【運輸部門の排出量（Ｈ１７）の１．３％】

エコドライブ推進運動の展開

　表１‐１５　主な取組みの指標達成への貢献

＊１　とやま廃棄物プラン（２８年９月改定）の２０２０年度（Ｈ３２）の目標
　２　とやま温暖化ストップ計画（２７年３月改定）の重点プロジェクトにおける２０２０年度（Ｈ３２）の目標
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第 ２ 節 自然環境の保全
　立山連峰や富山湾、さらに四季折々で美
しい変化を見せる身近な自然など、本県の
豊かな自然環境は県民の誇りであり、この
自然環境を将来の世代に継承する必要があ
ります。
　一方、私たち人間の社会経済活動は、時
として自然の持つ復元力を超えるようなレ

ベルにまで至り、生態系を脅かしつつあり
ます。
　このため、様々な自然とのふれあいの場
や機会の確保を図り、県民一人ひとりが自
然に対する理解を深めるとともに、自然環
境保全活動を推進し、生物多様性の確保や
人と野生鳥獣との共生を図ります。

１　自然保護思想の普及啓発

⑴　現況
　　本県は、東に日本を代表する立山連峰、
南に飛騨山地に続く山々、中央から西に
かけては丘陵地があり、北は富山湾に面
しています。また、これらの山々を源と
して流れ出す河川によりつくり出された
扇状地によって富山平野が形づくられて
います。
　　すぐれた自然の風景地を保護するとと
もに、その利用の増進を図るため、国に
おいては、自然公園法に基づき、中部山
岳国立公園、白山国立公園及び能登半島
国定公園の３地域を指定しています。ま
た、県においては、県立自然公園条例に
基づき、朝日、有峰、五箇山、白木水無、
医王山及び僧ヶ岳の６地域を県立自然公
園に指定しています。

　　これら自然公園の概要は表１‐１６のと
おりであり、その面積は県土の２９．６％を
占めています。

　　また、県では、自然環境保全条例に基
づき、すぐれた天然林や貴重な野生生物
の保護を目的とした自然環境保全地域１１
地域を指定しており、その概要は表１‐
１７のとおりです。
　　地域の特性に応じた自然を保全しなが
ら、多様な自然とのふれあいの場を確保
していくためには、自然保護に関する施
策を積極的に展開する必要があります。

　　このため、昭和４９年度に全国に先駆け
て発足させたナチュラリスト（平成２７年
度末現在で７８４人）による自然解説のほか、
自然公園指導員（同３８人）、自然保護指導
員（同１８人）、鳥獣保護管理員（同５０人）、バ

　表１‐１６　自然公園の概要
指定年月日うち特別地域＊面積［ha］名　称区　　分

昭和９年１２月４日７３，８３７＊７６，４３１中 部 山 岳
国立公園 昭和３７年１１月１２日２，７４２＊２，７４２白 山

７６，５７９＊７９，１７３小 計
昭和４３年５月１日９６４＊１，００５能 登 半 島国定公園
昭和４８年３月１３日９，３５５９，６２３朝 日

県立自然公園

〃１１，６００１１，６００有 峰
〃３，２７５３，８５６五 箇 山

昭和４９年３月３０日６，４７３１１，５５４白 木 水 無
昭和５０年２月２２日１，５４８２，９４３医 王 山
平成２３年９月８日３，４６７５，８００僧 ヶ 岳

３５，７１８４５，３７６小 計
１１３，２６１＊１２５，５５４合　　計

注　＊は特別保護地区を含みます。
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主な保全対象指定年月日（昭和）面積［ha］名称（所在地）
黒部川末端扇状地の伏流水とサワス
ギ等の植生

４８年１０月２０日　　２．６７
（　２．６７＊）

沢杉（入善町）

山地帯における池沼湿原のミズバシ
ョウ及びブナ、ミズナラの天然林

〃　３１５．７０縄ヶ池・若杉
（南砺市）

黒部川扇頂部の地形とウラジロガシ
林

５１年６月１日　　１１．７８　
（　１．８９＊）

愛本（黒部市)

河岸段丘等の地形と安山岩で形成さ
れた節理の露頭

〃　　７１．５５東福寺（滑川市）

神通川のＶ字峡谷とウラジロガシ、
アカシデ林

〃　１５２．６８　
（　４５．０４＊）

神通峡（富山市）

オオミズゴケ、モウセンゴケ等の湿
性植物の群生地とハッチョウトンボ
の生息地

５３年７月１１日　　８．４８　　
（　１．７５＊桑＊２）

深谷（富山市）

ブナ、ミズナラの天然林５４年８月７日　　１２．５０　
（　１２．５０＊）

山の神（南砺市）

県内最大のミズバショウの純群落と、
モリアオガエル、クロサンショウウ
オの繁殖地

５６年１月１７日　　１．３６ 
（　１．３６＊）

池の尻（魚津市）

安山岩質凝灰岩の特異な地形とすぐ
れた天然林

５６年１１月２６日　　３４．９４ 
（　３４．９４＊）

日尾御前（富山市）

低山丘陵地帯にあるウラジロガシの
天然林

６１年７月９日　　１０．９９　
（　０．７０＊）

常楽寺（富山市）

低山帯におけるオオミズゴケを中心
とする湿性植物の群生地

〃　　１．１３　　
（　０．１９＊桑＊２）

谷内谷（南砺市）

　６２３．７８ 
（１０１．０４＊）
（　１．９４＊２）

計

注　（　）内の＊付きの数値は特別地区、＊２付きの数値は野生動植物保護地区の面積（内数）です。

　表１‐１７　自然環境保全地域の概要

ードマスターの活動により、自然保護思
想の普及啓発を積極的に図っています。
　　また、自然への理解を深め、自然保護
思想の普及啓発を図るため、愛鳥週間等
において、広く県民が参加できる自然観
察会や探鳥会を毎年開催しています。
　　さらに、青少年期から自然保護に関す
る意識の向上を図るとともに、将来の優
れたナチュラリスト育成を目指して、１２
年度からジュニアナチュラリストの養成
を進めており、ナチュラリストとあわせ
た計画的な養成に努めています。 

⑵　講じた施策
　ア　ナチュラリスト等による普及啓発
　　　自然公園を訪れた人々に、より一層
自然への理解を深めてもらうとともに、
訪れる利用者によって、すぐれた自然
環境が損なわれないよう、ナチュラリ
スト、バードマスター、自然公園指導
員等の活動を通じて自然環境保全のた
めの知識とモラルやマナーについて普
及啓発を行いました。

　　　また、（公財）とやま環境財団内に設
置したナチュラリストバンクでは、個
別団体の要請に対し、ナチュラリスト
を派遣しています。
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　イ　鳥獣保護管理員等の配置
　　　鳥獣保護管理員を県内に５０人配置し、
鳥獣保護管理の実施と啓発を図りまし
た。

　ウ　野鳥愛護の普及啓発
　　　５月１０日からの愛鳥週間に開催する
各種行事により、野鳥愛護の普及啓発
を図るとともに、鳥獣保護管理員やバ
ードマスター制度の活用により、野生
動物保護の啓発を図りました。

　エ　ジュニアナチュラリストの養成及び
活動支援

　　　小学４年生から中学３年生までの児
童・生徒を対象とした自然保護講座（ジ
ュニアナチュラリスト養成コース）を
開催し、自然に関する基礎的な講座と
有峰等における体験的な研修を通じて、
自然保護の理念や知識を身につけた将
来のナチュラリスト候補者を２１人育成
しました。

　　　また、ジュニアナチュラリストが関
心を持って活動を続けられるよう、自
然観察会への参加やナチュラリストに
よる自然解説活動の体験の機会を提供
しました。 

　オ　法令等による規制
　　　国立公園、国定公園又は県立自然公
園については、自然公園法又は県立自
然公園条例に基づき、公園の風致を維
持するための特別地域を指定し、その
地域内における工作物の新築等を制限
しています。

　　　また、自然環境保全地域については、
自然環境保全条例に基づき、特別地区
９地区を指定し、その地区内における
工作物の新築等を制限しています。

　　　さらに、特別地区内のうち、野生動
植物保護地区に指定された地区内にお
いては、保護すべき野生動植物種又は
卵の捕獲又は採取が禁止されています。

　カ　自然環境の各種調査の実施
　　　自然環境保全基礎調査は、環境省が
主体となって、全国の植生や動植物の
分布、海岸や河川、湖沼の改変状況等
を対象に実施しています。

　キ　豊かな海づくりの機運醸成
　　　２７年１０月に「第３５回全国豊かな海づ
くり大会～富山大会～」を射水市の海
王丸パーク等で開催しました。

コ ラ ム

第３５回全国豊かな海づくり大会～富山大会～の開催
　２７年１０月２４、２５日に天皇皇后両陛下の御臨席を仰ぎ、射水市において、「第３５回全国
豊かな海づくり大会～富山大会～」が開催されました。本大会は、「海と森　つながる
未来　命の輪」をテーマに、豊かな海や川づくりの大切さを広く国民に訴えるととも
に、つくり育てる漁業の推進を通じて、漁業の振興や発展を図ることを目的としてい
ます。
　高周波文化ホールでは、式典行事が開催され、栽培漁業などの功績団体表彰、漁業
後継者の決意表明や大会決議などが行われました。その後、海王丸パークに場所を移
し、漁船パレード
や伝統芸能などの
海上歓迎行事、ヒ
ラメやキジハタの
稚魚放流などの放
流行事が行われま
した。

高周波文化ホールでの式典行事 稚魚の御放流



４３

第
２
第
２
節節

　

自
然
環
境
の
保
全

２　自然とのふれあい創出

⑴　現況
　①　人と自然との豊かなふれあい
　　　国立公園、国定公園等の自然公園に
おいては、すぐれた自然の風景地を保
護しながら、その地区の特性や利用状
況に応じ、歩道や公衆トイレ等の整備
を進めるとともに、適切な維持管理を
行っています。

　　　県では、本県のすぐれた自然の風景
地を県立自然公園として６か所を指定
するとともに良好な自然環境を適正に
保全するため、１１地域の自然環境保全
地域を指定しており、これらの地域を
できるだけ自然のままの姿で保護し、
後世に伝えていくよう努めているほか、
里地里山など中間域のすぐれた風景地
等１７か所を県定公園に指定し、関係市

町村が歩道や広場等の整備を進め、管
理しています。

　　　県内の自然公園等の現況は図１‐１５、
県定公園の概要は表１‐１８のとおりで
す。

　　　また、県民公園自然博物園「ねいの
里」や県民公園野鳥の園でも、自然と
ふれあうための施設が整備されていま
す。

　　　県民公園は、置県百年を記念して、
県民の誰もが利用できる総合レクリエ
ーションの場として整備されたもので、
表１‐１９のとおり、都市公園である新
港の森及び太閤山ランド並びに自然風
致公園である頼成の森、自然博物園「ね
いの里」及び野鳥の園があります。

　　　また、都市公園は、都市と緑のオー

　図１‐１５　自然公園等の現況
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　表１‐１８　県定公園の概要
備　　　考指定年月日面積［ha］名　　称（所在地）

昭和４２年１０月７日１，１６０神 通 峡（富山市）
一部都市公園と重複〃４８７呉羽丘陵（　〃　）
都市公園と重複〃２２高岡古城（高岡市）

〃７５８倶利伽羅（小矢部市）
一部都市公園と重複昭和４３年４月１６日８３５庄 川 峡（砺波市）

昭和４４年１０月２５日２，８８０大岩眼目（上市町）
平成４年３月２６日１，０８３松倉城跡（魚津市）

一部都市公園と重複〃３４５増山城跡（砺波市）
〃２２１夢 の 平（　〃　）
〃７５７稲葉山宮島峡（小矢部市）

一部都市公園と重複〃４８５桜 ヶ 池（南砺市）
一部都市公園と重複〃６３３八乙女山・閑乗寺（砺波市・南砺市）

平成１７年８月１７日２，２９０片　　貝（魚津市）
〃９８０立山山麓（富山市）
〃２，４３１牛　　岳（富山市・砺波市・南砺市）
〃７４０ふくおか西山森林（高岡市）
〃７２２臼 が 峰（氷見市）

１６，８２９計

開設年月
（昭和）設置の目的規　　　模名　　　　称種　　別

５７年１０月

①公害の防止のための緩衝緑地の
確保

②県民に休息、散歩、遊戯、運動
等総合的なレクリエーションの
場の提供

２５ha県民公園新港の森
都
市
公
園

５８年７月
　県民に休息、観賞、散歩、遊戯、運
動等総合的なレクリエーションの
場の提供

９６ha県民公園太閤山ランド

５０年４月　県民に森林を生かした休養の場
の提供１１５ha県民公園頼成の森

自
然
風
致
公
園

５６年６月
①県民に自然に関する学習の場の
提供

②野生鳥獣の保護
１５ha県民公園自然博物園

「ねいの里」

６０年１０月①県民に自然の探勝の場の提供
②野鳥の保護７８ha県民公園野鳥の園

５８年４月　県民公園を結ぶ自然歩道延長１９．３㎞公 園 街 道（遊歩道）

　表１‐１９　県民公園の概要
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プンスペースとして、人々の心にうる
おいとやすらぎを与えるとともに、ス
ポーツ・レクリエーションにも利用さ
れ、さらに災害の防止や避難地ともな
る施設で、県が管理する都市公園は、
太閤山ランドや新港の森のほか、県庁
前公園、総合運動公園、五福公園、岩
瀬スポーツ公園、常願寺川公園、空港
スポーツ緑地、富岩運河環水公園があ
ります。

　　　県内の都市公園の総面積は、２６年度
末で１，５９８．７haとなり、このうち、市
街地における面積は９０３．９haとなっ
ています。また、都市計画区域内人口
一人当たりの都市公園面積は１５．１㎡と、
全国平均の１０．１㎡を大きく上回ってい
ます。

　　　公共施設等の緑化の現況については、
２７年度末において、県管理道路２４０㎞、
県立学校５５ha、工場緑地５８６haとなっ
ています。

　　　県では、代表的な森林５９か所を「と
やま森林浴の森」として選定しており、
そのうち、立山の美女平と県民公園頼
成の森は「全国森林浴の森百選」にも
選ばれています。

　②　うるおいある景観づくり
　　　本県は、山、川、平野が一望できる
まとまりのある地形の中に、雄大な立
山連峰や緑豊かな砺波平野等の散村
（散居）、水に彩られた富山湾や多くの
河川・水路、歴史や文化が息づく伝統
的な町並みなど、多様で個性豊かな景
観が形成されています。

　　　近年、ライフスタイルの多様化等に
伴い、うるおいや安らぎを感じること
ができるゆとりある空間や調和のとれ
た景観がますます重視されてきていま
す。

　　　しかしながら、農村部における沿道
立地型の大型商業施設の進出、大規模
な宅地開発の進行、都市部における建
築物の高層化や大規模化、街路の拡幅
整備等による町並みの変化、さらに、

屋外広告物の無秩序な設置や大型化な
ど、景観を取り巻く環境は大きく変化
しています。

　　　このようなことから、うるおいのあ
る景観づくりを総合的かつ計画的に推
進するため、１４年９月に景観条例を制
定し、この条例に基づき、景観の保全
及び創造に関する施策を実施していま
す。

　③　個性ある歴史的文化的環境の活用
　　　県内には、山、川、海、そして雪に
はぐくまれた風土により、生活に根ざ
した祭りや生活習慣が残されているほ
か、世界遺産に登録されている五箇山
の合掌造り集落、国宝に指定されてい
る瑞龍寺をはじめすぐれた史跡、名勝、
天然記念物等が数多くあります。

　　　環境省では、地域のシンボルとなっ
ている音の聞こえる環境（音風景）を
「日本の音風景百選」として認定して
おり、本県からは、富山市（旧八尾町）
の「エンナカの水音とおわら風の盆」、
立山町の「称名滝」、南砺市の「井波の
木彫りの音」の３か所が選ばれていま
す。

　　　また、県では、自然や伝統産業など
地域のシンボルとして親しまれ、将来
残していきたい音風景５０件を「とやま
の音風景」として認定しています。

　　　さらに、環境省では、地域の自然・
文化・生活に根ざした良好なかおりの
ある風景１００地点を「かおり風景百選」
として認定しており、県内からは、富
山市の「富山の和漢薬のかおり」、砺波
市の「砺波平野のチューリップ」、黒部
市（旧宇奈月町）の「黒部峡谷の原生
林」の３件が選定されています。

⑵　講じた施策
　①　人と自然との豊かなふれあい
　　ア　自然とふれあう場と機会の確保
　　　ア　自然公園等の管理
　　　　　中部山岳国立公園一帯において

は、春から秋にかけて利用者が集
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中する室堂及び剱沢地区に管理職
員が常駐（室堂地区４～１１月、剱
沢地区７～９月）し、自然保護パ
トロール、施設の維持管理、登山
者、キャンパー等の利用者への指
導を行いました。

　　　　　また、自然環境保全地域におい
ては、５～１１月までの間、各地域
に巡視員を配置し、巡回を行いま
した。

　　　　　なお、能登半島国定公園や県立
自然公園については、県から市町
村に管理委託するとともに、県定
公園の管理は、県定公園規則の趣
旨を踏まえ、関係市町村が行って
います。

　　　イ　体験活動の実施
　　　　　ジュニアナチュラリスト向けの

自然観察会やナチュラリストによ
る自然解説、フォレストリーダー
による森林・林業に関する出前講
座や森林教室（森の寺子屋）を開
催しました。

　　　ウ　山岳遭難防止等
　　　　　毎年、１２月１日から翌年５月１５

日までの登山届出条例適用期間に、
剱岳一帯での遭難事故を防止する
ため、馬場島をはじめ各主要地点
に登山指導員を配置し、登山届出
内容のチェック、装備、行程等の
指導、現場の登山者との緊急連絡
にあたっています。

　　　　　また、室堂周辺で春山スキー（４
～５月）・秋山スキー（１１月）等を
行う際には届出を行う仕組みとし、
専門の指導員を配置し、遭難防止
の指導を実施しています。

　　　　　さらに、利用最盛期には、室堂
（５月１日～５月６日と７月下旬
～８月下旬）に立山診療所、剱沢
（７月下旬～８月下旬）と雷鳥沢
（７月下旬～８月下旬）に山岳診
療所を開設して、負傷者や急患の

診療を行っています。
　　　　　このほか、県山岳遭難対策協議

会が実施している登山者への登山
指導等の事業に対し、県費助成を
行いました。

　　イ　自然公園等の施設整備
　　　　すぐれた自然の風景地を保護しな

がら、その地区の特性や利用状況に
応じ、県民が自然にふれ、親しみ、
自然への関心を高めることができる
よう、中部山岳国立公園の朝日岳・
欅平・室堂平・大日平・五色ヶ原・
歩くアルペンルートにおいて園地や
登山道の整備を実施したほか、ラム
サール条約登録湿地の弥陀ヶ原の歩
道整備等を実施しました。あわせて
欅平パノラマ新周遊ルートの整備を
支援しました。

　　　　また、僧ヶ岳県立自然公園におい
て保護施設と利用施設の整備を実施
しました。

　　　　さらに、中部北陸自然歩道が通る
県民公園頼成の森において、利用者
が多い花しょうぶ園付近に多目的ト
イレを整備しました。

　　ウ　花と緑の元気とやま推進プランの
推進

　　　　花と緑の地域づくりを推進するた
め、「花と緑の元気とやま推進プラ
ン」に基づき、次の施策を講じまし
た。

　　　ア　花と緑の推進
　　　　　花と緑の銀行において次の施策

等を実施しました。
　　　　・　家庭や地域における緑化を進

めるために、花の苗や緑化木を
配布するとともに、地域緑化の
推進役となるグリーンキーパー
（花と緑の指導員）の適正配置
と技術向上を図り、新たな緑花
グループの発掘を促すために
「花のまちづくり新拠点創出支
援事業」と「コンテナガーデン
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コンテスト」を実施しました。
　　　　・　花と緑のあふれるまちづくり

を進めるため、「地域の緑づくり
推進事業」、「地域の花づくり推
進事業」、「花だより花壇維持管
理事業」を実施しました。

　　　　・　花と緑に親しむ機会を創出す
るため、フラワーグリーンバス
の運行や、「花とみどり・ふれあ
いフェア」を開催したほか、県
内の花だより情報を提供しまし
た。

　　　　・　県民が親しみやすいドングリ
を通じて、自ら木の実を拾い、
植え、育てるイベント「２０１５ド
ングリ集めin植物園」を実施し、
県民参加の植樹運動を展開しま
した。

　　　　・　さくらの保護・育成を図るた
め、「富山のさくら」名所づくり
事業を実施しました。

　　　　・　北陸新幹線の開業に伴い、観
光地や新幹線駅構内を花で飾り、
訪れた方をおもてなしするため、
２６年度に引き続き、「おもてなし
フラワー事業」、「新幹線駅周辺
花いっぱいおもてなし事業」を
実施しました。

　　　イ　うるおいのある環境づくり
　　　　　街路樹整備を推進したほか、河

川沿いの並木の保全、がけ地の緑
化、海岸線の防砂林、防潮林の整
備・保全を推進しました。

　　エ　多様な森づくりなどの推進
　　　　１９年４月に導入した「水と緑の森

づくり税」を活用し、とやまの森づ
くりの基本計画として森づくりの基
本指針及び施策の方向を示した「森
づくりプラン後期計画」に沿って、
水と緑に恵まれた県土を支える多様
な森づくりやとやまの森を支える人
づくりなどの推進に取り組みました。 

　　　ア　多様な森づくりの推進
　　　　　生物多様性の保全や、野生動物

との棲み分け等を目指した地域や
生活に密着した里山林の整備、風
雪被害を受けた人工林や手入れ不
足で過密な人工林等での公益的機
能の確保と景観の保全を目指した
混交林整備を推進しました。

　　　　　また、カシノナガキクイムシの
被害跡地への実のなる木の植栽や、
花粉症対策の一つとして、優良無
花粉スギ「立山　森の輝き」の普
及を図りました。

　　　イ　とやまの森を支える人づくりの
推進

　　　　　森林ボランティアの活動支援や
子どもたちをはじめ、広く県民を
対象とした森林環境教育など、と
やまの森を支える人づくりを推進
しました。

　　オ　自然生態系と共生する農業・農村
基盤整備の推進

　　　　「とやま水土里プロジェクト２０１３
（農業農村整備実施方針）」に基づき、
農業・農村基盤整備において、豊か
な水と緑と多様な生物の生息環境の
保全・創出を推進しました。

　②　うるおいある景観づくり
　　ア　景観条例に基づくうるおいある景

観づくりの推進
　　　　うるおいある景観づくりを全県的

地区住民、森・海の関係者との協働による植樹活動［高岡市太田］
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に推進するため制定した景観条例の
普及啓発を進めるとともに、この条
例に基づき、大規模行為及び特定行
為の届出制度の実施による開発事業
等における景観への配慮を推進しま
した。

　　　　また、県民のさらなる景観保全意
識の高揚を図るため、「ふるさとの眺
望景観を守り育てる県民協働事業」
を実施するとともに、様々な景観づ
くり施策を推進しました。

　　イ　各種計画等に基づく景観施策の推
進

　　　ア　地域ごとの目標に沿った景観整
備

　　　　　地域ごとの目標に沿った景観整
備を推進するため、「新とやまのみ
ちBIG作戦」、河川整備計画等に
基づき、次の施策を講じました。

　　　　・　景観に配慮した多自然川づく
りを目指し、河川改修事業等を
推進しました。

　　　　・　道路景観の向上、沿道景観の
向上、とやまらしいみちづくり、
道路緑化等を目指す「新とやま
のみちBIG作戦」を推進しまし
た。

　　　　・　安全かつ円滑な道路の確保と
景観の整備等を図るため、中心
市街地や景観への配慮が必要な
地域で無電柱化を図りました。

　　　イ　うるおい環境とやま賞
　　　　　人々が心に「ゆとり」や「うる

おい」を感じる建造物や施設等に
よって形成される景観で、地域の
魅力やシンボルとなっているもの、
地域住民等の創意工夫や努力によ
って魅力が創出されているものの
うち、特に優れたものを「うるお
い環境とやま賞」に選定してきま
した。

　　　　　１５年度から景観条例が施行され
たことを受け、表彰対象を小規模

な建造物や景観づくり活動までに
拡大し、景観づくりの取組みを幅
広く表彰しています。

　　　ウ　農村等における景観の保全と創
造

　　　　・　田園空間整備実施計画（とな
み野）に基づき整備した中核施
設や地域拠点において、美しい
田園空間の保全に関する学習講
座等を開催し、全国に広く情報
発信を行いました。

　　　　　　また、美しい散居景観を保全・
育成するため、散居景観保全事
業により、屋敷林の維持管理な
ど、住民の活動を支援しました。

　　　　・　棚田地域を含めた農村におけ
る農地等の有する県土の保全、
水資源の涵養、景観の保全、伝
統・文化の継承等の多面的機能
の良好な発揮と集落の活性化を
図るため、「農村環境創造基金」
により、棚田保全活動への都市
住民の参加促進や棚田オーナー
制等への活動支援、美の里保全
活動への支援のほか、「とやまの
農山村」写真展を開催しました。

　　　　・　農山漁村地域において、自然
景観の保全や農山漁村の持つ多
面的機能の維持向上等を推進す
るため、自然文化や人々との交
流を楽しむ滞在型の余暇活動
（グリーン・ツーリズム）の普
及啓発を図るとともに、市町村
の取組みに対して支援しました。

　　　　・　動画を活用したウェブサイト
「富山の大地を潤す」や、小学
生向けの施設紹介リーフレット
を用いて、地域の自然環境の維
持など多面的機能を有する農業
用ダム、排水機場等の農業用水
利施設の重要性の啓発を推進し
ました。

　　　　・　小学生が農山漁村で宿泊体験
活動を行う「子ども農山漁村交
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流プロジェクト」の受入地域の
拡大を推進するため、体験学習
プログラムや安全対策など受入
体制のノウハウを学ぶ実地研修
を実施しました。

　　　エ　土地対策要綱による対策
　　　　　土地対策要綱に基づき、大規模

な開発行為を行おうとする事業者
に、開発行為届出書の提出を求め、
周辺の景観との調和の観点等から
必要な指導を行いました。

　③　個性ある歴史的文化的環境の活用
　　ア　歴史的文化的遺産の保全と景観配

慮
　　　　市町村が実施するまちなみ保全環

境整備や景観整備等の優れた景観整
備事業に対して助成を行いました。

　　イ　歴史的文化的な景観の保全等
　　　　市町村等が実施する歴史的・文化

的資源を活かした個性あふれるまち
づくりに対して助成を行いました。

　
　　ウ　歴史的文化的遺産におけるふれあ

い施設等の設置
　　　　市町村等が実施する史跡、名勝等

の積極的な活用を図ったいわゆる文
化財公園等に対して助成を行いまし
た。

コ ラ ム

　本県の山岳環境の保全と適正な利用を県民協働で推進することを目的に、登山道の
安全対策や外来植物除去活動などを行う「とやまの山岳環境整備ボランティア」を募
集し、２８年８月７日に立山弥陀ヶ原地内において、１０歳から７０歳まで幅広い年代のボ
ランティア約１００名と、林野庁、環境省など関係８機関から約６０名、総勢約１６０名で作
業を行いました。
　午前中に木道の滑止め板５，５００枚の設置、午後には約７万本の外来植物の除去を行い、
最後にナチュラリストによる自然観察会で自然環境の保全に関する理解を深めました。
　今後ともこのような機会を設け、自然環境の保全に関わる県民の裾野を広げ、次世
代の山岳環境の保全を担う人材の育成を行っていきたいと考えています。

とやまの山岳環境整備ボランティア
～県民協働による自然環境の保全と適正利用の取組み～

大日岳をバックに記念撮影

木道の安全対策 外来植物除去活動 弥陀ヶ原の自然観察会
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３　自然環境保全活動の推進

⑴　現況
　　県では自然環境の保全を積極的に推進
するため、昭和４７年度に自然環境保全基
金制度を設置し、自然環境保全地域、自
然公園の集団施設地区等について、市町
村と共同で土地の公有化を進めています。
平成２７年度末までに公有化した土地面積
は、約１４０haとなっています。
　　また、恵まれた自然環境を将来の世代
に引き継いでいくため、地形・地質、植
物、動物及び景観の保全のためのガイド
ラインである自然環境指針に基づき、各
種開発事業に際して、自然環境保全上の

指導、助言を行っています。この指針で
は、県土を約１㎞四方のメッシュに区切
って、地形・地質、植物、動物及び景観
の４つの項目について、学術性や自然性
に基づく評価を行っており、その評価に
応じた保全目標を明らかにしています。
いずれかの項目で最も評価が高いⅤとさ
れた地域は、県東部の山岳地帯を中心に
広く分布しています。

　　自然環境指針の概要は、表１‐２０のと
おりです。

　　このほか、山岳地等において環境に配
慮したトイレ整備を推進しており、山岳

　表１‐２０　自然環境指針の概要
県内の自然環境の主要な構成要素について、県民、事業者、行政がそ
れぞれの立場において、適正に保全していくためのガイドラインを示
すものです。

指針の役割

自然環境の主要な構成要素（地形・地質、植物、動物、景観）を対象
とし、県下全域を約１㎞メッシュで評価したものです。

対象範囲等

自然環境の主要な構成要素（地形・地質、植物、動物、景観）ごとに、
自然環境の評価を５段階で行い、それぞれの評価段階に応じた適正な
保全を目指すものです。

保全目標

＜地形・地質＞
・貴重な地形・地質等は、その形態を失わないよう保全します。
・典型的な地形要素は、県土の骨格をこわさず、その典型性を保持で
きるよう保全します。

＜植物＞
・貴重な植物群落の分布地や特に自然性の高い植生域は、厳正に保全
します。

・地域において相対的に自然性の高い植生域はその価値を保全します。

＜動物＞
・貴重な動物の分布地では、その生息環境を総体として保全します。
・多様な動物が生息すると推定される地域は、一定の広がりをもった
生息域を分断することなく保全するとともに、生態的なバランスを
くずさない範囲で自然とのふれあいの場としての利用に努めます。

・動物の生息環境として悪化がみられる地域では、現況以上の悪化を
防ぎ、積極的に環境特性に応じた動物生息環境の創造、復元に努め
ます。

＜景観＞
・自然景観資源として評価の高いものは、周辺と一体として、また環
境の総体として保全します。

・眺望の対象として重要な景観資源は、眺望の特性を踏まえてそれを
阻害しないよう資源そのもの及び周辺環境を適正に保全します。

項目別保全目標
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公衆トイレを一ノ越、美女平等８か所に
設置しているほか、中部山岳国立公園内
の山小屋トイレ２４か所に対して１２年度か
ら整備支援を行っています。

⑵　講じた施策
　ア　自然環境指針等に基づく開発事業へ
の指導・助言

　　　自然環境指針に示す地域ごとの地
形・地質、動植物等に関する評価を踏
まえ、各種開発事業に際して必要な指
導、助言を行いました。

　イ　県土美化推進運動や自然公園におけ
るクリーン作戦の展開

　　ア　美化清掃、施設維持管理等
　　　　全国統一の自然公園クリーンデー

にあわせて、ごみの持ち帰り運動な
ど、美化清掃活動を行いました。

　　　　また、一ノ越、剱沢等８か所の山
岳公衆トイレでは利用者に対する普
及啓発とトイレの管理に役立てるた
め、チップ制システムを導入し、維
持管理の充実を図りました。

　　イ　N. P. C.（ナショナルパーククリ
ーン）作戦

　　　　国立公園利用者及び事業者の美化
意識の向上を図り、ごみ持ち帰り運
動を一層推進するキャンペーンとし
て、N. P. C. 作戦により、ごみ袋、
ポスター等を配布しました。

　　　　また、立山黒部環境保全協会が実
施するごみ持ち帰り運動に助成する
とともに、各施設のごみを国立公園
区域外へ搬出処理し、自然環境の保
全に努めました。

　ウ　自然公園における貴重な植生の保
護・復元

　　　自然環境保全地域の適正な保全のた
め、巡回管理及び保全事業（標識設置、
巡視歩道整備等）を実施しました。

　　　また、地球温暖化等の環境変化が植
生にどのような影響を与えているかを

把握するため、立山地区（ブナ坂、上
ノ小平、室堂の１８地点、弥陀ヶ原の５
地点）において科学的な植生モニタリ
ング調査を実施しました。２７年度は、
第Ⅳ期計画（２６～３１年度）の２年目と
して、植生や林分構造等についてモニ
タリング調査を行いました。

　エ　環境配慮型公衆トイレ・山小屋トイ
レの整備

　　　生態系への影響が懸念されるし尿や
雑排水の処理に対応した施設の新設等
を行う山小屋にその経費の一部を補助
しました。

　オ　山岳自然環境の保全
　　　立山一帯の貴重な自然環境の保護を
目的として、環境省の方針に基づき、
県道富山立山公園線（桂台～室堂）へ
のマイカー乗り入れ禁止を継続しまし
た。

　カ　立山におけるバスの排出ガス規制の
実施

　　　立山の貴重な自然環境や優れた景観
を維持・保全するため、立山で運行さ
れるバスについて条例による排出ガス
規制を実施するとともに、県内バス事
業者が行う排出ガス低減のための車両
の更新等を支援しました。

　キ　海の森づくり事業の推進
　　　富山湾の環境保全や水産資源保護へ
の意識を醸成するために、小学校が行
うアマモ苗の育成及び移植活動等に対
して支援しました。
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４　生物多様性の確保

⑴　現況
　　本県は、３，０００ｍ級の山岳地帯から海岸
まで変化に富む地形を有し、高山植生か
ら海浜植生までの多様な植生、ライチョ
ウやカモシカといった動物、大小の河川
や各所に見られる湧水、清水等の多様な
自然環境に恵まれています。

　ア　植生
　　　本県は、地形・地質が多岐にわたり、
かつ、標高差が大きいことから、植物
の分布状況は、図１‐１６のとおり、複
雑になっています。

　　　また、標高別の植物の分布状況は、
図１‐１７のとおり、標高に応じて多様
な種類の植物が見られます。

　　ア　平野・海岸地帯
　　　　平野部は、主に農耕地や住宅地、

工場用地等に利用されていますが、
一部の扇状地の末端部には、ハンノ
キ群落やスギ植林地が見られます。

　　　　クロマツに代表される海岸林は、
おおむね保安林として管理されてお
り、入善町の園家山には砂丘植生が
残されています。

　　　　また、氷見海岸や宮崎海岸の一部
には、スダシイやタブノキなど暖帯
性の樹林が見られます。

　　イ　低山帯（標高約３００ｍ以下）
　　　　射水丘陵をはじめとして、県内に

広く分布する低山帯は、古くから人
間が生活の場として利用してきた地
域で、大部分がコナラ、アカマツ等
の二次林やスギの植林地となり、ま
た、近年、公園やゴルフ場等のレク
リエーション施設用地として利用さ
れてきています。

　　ウ　山地帯（標高約３００～１，６００ｍ）
　　　　山地帯は、主な河川の上・中流域

にあって、そのほとんどが保安林等
になっており、県土を保全するうえ

で重要な地域となっています。植生
はブナを主体とする天然林が中心で、
標高の高い地域にはクロベ、コメツ
ガ等の常緑針葉樹林が局地的に群生
しています。

　　　　また、標高が低い地域は、かつて
は薪炭林として利用されていました
が、現在はミズナラの二次林やスギ
の植林地等になっています。

　　エ　高山帯、亜高山帯（標高約１，６００ｍ
以上）

　　　　高山帯は、植物にとって厳しい生
育条件であるため、わずかにハイマ
ツ群落と高山草原が見られる程度で
す。

　　　　なお、後立山一帯の白馬連山高山
植物帯は、国の特別天然記念物に指
定されています。

　　　　亜高山帯になるとオオシラビソ、
ダケカンバ等の植生となっています。

　イ　野生動物
　　　本県は、海岸地帯から標高３，０００ｍの
北アルプスまで、日本有数の大きな標
高差を有しており、この垂直な広がり
の中に海岸、河川、湖沼、農耕地、原
野、丘陵、森林、高山等の多様な自然
環境が含まれています。このため、図
１‐１８のとおり、多種の野生動物が生
息しています。

　　ア　哺乳類
　　　　平野部ではイタチやハタネズミの

ほかには特徴のある種類は見られま
せんが、丘陵や山地帯の森林域では、
ニホンザル、ノウサギ、タヌキ、カ
モシカ、ツキノワグマ、イノシシ等
の中・大型哺乳類が多く生息してお
り、外来生物と考えられるハクビシ
ンの生息地も広がっています。

　　　　また、亜高山帯から高山帯では厳
しい気象条件のため、生息種はトガ
リネズミ類やオコジョ等に限られて
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　図１‐１６　現存植生図

　図１‐１７　植物の垂直分布
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います。
　　　　なお、２６年度には特定外来生物の

アライグマによる農作物被害が初め
て発生しました。

　　イ　鳥類
　　　　海辺や河川にはカモ類、シギ・チ

ドリ類、カモメ類等が生息するほか、
湖沼や水田等の水辺にはセキレイ類、
サギ類、カモ類、クイナ類等のほか
カワセミやオオハクチョウ等も見ら
れ、これらの生息域は都市や農村に
近いため、自然とのふれあいの感じ
られる場となっています。

　　　　丘陵から山地帯の森林、特に原生
林には、シジュウカラ類、キツツキ
類、ウグイス類、ホオジロ類、フク
ロウ類、ワシタカ類といった多様な
鳥類が生息し、繁殖の場となってい
ます。

　　　　亜高山帯、高山帯では、カヤクグ
リ、イワヒバリ、ホシガラス等のほ

か、貴重なライチョウが生息してい
ますが、標高の低い森林域に比較す
ると種類は少なくなっています。

　　　　また、本県はツグミやキビタキな
ど渡り鳥の主要な飛行ルートや越冬
地・繁殖地となっており、これらの
渡り鳥を研究するため富山市婦中町
高塚に国設１級婦中鳥類観測ステー
ションが設置されています。

　　　　このステーションで１２年１０月に足
環を付け放鳥したカシラダカが、１３
年１０月に本県の支援で設置している
ロシアのナホトカステーションで再
捕獲されており、両ステーションで
捕獲が確認されたことは、渡り鳥が
日本海を一気に渡る幻のルート解明
に結びつく画期的な手がかりとなり
ました。

　　ウ　両生・は虫類
　　　　両生類は、幼生期を水中で生活す

る動物で、ホクリクサンショウウオ、

　図１‐１８　富山県にみられる動物の生態的地位（食物及び天敵関係）
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カジカガエル、ナガレタゴガエル、
モリアオガエルなど特徴のある種が
生息しています。

　　　　は虫類では、帰化動物のミシシッ
ピアカミミガメが増え、逆にイシガ
メが減少しています。毒蛇であるマ
ムシは県内に広く分布しています。

　　エ　淡水魚類
　　　　扇状地の扇端部等の湧水地帯には

トミヨ、氷見市の万尾川を中心とす
る沖積平野には、イタセンパラをは
じめとしたタナゴ類やハゼ類といっ
た多様な魚類が生息しています。

　　オ　昆虫類
　　　　平野部、海岸部は、植生が単純で

あり、生息環境も限定されるため、
昆虫相も限られますが、低山帯は、
ギフチョウやオオムラサキなど貴重
なチョウの重要な生息地となってい
ます。

　　　　山地帯は、ミズナラ、ブナを幼虫
の食餌植物とするミドリシジミ類が
多く見られ、高山帯は、タカネヒカ
ゲやクモマベニヒカゲに代表される
ように、高山蝶の宝庫になっていま
す。

　ウ　希少野生動植物
　　　「絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律」により国内希
少野生動植物種として、動物１２１種、植
物５４種の合計１７５種（２７年度末現在）が
指定され、捕獲や譲渡が禁止されてい
ます。

　　　県内の絶滅のおそれのある野生生物
の種を明確にし、保全対策に資するた
めに、２３年度に県レベルでの実情に即
したレッドリストを改訂しました。こ
のレッドリストには、絶滅危惧Ⅰ類及
びⅡ類に鳥類ではサシバやヨタカ、昆
虫ではカトリヤンマやミヤマモンキチ
ョウ、淡水魚ではヤリタナゴやジュズ
カケハゼが、また植物では、富山県固

有種であるエッチュウミセバヤが選定
されています。このほかにも、オオハ
クチョウやオミナエシなど環境省では
選定されていない種や、環境の指標と
なるクイナやゲンジボタル等が選定さ
れています。

　　　また、これらの希少な動植物への県
民の理解を深めることを目的として、
対象種の特徴や分布状況、保全対策等
を取りまとめた手引書として「富山県
の絶滅のおそれのある野生生物（レッ
ドデータブックとやま２０１２）」を刊行し
ました。国内希少野生動植物種のうち、
ライチョウ、イヌワシ、オジロワシ、
オオワシ、オオタカ、クマタカ、ハヤ
ブサ、ヤイロチョウ、トキ及びウミガ
ラスの鳥類１０種と淡水魚のイタセンパ
ラ、昆虫のシャープゲンゴロウモドキ、
植物のアツモリソウが「レッドデータ
ブックとやま２０１２」に掲載されていま
す。

　　　県では、適切な鳥獣行政を推進する
ため、５年ごとに鳥獣保護事業計画を
策定し、野生鳥獣の保護繁殖を図るた
めの鳥獣保護区（２７年度末現在４０か所
合計１０７，６８３ha）の指定等の各種施策
を行っています。

　　　特に、絶滅が危惧されるイヌワシに
ついては、９年度に全国で初めてイヌ
ワシの保護を目的とした特別保護指定
区域の指定を含む鳥獣保護区を設定し
たほか、１２年３月には、人とイヌワシ
の共生の観点から、イヌワシ保護の基
本方針を示すイヌワシ保護指針を策定
しています。

　　　また、鳥類、ほ乳類以外の野生動植
物についても、環境の変化により生存
が危ぶまれる種は、自然環境保全条例
に基づき、その生息・生育地を自然環
境保全地域の野生動植物保護地区に指
定し、捕獲、採取等の規制を行ってい
ます。 
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⑵　講じた施策
　ア　生物多様性に関する総合的な取組み
の推進

　　　「生物多様性保全推進プラン」の普
及啓発を行い、生物多様性の保全と持
続可能な利用を推進しました。

　　　また、ナチュラリストの野外活動等
を通じて、種の多様性や生態系の保全
に関する普及啓発を行いました。

　イ　希少な野生生物の保護
　　　ライチョウ、イヌワシ等の保護によ
る野生生物の生息・生育環境の保全を
推進するとともに、希少野生動植物保
護条例の施行に伴い、「指定希少野生動
植物」の指定、周知、監視等を実施し
ました。

　　　このうち、イヌワシについては、南
砺市小瀬地区の営巣地にカメラを設置
し、継続的に生態観察を行うとともに、
自然博物園「ねいの里」で映像を利用
し、希少な野生生物の保護の普及啓発
を図りました。

　　　また、イヌワシの生態を踏まえ、公
共工事等の各種開発行為との調整を行
いました。

　ウ　立山のライチョウ保護
　　　ライチョウの生態・生息状況・保護
の取組みや立山での目撃情報をスマー
トフォンなどでリアルタイムに紹介す
る「立山室堂ライチョウ見守りネット」
を構築し、また、ボランティアによる
保護柵の設置等を実施しました。

　エ　外来生物等の適切な管理の推進
　　　立山黒部アルペンルート沿線の外来
植物除去のため、現地で指導する指導
者を対象に現地講習会を開催するとと
もに、「外来植物除去大作戦」を実施し
ました。

　　　また、県政バス等により、外来植物
の除去活動を行いました。

　　　さらに、健全な内水面の生態系を保
全し、持続的な利用を図るため、外来

魚（オオクチバス、コクチバス、ブル
ーギル）の駆除とカワウの広域的な管
理体制に基づいた取組みを推進しまし
た。

　オ　自然と共生した地域づくり
　　　希少種以外の野生生物についても、
鳥獣保護区やビオトープマニュアルを
活用した自然と共生した地域づくりを
進め、生態系の保全を図りました。

　　　また、生息・生育環境の悪化や消失
が見られる地域では、ビオトープ事業
の導入、外来植物除去事業やブナ保全
対策事業等の施策を行い、環境の復元
や創出を行いました。

　　　このほか、自然博物園「ねいの里」
において、多様な動植物が生息・生育
する森と水辺のビオトープづくりを実
施しました。



５７

第
２
第
２
節節

　

自
然
環
境
の
保
全

コ ラ ム

　今年度、ライチョウ保護活動に参加するボランティアの方々を募り、「とやまのライ
チョウサポート隊」として活動を支援する新たな取組みを開始していますのでご紹介
します。

１　とやまのライチョウサポート隊の結成
　ライチョウの現況や生態、県の保護施策、観察マナーなど、サポート隊として活動
する際に必要な知識や技能を修得できる講習会を開催し、この講習を受講した１０７名の
方々を第１次とやまのライチョウサポート隊として初めて認定し、結成式も併せて行
いました。（２８年５月２９日）

２　ライチョウ保護活動の実施
　今年度は、立山室堂周辺でのライチョウ保護柵の設置をはじめ、センサーカメラの
設置やＤＮＡ鑑定用の卵殻の採取など生態等の調査、各自での生息地のパトロールな
どの協力活動を行っています。さらに１２月には活動の報告会を予定しています。

希少な野生動物であるライチョウを守るために
～とやまのライチョウサポート隊が結成されました～

保護柵の設置 センサーカメラの設置 卵殻の採取（ＤＮＡ鑑定用）
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⑴　現況
　　近年、ツキノワグマによる人身被害の
発生、イノシシやニホンザル、カラス等
による農作物被害や生活環境被害が発生
し、地域住民の不安が高まっています。
　　ツキノワグマ、ニホンザル、イノシシ
については、管理計画を策定し、科学的・
計画的な対策を実施しています。
　　有害鳥獣捕獲については、狩猟者の高
齢化が進み、人数もピーク時の約３分の
１に減少しています。
　　また、鳥獣保護センターによる傷病鳥
獣の救護や鳥獣保護区の指定・管理など
により、野生鳥獣の保護やその普及を図
っています。

⑵　講じた施策
　ア　保護管理の推進
　　　ツキノワグマ、ニホンザル、イノシ
シ等の野生鳥獣のモニタリング調査を
実施しました。

　　　また、野生鳥獣を適切に保護管理す
ることにより、生活環境の保全及び農
林水産業の振興を図ることを目的とし
て、「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の
適正化に関する法律」に基づき、第１１
次鳥獣保護事業計画を策定しており、
この計画に基づく事業を実施しました。

　　ア　有害鳥獣捕獲対策の充実
　　　　ツキノワグマの生息調査や、本県

においても捕獲数が増加傾向にある
ニホンジカの侵入経路調査を行うと
ともに、カモシカの生息数調査やカ
ラスの被害防除対策等を実施しまし
た。

　　　　また、ツキノワグマ等が住宅街に
現れた場合の捕獲に係る「熊等が住
宅街に現れた場合の警察官職務執行
法の適用による捕獲対応マニュア
ル」について、関係者へ周知しました。 

　　イ　鳥獣の保護対策の推進
　　　　鳥獣保護センターを拠点とする野

生鳥獣の救護や普及啓発を行うとと
もに、鳥獣保護区の指定や管理を適
正に行い、鳥獣の安定した生存の確
保や生息環境の保全などを進めまし
た。

　イ　鳥獣被害を受けにくい地域づくりの
推進

　　　農林業等の被害の軽減を図るため、
鳥獣の捕獲を行うとともに、農作物へ
の被害防除のため、電気柵の設置等を
行いました。

　　　また、ツキノワグマ管理計画に基づ
き、安全対策と共生対策を進めるとと
もに、適切な保護管理を行うため必要
な行動域調査、生息環境調査を実施し
ました。

　　　さらに、里山に野生動物の潜む場所
をなくし、人との棲み分けを目的とす
る「カウベルトの郷づくり」を行いま
した。

　　　このほか、自然博物園「ねいの里」
に野生鳥獣共生管理員を配置し、野生
鳥獣との共生に関する知識や理解につ
いての普及啓発を行いました。

　ウ　有害鳥獣被害防止体制の維持
　　　有害鳥獣捕獲の中心的な担い手とな
っている狩猟者の育成・確保のため、
各種講習会の開催等の事業を実施しま
した。

　　　また、「鳥獣の保護及び管理並びに狩
猟の適正化に関する法律」に基づき、
新たに狩猟免許を取得しようとする者
に試験を実施し、２７年度には１２８人が合
格したほか、免許更新をしようとする
者を対象に講習会を開き、２７年度には
４９０人が受講しました。

　　　さらに、休猟区解除地等１３か所を「安
全狩猟重点パトロール地域」として指
定し、重点パトロールを実施しました。

５　人と野生鳥獣との共生
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　　　このほか、鳥獣保護区位置図等に学
校区域等を図示し、その周辺での安全
狩猟を徹底させるとともに、安全狩猟

推進のパンフレットを狩猟登録者全員
に配布しました。

指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐２１
及び表１‐２２のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

９００人

５２０人

７８０人

４００人

ナチュラリスト
７８４人
ジュニア

ナチュラリスト
３０３人

２０１５年度
（Ｈ２７）

ナチュラリスト
６６７人
ジュニア

ナチュラリスト
１６８人

２０１０年度
（Ｈ２２）

ナチュラリストとジュニアナチュラリス
トの認定者

ナチュラリスト、ジュニアナチュラリス
トとして県が認定した人員数

現状維持現状維持２８４羽
２０１１年度
（Ｈ２３）

２４５羽
２００６年度
（Ｈ１８）

ライチョウ生息数（立山地域）

北アルプスのうち立山地域（約１，０７０ha）
における推定生息数

３，９００ha
８９％

２，６００ha
５９％

２，３８１ha
５４％

２０１５年度
（Ｈ２７）

１，２０６ha
２７％

２０１０年度
（Ｈ２２）

里山林の整備面積（累計）と整備率

竹林を含む里山林を整備する面積（整備
率）

　表１‐２１　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
２１人のナチュラリストを養成自然保護講座（ジュニアナチュラリス

ト養成コース）の開催（Ｈ２７）
ナチュラリストの指導のもと自然解説活動や自然観察
会等に５３人のジュニアナチュラリストが参加

ジュニアナチュラリストの活動支援
（Ｈ２７）

生物多様性の保全などを目指した地域や生活に密着し
た、里山林の整備を実施
（整備面積：２７年度２７０ha、累計２，３８１ha）

水と緑の森づくり税を活用した里山林
整備（Ｈ２７）

　表１‐２２　主な取組みの指標達成への貢献
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　私たちの健康や生活環境に対して被害が
生じないよう、大気、水、土壌その他の環
境の自然的構成要素が良好な状態に保持さ
れることは、私たちが健やかに暮らしてい
くために最も基本的なことです。
　本県は環境基準の達成状況等からみると
環境はおおむね良好ですが、富岩運河等の
ダイオキシン類汚染、有害物質による土壌

汚染、地下水汚染の顕在化、海洋汚染や越
境大気汚染など国境を越えた環境汚染等の
問題があります。
　今後も環境の状況について的確に把握す
るとともに、人の健康と生活環境の保全に
支障をもたらす問題に対して、適切に対応
し、快適で恵み豊かな環境の実現に取り組
みます。

１　環境の状況の把握や環境汚染の未然防止

⑴　現況
　①　大気
　　　大気環境の指標として、二酸化硫黄
や二酸化窒素等について環境基準が定
められています。

　　　２７年度は、一般大気環境中の二酸化
硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質
について、県内１９の一般環境観測局す
べてで環境基準を達成しています。

　　　光化学オキシダントについては、高
温無風の晴天時に環境基準値を超過す
ることが多く、昼間の観測時間に対す
る環境基準を超過した時間の割合は、
４．９～８．６％でした。

　　　微小粒子状物質については、一般環
境観測局１０局で測定しており、９局で
環境基準を達成しています。

　　　また、２７年度は、大気汚染防止法で
定める注意報等の発令はありませんで
した。

　　　主な大気汚染物質の環境基準達成率
の推移は、表１‐２３のとおりです。ま
た、その年平均値の推移は、図１‐１９
のとおり、ここ数年間は概ね横ばいで
推移しています。

　　　大気中の自動車排出ガスの濃度につ
いて、一酸化炭素、二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質は県内７の自動車排出ガ
ス観測局すべてで環境基準を達成して
います。また、主な大気汚染物質の年
平均値の推移は、図１‐２０のとおり、
ここ数年間は概ね横ばいで推移してい
ます。

　表１‐２３　主な大気汚染物質の環境基準達成率の推移（長期的評価）

注　環境基準達成率（％）＝〔環境基準達成観測局数／全観測局数〕×１００

２７年度２６年度２５年度２４年度平成２３年度昭和４８年度物 質 名
１００１００１００１００１００５０二 酸 化 硫 黄
１００１００１００１００１００１００二 酸 化 窒 素
１００１００１００１００１００４５浮遊粒子状物質

　②　水質
　　　水質環境の指標として、カドミウム
や水銀等の人の健康に関連して定めら
れた項目（健康項目）や生物化学的酸
素要求量（BOD）等の生活環境の保全
に関連して水域の利用目的に応じて定

められた項目（生活環境項目）等につ
いて、環境基準が定められています。

　　　河川、湖沼及び海域の公共用水域に
ついては、図１‐２１の２７河川（５１水域）
６３地点、３湖沼（３水域）６地点、２
海域（７水域）２８地点の合計９７地点の

（単位：％）
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　図１‐１９　主な大気汚染物質の年平均値の推移（一般環境観測局）

　図１‐２０　主な大気汚染物質の年平均値の推移（自動車排出ガス観測局）

すべてで、健康項目に係る環境基準を
達成しています。また、生活環境項目
については、表１‐２４のとおり、河川、湖
沼及び海域のすべてで環境基準を達成
しています。

　　　水生生物の保全に係る環境基準（水
生生物保全環境基準）の項目（全亜鉛）
については、２７河川（４６水域）５０地点
のすべてで環境基準を達成しています。

　　　生活環境項目に係る水質の推移をみ
ると、図１‐２２のとおり、過去に著し

い汚濁がみられた小矢部川や神通川等
は、大幅に改善され、近年は清浄にな
ってきています。また、庄川や常願寺
川、黒部川等は現在もその清流を保っ
ています。さらに、中小河川のうち、
生活排水の影響がみられた都市河川は、
徐々に改善されています。それぞれの
河川の水質の状況は、図１‐２３のとお
り、ほとんどの水域で環境基準のAA
～Ａ類型に相当する清浄な水質を維持
しています。
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　　　湖沼は、清浄な水質を維持しており、
すべての湖沼で継続して環境基準を達
成しています。

　　　また、海域は、これまでも環境基準
達成率が変動していますが、２７年度は
１００％となっています。海域（富山湾）の
水質は、気象や海象等の影響を受けて
変動しやすいことから、その推移につ
いて、今後も中・長期的に監視する必
要があります。なお、赤潮については、

漁業被害を及ぼすような重大な状況は
確認されていません。

　　　地下水については、平野部の７５地点
で測定した結果、一部の地点を除いて
環境基準を達成していました。

　　　また、過去に汚染が判明した地域に
おいても２２地点で地下水の測定を行っ
た結果、汚染範囲の拡大は認められま
せんでした。

２７年度２６年度２５年度２４年度平成２３年度昭和５１年度区　　分

１００１００１００１００１００８１河 川

１００１００１００１００１００―湖 沼

１００１００１００１００９２８５海 域

１００１００１００１００９８８３全 体

注１　有機汚濁の代表的な水質指標であるBOD（河川）、COD（湖沼及び海域）によります。
　２　環境基準達成率は、環境基準点数に対する環境基準達成地点数の割合です。

　表１‐２４　河川、湖沼及び海域における環境基準達成率の推移 （単位：％）

　図１‐２１　水質の監視測定地点
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　図１‐２２　河川、湖沼及び海域の水質の推移（年間７５％値）
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　図１‐２３　河川の水質状況（２７年度）

　③　騒音・振動
　　　騒音による生活環境への影響の指標
として、環境基準が定められ、県及び
市町により、環境の監視が行われてい
ます。

　　　騒音に係る環境基準の達成状況は、
道路に面する地域以外の地域（一般地
域）の環境騒音については９８％、道路
に面する地域における自動車騒音につ
いては９８％となっています。また、航
空機騒音については、環境基準を達成
しています。

　　　振動については、道路に面する地域
で測定が行われており、公安委員会へ
の要請限度と比較して低い値となって
います。

　④　悪臭
　　　悪臭の苦情件数は、図１‐２４のとお
り、年度により変動するものの、近年
は減少傾向にあります。

　　　悪臭の発生源は工場・事業場のみな
らず、家庭生活等によるものもあり、
多種多様化しています。

　⑤　発生源対策
　　　近年、事業者に対する社会的責任の
要請が高まる一方で、工場・事業場で
の環境汚染事故の発生や施設の不適切
な管理等の事例がみられます。

　　　県では、大気汚染防止法や水質汚濁
防止法等に基づき、工場・事業場の立
入検査を実施し、排出基準の遵守や施
設の適切な管理がなされているかなど
を監視しています。

　　　また、「特定工場における公害防止組
織の整備に関する法律」に定める工場
においては、公害防止統括者、公害防
止主任管理者、公害防止管理者を選任
し、公害防止体制の整備を図ることに
なっており、２７年度末現在で公害防止
統括者２２９人、公害防止主任管理者１６人、
公害防止管理者３９６人が選任されてい
ます。

　⑥　環境影響評価
　　　県では、大規模な開発行為による環
境への負荷の低減を図ることを目的と
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制定しました。この条例では、一定規
模以上の道路整備やダム建設等を実施
する場合、事業者が事前に事業計画を
開示し、環境への影響を把握するため
の調査や影響の予測、評価の方法につ
いて、県民や関係市町村長等の意見を
求めるとともに、環境影響評価その他
の手続きを経て、環境への負荷を低減
するために必要な措置を講ずることが
定められています。

　　　この条例の対象事業は、表１‐２５の
とおりです。

　　　また、この条例の対象とならない事
業についても、公害防止条例や土地対
策要綱の手続きを通じて環境への影響
を事前に審査しており、大規模な開発
行為による環境への影響の低減を図っ
ています。

　　　公害防止条例では、工場等の新増設
に当たって、事前に事業者と公害防止
対策等について協議を行い、計画段階
から公害の未然防止を指導しています。
また、必要に応じて事業者と地元市町
村等との公害防止協定の締結を指導し
ています。

　　　土地対策要綱では、一定規模以上の
土地の開発に当たって、事前に事業者
に届出することを求めており、環境影

響評価に準じた調査等を指導し、自然
環境や生活環境の保全等を図ることと
しています。

　図１‐２４　悪臭苦情の発生源別推移
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　表１‐２５　環境影響評価条例の対象事業

対 象 事 業 の 規 模事　　業　　の　　種　　類 自然環境特別配慮地域の特例

Ｂ地域Ａ地域

４車線以上・長さ５㎞以上２車線以上・長さ２㎞以上４車線以上・長さ７．５㎞以上一般道路など ※
１　道　路

幅員６．５ｍ以上・長さ１０㎞以上幅員６．５ｍ以上・長さ２㎞以上幅員６．５ｍ以上・長さ１５㎞以上林道 ※

貯水面積５０ha 以上貯水面積１ha 以上貯水面積７５ha 以上ダム ※

２　河　川 湛水面積５０ha 以上湛水面積１ha 以上湛水面積７５ha 以上堰 ※

土地改変面積５０ha 以上土地改変面積１ha 以上土地改変面積７５ha 以上放水路、湖沼開発 ※

長さ５㎞以上すべて
（５㎞未満の仮設を除く。）

長さ７．５㎞以上普通鉄道・軌道 ※３　鉄道・軌
道 ――――特殊鉄道・索道など

すべて滑走路長１，８７５m 以上４　飛行場 ※

出力１．５万kW 以上出力２．２５万kW 以上水力発電所 ※

５　電気工作
物

出力７．５万kW 以上出力１１．２５万kW 以上火力発電所 ※

出力５，０００kW 以上出力７，５００kW 以上地熱発電所 ※

――電圧１７万Ｖ以上・長さ１㎞以上――送電線路

――面積２５ha以上廃棄物最終処分場 ※
６　廃棄物処
理施設 ――処理能力１５０ｔ / 日以上廃棄物焼却施設

――処理能力１５０k 狩 / 日以上し尿処理施設

計画処理人口１万人以上計画処理人口１０万人以上７　下水道終末処理場

――牛５００頭以上　豚５，０００頭以上８　畜産施設

合計燃料使用量８k 狩  / 時以上合計燃料使用量１２．５k 狩 / 時以上

９　工場・事業場（製造業等）
排出水量５，０００逢 / 日以上排出水量１万逢/日以上

地下水合計採水量４，０００逢 / 日以上地下水合計採水量８，０００逢/日以上

敷地面積２０ha 以上敷地面積１ha 以上敷地面積７５ha以上

――面積４０ha以上１０　公有水面の埋立て、干拓 ※

――面積７５ha以上

１１　土地区画整理事業 ※

１２　新住宅市街地開発事業 ※

１３　新都市基盤整備事業 ※

１４　流通業務団地造成事業 ※

１５　工業団地造成事業

１６　住宅団地造成事業

――面積５０ha以上
１７　ゴルフ場・スキー場造成事業

１８　岩石等採取

――（［事業の実施規模］／［対象事業
の要件下限値］）の総和が１以上

複合開発事業
（１１から１８までの事業）１９　その他

面積２０ha 以上面積１ha 以上――土地の形状変更など

注１　対象となる事業の詳細は、環境影響評価条例施行規則を参照
　２　「自然環境特別配慮地域」とは、国立公園、国定公園、県立自然公園、自然環境保全地域などの区域を指

します。
　　　また、自然環境特別配慮地域のうち、「Ａ地域」とは特別地域などに指定された区域、「Ｂ地域」とは普通

地域などに指定された区域を指します。
　３　※の事業は、規模によっては環境影響評価法の対象となります。
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⑵　講じた施策
　①　大気
　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　ア　大気汚染防止法等による規制
　　　　　大気汚染防止法は、工場・事業

場における事業活動及び建築物の
解体等に伴うばい煙及び粉じんの
排出等を規制するとともに、有害
大気汚染物質対策の推進や自動車
排出ガスに係る許容限度の設定等
により、大気汚染の防止を図って
います。

　　　　　２７年度末のばい煙発生施設の届
出状況は、総施設数が３，３３７施設
（１，３０９工場・事業場）であり、種
類別では、ボイラーが２，２２１施設
（構成比６７％）で最も多く、次い
でディーゼル機関３２３施設（構成比
１０％）、金属加熱炉１７２施設（構成
比５％）となっています。

　　　　　一般粉じん発生施設の届出状況
は、総施設数が１，２１２施設（２８９工
場・事業場）であり、種類別では、ベ
ルトコンベアが４３７施設（構成比
３６％）で最も多く、次いで堆積場
４１６施設（構成比３４％）、破砕機・
摩砕機２９０施設（構成比２４％）とな
っています。

　　　　　また、揮発性有機化合物（VOC）

の排出施設の届出状況は、総施設
数が２７施設（１３工場・事業場）で
あり、種類別では、粘着テープ等
製造に係る接着の用に供する乾燥
施設が９施設（構成比３３％）で最
も多く、次いで接着の用に供する
乾燥施設５施設（構成比１９％）、吹
付塗装施設５施設（構成比１９％）
となっています。

　　　　　さらに、公害防止条例では、法
の規制対象外の施設を対象として、
大気汚染に係る施設の届出を義務
付けるとともに、ばい煙、粉じん
及び有害ガスの排出を規制してい
ます。

　　　イ　大気汚染緊急時対策要綱による
措置

　　　　　大気の汚染が著しくなり、人の
健康又は生活環境に被害が生ずる
おそれのある場合は、大気汚染防
止法及び大気汚染緊急時対策要綱
に基づき、学校、住民等への周知
や協力工場へのばい煙排出量削減
の要請等を行っています。

　　　　　大気汚染緊急時対策要綱の概要
は、表１‐２６のとおりです。

注１　発令基準欄中の時間は、当該濃度が継続した時間を表します。
　２　発令は対象地域ごとに１局以上の常時観測局において、対象物質の濃度が発令基準のいずれかに

該当し、かつ、気象条件からみて汚染の状況が継続すると認められる場合に行います。

県内全域適 用 地 域
硫黄酸化物、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質、二酸化窒素対 象 物 質
情報、注意報、警報、重大警報区　 　 分

重 大 警 報警　 報注 意 報情　 報発 令 基 準

０．５ppm　３時間

０．７ppm　２時間

０．５ppm　２時間

０．２ppm　３時間
０．２ppm　２時間

０．３ppm

硫 黄 酸 化 物
０．３ppm　２時間
０．５ppm
４８時間平均値が
０．１５ppm

０．４ppm０．２４ppm０．１２ppm０．１ppm光化学オキシダント
３．０mg鍬m３ ３時間－２．０mg鍬m３ ２時間２．０mg鍬m３ 浮遊粒子状物質
１．０ppm－０．５ppm０．４ppm二 酸 化 窒 素

　表１‐２６　大気汚染緊急時対策要綱の概要
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　　イ　大気環境計画の推進
　　　　大気環境計画（昭和４８年２月策定。

以下「ブルースカイ計画」という。）は、
環境基本条例に定める大気汚染の防
止に関する個別計画であり、大気環
境を保全するための基本となる方向
を示すものです。

　　　　県では、平成２４年３月に改定した
ブルースカイ計画に基づき、安全で
健康な大気環境の確保及び快適な大
気環境の創造のため、大気汚染常時
観測局における汚染状況の監視、有
害大気汚染物質等に関する調査、工
場・事業場に対する大気汚染物質の
排出削減の指導・助言など、大気環

境保全施策を推進しました。
　　　　一方、県民の関心の高い自動車排

ガス対策として、自動車から排出さ
れる窒素酸化物等の大気汚染物質を
削減するため、県民・事業者による
エコドライブの実践を推進するとと
もに、低公害車の普及啓発や公用車
への率先導入等を実施しました。

　　　　ブルースカイ計画の概要は、表１‐
２７のとおりです。

　　　　２７年度には、計画の改定に向けた
検討を行うため、大気汚染物質排出
量の現状把握及び将来予測を行うた
めの調査を実施しました。

安全で健康な大気環境の確保及び快適な大気環境の創造計 画 目 標
２３～２８年度までの６年間計 画 期 間
富山県全域対 象 地 域
①基本的な大気環境保全対策の実施（県が中心となり実施）
　・光化学オキシダント等緊急時対策の推進
　・微小粒子状物質に関する監視体制の整備
　・石綿対策　等
〈具体的な目標〉
　・光化学オキシダント：注意報を発令しない濃度レベルの維持
　・その他：環境基準（１０項目）及び指針値（８項目）の維持

推 進 施 策

②大気環境のさらなる向上を目指す自主的な取組みの推進（県民・事業者
の取組みを推進）

　・揮発性有機化合物排出削減に対する支援
　・有害大気汚染物質の排出抑制の促進　等
〈具体的な目標〉
　・工場・事業場からの揮発性有機化合物の大気への排出量：現況より減

少させる。
③県民参加による快適な大気環境の創造と地域貢献（地域全体の取組みを
推進）

　・指導者の育成
　・エコドライブ推進事業の展開
　・地域連携による環境教育・環境保全活動の促進　等
〈具体的な目標〉
　・都市公園や里山林の整備面積：４，１８０ha
　・大気環境保全活動への取組み人数：約５，０００人／年
県民・NPO、事業者、行政が互いに連携協力し、それぞれの役割分担のも
と、主体的に取組みを推進
【推進体制】協議会等での話し合いを通じて、関係者が連携しながら計画

を推進
【進行管理】毎年度施策の進捗状況を確認し、結果はウェブサイト等で公

表

推 進 体 制

　表１‐２７　ブルースカイ計画の概要
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　図１‐２５　大気汚染監視テレメータシステムの状況

　　ウ　監視測定体制の整備
　　　ア　大気汚染常時観測局等の整備状

況
　　　　ａ　大気汚染常時観測局の概要
　　　　　・一般環境観測局
　　　　　　一般環境の大気汚染を常時監

視するため、県や市により一般
環境観測局１９局が設置されてい
ます。

　　　　　・自動車排出ガス観測局
　　　　　　自動車排出ガスによる大気汚

染を常時監視するため、県や富
山市により主要幹線道路近傍に
自動車排出ガス観測局７局が設
置されています。

　　　　ｂ　大気汚染監視テレメータシス
テムの整備状況

　　　　　　大気汚染の状況を的確に把握
し、光化学オキシダント等の大
気汚染緊急時に迅速に対応する

ため、図１‐２５のとおり、イン
ターネットを利用し、一般環境
観測局１９局、自動車排出ガス観
測局７局及び緊急時一斉指令シ
ステム等からなる大気汚染監視
テレメータシステムを整備して
います。

　　　　　　また、県内の大気汚染状況を
県民に広く知ってもらうため、
県のホームページや携帯電話で
大気汚染の状況をリアルタイム
で見ることができるシステムを
整備しています。

　　　イ　花粉常時観測体制の整備
　　　　　国と連携して富山市と立山町に

整備した花粉観測システム（愛称：
はなこさん）により、花粉飛散時
期に飛散情報の提供を行っていま
す。
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　　エ　監視指導
　　　　大気汚染防止法及び公害防止条例

に基づき、延べ１０７工場・事業場（中
核市である富山市の区域を除く。）を
対象に立入検査を実施し、うち２５工
場・事業場に対して、改善を指導し
ました。

　　オ　光化学オキシダント対策の推進
　　　　光化学オキシダントの主要な原因

物質である揮発性有機化合物
（VOC）の大気中への排出を抑制す

るための普及啓発を実施しました。

　　カ　微小粒子状物質監視体制の充実等
　　　　微小粒子状物質自動測定機の増設

（１台）や、高濃度時の注意喚起に
備えた体制確保など、監視体制の充
実に努めるとともに、有識者で構成
する研究会を開催し、微小粒子状物
質等の排出削減対策を検討しました。

　　　　微小粒子状物質の注意喚起の判断
基準は、表１‐２８のとおりです。

判断基準区　　　分
３時間平均値（AM５時、６時、７時の１時間値を局別
に平均）の中央値が８５μｇ／㎥を超過日平均値７０μｇ／㎥超過を予想Ａ

３時間平均値が１局でも８５μｇ／㎥を超過日平均値７０μｇ／㎥超過のおそれＢ

　表１‐２８　微小粒子状物質の注意喚起の判断基準
１　午前中の早めの時間帯での判断

判断基準区　　　分
８時間平均値（AM５時から１２時の１時間値を局別に
平均）が１局でも８０μｇ／㎥を超過日平均値７０μｇ／㎥超過を予想Ａ

８時間平均値が１局でも７０μｇ／㎥を超過日平均値７０μｇ／㎥超過のおそれＢ

２　午後からの活動に備えた判断

注１　「日平均値が７０μｇ／㎥を超えると予想される場合（Ａ）」とは、国が示す判断基準を超過した場合をいいます。
　２　「日平均値が７０μｇ／㎥を超えるおそれがある場合（Ｂ）」とは、国が示す判断基準には達していないが、県独自の基準（国の

基準よりも厳しく、より安全側に立ったもの）を超過した場合をいいます。

　　キ　アスベスト（石綿）対策の推進
　　　　アスベスト含有建材を使用してい

る建築物、工作物の解体等工事に伴
うアスベスト除去作業の適正化を図
るため、大気汚染防止法に基づき届
出のあったアスベスト除去等作業
（中核市である富山市の区域を除
く。）８３件のうち、作業現場３６件につ
いて立入検査を実施し、アスベスト
の飛散防止対策の徹底について指
導・助言を行いました。

　　　　また、県内の一般大気環境中にお
けるアスベスト濃度の実態を把握す
るため、住宅地域や工業地域等１４地
点で実施した環境調査では、アスベ
スト濃度がND（０．１本／L未満）
～０．２２本／Lで、環境省が実施した

全国の一般環境調査結果と同程度で
した。

　　　　このほか、アスベストによる健康
被害の特殊性を考慮し、アスベスト
による被害者の迅速な救済を図るた
め、石綿健康被害救済法に基づき石
綿健康被害救済基金へ拠出しました。 

アスベスト除去等作業現場の立入調査
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　　ク　環境放射能調査等の実施
　　　　県内における環境放射能の実態を

把握するため、原子力規制庁の委託
を受けて、日常生活に関係のある大
気や水道水など各種環境試料中の放
射能を調査しました。

　　　　また、志賀原子力発電所による
UPZ（緊急時防護措置を準備する区
域）圏内への影響を監視するため、
環境放射線モニタリングを実施する
とともに、モニタリングポストを２
基増設し、監視体制の強化を図りま
した。

　　　　調査項目等は、表１‐２９及び表１
‐３０のとおりです。

　表１‐２９　環境放射能調査の概要（２７年度）

測　定　方　法調査回数
（回/年）調査地点試　　料　　名調査項目

モニタリングポスト連　続

富山市
高岡市
砺波市
小矢部市
射水市空　気空 間 放 射

線 量 率
（県独自調査）

氷見市
入善町

ベータ線測定装置降雨ごと射水市降　水全ベータ放射能

ゲルマニウム半導体
核種分析装置

４〃大気浮遊じん

核 種 分 析

１２〃降下物
１〃水道水
１〃精　米
１富山市野菜（ほうれん草）
１射水市　〃　 （大　　　根）
１砺波市牛　乳
１射水市土　壌（上層、下層）

ゲルマニウム半導体核種分析装置

注　上記のほか、原子力規制庁からの依頼により次の調査を実施しました。
　　・水道水　１回／３月
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　表１‐３０　UPZ圏内における環境放射線モニタリングの概要（２７年度）

測 定 方 法調 査 回 数
（回／年）調査地点試 料 名調 査 項 目

モニタリングポスト連　続
上余川局
八代局
女良局

空　気空間放射線量率

積算線量計４
（３か月積算線量）上余川局空　気積算線量

ダストモニタ連　続〃大気浮遊じん全アルファ放射能
全ベータ放射能

ヨウ素モニタ１２〃空　気放射性ヨウ素
ゲルマニウム半導体
核種分析装置１２〃降下物

（雨水・ちり）

核種分析 ゲルマニウム半導体
核種分析装置
低バックグラウンド
放射能自動測定装置

１氷見市論田農産物
（精米、白菜）

　②　水質
　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　水質汚濁防止法では、公共用水域

の水質汚濁の防止を図るため、工場・
事業場からの排水に全国一律の排水
基準を設定し、規制しています。

　　　　規制の対象は、法の特定施設を設
置している工場・事業場であり、現
在、政令で１０３業種等の施設が指定さ
れています。２７年度末時点では、
３，４３５工場・事業場において届出がな
されており、地域別では、富山市が
９５５工場・事業場（構成比２８％）、高
岡市が４４０工場・事業場（構成比１３％）
を占めています。また、業種別では、
旅館業が６２１工場・事業場（構成比
１８％）、食料品製造業が５３９工場・事
業場（構成比１６％）となっています。

　　　　また、国の一律基準では水質汚濁
の防止が不十分と認められる水域に
ついては、条例でより厳しい排水基
準（上乗せ排水基準）を設定できる
ことになっており、本県では、主要
な公共用水域について上乗せ排水基
準を設定しています。

　　　　さらに、本県では、公害防止条例
により、法の規制対象外の施設を対
象として、特定施設を追加指定する

とともに、排水基準を設定し、水質
汚濁の未然防止を図っています。

　　　　このほか、地下水汚染を防止する
ため、水質汚濁防止法及び公害防止
条例により、有害物質を含む水の地
下浸透を禁止しています。

　　イ　水質環境計画の推進
　　　　水質環境計画（昭和６２年２月策定、

平成２７年３月改定。以下「クリーン
ウオーター計画」という。）は、環境
基本条例に定める水質汚濁の防止に
関する個別計画であり、河川、湖沼、
海域及び地下水の水質環境を保全す
るための基本となる方向を示すとと
もに、県及び市町村の事業、事業者
の活動など水環境を利用する際の指
針となるものです。

　　　　県では、この計画に基づき、公共
用水域及び地下水等の監視や公共下
水道の整備、工場・事業場の排水対
策、水環境保全活動の啓発等の水環
境保全施策を推進しています。また、
富山湾の「世界で最も美しい湾クラ
ブ」への加盟を契機として、本県の
水環境の魅力向上等に向けた県民・
事業者によるさらなる保全活動を促
進するとともに、未来の水環境を守
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り育てる人材の育成に取り組みまし
た。

　　　　さらに、富山湾の水質については、
窒素、りんに起因する植物プランク
トンの増殖（内部生産）の影響を受
けるため、表１‐３１のとおり、富山
湾海域における窒素、りんの水質環
境目標を設定しています。

　　　　このとおり、計画に基づく施策を
推進するため、県、市町村、関係団
体等からなる「水質環境計画推進協
議会」において、施策の実施状況や
推進方策等について情報・意見交換
を行っています。

　　　　クリーンウオーター計画の概要は、
表１‐３２のとおりです。

り　　　　　ん窒　　　　　素水　　域　　名

０．０１６㎎鍬L以下０．１７㎎鍬L以下小矢部川河口海域（乙）

０．０１７㎎鍬L以下０．２３㎎鍬L以下神通川河口海域（乙）

０．０１０㎎鍬L以下０．１４㎎鍬L以下その他の富山湾海域

　表１‐３１　富山湾海域における窒素・りんの水質環境目標

　　ウ　監視測定体制の整備
　　　　水質汚濁防止法に基づき、公共用

水域及び地下水の水質測定計画を作
成し、公共用水域では２７河川、３湖
沼、２海域の９７地点、地下水では９７
地点で水質を監視しています。

　　エ　監視指導
　　　　水質汚濁防止法及び公害防止条例

に基づき、延べ１８４工場・事業場（中
核市である富山市の区域を除く。）を
対象に、排水基準の適合状況及び汚
水処理施設の管理状況等について、
立入検査を実施し、うち１工場・事
業場に対して、汚水処理等の改善を
指導しました。

　　オ　富山湾水質保全対策の推進
　　　　富山湾の水質保全を図るため、事

業者、行政等で構成する「富山湾水
質改善対策推進協議会」において、
窒素、りんの削減に関する情報・意
見交換を行い、工場・事業場に対す
る意識啓発を行いました。

　　　　また、２７年度から新たに、工場・
事業場による自主的な清掃・植樹活
動などの「プラスワンアクション」
を促進しました。 

　　カ　水質環境の各種調査
　　　ア　窒素・りん環境調査
　　　　　河川や海域における全窒素及び

全りんの実態を把握するため、河
川５１地点、海域２８地点で調査を実
施しました。

　　　　　その結果、河川の全窒素及び全
りんの濃度は一般的に人為的汚濁
源の多い河川で高く、有機汚濁の
状況とほぼ類似した傾向を示しま
した。

　　　　　また、富山湾の全窒素は、環境
基準のⅠ類型（０．２㎎／L以下）
～Ⅱ類型（０．３㎎／L以下）、全り
んは環境基準のⅠ類型（０．０２㎎／
L以下）に相当する水質であり、
クリーンウオーター計画で設定し
た水質環境目標の適合率は、全窒
素で２４％、全りんは７６％でした。

　　　イ　要監視項目環境調査
　　　　　公共用水域における要監視項目

の実態を把握するため、河川及び
海域５３地点で１０項目について調査
を実施しました。

　　　　　その結果、一部の地点でニッケ
ル、モリブデン、エピクロロヒド
リン及び全マンガンが検出されま
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　県民みんなが『魚がすみ、水遊びが楽しめる川、湖、海及び清らかな地下
水』＊を目指して、自ら水環境の保全に取り組むとともに、本県の新たな水環
境の魅力を、みんなで見出し、守り育て、誰もがくつろげる水辺の環境を創
造する。
　＊　『魚がすみ、水遊びが楽しめる川、湖、海及び清らかな地下水』は、具体的には「きれい
な水」と「うるおいのある水辺」とする。

計画の目指す姿

○水質環境基準の達成率　河川・湖沼：１００％、海域：９０％以上
○「とやま川の見守り隊」＊による保全活動への参加人数　１０，０００名（累計）
　＊　「とやま川の見守り隊」：地域の水辺の環境保全活動を率先して行う方々であり、その活動
は、「川」をはじめ、「森・川・海」のつながりを意識して、県内各地で実施

計 画 の 指 標

２７～３３年度までの７年間計 画 期 間
県下全域の公共用水域及び地下水対 象 水 域
１　基本的な水環境保全対策の実施（守る）
　・富山湾等の継続的な水質監視の実施　等
２　水環境のさらなる向上を目指す取組みの推進（育てる）
　・工場・事業場と連携した“本当に世界で最も美しい”富山湾を目指す取

組みの推進　等
３　魅力があり、くつろげる水辺の環境の活用（活かす）
　・水環境の適切な利活用の促進
４　県民共有の財産として将来に引き継ぐ（伝える）
　・将来にわたり水環境保全に取り組む人づくりの推進　等

計画の推進施策

　県民、事業者、関係団体等の理解と協力を得て、国及び市町村等の関係機
関との連携・協力のもと、計画の推進を図る。
　また、水質環境計画推進協議会において、推進施策の実施状況や水環境の
保全について意見・情報交換しながら、関係者が連携して総合的かつ効率的
に計画を推進する。

計画の推進体制

○「きれいな水」とは
　　公共用水域及び地下水において、水質汚濁に係る環境基準が達成
されていること

　　さらに、公共用水域の生活環境項目については、河川は環境基準
のＢ類型相当以上の水質、湖沼は環境基準のＡ類型相当以上の水質、
海域は環境基準のＢ類型相当以上の水質であること

○「うるおいのある水辺」とは
　　周辺の景観と調和が図られ、水や緑、魚などの自然とふれあうこ
とができ、散策など憩いの場が、県民一人ひとりの取組みにより確
保されていること

したが、環境省が定める指針値を
超えた項目はありませんでした。

　　　ウ　湖沼水質調査
　　　　　主要な湖沼の水質の現況を把握

し、水質汚濁の未然防止に資する
ため、子撫川ダム貯水池及び桜ヶ
池の２湖沼で水質調査を実施しま
した。

　　　　　その結果、有機汚濁の指標であ

るCODについては、２湖沼とも
環境基準のＡ類型（３ ㎎／L以
下）に相当する水質でした。

　　　エ　海水浴場水質調査
　　　　　海水浴場の水質実態を把握する

ため、主要８海水浴場について調
査を実施しました。

　　　　　その結果、８海水浴場とも水浴
場として適した水質でした。 

　表１‐３２　クリーンウオーター計画の概要
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　　　オ　神通川第一ダム水質調査
　　　　　神岡鉱業㈱との「環境保全等に

関する基本協定」に基づき、カド
ミウムについて神通川第一ダムで
毎月、１日５回の調査を実施しま
した。

　　　　　その結果は、すべて不検出
（０．０００１㎎／L未満）でした。

　　　カ　底質調査
　　　　　公共用水域における底質の重金

属の状況を把握し、水質汚濁の未
然防止を図るため、河川及び港湾
１８地点で調査を実施したところ、
総水銀については暫定除去基準の
２５ppmを超える地点はみられま
せんでした。

　　　キ　立山環境調査
　　　　　立山地区の水質環境の保全を図

るため、発生源１１事業場及び常願
寺川上流部の河川等の環境６地点
の水質調査を実施しました。

　　　　　その結果、発生源についてはい
ずれも排水基準に適合しており、
環境についても著しい水質悪化は
認められませんでした。

　　　ク　水生生物調査
　　　　　広く水質保全意識の普及啓発を

図るため、各種団体の協力を得て、
河川の水生生物調査を実施してお
り、２団体延べ４６３名の参加により、
９河川１６地点で調査を実施しまし
た。

　　キ　漁場環境保全対策
　　　　漁場環境の保全を図るため、漁場

環境の監視を行うとともに漁業被害
に関する情報の収集、定置網漁場の
水質調査等を実施しました。

　　　　朝日町宮崎から氷見市地先に至る
定置網漁場を中心とする３２地点にお
いて、調査地点ごとに１～１２回、水
温、pH、塩分、濁度、CODを測定

するとともに、海況及び漁獲量もあ
わせて調査し、その結果を取りまと
め、関係者に報告しました。

　　　　主な調査結果を年間の最小値・最
大値でみると、pHについては７．５
～８．５、CODは０．１～２．４㎎／Lとな
っています。

　③　騒音・振動
　　ア　騒音の防止対策
　　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　　騒音規制法では、法で指定され

た規制地域内における工場・事業
場の敷地境界での工場騒音、特定
建設作業騒音及び自動車騒音を規
制することにより、騒音の防止を
図っています。

　　　　　規制地域は、１０市４町のうち、
都市計画法に基づく用途地域の定
められている地域であり、工場騒
音は、金属加工機械、織機等３１種
類の施設、特定建設作業騒音は、
くい打機を使用する作業等８種類
の作業について、区域及び時間帯
ごとに規制基準が定められていま
す。

　　　　　２７年度末の特定施設の届出状況
は、１，６８０工場・事業場、１９，０８８施
設となっています。

　　　　　また、自動車騒音は、定常走行
時及び加速走行時について許容限
度を定め規制されているほか、公
安委員会への要請限度等が定めら
れています。

　　　　　さらに、公害防止条例では、法
の指定地域以外の地域及び規制対
象外の施設を対象として、県下全
域にわたって規制を行っています。
規制基準は、法に準じて、区域及
び時間帯ごとに定められています。

　　　イ　監視指導
　　　　　騒音による生活環境への影響を

防止するため、各市町では、工場・
事業場等の監視を実施するととも
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に、必要に応じて施設の改善や維
持管理の徹底等について指導を行
っています。

　　　　　騒音規制法及び公害防止条例の
対象工場・事業場等について、５
市町が延べ４９工場・事業場の立入
検査を実施し、規制基準の適合状
況及び対象施設の維持管理状況を
調査するとともに技術指導を行い
ました。

　　　ウ　騒音の各種調査
　　　　　一般地域の環境騒音については、

道路に面する地域以外の地域にお
いて７市町が実態を調査しました。

　　　　　このうち、昼間及び夜間とも測
定が実施された５８地点における環
境基準の達成状況は、表１‐３３の
とおり、昼間及び夜間とも達成し
ている地点は５７地点（９８％）であ
り、昼間、夜間のいずれかにおい
て達成している地点は１地点
（２％）でした。

　　　　　また、自動車騒音については、
道路に面する地域において県及び
１０市町が９３地点で実態を調査しま
した。このうち、面的評価（環境
基準を超過する住居等の戸数及び
割合について評価）を行っている
地点の環境基準の達成状況は、表

１‐３４のとおり、達成戸数は６，２５６
戸数中６，１５０戸数（９８％）でした。

　　　　　さらに、県では、航空機騒音に
係る環境基準の達成状況を把握す
るため、四季ごとに１回（７日間）
４地点で調査を実施しました。そ
の結果、すべての地点において環
境基準を達成しました。航空機騒
音の年度別推移は、表１‐３５のと
おりです。

　　　　　このほか、北陸新幹線の鉄道騒
音や振動の状況を把握するため、
県内沿線において鉄道騒音・振動
の実態調査を実施しました。その
結果、騒音については、表１－３６
のとおり、Ⅰ類型は２６地点、Ⅱ類
型は全地点で環境基準を達成した

一部達成（％）全部達成（％）測定地点数区　　　　　　　　分
１（２）５７（９８）５８道路に面する地域以外の地域

　表１‐３３　一般地域の環境騒音の環境基準達成率（２７年度）

注　環境基準達成率は、当該地域内のすべての住居等のうち環境基準に適合している戸数の割合を把
握して面的評価したものです。

　表１‐３４　自動車騒音の環境基準達成状況（２７年度）

環境基準達成率（％）達成戸数達成区間数評価対象
戸　　数

評　価
区間数

道　路　種　別
（道路に面する地域）

－００００高　速　道　路
９８１，８８９４１，９２４８国　　　　　道
９８３，７４０１４３，８１０１６県　　　　　道
９９５２１１５２２２市　　　　　道
９８６，１５０１９６，２５６２６計

自動車騒音の調査
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（単位：dB）

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度調査地点名
５５５３５３６８６８富 山 市 萩 原
５３５２５２６８６８富 山 市 塚 原
４９４９５０６４６４富 山 市 新 保
５２５３５３６８６９富山市婦中町萩島

類型Ⅱ（Lden６２以下）類型Ⅱ（WECPNL７５以下）環 境 基 準

　表１‐３５　航空機騒音の年度別推移

注　航空機騒音に係る環境基準については、２５年４月１日より評価指標がWECPNL
からLdenに変更されています。

ほか、振動については、全調査地
点で「環境保全上緊急を要する新
幹線鉄道振動対策について（勧
告）」に基づく指針値（７０dB以下）
を達成しました。

　　　エ　その他の対策
　　　　　高度道路交通システムの整備や

道路構造の改善等により、交通流
の円滑化、交通渋滞の解消等を促
進し、自動車騒音の防止を図って
います。

　　イ　振動の防止対策
　　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　　振動規制法では、法で指定され

た規制地域内における工場・事業
場の敷地境界での工場振動、特定
建設作業振動及び道路交通振動を
規制することにより、振動の防止
を図っています。

　　　　　規制地域は、１０市４町のうち、
都市計画法に基づく用途地域の定
められている地域であり、工場振
動は、金属加工機械、織機等２０種
類の施設、特定建設作業振動は、
くい打機を使用する作業等６種類

の作業について、区域及び時間帯
ごとに規制基準が定められていま
す。

　　　　　２７年度末の特定施設の届出状況
は、９２０工場・事業場、９，４５０施設
となっています。

　　　　　また、道路交通振動については、
公安委員会への要請限度等が定め
られています。

　　　イ　監視指導
　　　　　振動による生活環境への影響を

防止するため、各市町では、工場・
事業場等の監視を実施するととも
に、必要に応じて施設の改善や維
持管理の徹底等について指導を行
っています。

　　　　　振動規制法の対象工場・事業場
等については、３市町が３４工場・
事業場の立入検査を実施し、規制
基準の適合状況及び対象施設の維
持管理状況を調査するとともに技
術指導を行いました。

　　　　　また、道路交通振動については、
７市町が６２地点において調査を実
施したところ、いずれの地域にお
いても、道路交通振動に係る公安

環境基準達成数調査地点数環境基準主な用途地域類型
２６４８７０dB以下（騒々しい街頭と同程度）住居地域などⅠ
２２７５dB以下（電車の車内と同程度）商業地域などⅡ
２８５０計

　表１‐３６　北陸新幹線鉄道騒音に係る環境基準の達成状況（２７年度）
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委員会への要請限度と比較して低
い値でした。

　　　ウ　その他の対策
　　　　　騒音の防止対策と同様、高度道

路交通システムの整備や道路構造
の改善等により、交通流の円滑化、
交通渋滞の解消等を促進し、道路
交通振動の防止を図っています。

　④　悪臭
　　ア　悪臭防止法等による規制
　　　　悪臭防止法では、法で指定された

規制地域内における工場・事業場の
敷地境界での悪臭物質の濃度や気体
排出口及び排水からの悪臭物質の排
出等を規制することにより、悪臭の
防止を図っています。

　　　　規制地域は、１０市４町のうち、都
市計画法に基づく用途地域の定めら
れている地域であり、アンモニア、
メチルメルカプタン等２２物質につい
て、工業専用地域とその他の用途地
域に区分し、事業場の敷地境界、気
体排出口及び排水について規制基準
が設定されています。

　　　　また、公害防止条例では、悪臭に
係る特定施設の届出を義務付けてい
ます。

　　イ　畜産環境保全対策
　　　　畜産農家の実態調査、巡回指導を

行うとともに、健全な畜産経営の育
成を図りました。

　　　ア　調査及び巡回指導
　　　　　県、市町村及び農業団体の連携

による総合的な指導体制のもとに、
畜産農家の実態調査、巡回指導、
水質検査、悪臭調査等を実施しま
した。このうち、実態調査につい
ては、１３０戸の畜産農家を調査しま
した。

　　　　　その結果、ふん尿処理施設の設
置及び利用状況は、各畜種とも発
酵処理施設による利用が最も多い

状況でした。
　　　　　また、畜産農家付近住民から寄

せられる苦情を未然に防ぐため、
家畜排せつ物法に基づき１１５戸の
畜産農家で定期巡回指導を行うと
ともに、水質検査を１０戸、悪臭調
査を４戸で実施しました。

　　　イ　健全な畜産経営の育成
　　　　　家畜の飼養に伴って生ずる衛生

環境阻害要因の除去、施設の改善
及び畜舎周辺の美化運動等を推進
するとともに、地域社会と調和し
た清潔で快適な畜産環境の維持を
推進しました。

　　　　　また、家畜ふん尿を適正に処理
した堆肥づくりを積極的に指導し
ました。

　⑤　発生源対策
　　　大気汚染防止法等に基づく工場・事
業場への立入検査による監視指導のほ
か、環境保全技術講習会の開催等によ
る環境保全に関する知識や技術の習得
及び意識啓発、ホームページなど各種
普及啓発資材による環境汚染事故の未
然防止対策や応急措置等に関する情報
提供等により、事業者の効果的な環境
管理体制の再構築を支援しました。

　⑥　環境影響評価
　　　環境影響評価条例等に基づき、事業
者に適切な環境影響評価の実施を指導
しました。

　　　環境影響評価条例に基づく環境影響
評価その他の手続きの流れは、図１‐
２６のとおりです。

　　　また、公害防止条例や土地対策要綱
の手続きを通じて、環境影響評価条例
の対象事業にならない開発事業につい
ても、環境への影響を事前に審査し、
大規模な開発による環境への影響の未
然防止に努めました。
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　図１‐２６　環境影響評価条例に基づく手続き
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　図１‐２７　水質汚濁事故発生件数の推移

⑴　現況
　①　環境汚染事故対策
　　　県内では、図１‐２７のとおり、有害
物質や油等の河川等への流出や地下へ
の浸透等の水質汚濁事故が年間４０～６０

件程度発生しており、事故の未然防止
の推進及び事故時の関係者間の連携体
制の強化を図るため、県と市町村は「水
質汚濁事故対策連絡会議」を設置して
います。

２　環境改善対策等の推進

　②　土壌・地下水汚染対策
　　　土壌は、一旦汚染されるとその影響
が長期にわたり持続するという特徴が
あり、土壌環境機能（水質浄化・地下
水涵養機能、食料を生産する機能）を
保全する観点から、重金属や有機塩素
化合物等について環境基準が定められ
ています。

　　ア　農用地の土壌環境の状況
　　　　農用地については、「農用地の土壌

の汚染防止等に関する法律」に基づ
き、カドミウム、銅及びひ素が特定
有害物質として定められています。

　　　　県内には、カドミウムによって汚
染された農用地として、表１‐３７、
図１‐２８に示すように神通川流域で
１，５００．６ha、黒部地域で１２９．５haを
農用地土壌汚染対策地域に指定し、
表１‐３８の「農用地土壌汚染対策計
画」に基づき、汚染を除去するため
の工事（土壌復元工事）を実施して
きた結果、神通川流域は２３年度に、
黒部地域は２６年度に土壌復元事業が

完了しました。
　　　　土壌復元事業が完了した地域につ

いて指定を解除した結果、２７年度末
の時点での指定面積は、神通川流域
で１８．９ha、黒部地域で１５．８haとな
っています。

　　イ　市街地等の土壌環境の状況
　　　　「土壌汚染対策法」では、鉛やひ

素などの特定有害物質を取り扱う特
定施設の使用の廃止時等に、土地所
有者等による土壌汚染状況調査の実
施を義務付けており、その結果、指
定基準に適合しない汚染が判明した
場合は、知事（富山市内の場合は市
長）がその区域を指定することとさ
れています。本県では、２７年度末時
点で１か所が要措置区域に、５か所
が形質変更時要届出区域に指定され
ています。

　③　化学物質対策
　　　有害性が指摘されている化学物質に
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　表１‐３７　農用地土壌汚染対策地域の指定及び解除の状況

黒部地域
神　　　　通　　　　川　　　　流　　　　域地区

計画の内容 計第３次地区第２次地区第１次地区

　３年１１月１９日
　８年　９月３０日変更
２０年　３月２８日変更

―――
　４年　２月　３日
１５年　６月２６日変更

５９年　１月２０日　
　３年　９月　４日変更

５５年　２月　６日告 示 年 月 日

１２９．５（１３２．１）１５００．６（１６４４．４）９５３．７（１，０５５．３）４５０．５（４８１．１）９６．４（１０８．０）計画面積（ha）

注　実数は台帳面積、（　）内は実測面積です。

　表１‐３８　神通川流域及び黒部地域における農用地土壌汚染対策計画策定状況

ついては、近年、法令による規制が進
み、環境リスク（環境の保全上の支障
を生じさせる可能性）の低減が図られ
ていますが、使用や排出の実態、環境
濃度等の知見が不足しており、今後、
実態の把握に努めることが必要となっ
ています。このため、国では、１１年７
月に、多数の化学物質に係る環境リス
クを適切に管理することを目的として
「特定化学物質の環境への排出量の把
握等及び管理の改善の促進に関する法
律」（以下「化学物質排出把握管理促進
法」という。）を制定し、１３年４月から
PRTR制度が運用されています。

　　　化学物質による環境汚染については、
大気汚染防止法、ダイオキシン類対策
特別措置法等に基づき対策を推進して
おり、特に環境基準が設定されたベン
ゼン、ダイオキシン類等については、

環境濃度、排出状況等の把握に努めて
います。

　　　また、工場・事業場における化学物
質の適正管理の徹底を指導するととも
に、地下水や土壌の汚染がみられる場
合には、地下水の浄化、汚染土壌の除
去等の措置を講じるなど、汚染の拡大
及び健康被害の防止を図っています。

　　　一方、ゴルフ場における農薬の管理
については、２年４月に定めた「ゴル
フ場農薬安全使用指導要綱」に基づく
事業者及び県による排水の水質調査の
結果、いずれも環境省の暫定指導指針
値及び要綱の指導値を満たしています。

　　　また、農業分野においては、環境に
やさしい農業の推進のため、「とやま
「人」と「環境」にやさしい農業推進
プラン」を策定し、化学肥料・農薬の
使用の低減、有機物資源の有効活用等、

注　面積は台帳面積です。地域名は指定当時の名称です。

指定及び解除の
年　　月　　日

汚染
物質

残る指
定面積
①－②

指　定　解　除　し　た　面　積対策地域
の 指 定
面 積 ①

地　域　名
計　②第１０回第９回第８回第７回第６回第５回第４回第３回第２回第１回

指定 　　　 ４９年８月２７日
 　　　　　 ５０年１０月１７日
区域変更 　 ５２年１月２８日
 　　　　　 ５２年１１月３０日
指定解除
 　　 第１回６２年６月９日
 　　 第２回３年６月１８日
 　　 第３回６年４月２５日
 　　 第４回９年８月１１日
 　　 第５回１２年８月１１日
 　　 第６回１５年７月３０日
 　　 第７回１８年８月１８日
 　　 第８回２１年８月３日
 　　 第９回２４年８月１７日
 　　 第１０回２６年３月１０日

カ
ド
ミ
ウ
ム

０．２２０．９０．０６．３１４．６―――――――２１．１旧富山市
左
岸
地
域神

通
川
流
域

１６．０８９６．００．０８８．４５１．６６９．８１８４．４１９２．２１２３．８１３０．９４２．４１２．５９１２．０旧婦中町

０．０８５．３０．００．３０．１――――８０．７４．２―８５．３旧八尾町

１６．２１００２．２０．０９５．０６６．３６９．８１８４．４１９２．２１２３．８２１１．６４６．６１２．５１，０１８．４小 計

２．２４３５．４１２．６０．７６７．３６１．３７３．５１２．０２３．６１．０１２９．２５４．２４３７．６旧富山市右
岸
地
域

０．５４４．１０．００．４０．１―０．１―　０．４０．５１４．１２８．５４４．６旧大沢野町

２．７４７９．５１２．６１．１６７．４６１．３７３．６１２．０２４．０１．５１４３．３８２．７４８２．２小 計

１８．９１，４８１．７１２．６９６．１１３３．７１３１．１２５８．０２０４．２１４７．８２１３．１１８９．９９５．２１，５００．６計

指定 　　　 ４８年８月９日
区域変更 　 ４９年１１月２８日
指定解除
 　　 第１回１２年８月１１日
 　　 第２回２７年８月２６日

カ
ド
ミ
ウ
ム

１５．８１１３．７――――――――５２．７６１．０１２９．５黒 部 市
黒
部
地
域

（単位：ha）
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環境への負荷の少ない農業の重要性を
啓発する運動を展開しています。

　　　さらに、「持続性の高い農業生産方式
の導入の促進に関する法律」に基づき、
たい肥等を活用した土づくりと化学肥
料・農薬の使用の低減を一体的に行う
持続性の高い農業生産方式を導入する
農業者（エコファーマー）を育成する
ため、積極的な啓発活動を展開してい
ます。

　④　生活排水対策
　　　１２年度に策定した「全県域下水道化
新世紀構想」に基づき、流域下水道、
公共下水道及び特定環境保全公共下水
道の整備を計画的に進めた結果、２１年
度末で県内１５市町村すべてにおいて整
備が進められ、供用を開始しています。

　　　現在は、２４年度に策定した「全県域
下水道化構想２０１２」に基づき汚水処理
施設の整備が行われ、普及率の向上を
目指しています。

　　　また、し尿と生活雑排水をあわせて
処理する合併処理浄化槽の設置につい
ては、昭和６２年度から国が市町村に対
して補助を行っており、県も６３年度か
ら市町村への補助を行っています。

　⑤　公害苦情・紛争
　　　公害紛争処理法に基づき本県の公害
審査会に係属した公害紛争処理事件は、
平成２７年度までで１０件となっています。

　　　また、県又は市町村が受理した大気
の汚染、水質の汚濁等の典型７公害に
ついての苦情件数は、図１‐２９のとお
り、昭和４７年度の５４５件をピ－クに減少
し、平成２７年度は１６１件となっています。
その内訳は、水質汚濁に関するものが
７９件と最も多く、また、発生源別では、
図１‐３０のとおり、家庭生活５４件、そ
の他（運輸業、サービス業等）４０件、
発生源不明２４件、生産工場１９件の順と
なっています。

　　　なお、人口１００万人当たりの苦情件数

　図１‐２８　農用地土壌汚染対策地域
　　　敢　神通川流域 　　　柑　黒 部 地 域
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　図１‐２９　苦情件数の推移（典型７公害）

　図１‐３０　苦情の発生源別の推移（典型７公害）
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　図１‐３１　人口１００万人当たりの苦情件数の推移（典型７公害）

は、図１‐３１のとおり、本県は全国に
比べて苦情の少ない県となっています。

　　　公害健康被害者に対しては、「公害健
康被害の補償等に関する法律」に基づ
き、原因者負担により、公害によって
生じた健康被害の損失に対する補償が
行われており、医療費、療養手当等の
給付がなされています。本県では、昭
和４４年１２月に神通川下流区域のイタイ
イタイ病が指定を受けています。平成
２７年度末現在、カドミウム汚染に起因
する公害病であるイタイイタイ病に認
定された患者は２００人、要観察者は３４１
人となっています。

⑵　講じた施策
　①　環境汚染事故対策
　　　水質汚濁事故対策連絡会議において、
事故時に迅速に対応するための講習会
の開催、事故対策の強化を呼びかける
リーフレットの配布等を実施しました。 

　②　土壌・地下水汚染対策
　　ア　農用地の土壌環境保全対策
　　　ア　神通川流域
　　　　　神通川流域では、昭和４６年に「農

用地の土壌の汚染防止等に関する
法律」が施行されたことに伴い、
同年農用地におけるカドミウム汚
染調査を開始しました。

　　　　　４６～５１年度の６年間にわたって、
両岸の農用地約３，１３０haを対象
に、玄米２，５７０点、土壌１，６６７点に
ついて調査した結果、表１‐３９の
とおり、カドミウムによる玄米及
び土壌の汚染が確認されました。

　　　　　このうち、玄米中のカドミウム
濃度が１．０ppm以上の汚染米が検
出された地点は２３０地点で、汚染米
発生地域の面積は約５００haとな
っています。

　　　　　また、この調査結果に基づき、
汚染米発生地域とその近傍地域の
うち汚染米が発生するおそれがあ

注　人口１００万人当たりの苦情件数＝（苦情件数／人口）×１００万人
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る地域をあわせた１，５００．６haを
農用地土壌汚染対策地域（以下「対
策地域」という。）として指定しま
した。対策地域内の汚染状況は、
表１‐４０のとおりでした。

　　　　　神通川流域の対策地域面積は
１，５００．６haと広大な地域に及ぶ
ことから、対策計画を上流部から
順次分割して策定し、「農用地の土
壌の汚染防止等に関する法律」に
基づき、第１次地区の９６．４haに
ついては５５年２月、第２次地区の
４５０．５haについては５９年１月（平
成３年９月に変更）、残る第３次地
区の９５３．７haについては４年２
月（１５年６月に変更）に、それぞ
れ対策計画を策定しました。

　　　　　対策計画に係る事業費は、第１
次地区が１，７８３，０００千円、第２次地
区が１０，９４０，０００千円（３年９月の
変更後は９，０５４，８５６千円）、第３次
地区が１９，２９１，９００千円（１５年６月
の変更後は２４，２３２，０００千円）であ
り、第１～３次地区に係る公害防
止事業費事業者負担法に基づく費
用負担計画により負担がなされま
した。

　　　　　対策計画が策定されると、土地
改良法等に基づき、公害防除特別
土地改良事業（以下「公特事業」
という。）が実施されることになり、
第１次地区については、昭和５５年
１０月に公特事業として事業計画が
確定し、５８年度に面工事が完成、
第２次地区については、５９年６月
に事業計画が確定し、平成４年度
に面工事が完成、第３次地区につ
いては、４年９月に事業計画が確
定しました。また、１８年からは市
街化区域内に残っている汚染農用
地の土壌復元にも取り組みました。
公特事業は２３年度をもって完了し、
第１～３次地区において、
７６３．３haが水田に復元されまし
た。

　　　イ　黒部地域
　　　　　黒部地域では、昭和４５年に黒部

市の旧日本鉱業㈱三日市製錬所周
辺地域の農用地が、カドミウム環
境汚染要観察地域に指定されまし
た。このため、４６～４８年度の３年
間にわたって同工場周辺の農用地
約２５０haを対象に、玄米３１６点、

　表１‐３９　玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）

比　率
（％）点　数土壌中カドミウ

ム濃度（ppm）
比　率
（％）点　数玄米中カドミウ

ム濃度（ppm）

１１１８５０．５０未満　６２１，５８９０．４０未満　
４４７２５０．５０～０．９９２９７５１０．４０～０．９９
３０５００１．００～１．９９８１９８１．００～１．９９
１５２５７２．００以上　１３２２．００以上　
１００１，６６７計１００２，５７０計

（昭和４６～５１年度調査）

　表１‐４０　対策地域内玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）
土　　　壌　　　中（ppm）

玄　米　中（ppm）
区　　分

次　　層　　土作　　　　　土
平　　均点　　数平　　均点　　数平　　均点　　数
０．７０３０４１．１２５４４０．９９５４４



８６

土壌（作土）２２５点についてカドミ
ウム濃度を調査した結果、表１‐
４１のとおり、カドミウムによる玄
米及び土壌の汚染が確認されまし
た。

　　　　　玄米中カドミウム濃度が
１．０ppm以上の汚染米が検出され
た地点は７地点で、汚染米発生地
域の面積は約８haとなっていま
す。

　　　　　この調査結果に基づき、汚染米
発生地域と近傍地域をあわせた
１２９．５haを対策地域として指定
しました。対策地域内の玄米及び
土壌の汚染状況は、表１‐４２のと
おりでした。

　　　　　黒部地域の対策地域面積は
１２９．５haで、当該地域については、
「農用地の土壌の汚染防止等に関
する法律」に基づき、平成３年１１
月（８年９月、２０年３月に変更）
に対策計画を策定しました。対策
計画に係る事業費は、２，９３６，０００千
円（変 更 後 は４，００５，７００千 円、
５，３０７，９２７千円）であり、対策地域
に係る公害防止事業費事業者負担
法に基づく費用負担計画によって

費用負担がなされました。
　　　　　また、公特事業については、４

年１月に県営公特事業として事業
計画が確定したため、２月から工
事に着手し、９年度には農業振興
地域内の土壌復元が完了しました。
２０年度からは黒部市用途地域内に
残っている汚染農用地の土壌復元
にも取り組みました。公特事業は
２６年度をもって完了し、黒部地区、
黒部２次地区において６１．２haが
復元されました。

　　　ウ　産米流通対策地域
　　　　　農用地土壌汚染対策地域周辺に

位置する地域で、玄米中カドミウ
ム濃度が０．４ppm以上１．０ppm未
満の米が産出された地域を産米流
通対策地域としました。

　　　　　神通川流域では９年２月に対策
計画を策定し、２３年度をもって復
元事業を完了しました。

　　　　　黒部地域では９年１１月に対策計
画を策定し、復元事業は２６年度に
完了しました。

 

　表１‐４１　玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）

比　率
（％）点　数土壌中カドミウ

ム濃度（ppm）
比　率
（％）点　数玄米中カドミウ

ム濃度（ppm）

１３２９２．００未満　２５８００．４０未満　
５８１３０２．００～５．９９７３２２９０．４０～０．９９
２０４５６．００～９．９９２７１．００～１．９９
９２１１０．００以上　　００２．００以上　
１００２２５計１００３１６計

（昭和４６～４８年度調査）

土　　　壌　　　中（ppm）
玄　米　中（ppm）

区　　分
次　　層　　土作　　　　　土

平　　均点　　数平　　均点　　数平　　均点　　数
０．８５１９７．５７４４０．７９４４

　表１‐４２　対策地域内玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）
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　　イ　市街地等の土壌環境保全対策
　　　ア　一定の規模以上の土地の形質変

更
　　　　　土壌汚染対策法では、３，０００㎡以

上の土地の形質変更を行う場合、
知事（富山市内の場合は市長）に
届出を行うことが義務付けられて
いるほか、土壌汚染のおそれがあ
ると認めるときは、調査命令が発
出されます。

　　　　　２７年度における土地の形質変更
の届出件数は５９件（中核市である
富山市の区域を除く。）であり、い
ずれも調査命令は発出されません
でした。

　　　イ　法の周知等
　　　　　土壌汚染対策法の確実な運用を

図るため、事業者等に対する文書
通知等により、制度の周知を図っ
てきました。

　　　　　また、事業者等からの土壌汚染
に関する相談や具体的な事案に対
しては、人の健康被害防止の観点
から適切な対策の指導・助言を行
ったほか、必要に応じて周辺地下
水の汚染状況等の確認調査を実施
しています。

　　　　　なお、２７年１月に要措置区域に
指定した高岡市内の工場跡地につ
いては、土地所有者に対して地下
水の水質の測定を指示したところ
であり、土壌汚染に起因する地下
水汚染が生じていないことを確認
しています。

　③　化学物質対策
　　ア　PRTR制度の運用
　　　ア　PRTRデータの集計公表
　　　　　２８年３月に国から公表された化

学物質排出把握管理促進法に基づ
くPRTRデータの集計結果によ
ると、本県における２６年度の届出
事業所数は５２０件で、その化学物質
の排出・移動量の合計は５，６８３ｔで

あり、全国の１．５％を占めていまし
た。その内訳は、表１‐４３のとお
り、大気や公共用水域への排出量
が１，８８９ｔ（３３％）、廃棄物等への
移動量は３，７９４ｔ（６７％）でした。

　　　　　また、排出・移動量の推移は図
１‐３２のとおり、２５年度と比較す
ると、全体としては６２１ｔ増加しま
した。

　　　　　届出排出量の内訳を物質別にみ
ると、表１‐４４のとおり、塗料等
に使用されているトルエン（６９７
ｔ）及びキシレン（２８０ｔ）、金属
洗浄等に使用されるジクロロメタ
ン（塩化メチレン）（１９６ｔ）が大
きな割合を占めていました。

　　　　　なお、届出排出量と届出外排出
量（小規模事業所、田、家庭、自
動車等からの排出量を国が推計）
を合計した総排出量は、表１‐４５
のとおり、４，１５０ｔと全国の１．０％
であり、全国順位は３６位でした。

　　　イ　事業者による自主的な化学物質
の排出削減の促進

　　　　　事業者に対し、化学物質管理計
画の策定や化学物質による環境影
響の把握、削減対策等の検討に関
し、技術的な支援又は助言を行う
とともに、優良な取組事例等を紹
介するウェブサイト「よくわか
る！化学物質（環境リスク改善へ
の道しるべ）」を活用した普及啓発
を実施しました。

　　イ　ダイオキシン類への対応
　　　ア　ダイオキシン類対策特別措置法

に基づく規制の概要
　　　　　ダイオキシン類対策特別措置法

では、ダイオキシン類による環境
の汚染の防止及びその除去等を図
るため、工場・事業場から排出さ
れる排出ガスや排出水について、
排出基準を設定し、規制を行って
います。また、規制の対象となる
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注１　（　）内は届出排出・移動量の割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

排　出　・　移　動　量（ｔ）
区　　　　分

全　　　国富　山　県
１４３，８９５　（　３８）　１，７４９　（　３１）　大 気

排
　
出
　
量

　７，２５７　（　　２）　　１４０　（　　２）　公 共 用 水 域
　　１　（　　０）　　　―　（　―　）　土 壌

　　７，８６８　（　　２）　　　　―　（　―　）　埋 立
１５９，０２１　（　４２）　１，８８９　（　３３）　小 計
２２２，９２１　（　５８）　３，７９４　（　６７）　廃 棄 物

移
動
量

　１，１４９　（　　０）　　　０．２（　　０）下 水 道
２２４，０６９　（　５８）　３，７９４　（　６７）　小 計
３８３，０９０　（１００）　５，６８３　（１００）　合　　計（ｔ）

　表１‐４３　排出・移動量集計結果（２６年度）

　図１‐３２　排出・移動量の経年変化

　　　　　注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

　表１‐４４　物質別届出排出量（２６年度）

注１　（　）内は届出排出量の割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

排　　　出　　　量（ｔ／年）
物　　　　　　　質

全　　　国富　山　県
５４，４７３（　３４）６９７（　３７）ト　ル　エ　ン
２８，４０３（　１８）２８０（　１５）キ　シ　レ　ン
１０，５０１（　７）１９６（　１０）ジクロロメタン（塩化メチレン）
６５，６４４（　４１）７１６（　３８）そ　　の　　他
１５９，０２１（１００）１，８８９（１００）計
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排 出 量
合 計

届　　出　　外　　排　　出　　量（ｔ／年）届 出
排 出 量
（ｔ／年） 小 計家 庭移 動 体非 対 象

業 種対象業種

４，１５０　２，２６１　
（５４）

３９２　
（９）

６１８　
（１５）

７６８　
（１９）

４８２　
（１２）

１，８８９　
（４６）富 山 県

１．００．９０．９１．００．９１．０１．２全 国 比
（ ％ ）

３９８，７１２　２３９，６９１　
（６０）

４５，６２８　
（１１）

６１，１８９　
（１５）

８６，０９８　
（２２）

４６，７７５　
（１２）

１５９，０２１　
（４０）全 国

　表１‐４５　届出排出量及び届出外排出量（２６年度）

注１　（　）内は排出量に占める割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。
　３　届出外排出量は、現在、推計手法が改善されているところであり、手法が安定するまでは単純に

推計値を比較することはできません。
　４　「対象業種」とは、届出対象となる業種を営む事業者のうち、従業員数や化学物質の年間取扱量

が届出要件未満のものをいいます。
　５　「非対象業種」とは、届出対象となっていない業種（建設業、農林漁業、サービス業等）をいい

ます。
　６　「移動体」とは、自動車、二輪車、船舶、鉄道車両、航空機等をいいます。
　７　「家庭」とは、防虫剤、塗料、除草剤、殺虫剤、洗浄剤等の使用に伴う排出をいいます。

特定施設を設置する工場・事業場
に対しては、毎年１回以上のダイ
オキシン類の測定及びその結果を
知事（富山市の工場・事業場にあ
っては、市長）へ報告することを
義務付けています。

　　　　　現在、廃棄物焼却炉等２４種類の
施設が特定施設とされており、２７
年度末の特定施設の届出状況は、
総施設数が２００施設（１３２工場・事
業場）となっています。

　　　　　種類別にみると、大気基準適用
施設（１４８施設）では、廃棄物焼却
炉が１０５施設（構成比７１％）と最も
多く、次いでアルミニウム合金製
造用溶解炉が４１施設（構成比２８％）
となっています。水質基準対象施
設（５２施設）では、廃棄物焼却炉
に係る廃ガス洗浄施設等が３２施設
（構成比６２％）と最も多く、次い
でアルミニウム又はその合金製造
の用に供する廃ガス洗浄施設等５
施設（構成比１０％）、特定施設から
排出される下水を処理する下水道
終末処理施設５施設（構成比１０％）
となっています。 

　　　イ　ダイオキシン類環境調査
　　　　　ダイオキシン類対策特別措置法

に基づき、国、市町村と連携して、
ダイオキシン類の汚染の状況を調
査しており、２７年度は、大気、河
川水質、河川底質、海域水質、海
域底質、地下水質及び土壌につい
て、延べ８３地点で調査を実施しま
した。

　　　　　調査結果は、表１‐４６のとおり、
河川水質及び河川底質については、
それぞれ富山市の富岩運河１地点
で環境基準を超えていましたが、
その他の地点では環境基準を達成
していました。

　　　ウ　ダイオキシン類発生源監視指導
　　　　　ダイオキシン類対策特別措置法

に基づく特定施設の設置者による
測定結果の概要は、表１‐４７のと
おりであり、排出基準を超過して
いる事例はみられませんでした。

　　　エ　富岩運河等のダイオキシン類対
策の推進

　　　　　ダイオキシン類による水質や底
質の汚染が明らかになっている富
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岩運河等の対策について、１３年度
に学識経験者等からなる「富岩運
河等ダイオキシン類対策検討委員
会」を設置し、汚染原因の調査や
対策工法の検討等を進めています。
２６年度からは、検討結果を踏まえ
て中島閘門上流部の対策工事を実
施しており、この工事費の一部に
ついては、公害防止事業費事業者
負担法に基づく費用負担計画によ
り負担がなされています。

　　　　　なお、国土交通省においては、
１５年３月に「港湾における底質ダ

イオキシン類対策技術指針」、１９年
７月に港湾・河川事業共通の新た
な技術基準や処理工法に関する
「底質ダイオキシン類対策の基本
的考え方」を取りまとめ、１７年３
月には富岩運河の底質を材料とし
て行った実験結果を「港湾におけ
る底質ダイオキシン類分解無害化
処理技術データブック」として取
りまとめて公表するなど、ダイオ
キシン類汚染底質の無害化処理技
術の開発に取り組んでいますが、
大量の汚染土の処理技術としては

注　大気（各地点年２回測定）及び河川水質（各地点年１～４回測定）の調査結果については、年平均値
です。

　表１‐４６　ダイオキシン類の調査結果（２７年度）
環境基準
超過地点数環境基準調　査　結　果調査地

点　数区　　　　　分

０
０．６pg-TEQ/m３

　０．００９３～０．０２０pg-TEQ/m３９住居地域大
　
気

０　０．０１４～０．０３６pg-TEQ/m３３工業地域
０　０．００８４～０．００９４pg-TEQ/m３２廃棄物焼却施設周辺
１

　１pg-TEQ/ L
　０．０４２～４．９pg-TEQ/ L２２河川公

共
用

水
域
水
質 ０　０．０４７～０．０９５pg-TEQ/ L６海域

１
１５０pg-TEQ/ ｇ

　０．１２～６７０pg-TEQ/ ｇ１１河川公
共
用

水
域
底
質 ０　０．９９～１．７pg-TEQ/ ｇ４海域

０　　１pg-TEQ/ L　０．０４２～０．０５６pg-TEQ/ L１５地下水質
０

１，０００pg-TEQ/ ｇ
　０．０２５～４．２pg-TEQ/ ｇ１０一般環境土

壌 ０　７．１pg-TEQ/ ｇ１発生源周辺

注１　（　）は工場・事業場数です。
　２　中核市である富山市分を除きます。

事業者の測定結果報告施設数報 告 対 象
施 設 数区　　分

０．００００３９～０．２７pg-TEQ/ L３０（１１）３０（１１）事業場の排出水

事業者の測定結果報告施設数報 告 対 象
施 設 数区　　分

０～４．０ng-TEQ/m３N　９２（５６）９２（５６）排 出 ガ ス
０～３．２ng-TEQ/ ｇ　　６０（４４）６０（４４）ばいじん等

　表１‐４７　特定施設の設置者によるダイオキシン類測定結果の概要（２７年度）
　敢　大気基準適用施設

　柑　水質基準対象施設

注１　（　）は工場・事業場数です。
　２　中核市である富山市分を除きます。
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経済性、施工性、安全性等におい
て課題が多いことから、さらなる
安全で低コストな無害化処理技術
の確立を国に要望しているところ
です。

　　　　　富岩運河のしゅんせつ土砂を搬
入した富山新港東埋立地について
は、１５年５月に汚染土を遮水シー
トと土砂で覆う対策を完了してお
り、周辺環境の監視を継続して行
っています。

　　ウ　有害大気汚染物質への対応
　　　　住居地域や工業地域等において、

大気中のベンゼンやトリクロロエチ
レン等の有害大気汚染物質の環境調
査を実施しました。

　　　　環境基準が設定されているベンゼ
ン等の調査結果は、表１‐４８のとお
り、ベンゼンは０．５５～０．６５μg／㎥
（地点別年平均値、以下同じ。）、ト
リクロロエチレンは＜０．１～３．９μg
／㎥、テトラクロロエチレンは０．１μ
g／㎥未満、ジクロロメタンは０．７１
～１．９μg／ ㎥で、４物質ともすべ
ての地点で環境基準を達成していま
した。

　　　　また、その他の優先取組物質であ
るアクリロニトリル等の調査結果は、
表１‐４９のとおり、指針値が設定さ
れているアクリロニトリル、塩化ビ
ニルモノマー、水銀及びニッケル化

合物等については、すべての地点で
指針値を下回っていました。

　　エ　農薬等への対応
　　　ア　ゴルフ場農薬への対応
　　　　　ゴルフ場農薬については、「ゴル

フ場農薬安全使用指導要綱」の対
象となる県内１６か所のゴルフ場に
おいて事業者による排水の自主測
定が実施されており、その結果は、
いずれも環境省の暫定指導指針値
及び県の要綱で定める指導値以下
でした。

　　　　　また、県が８か所のゴルフ場に
おいて実施した排水の水質調査結
果についても、すべて暫定指導指
針値及び県指導値以下でした。

　　　イ　農薬・化学肥料への対応
　　　　　農業分野においては、農薬の適

用農作物・適用病害虫等の対象、
使用目的や効果、使用上の注意点
に対する十分な理解の徹底を図り、
適正な使用について指導しました。

　　　　　その結果、２７年度における県内
の化学農薬使用量は３，９８５ｔと１８
年度の使用量５，１３３ｔより１，１４８ｔ
減少しています。

　　　　　また、化学肥料については、２７
年度における使用量（県水稲生育
観測ほの窒素、りん酸、加里の１０
ａ当たりの成分合計）は１８．３㎏と

調査
機関

環境基準の適（○）、否（×）
 年平均値（主/弱）項　目

環境基準

物　質

区　分　　　　　調査地点

１５０主/弱以下
であること。

２００主/弱以下
であること。

２００主/弱以下
であること。

３主/弱以下
であること。

ジクロロ
メ タ ン

テトラクロロ
エ チ レ ン

トリクロロ
エチレンベンゼンジクロロ

メ タ ン
テトラクロロ
エ チ レ ン

トリクロロ
エチレンベンゼン

富山市○○○○　１．３　＜０．１　＜０．１　　０．６５富 山 芝 園

一 般 環 境

富山県

○○○○　０．９６＜０．１　＜０．１　　０．５９小杉太閤山

○○○○　０．７１＜０．１　＜０．１　　０．６５魚 津

○○○○　１．４　＜０．１　　０．５２０．５５高 岡 伏 木
固定発生源周辺

○―○―　１．９　―　３．９　―高 岡 大 坪

―――○―――０．５９小 杉 鷲 塚幹線道路沿道

　表１‐４８　ベンゼン等環境基準設定物質の調査結果及び環境基準の達成状況（２７年度）
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１８年度の使用量１８．４㎏より微減し
ています。

　　　　　さらに、農薬の飛散を原因とす
る住民・農作物・周辺環境への影
響が生じないよう、農薬の適正使
用や化学合成農薬のみに依存しな
い総合的な防除方法の普及啓発に
努めました。

　　　　　このほか、２７年３月に策定した
「とやま「人」と「環境」にやさ
しい農業推進プラン」に基づき、
化学肥料・農薬の使用の低減に取
り組むエコファーマーの延べ認定
者数を３３年までに４，０００人を目標
に育成しており、２７年度の認定者
数は３，７４６人でした。

　　オ　食品等の汚染対策
　　　　水銀、PCB等の有害物質による

汚染状況を把握するため、魚介類中
の水銀及び食品中のPCB調査を実

施しました。
　　　　その結果、魚介類中の水銀につい

ては、いずれも暫定規制値（総水銀
０．４ppm、メチル水銀０．３ppm）以下
でした。

　　　　また、食品中のPCBについては、
暫定規制値（０．１～３ppm）以下で
した。

　　カ　毒物劇物の監視指導
　　　　毒物及び劇物取締法に基づく毒物

劇物業務上取扱者延べ４６工場・事業
場を対象に立入検査を実施し、毒物
劇物の飛散や流出等の防止措置及び
保管管理の状況等について調査を行
い、うち２工場・事業場に対し、法
に基づく届出等を指導しました。監
視状況は表１‐５０のとおりです。

　　　　また、講習会を開催し、適正な毒
物劇物の保管管理について指導しま
した。 

　表１‐４９　アクリロニトリル等その他優先取組物質の調査結果（２７年度）（単位：主／弱）
２６年度全国調査結果（環境省）

指針値地点別平均値項　　　　　目
最　大最　小平　均
　１．１０．００３７０．０７０２　　＜０．１アクリロニトリル
　１．４０．００１７０．０４６１０　　＜０．１　　　塩化ビニルモノマー
　１．９０．０３７０．２３１８　　　０．１６　　～０．９３クロロホルム
　８．２０．０３３０．２０１．６　　０．１２　　～０．２６１，２－ジクロロエタン
　１．００．００６２０．１１２．５　＜０．１１，３－ブタジエン
　８．５０．１３１．５－　１．４　　　～１．５塩化メチル
７００．４９７．４－　１．６　　　～３．３トルエン
１００．９１２．６－　１．４　　　～２．１ホルムアルデヒド
　８．９０．６３２．１－　１．２　　　～１．９アセトアルデヒド
　０．００４９０．０００９５０．００２００．０４　　０．００１５　～０．００２９水銀及びその化合物
　０．０４５０．０００１５０．００４１０．０２５＜０．００４　ニッケル化合物
　０．１４０．００１７０．０２４０．１４　　０．００９８　～０．０２８マンガン及びその化合物
　０．０３１０．０００１８０．００１６０．００６　０．００１０　～０．００１８ひ素及びその化合物
　０．０００１５０．０００００２１０．００００２０－＜０．０００４ベリリウム及びその化合物
　０．０４５０．０００４６０．００５３－　０．００１５　～０．０１０クロム及びその化合物
　０．００１４０．００００２２０．０００１８－　０．００００１８～０．００００７４ベンゾ（a）ピレン
　１．００．０３２０．０８３－　０．０５５　　～０．１１酸化エチレン

　注　富山市調査分を含みます。
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　　キ　環境リスク対策の推進
　　　　高圧ガスによる環境汚染事故の未

然防止を図るため、「高圧ガス事業所
リスクアセスメントガイド」や「高
圧ガス設備腐食管理手引書」を用い
て高圧ガス事業所のリスク低減対策
や設備の腐食対策の実施を促進しま
した。また、緊急時・非定常時のリ
スク低減対策の普及を図るため、高
圧ガスの設備や取扱いについて「こ
うなったらどうする」といった質問
を投げかけることにより、設備等の
潜在危険源を洗い出す手法を紹介す
る「高圧ガス事業所What-if入門
書」を作成しました。

　④　生活排水対策
　　ア　下水道の整備
　　　　流域下水道のうち、高岡市等５市

を対象とした小矢部川流域下水道事
業は、昭和６２年度から供用を開始し
順次区域を拡大しており、射水市等
３市を対象とした神通川左岸流域下
水道事業は、平成９年度から供用を
開始し順次区域を拡大しています。

　　　　また、公共下水道については全市
町村で、特定環境保全公共下水道に
ついては富山市等１０市４町で事業を
実施しています。

　　　　なお、２７年度末の下水道処理人口
普及率は８３．７％（全国第８位、全国
平均普及率７７．８％）となっています。

　　イ　農村下水道の整備
　　　　農村下水道の整備は、農業集落排

水事業や漁業集落排水事業等により

実施しています。
　　　　２７年度末現在では、全体で１３市町

１７１地区において事業を実施してお
り、１２２，２２２人について整備済及び整
備中です。

　　ウ　コミュニティ・プラントの整備
　　　　コミュニティ・プラント（地域し

尿処理施設）は、郊外型ミニ下水道
ともいうべき生活雑排水とし尿をあ
わせて処理する施設で、整備や適正
な維持管理が図られています。

　　　　２７年度末現在で、２市、４施設
（計画処理人口６，６４２人）が供用され
ています。

　　エ　浄化槽の整備
　　　　２７年度は、１０市町において浄化槽

設置推進事業が進められた結果、１５１
基の浄化槽が設置され、２７年度末現
在での設置数は、１４市町において、
９，８４４基となっています。

　⑤　公害苦情・紛争
　　ア　公害紛争処理対策
　　　　公害紛争処理制度は、公害に関す

る紛争の迅速かつ適正な解決を図る
ため設けられたものであり、県では
公害審査会や公害苦情相談員を設け
て、迅速かつ適切な解決に努めてい
ます。

　　イ　苦情対策
　　　　県では、工場・事業場の監視等に

より施設の適正な維持管理を指導す
るとともに、市町村と連携して、県

　表１‐５０　毒物劇物業務上取扱者の監視状況

注１　（　）内は指導件数です。
　２　［　］内は、県警察本部の依頼により実施した路上取締件数です。

計その他
（届出不要）運送業金属熱処理業電気めっき業区　　分

５５―２５１２９工場・事業場
４６（２）
［２（０）］１７（１）５（１）

［２（０）］１（１）２３（０）立 入 件 数
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民や事業者に苦情の原因となる行為
の自粛を呼びかけるなど、苦情の未
然防止に努めています。

　　　　また、苦情が発生した場合は、市
町村等と連携して、速やかな現地調
査を実施し、苦情の原因者に対して
改善等を指導するとともに、関係者
間の調整を図るなど、円滑な解決に
努めています。

　　ウ　公害健康被害対策
　　　　県では、患者等の救済を図るため、

昭和４２年に「イタイイタイ病患者及
び疑似患者等に関する特別措置要
綱」を制定し、４３年１月から公費に
よる医療救済を実施しました。

　　　　また、４４年１２月に公布された「公
害に係る健康被害の救済に関する特
別措置法」の施行以降、県では、法
定受託事務として、平成１３年５月の
環境省環境保健部長通知等の国の示
す基準に従い、県公害健康被害認定
審査会に諮ったうえで、イタイイタ
イ病患者等の認定を行っています。

　　　　一方、黒部市の旧日本鉱業㈱三日
市製錬所周辺地域は、昭和４５年５月
に国がカドミウム環境汚染要観察地
域として指定した地域であり、県で
は、４５年から毎年住民の健康調査を
実施しています。

　　　ア　イタイイタイ病対策
　　　　　患者及び要観察者の治療の促進

と発病の予防を図るため、保健師
等による家庭訪問指導を実施した
ほか、要観察者に対して管理検診
を実施し、健康管理に努めていま
す。

　　　　　また、神通川流域で患者の発生
のおそれのある地域の住民に対し、
検診を実施しています。

　　　イ　カドミウム環境汚染要観察地域
対策

　　　　　黒部市の旧日本鉱業㈱三日市製
錬所周辺地域で住民の健康調査を
実施し、住民の健康管理に努めて
います。
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３　県民等による自主的な環境保全活動の展開

⑴　現況
　　「県土美化推進県民会議」が中心とな
り、「まちやむらを美しくする運動」など
地域住民等と協力して県民総ぐるみの清
掃美化活動が行われているほか、沿岸、
上流エリアの市町村や関係団体等と連携
して海岸清掃美化活動を行う「みんなで
きれいにせんまいけ大作戦」を展開して
います。
　　また、「道路愛護ボランティア制度」や
「ふるさとリバーボランティア支援制
度」により、清掃美化活動への支援を行
っています。
　　さらに、本県では、ほぼ全域の海岸に
おいて漂着物が確認されていることから、
関係機関・団体との連携協働による回収・
処理や発生抑制を推進しています。
　　このほか、エコドライブとやま推進協
議会を中心とした「エコドライブ推進運
動」、「とやま川の見守り隊」や「地下水
の守り人」による水環境保全活動の推進
など、県民参加で取り組む環境保全活動
が進められています。

⑵　講じた施策
　ア　県土美化推進運動等の推進
　　　地域住民等が主体となり、継続的な
清掃美化活動が期待できるアダプト・
プログラム事業により、地域住民と行
政との協働体制づくりが推進されてい
ます。２７年度は７市１８７団体等が登録し、
行政の後押しを受けながら、自らの判
断で地域環境美化活動を進めました。

　　　その活動を通して地域への愛着心や
美化意識、住民意識が高まり、さらに
サインボードの設置等により、ポイ捨
ての抑止効果にもつながっています。

　　　また、１５市町村で約３７，０００人の参加
により「みんなできれいにせんまいけ
大作戦」を展開しました。

　　　さらに、県においては、県管理道路
における継続的・積極的な美化推進を
図るため、「道路愛護ボランティア」活

動が１４市町９７団体４，５１１人の参加によ
り行われました。

　　　このほか、県管理河川においては、
「ふるさとリバーボランティア支援制
度」を活用して、河川愛護ボランティ
ア団体（８２団体登録）等により、河川
環境の美化保全等が行われました。

　イ　海岸漂着物対策の推進
　　　良好な海岸環境を維持するため、海
岸漂着物対策推進地域計画に基づき、
関係機関・団体等と連携した回収・処
理を実施しました。

　　　また、県内全域で上流域から海岸に
向けて清掃活動をつなぐ「森・川・海」
リレー清掃キャンペーンや「水の恵み
と海岸清掃体験ツアー」の実施、刈草
の流出防止対策など、上流から下流ま
での幅広い地域の行政機関・関係団体
等が連携した発生抑制対策を推進しま
した。

　　　さらに、より効果的な海岸漂着物の
回収・処理や発生抑制対策のほか、環
境教育や普及啓発等の施策を一層展開
していくため、海岸漂着物対策推進地
域計画を改定しました。

　ウ　県民参加で取り組む環境保全活動の
推進

　　　エコドライブに関する体験会の開催
や、エコドライブの効果等の情報提供
など、エコドライブ実践の定着・拡大

「森・川・海」リレー清掃キャンペーン（高岡市内）
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に向けた県民参加の「エコドライブ推
進運動」を展開しました。

　　　また、汚染のない清澄な大気への県
民の関心を高めるため、「とやま環境フ
ェア２０１５」においてプラネタリウム工
作教室を開催しました。

　　　さらに、身近な水辺での水生生物等
の調査を継続的に実施する「とやま川

の見守り隊」と連携して、地域住民や
小学生による川のすこやかさ調査を行
うなど地域に根ざした水環境保全活動
を一層促進しました。

　　　このほか、「とやまの名水」等の保全
活動に取り組む地域住民に対して、の
ぼり旗や横断幕の提供、活動の情報発
信等による支援を行いました。

　図１‐３３　県土美化推進運動の概要（２７年度）

・新聞等による広報啓発
・啓発ビデオの貸出
・ポスターの募集、展示

広 報 啓 発 活 動

県民総ぐるみ体制の推進 ・県土美化推進県民会議の運営等

県 民 総 ぐ る み 運 動日本一のきれい
な県土をつくる

地 域 清 掃 活 動 ・アダプト・プログラム事業の実施（登録数１８７団体等）

・県土美化推進運動
　　「まちやむらを美しくする運動」 ４月、５月　　
　　　県土美化強化週間 ４月５日～１１日
　　　ごみゼロの日 ５月３０日　　　
　　「川をきれいにする運動」 ６月、９月　　
　　　県土美化の日 ６月７日　　　
　　「山や海岸をきれいにする運動」 ７月、８月　　
　　　海岸美化の日 ７月５日　　　
　　　自然公園クリーンデー ８月２日　　　
　　「空カンゼロ運動」 ９月　　　　　
　　　空カンゼロの日 ９月２０日　　　
・みんなできれいにせんまいけ大作戦の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　６～９月　　
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コ ラ ム

「世界で最も美しい富山湾」を守り育てるために
　「世界で最も美しい湾クラブ」への加盟が承認された富山湾を国内外に発信するた
め、県では、市町村や関係団体と連携して、Ｇ７富山環境大臣会合の開催前に、『「世
界で最も美しい富山湾」海岸一斉清掃』を県内２０海岸で開催しました。２千名を超え
る方々に参加いただき、３０トン余りの漂着ごみを回収しましたが、本県の漂着ごみの
約８割は県内で発生したものであり、漂着ごみを削減するためには、海岸だけでなく、
上流・下流が連携してごみの発生抑制や清掃活動に取り組むことが大切です。
　本県を訪れた方に「また富山に来たい」と思っていただけるよう、美しい富山湾を
守り育てる活動にご協力をお願いします！

コ ラ ム

水生生物の観察（熊野川）

とやまうるおいのある水辺めぐりツアーと
水環境をめぐる学習会を開催しました！

　県では、県民・事業者による水環境保全を促進するため、普及啓発や活動を担う人
材の育成などに取り組んでいるところです。
　２８年度は、本県の豊かで清らかな水環境とその保全活動の大切さを実感していただ
くため、親子向けのバスツアーを開催し、２１０名の方に参加いただきました。
　ツアーでは、湧水等の「とやまの名水」の見学や地域住民による保全活動の学習の
ほか、水辺の自然、水のきれいさ等を「見る・感じる・触る」といった感覚で判定す
る「川のすこやかさ調査」を体験しました。
　多くの参加者からは、これをきっかけに暮らしの中で環境にやさしい行動を心がけ
たいとの感想が寄せられました。
　また、地域における水環境の保全活動を促進するため、水環境保全団体、企業、行
政の担当者を対象に現地学習会を開催し、「川のすこやかさ調査」の実施方法などにつ
いて、理解を深めていただきました。

とやまうるおいのある水辺めぐりツアー

透視度計の使い方の解説を受ける参加者

水環境をめぐる学習会

「世界で最も美しい富山湾」海岸一斉清掃
（射水市六渡寺海岸）

海までのごみの流れを学ぶバスツアー
（砺波市庄川合口ダムの見学）
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４　環日本海地域における環境保全

⑴　現況
　①　海洋環境
　　　国連環境計画（UNEP）が提唱し、
日本海及び黄海の海洋環境保全等を目
的とした北西太平洋地域海行動計画
（NOWPAP）が策定されており、（公
財）環日本海環境協力センター
（NPEC）は１１年４月に、この地域活
動センターの一つである「特殊モニタ
リング・沿岸環境評価地域活動センタ
ー（CEARAC）」に指定されています。

　　　また、１６年１１月には、NOWPAPの
活動の連絡調整等を担う地域調整部
（RCU）富山事務所が、本県に設置さ
れています。

　　　さらに、県はNPECと連携し、環
境科学センターに設置されている「環
日本海海洋環境ウォッチシステム」に
よって衛星から受信した海洋環境デー
タを解析し、国内外へ発信しているほ
か、人工衛星を活用したリモートセン
シングに関する取組みや海洋生物多様
性の保全に向けた取組みを推進するな
どNOWPAPの活動を支援していま
す。

　②　越境大気汚染
　　　酸性雨については、従来、先進国の
問題であると認識されていましたが、
近年、開発途上国においても目覚まし
い工業化の進展により大気汚染物質の
排出量は増加しており、ローカルな大
気汚染に加え、国境を越えた広域的な
酸性雨も大きな問題となりつつありま
す。

　　　黄砂については、我が国では主に３
月から５月にかけて西日本や日本海側
で観測されることが多く、従来は自然
現象であると理解されてきましたが、
近年、急速に広がりつつある過放牧等
による土壌劣化に起因する可能性が指
摘されています。

　　　県では、酸性雨及び黄砂の実態を把

握し、環境への影響の未然防止を図る
ため、雨水や植生等への影響について
モニタリングを実施しています。

　　　県内の雨水の酸性度は、年平均pH
で４．５～５．１（昭和６１～平成２７年度）の
範囲で推移しています。

　③　国際環境協力
　　　県は、日本、中国、韓国、北朝鮮、
モンゴル及びロシアの地方自治体が参
加している「北東アジア地域自治体連
合（NEAR）」において、環境分科委
員会のコーディネート自治体を務めて
おり、NPECと連携して、会議の運営
や共同事業の調整を行っています。ま
た、「北東アジア環境パートナーシップ
とやま宣言」に基づき、環境分科委員
会の参加地方自治体と共同で「北東ア
ジア地域環境体験プログラム」など環
境保全事業を実施するとともに、ロシ
ア沿海地方で開催される国際環境フォ
ーラムに参加し、環境分野における協
力事業の情報交換等を行っています。

　　　また、友好提携等を結んでいる中国
遼寧省との間で、大気環境に関する協
力事業として、技術職員等の派遣・技
術研修員の受入れ、情報交換等を行っ
ています。

　　　さらに、環日本海地域の持続的な発
展に向けた環境との共生を目指し、日
本海及び環日本海地域の過去・現在・
未来にわたる人間と自然とのかかわり、
自然環境、交流、文化など相互に関連
する研究分野を総合学として学際的に
調査研究する「日本海学」を提唱・推
進しています。

⑵　講じた施策
　①　海洋環境
　　ア　NPECを拠点とした取組みの推

進
　　　　環日本海地域の地方自治体、市民

等と連携して海辺の漂着物調査や漂
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着物アート制作体験会を実施すると
ともに、環日本海地域の漂着物デー
タベース構築に向けた検討や、漂着
物調査に係る環境教育プログラムの
検討・実践、新聞による広報や漂着
物アートキャラバン等を通じた漂着
物の発生抑制の普及啓発を行いまし
た。さらに、環日本海地域の地方自
治体等の関係者による漂着物対策関
係者会議を開催し、漂着物対策の連
携や交流を推進しました。

　　　　また、環日本海地域の環境保全意
識の高揚を図るため、「環日本海・環
境サポーター」の募集やサポーター
等と連携した海底ごみ調査、海洋生
物調査を行うとともに、リモートセ
ンシングによる富山湾のアマモ場の
分布域調査結果や藻場の現状等を取
りまとめた普及啓発資料を作成しま
した。

　　イ　NOWPAPへの支援協力
　　　　NPECと連携して、環境省の支援

のもとに、次のNOWPAP推進事業
を実施しました。

　　　・　富栄養化状況判断手順書を用い
たNOWPAP地域における富栄
養化状況の予備的評価や、人工衛
星によるリモートセンシングデー
タを利用したNOWPAP地域に
おける藻場分布域の推定

　　　・　NOWPAP地域における海洋生
物多様性にとって脅威となる富栄
養化、外来生物、生息地の改変の
影響についての試験的評価

　　　・　「環日本海海洋環境ウォッチシ
ステム」によって衛星から受信し
た海洋環境データを解析し、
NOWPAP関係国を含む国内外
へ発信

　　　・　日本海沿岸域における総合管理
手法の検討・開発

　　　　また、NOWPAP RCU富山事務
所の運営を支援したほか、全国豊か
な海づくり大会では、富山湾のリモ

ートセンシングによる藻場調査結果
など、NOWPAPの取組みについて
広く県民に広報しました。

　②　越境大気汚染
　　　酸性雨及び黄砂の実態を把握するた
め、富山市にある立山山麓スキー場山
頂付近に設置した立山黄砂・酸性雨観
測局及び射水市にある環境科学センタ
ーにおいて雨水のモニタリングを実施
しました。

　　　また、酸性雨については、湖沼や土
壌・植生等のモニタリングを実施しま
した。

　　　さらに、黄砂については、環境省が
環境科学センターに設置したライダー
モニタリングシステムにより、黄砂の
鉛直分布等をリアルタイムで観測する
など、県内への黄砂の飛来状況の把握
に努めました。

　　　調査結果は、次のとおりです。
　　ア　雨水
　　　・　pH
　　　　　１週間降雨ごと（自動採取法）

の測定値は、射水市では４．０～５．３
（平均４．７）、富山市では４．５～５．４
（平均５．０）と、全国の調査結果と
同程度であり、また、経年変化に
ついては、例年と比べて大きな変
動はありませんでした。

　　　・　イオン成分沈着量
　　　　　調査結果は表１‐５１のとおりで

ライダーモニタリングシステム
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す。このうち主な項目について月
別の沈着量の推移をみると、季節
風が吹き、大陸からの影響が強い
といわれている秋期から冬期及び
春期にかけて高い傾向がみられま
した。

　　　　　また、主な項目の経年変化につ
いては、例年に比べて大きな変動
はありませんでした。

　　イ　湖沼
　　　　縄ヶ池（南砺市）での調査結果は、

表１‐５２のとおり、pHについては
６．８～７．８、アルカリ度については
０．４０～０．４５meq／Lでした。

　　　　また、pH及びアルカリ度の経年
変化については、例年と比べて大き
な変動はありませんでした。

　　ウ　土壌・植生
　　　　国と連携し、中部山岳国立公園内

（立山町）で酸性雨による土壌・植生
への影響を調査したところ、土壌の
酸性化や、酸性雨が主要因と考えら
れる衰退木は確認されませんでした。

　　エ　その他の関連調査
　　　　森林地４地点（富山市、魚津市、

南砺市、小矢部市）で、雨水のpH

を調査したところ、年平均値は４．１
～４．４の範囲であり、森林地以外の地
域とほぼ同程度でした。

　③　国際環境協力
　　ア　環境に関する交流の促進
　　　　NPECと連携し、次の環境保全に

関する交流推進、調査研究及び施策
支援の各事業を推進しました。

　　・　本県が１１年７月からコーディネー
ト自治体を務める「北東アジア地域
自治体連合（NEAR）環境分科委員
会」を開催し、地方自治体間での環
境協力事業について報告や新たな協
力事業に関して協議

　　・　環境保全の技術情報の共有化を図
るため、ロシア沿海地方で開催され
た国際環境フォーラムに参加

　　・　本県で青少年向けの環境教育事業
「北東アジア地域環境体験プログラ
ム」を開催し、北東アジア地域の次
代を担う環境保全リーダーの育成を
図るとともに、その成果を全国豊か
な海づくり大会で発信

　　・　中国遼寧省との揮発性有機化合物
（VOC）対策協力事業を２６年度から
実施しており、研修員の受入れと技
術職員の派遣を通してVOCの分析
に関する技術指導を実施 

　表１‐５２　湖沼調査結果（２７年度）

Na＋K＋Mg２＋Ca２＋NH４＋H＋Cl－NO３－nss‐SO４２－SO４２－区　分

２６７７．３６０　２３　４７４３２９９４２６２９４射水市

　１７０．８　１．８　６．０１９２１　２２１６２６２８富山市

（meq鍬釈鍬年）

注　nss‐SO４２－（nssとはnon sea saltの略）は、海洋に由来しない成分、すなわち陸上由来の硫酸イ
オン沈着量を表します。

成分濃度（mg／ℓ）アルカリ度
（meq／ℓ）pH項目

区分 T‐AlNa+K+Mg２+Ca２+NH４+Cl－NO３－SO４２－

０．１４４．３０．３８１．２７．００．１３．６１．００．９０．４５７．８最大
縄ヶ池

<０．０５３．９０．２８１．０５．４<０．１３．４<０．１０．５０．４０６．８最小

　表１‐５１　イオン成分沈着量調査結果（２７年度）
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　　イ　Ｇ７富山環境大臣会合の開催支援
　　　　Ｇ７富山環境大臣会合等推進協力

委員会を設立し、官民一体となって
会合のＰＲ等を行いました。

　　ウ　日本海学の推進
　　　　日本海学推進機構との共催により、

「いのち輝く未来を考える－豊饒の
海・富山湾から－」をテーマとした
日本海学シンポジウムや日本海学講
座を４回開催しました。

　　　　また、「世界で最も美しい湾クラ
ブ」への加盟が承認された富山湾の
魅力を親子で学ぶ「富山湾の魅力体
験親子教室」を開催したほか、日本
海学を次世代へ継承していくために
県内大学で開設された日本海学の正
規事業に講師を派遣しました。

　　　　さらに、日本海学の研究成果をホ
ームページを通じて、より幅広い層
に向けて情報発信しました。

北東アジア地域環境体験プログラム

日本海学シンポジウム 富山湾の魅力体験親子教室（深層水採取）
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５　イタイイタイ病の教訓の継承と発信

⑴　現況
　　本県で発生した日本の四大公害病の一
つであるイタイイタイ病を知らない子ど
もたちの増加や関係者の高齢化等により、
その教訓や克服の歴史の風化と関係資料
の散逸が懸念されていることから、２４年
４月に開館した県立イタイイタイ病資料
館において、イタイイタイ病の貴重な資
料や教訓等を後世に継承するための各種
事業を行っています。 

⑵　講じた施策
　　イタイイタイ病の貴重な資料や教訓等
を後世に継承するため、県立イタイイタ
イ病資料館において、特別企画展、語り
部事業、資料館に来て・見て・学ぼう事
業を行いました。

　　また、貴重な資料の収集・保存、小中
学校の課外学習等の積極的な受入れ、ウ
ェブサイト等を活用した国内外への情報
発信等を行ったほか、Ｇ７富山環境大臣
会合に向けて、展示案内や解説について
対応言語の拡充を図りました。

県立イタイイタイ病資料館外観 県立イタイイタイ病資料館展示室
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指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐５３
及び表１‐５４のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％
２０１５年度
（Ｈ２７）

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％
２０１０年度
（Ｈ２２）

大気環境基準の達成率

大気観測局のうち、環境基準を達成して
いる観測局の割合

河川：
１００％
海域：
９０％以上

河川：
１００％
海域：
９０％以上

河川：１００％
海域：１００％
２０１５年度
（Ｈ２７）

河川：１００％
海域：１００％
２０１０年度
（Ｈ２２）

水質環境基準の達成率

水質調査地点のうち、環境基準を達成し
ている地点の割合

９８％９６％９６％

２０１４年度
（Ｈ２６）

９３％

２００９年度
（Ｈ２１）

汚水処理人口普及率

下水道や農村下水道、浄化槽等の汚水処
理人口の普及割合

　表１‐５３　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
延べ１０７工場・事業場を対象に立入検査を実施し、２５工
場・事業場を指導
【浮遊粒子状物質、二酸化窒素及びベンゼンの大気環
境基準の達成を維持】

【大気】
　ばい煙等の発生源に対する監視指導
（Ｈ２７）

浄化槽整備１６７基分の補助、下水管渠の整備により、新
たに約６，０００人分の処理施設を整備

【人口普及率が０．４ポイント増加】

【水質】
　下水道整備、浄化槽整備への補助
（Ｈ２６）

　表１‐５４　主な取組みの指標達成への貢献
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１　水源の保全と涵養

　本県は、急峻な山々に源を発する清流が
大小３００余りの河川となって流れており、全
国に誇れる豊かで清らかな水資源を有して
いるほか、県民等による保全活動や水文化
に関する活動が着実に増加しています。
　一方、水田面積の大幅な減少による地下

水涵養量の減少、スギ人工林の荒廃による
森林の水源涵養機能の低下等の問題がみら
れています。
　今後とも、魅力ある県土に欠くことので
きない水資源の保全と活用を進めていきま
す。

⑴　現況
　①　地下水の保全
　　　県内における地下水位は、近年、全
体的にみて大幅な変動はなく、おおむ
ね横ばいで推移しています。しかしな
がら、市街地等の一部の地域では、道
路や建築物の消雪設備の一斉稼働によ
り冬期間に地下水位の低下がみられま
した。

　　　地下水位の観測地点は図１‐３４、地
下水位の推移は図１‐３５のとおりです。

　　　地下水の塩水化は、主として富山新
港を中心とした海岸部と小矢部川の河

口付近などにみられ、近年、その範囲
に大きな変化はありません。

　　　一方、地盤沈下については、２２年度
に富山地域及び高岡・射水地域の海岸
部や平野部において、地盤変動量調査
を実施したところ、富山地域の一部に
比較的沈下量の多い地点がみられたも
のの、国が地盤沈下地域として公表し
ている基準（２０mm/年以上）を超え
る地点がなかったことから、著しい地
盤沈下は生じていないものと考えられ
ます。

　図１‐３４　地下水位の観測地点

注　青木については、２７年９月に測定を廃止しました。
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　図１‐３５　地下水位の推移
　　　敢　高岡・砺波地域

　　　柑　富山地域

　②　健全な森林の整備・保全
　　　県土の３分の２（２８５千ha）を占め
る森林は、多種多様な動植物の生息・
生育環境として優れているばかりでな
く、洪水や山崩れ、なだれ等の災害か
ら県民の生命や財産を守り、また、そ
こから流れ出す豊かで清らかな水は、
飲料水や農業・工業用水として利用さ

れるとともに、豊かな水資源を育んで
います。

　　　また、図１‐３６及び図１‐３７のとお
り、本県の森林の約６９％（１９６千ha）
が土砂流出防止や水源涵養等のための
保安林に指定されており、保安林率は
全国第一位となっています。

　　　なお、県内の森林の約６０％は、自然
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豊かな天然林となっていますが、かつ
て山村住民の生活とのかかわりの中で
維持・管理されてきたいわゆる「里山」
は、昭和３０年代以降の生活様式の変化
等により、人手が入らなくなったこと
で、かつての若く明るい林から徐々に
その姿を変えつつあり、また、一部で
は放置された竹林の拡大もみられます。

　　　さらに、森林の約１８％にあたる５１千
haのスギを中心とした人工林では、
その多くは、保育等の手入れが必要な

林齢から材の利用が可能な林齢となっ
てきていますが、木材価格の低迷によ
る林業採算性の悪化や不在森林所有者
の増加等により、手入れが行き届かな
い森林や利用されない森林が発生して
います。

　　　このため、水土保全機能、二酸化炭
素吸収源としての働き、生物多様性の
保全など森林の持つ公益的機能の低下
や、風雪害など気象害の発生が懸念さ
れています。

　図１‐３７　保安林の割合　図１‐３６　保安林の種類別面積

⑵　講じた施策
　①　地下水の保全
　　ア　条例に基づく規制
　　　　地下水については、「地下水の採取

に関する条例」（昭和５１年制定。以下
「地下水条例」という。）に基づき、
地盤沈下や塩水化等の地下水障害を
防止するため、地域を指定して地下
水の採取を規制しています。

　　　　地下水条例の概要は、次のとおり
です。

　　　ア　指定地域
　　　　　地下水採取に伴う障害が生じ、

又は生ずるおそれのある地域を規
制地域に、また水文地質上、規制
地域と関連する周辺の地域を観察
地域として表１‐５５及び図１‐３８
のとおり指定しています。 

　　　イ　規制対象揚水設備
　　　　　動力を用いて地下水を採取する

ための設備で、揚水機の吐出口の
断面積が２１㎠を超えるもの（ただ
し、温泉や可燃性ガスの採掘に伴
う揚水設備及び河川区域内の揚水
設備は除く。）を規制対象としてい
ます。

　　　ウ　取水基準
　　　　　規制地域内の工業用や建築物用

の対象揚水設備についての取水基
準は、５２年３月１日から表１‐５６
のとおり適用されています。

　　　エ　揚水設備の届出状況
　　　　　条例に基づく届出状況は、事業
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場数が３，１６１、揚水設備数が４，０５３
となっています。

　　　　　用途別では、道路等消雪用が最
も多く１，４５１事業場１，７３９設備であ
り、次いで建築物用が１，１６２事業場
１，３８５設備、工業用が４２２事業場７５８
設備となっており、近年、道路等
消雪用の設備が増加しています。

　　　　　地下水条例指定地域の揚水設備
数の推移は、図１‐３９のとおりで
す。　 

　　　オ　地下水採取状況
　　　　　条例に基づき報告された平成２７

年度の規制地域、観察地域におけ
る年間地下水採取量は、１０６．９百万
㎥／年となっています。

　　　　　用途別では、図１‐４０のとおり、
工業用が５３．９百万㎥／年と最も多
く、全体の５０％を占めており、次
いで道路等消雪用の１８．２百万㎥／
年、水道用の１７．２百万㎥／年とな
っています。

　表１‐５５　地下水条例指定地域
高　岡　地　域富　山　地　域区　　　分

高岡市及び射水市の一部富山市の一部規 制 地 域

高岡市、砺波市及び射水市の一部富山市、上市町及び立山町の一
部、舟橋村の全部観 察 地 域

採取する地下水
の量（㎥／日）

揚水機の吐出口
の断面積（㎠）

項　　　　目
区　　　　分

１，０００　以　下２００　以　下昭和５２年３月１日までに設置された揚水設備既
設

　８００　以　下１５０　以　下昭和５２年３月２日以降に設置された揚水設備新
設

　表１‐５６　取水基準

　図１‐３８　条例に基づく取水基準適用区域
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　図１‐３９　地下水条例指定地域の揚水設備数の推移

　図１‐４０　地下水条例指定地域の採取量（２７年度）

注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

　　イ　地下水指針の推進
　　　　地下水指針（４年５月策定、１８年

３月改定）は、環境基本条例に定め
る地下水に関する個別計画であり、
県民共有の財産である地下水の保全、
適正利用及び涵養を推進するための
基本となる方向を示すとともに、利
用に当たっての配慮や保全等に取り
組む際の指針となるものです。

　　　　県では、この指針に基づき、県民、
事業者の協力のもと、各種の地下水

保全・適正利用施策を推進していま
す。

　　　　地下水指針の概要は、表１‐５７の
とおりです。

　　ウ　観測体制の整備
　　　　地下水の状況を把握するため、地

下水位及び塩水化の監視測定を実施
するとともに適正揚水量等の調査を
実施しています。

　　　　本県における地下水位の観測体制
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「豊かで清らかな地下水の確保」を目指し、「地下水の採取に伴う地下水障害
を防ぐ（地下水の保全）」とともに、「地下水涵養により健全な水環境を確保
する（地下水の創水）」

目　 　 標

①県下平野部の１７地下水区ごとに設定した適正揚水量を、実際の地下水揚水
量が上回らないこと。（適正揚水量は図１‐４１）

②基幹観測井において、一時的にも、地下水位が安全水位を下回らないこと。
（安全水位は表１‐５８）

③地下水の創水という新たな目標に対して、指標の設定を検討します。

指 標

特に期間は定めていませんが、おおむね５年を目途に、地下水を取り巻く状
況の変化や県民の意識を踏まえ、見直しを検討することとします。期　 　 間

地下水の賦存する平野部の地域
（ただし、地下水涵養に関する取組みは県下全域）対 象 地 域

①地下水条例による規制
②開発事業における配慮
③地下水の節水・利用の合理化
④冬期間の地下水位低下対策
⑤地下水障害等の監視体制の整備
⑥水循環系の健全性の確保
⑦地下水の涵養
⑧調査・研究の推進
⑨事業者における自主的対策の推進
⑩地下水の保全と創水にかかる意識の高揚

地下水の保全と
創水に向けた
取 組 み

関係団体及び行政からなる「地下水保全・適正利用推進会議」を設置し、指
針を効果的に推進します。推 進 体 制

　表１‐５７　地下水指針の概要

は、昭和３４年度に高岡市二塚及び富
山市山室に観測井を設置して以来、
逐次増設され、平成２７年度末におい
て、氷見地域２井、高岡・砺波地域
１１井、富山地域７井、魚津・滑川地
域４井、黒部地域８井の合計３２観測
井となっています。

　　エ　監視指導
　　　　地下水条例の対象となる２４工場・

事業場を対象に立入検査を実施し、
取水基準の遵守状況や揚水設備の維
持管理状況等について調査を行い、
うち１０工場・事業場に対し、届出事
項の不備等の改善を指導しました。

　　　　また、特に消雪設備の設置者に対
しては、「消雪設備維持管理マニュア
ル」に基づき、交互散水方式等の節
水型消雪設備の採用や降雪感知器の
適正な維持管理等を指導しました。 

　　オ　冬期間における地下水位低下対策
　　　ア　基幹観測井のテレメータ化
　　　　　冬期間の地下水位低下を常時監

視するため、基幹観測井４井へ電
話回線等を利用したテレメータシ
ステムを導入し、インターネット
によりその情報を県民・事業者等
にリアルタイムで提供しています。

　　　イ　消雪設備の節水等の普及啓発
　　　　　地下水の現状や消雪設備の具体

的な節水方法などに関する啓発リ
ーフレットを作成・配布し、県民
や事業者に対して地下水の節水や
合理的な利用を呼びかけました。

　　カ　地下水涵養の推進
　　　　水田等を活用した地下水涵養や、

地下水を育む森づくりを題材とした
環境教育など、地域が主体となった
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　図１‐４１　地下水区における適正揚水量

安　全　水　位観　測　井　名地　域　名

地表面下　　　９．９８ｍ奥田北観測井（富山市）
富 山 地 域

地表面下　　１２．１５ｍ蓮町観測井（富山市）

地表面下　　　８．８６ｍ作道観測井（射水市）
高岡・射水地域

地表面下　　１０．８２ｍ能町観測井（高岡市）

　表１‐５８　基幹観測井と安全水位

注　安全水位とは、冬期間の地下水位低下時においても１㎝以上の地盤沈下や地下水の塩
水化による地下水障害が生じないことが確認された地下水位です。

取組みを支援しました。

　　キ　「地下水の守り人」の活動支援等
　　　　消雪設備の節水や名水・湧水の保

全など地域において地下水保全活動
に積極的に取り組む「地下水の守り
人」に対する技術講習会や意見交換
会を開催するなど、その活動を支援
しました。

　　ク　地下水保全活動の推進
　　　　豊かで清らかな地下水の確保を図

るため、大規模な住宅団地や事業所
が集中している地域などにおいて、
住民参加による消雪設備の節水の実
践や森林整備活動等を通じた環境教
育など地下水の「保全」と「創水」
の取組みを重点的に実施しました。

　　　ア　地下水位変動の詳細調査
　　　　　消雪設備が多く設置されている
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地域の複数の井戸に簡易水位計を
設置し、降雪時における地下水位
の変動状況を調査しました。

　　　イ　住民主体による消雪設備のパト
ロールの実施

　　　　　消雪設備を設置している大規模
な住宅団地において、自治会役員
や消雪組合の代表者などが中心と
なって、地域ぐるみで設備の点検
や調整を行いました。

　　　ウ　住民・企業が参加する創水の取
組み

　　　　　水源涵養機能を有する森林の保
全・整備を通して地下水を「創水」
することの大切さを学ぶため、企
業の協力を得て、県民を対象に、
「地下水の守り人」による講義や
森づくり体験活動を行いました。

　　ケ　水源地域の保全
　　　　水源である森林などの地域におけ

る適正な土地利用の確保を図るため、
水源地域保全条例に基づき、事前届
出による土地取引の把握とともに、
必要に応じて指導・助言を実施しま
した。

　②　健全な森林の整備・保全
　　　１９年４月に導入した「水と緑の森づ
くり税」を活用し、とやまの森づくり
の基本計画である「森づくりプラン後
期計画」に沿って、水と緑に恵まれた
県土を支える多様な森づくりやとやま
の森を支える人づくりなどを推進して
おり、２７年度に取り組んだ内容は次の
とおりです。

　　ア　水と緑に恵まれた県土を支える多
様な森づくりの推進

　　　　地域や生活に密着した里山林の整
備（２７０ha）を県民協働で実施しま
した。また、風雪被害林や過密な人
工林等の公益的機能を確保するため、

広葉樹との混交林へと誘導する整備
（１０４ha）を実施しました。

　　　　また、カシノナガキクイムシの被
害跡地への実のなる木の植栽（７，２３０
本）や、花粉症の予防対策の一つと
して、優良無花粉スギ「立山　森の
輝き」の普及を図るため、植栽を支
援（１４．１ha、２８，２００本）するととも
に、苗木の生産体制の整備（展示選
抜林０．９ha造成、ビニールハウス５
棟等）を行いました。

　　イ　とやまの森づくりを支える人づく
りなどの推進

　　　　「とやまの森づくりサポートセン
ター」を通じた森林ボランティア活
動への支援や、森林環境教育の推進、
ホームページによる森づくり情報の
提供、森づくりにつながる県産材利
用の推進のほか、県民自らが企画、
実践する森づくり事業への支援を実
施しました。

　　　　「とやまの森づくりサポートセン
ター」の登録は、一般登録が１１７団体
４，８３５人、企業登録が５０企業となって
います（２８年３月末現在）。また、県
民参加による森づくりの年間参加延
べ人数は１１，７１８人となっており、活
動の輪が広がっています。
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コ ラ ム

　地下水は、工業用や飲用、道路消雪用など多岐にわたって利用されるとともに、湧
水など豊かな水辺空間を創出し、住み良い安らぎのある県民生活の実現が図られるな
ど、多くの人が恩恵を受けています。
　こうした中、県では、地下水の現状や節水の取組みについて広く知っていただくた
め、適正利用や地下水涵養などの創水に関するリーフレットを作成し、約５，０００の事業
者や町内会などに配布しています。
　また、地域において地下水保全活動を担う「地下水の守り人」（２７年度末現在１１７名）
について、２８年度からは「地下水を利用する事業者」を対象に加え、多くの主体にお
いて取組みが促進されるよう、その養成や活動の支援を行っています。
　さらに、企業と連携して、次世代を担う子どもたちに地下水涵養機能を有する森林
の働きなどについて楽しみながら学ぶ機会を提供するなど、地下水保全に関する環境
教育の推進にも取り組んでいます。
　このほか、２８年度には、地下水の利用実態を全県的に把握する調査を５年ぶりに実
施し、今後の保全対策を検討していくこととしており、こうした取組みを通じて、県
民が一丸となって貴重な共有財産である地下水の保全と創水が推進されるよう努めて
まいります。

みんなで地下水の保全に取り組みましょう！

「地下水の守り人」を対象とした技術講習会

地下水保全に関する環境教育

地下水保全啓発リーフレット
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⑴　現況
　　明治の末期から豊かな水資源や急流河
川を活かした水力発電の開発が盛んに行
われ、水力発電は県内における発電電力
量の約６割を占めています。
　　また、包蔵水力が全国第２位と高いポ
テンシャルを有しており、農業用水等を
活用した小水力発電所が県内に３０か所設
置されています。

⑵　講じた施策
　　多面的利用の促進
　　中小河川や農業用水等を利用した小水
力発電を推進するため、上百瀬発電所（仮
称、南砺市利賀村）の建設に着手すると
ともに、土地改良区等が実施する１１か所
（うち３か所は新規）の整備を支援しま
した。

　　また、産学官が連携した環境・エネル
ギー分野における技術開発の取組みを支
援しました。

２　小水力発電など水資源の有効利用と多面的活用

　図１‐４２　富山県内の発電電力量構成比（２６年度）

注　出力１，０００kW未満、風力発電、太陽光発電は除き、火力にはバイオマスを含みます。

　図１‐４３　県内の小水力発電所

小摺戸発電所（入善町）
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⑴　現況
　　本県では、立山連峰等を源とする大小
３００余りの河川により、全国に誇る水辺環
境が形成されています。これらの水辺環
境は、豊かな情緒をはぐくむ場として、
また、スポーツや憩いの場として活用さ
れているほか、従来から漁業や観光など
多様な産業活動の場としても活用されて
います。
　　なかでも、いわゆる名水として古くか
ら引き継がれてきた湧水や河川等を「と
やまの名水」として選定しており、県民
の日常生活の中で身近な場所として親し
まれています。このうち、黒部川扇状地
湧水群、穴の谷の霊水、立山玉殿の湧水
及び瓜裂清水の４か所が、環境省の「名
水百選」に選ばれています。
　　また、いたち川の水辺と清水、弓の清
水、行田の沢清水及び不動滝の霊水の４
か所が、環境省の「平成の名水百選」に
選ばれ、「名水百選」とあわせると選定数
は８か所と全国でも最多となっています。
　　さらに、人々が直接触れることができ
る個性ある水辺として環境省が１８年５月
に選定した「快水浴場百選」に島尾及び宮
崎・境海岸の２海水浴場が選ばれています。

　　このほか、海岸漂着物対策推進地域計
画に基づき、関係者が一体となって、富
山県の海岸における良好な景観及び環境
の保全に努めています。

⑵　講じた施策
　ア　水辺の整備の推進
　　　個々の水辺に求められる本来の機能
との整合を図りながら、クリーンウオ
ーター計画に示す快適な環境に親しむ
場としての水辺空間の創出、自然性の
確保、港湾環境の維持・向上を推進し
ました。

　イ　水環境の整備における環境配慮の推
進

　　　河川、海岸等の水環境の整備に当た

っては、生物の生息・生育環境や自然
環境への配慮、自然と調和したふれあ
いの場の創出を推進しました。

　　　また、海辺については、自然海岸に
近い景観を維持、回復するため、構造
物や工法等に工夫した海岸整備を推進
しました。

　ウ　水辺等における清掃や美化活動の推
進

　　　河川、海岸等の水辺やその周辺にお
ける、県民総ぐるみの清掃や美化活動
を推進しました。

　　　また、ウェブサイト「とやま名水ナ
ビ」を活用し、地域に根ざした水環境
保全活動の先駆的事例や、水環境保全
関連イベント等の情報を提供しました。

　エ　海岸漂着物対策推進地域計画の推進
　　　多様な主体の役割分担と連携により、
海岸漂着物の円滑な回収・処理や発生
抑制を推進しました。

　　　また、より効果的な海岸漂着物の回
収・処理や発生抑制対策のほか、環境
教育や普及啓発等の施策を一層展開し
ていくため、計画を改定しました。

　オ　地域に根ざした水環境づくり及び水
環境をテーマとした環境学習の推進

　　　河川については、自然石等を使った
護岸整備に取り組み、河川が本来有し
ている生物の良好な生息・生育環境に
配慮した多自然川づくりを推進しまし
た。

　　　また、都市部の貴重な水辺空間であ
る富岩運河環水公園等において、ソー
ラー発電を活用した電気船「fugan」、
「sora」と電気ボート「もみじ」によ
り、二酸化炭素を排出しない富岩水上
ライン（富岩運河のクルーズ）を県と
富山市が共同で運航し、環境学習を推
進しました。

３　水環境の保全
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⑴　現況
　　本県は豊かな水と安価な電力に支えら
れ、一般・電気機械をはじめ、アルミ等
の金属製品、医薬品等の化学などバラエ
ティに富んだ日本海側屈指の産業集積が
形成されています。
　　また、魅力ある水辺空間の賑わい創出
や活性化を進めるまちづくり活動に対し
て支援しています。
　　２５年２月に改定したとやま２１世紀水ビ
ジョンの施策展開に「水を活かした文化・
産業の発展」を位置づけ、水に関する施
策等を総合的かつ横断的に推進していま
す。

⑵　講じた施策
　ア　とやま２１世紀水ビジョンの推進
　　　「恵みの水が美しく循環する“水の
王国とやま”」の実現を目指し、水に関
わる各種施策や健全な水循環の構築を
総合的かつ横断的に推進しました。

　イ　水環境の保全と利用の調和
　　　官民協働で取り組む地域の特性を活
かした水辺のまちづくりや、光を活用
した水辺空間の賑わい創出を推進しま
した。

　　　また、川を守り育てる河川愛護活動
を推進するとともに、名水の保全と活
用や、水を利用した産業・観光の振興
等に関する情報を発信しました。

　ウ　とやまの名水の保全
　　　本県が誇る県民共有の財産として
「とやまの名水」を保全していくため、
市町村等と連携し、保全活動団体に関
する調査や維持管理状況等の定期的な
調査を実施しました。

　　　また、「とやまの名水」飲用に起因す
る健康被害の発生を防止するため、市
町村が実施する水質検査に対する助言
や、衛生管理に関する調査研究を実施
しました。

　　　さらに、安心して利用できる衛生管
理の徹底のため、管理者、市町村等に
よる情報交換や衛生管理の技術向上を
図る「とやまの名水ネットワーク協議
会」を開催しました。

　　　このほか、全国豊かな海づくり大会、
デスティネーションキャンペーン等に
おいて、「とやまの名水協議会」が実施
する名水の配布等のPR活動を支援
しました。

４　水を活かした文化・産業の発展

富岩水上ライン「fugan」
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指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐５９
及び表１‐６０のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

４５，０００ha３６，０００ha３６，０９４ha
２０１５年度
（Ｈ２７）

２６，５０６ha
２０１０年度
（Ｈ２２）

森林整備延べ面積（累計）

１９９０（Ｈ２）年度以降実施した間伐の延
べ面積累計

１００％１００％１００％
２０１５年度
（Ｈ２７）

１００％
２０１０年度
（Ｈ２２）

地下水揚水量の適正確保率

地下水条例対象地域（８地下水区）におけ
る適正な揚水量の確保状況

４５か所
程度以上＊

２３か所３０か所
２０１５年度
（Ｈ２７）

１４か所
２０１０年度
（Ｈ２２）

小水力発電の整備箇所

中小河川、農業用水等を利用した小水力
発電所の整備箇所数

２１０団体２００団体２１３団体
２０１５年度
（Ｈ２７）

１８４団体
２０１０年度
（Ｈ２２）

水文化に関する活動に取り組んでいる団
体数

水とのふれあい活動や水文化の継承活動
等を行っている住民・ボランティア団体
等の数

　表１‐５９　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
地下水を大量に揚水する事業所１１か所、道路等消雪設
備１３か所を立入検査し、節水及び利用の合理化を推進

地下水条例対象事業所の立入検査（Ｈ
２７）

地域資源の有効活用のため、上百瀬発電所（仮称、南
砺市利賀村）の建設に着手小水力発電所の整備（Ｈ２７）

　表１‐６０　主な取組みの指標達成への貢献

＊　再生可能エネルギービジョン（２６年４月策定）の目標
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第 ５ 節 県民・事業者・NPO・行政等が連携して
取り組むネットワークづくり

⑴　現況
　　分野ごとの施策を県民総ぐるみで進め
るには、社会の構成員すべてが自主的か
つ積極的に環境に配慮した行動を実践す
ることが重要であり、県内ではレジ袋の
無料配布廃止を契機に、環境保全活動を
実践する意識が高まっています。
　　また、県内では、県民・事業者・NPO・
行政等が様々な環境保全活動を実施して
いることから、互いの特長を活かしなが
ら連携することで、より効果的な取組み
が期待されます。

⑵　講じた施策
　①　地域活動の活性化、NPO等の育成、
活動参加の促進

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進

　　　　レジ袋削減枚数の累計が１０億枚に
達したことを機に、「とやまエコ・ス
トア制度」を広くPRするためのキ
ャンペーンや、レジ袋無料配布廃止
店舗で利用できるプレミアム商品券
の発行等を行うとともに、「とやま環
境フェア２０１５」など各種イベントを
開催するなど、エコライフの定着・
拡大を推進しました。

　　イ　自然環境の保全
　　　　自然博物園「ねいの里」、鳥獣保護

センター等での普及啓発や自然とふ
れあうイベントを開催しました。

　　　　また、ボランティアによるライチ
ョウ保護柵を設置しました。

　　　　さらに、「とやまの森づくりサポー
トセンター」を通じて森林ボランテ
ィアの活動を支援しました。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　エコドライブ、スターウォッチン

グ等の県民参加で取り組む環境保全
活動を推進しました。

　　　　また、（公財）とやま環境財団と連
携して、「地下水の守り人」や「川の
見守り隊」の活動支援を行うなど、
地域ぐるみの水環境保全活動を促進
しました。

　　エ　水資源の保全と活用
　　　　河川、海岸等の水辺やその周辺に

おける、県民総ぐるみの清掃や美化
活動を推進しました。

　　　　また、水田等を活用した地下水涵
養や消雪設備の節水対策の啓発、水
に関する歴史風土や水文化について
情報発信しました。

　②　事業者の環境保全活動の取組推進
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　　　　産業廃棄物多量排出事業者による

排出抑制対策を推進するとともに、
「エコアクション２１」、リサイクル認
定制度を普及・促進しました。

　　イ　自然環境の保全
　　　　民間事業者が行う環境配慮型のト

イレ整備を支援しました。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　環境汚染事故対策の充実等、事業

者による効果的な環境管理体制の再
構築を促進しました。

　　　　また、工場・事業場における自主
的な環境保全活動「プラスワンアク
ション」を促進しました。

　　エ　水資源の保全と活用
　　　　事業者における節水、雨水浸透に

よる地下水涵養等、自主的な地下水

〈分野横断的な施策の推進〉
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を展開しました。
　　　　また、県公共交通利用促進協議会

を中心とした「県・市町村統一ノー
マイカー運動」を展開しました。

　　　　さらに、行政機関・関係団体が連
携した海岸漂着物の発生抑制に向け
た取組みを展開しました。

　　ウ　水資源の保全と活用
　　　　ボランティア活動や水文化の都市

交流等により、水を通じた交流と連
携を推進しました。

保全対策を推進しました。

　③　各主体間での連携の促進
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　　　　「環境とやま県民会議」を中心に、

多様な主体間の連携を促進しました。
　　　　また、事業者と各種団体等との連

携を促進する交流会を開催しました。

　　イ　生活環境の保全
　　　　エコドライブとやま推進協議会を

中心とした「エコドライブ推進運動」
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指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐６１
及び表１‐６２のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

５００件４５０件４０８件
２０１５年度
（Ｈ２７）

４２３件
２０１０年度
（Ｈ２２）

環境保全に関する相談件数

環境保全相談室（（公財）とやま環境財団
内に設置）への相談件数

１９４事業者１４４事業者１０５事業者
２０１５年度
（Ｈ２７）

６５事業者
２０１０年度
（Ｈ２２）

エコアクション２１の認証・登録事業者数

環境省が策定した中小企業向け環境マネ
ジメントシステムであるエコアクション
２１の認証・登録事業者数

２０１４年度
（Ｈ２６）比
１２．５％以上
削減＊

２０１０年度
（Ｈ２２）比
５．０％以上
削減＊

２０１０年度
（Ｈ２２）比
１０．８％削減

２０１４年度
（Ｈ２６）

２００５年度
（Ｈ１７）比
１２．９％削減

２００９年度
（Ｈ２１）

新県庁エコプランのCO２削減率

県庁全体の事務事業に伴う二酸化炭素排
出量の削減率

　表１‐６１　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
講習会に参加した５事業者が認証・登録を取得エコアクション２１の認証・登録に関す

る講習会等の開催（Ｈ２７）
LED照明の導入や高効率空調機への更新等の省エネ
改修などにより、県庁全体の二酸化炭素排出量を
１０．８％削減（Ｈ２２比）

新県庁エコプランの推進（Ｈ２７）

　表１‐６２　主な取組みの指標達成への貢献

＊　新県庁エコプランでは、第３期計画の目標年度を２０１５年度（Ｈ２７）、第４期計画の目標年度を２０２０年
度（Ｈ３２）に規定



１２０

⑴　現況
　　分野ごとの施策を総合的に進めるには、
主体的に環境問題に取り組む人材を育て
ることが重要であり、県内では家庭、学
校、地域、事業者等の様々な場において
環境教育・環境学習が行われています。
　　一方、県民の自主的な環境保全活動を
促進するには、各主体が問題の本質や行
動内容を自ら考え、解決する能力を身に
つけることが必要となっています。

⑵　講じた施策
　　幅広い世代が参画する分野横断型の環
境教育の推進
　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの推
進

　　　環境教育に関する連携・協働に必要
な情報を収集・提供するとともに、（公

財）とやま環境財団を中心に各主体間
の連携・協働を推進しました。

　イ　自然環境の保全
　　　ナチュラリスト、自然保護指導員、
自然公園指導員等の活動を通じた自然
環境保全の普及啓発を実施しました。

　ウ　生活環境の保全
　　　身近な環境を活用した環境学習や活
動団体のネットワーク化など、環境保
全に取り組む人づくりを推進しました。

　エ　水資源の保全と活用
　　　「地下水の守り人」や「とやま川の
見守り隊」の活動の充実・拡大を図る
など、水環境保全活動を担う人づくり
を推進しました。

第 ６ 節 持続可能な社会構築に向けた人づくり

指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況は、表１‐６３のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

１５０人９０人１３６人
２０１５年度
（Ｈ２７）

２２人
２０１０年度
（Ｈ２２）

環境保全活動に取り組む講師・指導者数

身近な環境を活用した環境教育や環境保
全活動を行う講師、指導者の数

　表１‐６３　指標の達成状況
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第 ７ 節 環境と経済の好循環の創出
⑴　現況
　　分野ごとの施策を持続的に進めるには、
環境保全が経済を発展させ、経済の活性
化によって環境の保全も促進されること
が重要であり、県内では廃棄物を活用し
た発電、レアメタル回収、小水力発電に
よる再生可能エネルギーと観光を組み合
わせた取組みが行われています。
　　また、東日本大震災に伴う福島第一原
子力発電所の事故を契機に、可能な限り
再生可能エネルギーによる発電量を増加
させるなど、地球温暖化対策の観点から
も、環境に配慮したエネルギーを確保し
ていく必要があります。

⑵　講じた施策
　①　環境付加価値による観光・地元産業
等のブランド力アップ、地域活性化

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進

　　　　循環資源の地産地消や静脈産業の
支援・育成等、地域活性化にも寄与
する地域循環圏の形成を推進しまし
た。

　　イ　自然環境の保全
　　　　ラムサール条約登録湿地「立山弥

陀ヶ原・大日平」の環境保全と利用
を促進しました。

　　　　また、散居村や棚田地域の景観保
全を推進しました。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　日本海学を推進するとともに、日

本海学推進機構を通じた様々な普及
啓発、調査研究事業を実施しました。

　　エ　水資源の保全と活用
　　　　名水の保全と利用、深層水の利活

用など水を活かした産業振興を推進
しました。

　②　環境・エネルギー技術を核とした新
産業の育成

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進

　　　　環境・エネルギー分野における産
学官連携による新商品・新事業の技
術開発を支援しました。

　　イ　自然環境の保全
　　　　森づくりに必要な技術開発と活用

を推進しました。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　リモートセンシングによる海洋環

境モニタリングや、海洋生物多様性
の保全に向けた取組みを推進しまし
た。

　　エ　水資源の保全と活用
　　　　深層水など水を利活用した産業振

興を推進しました。
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⑴　現況
　　分野ごとの施策を地球規模の観点から
進めるには、環日本海地域を含めた周辺
地域と連携した取組みが重要であり、県
内ではNPECを中心に環境保全に関す
る交流推進事業や調査研究事業等が行わ
れています。
　　一方、環日本海地域での工業化の進展
等によって、海洋汚染や越境大気汚染と
いった広域的な環境問題への懸念が高ま
っており、本県の環境保全を進めるため
には、越境汚染の未然防止の観点からも
周辺地域での取組みの強化が必要となっ
ています。

⑵　講じた施策
　①　国際的な環境モニタリング体制等の
構築

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進

　　　　環日本海地域の地方自治体と協力
した海辺の漂着物調査を実施しまし
た。

　　イ　自然環境の保全
　　　　渡り鳥及び生育地の保全について

国際的な調査を行う団体を支援しま
した。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　NPECを中核拠点として、リモー

トセンシングによる海洋環境モニタ
リングや、海洋生物多様性の保全に
向けた取組みを推進しました。

　　　　また、国と連携した酸性雨及び黄
砂に関するモニタリングを実施しま
した。

　②　環境保全のための技術情報の共有
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　　　　国際機関、環日本海地域の地方自

治体と連携した環境に関する調査研
究、技術開発を推進しました。

　　イ　自然環境の保全
　　　　ライチョウに関する調査を実施し

ました。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　NPECを中核拠点として、調査研

究や環境交流等の各種取組みを推進
しました。

　　　　また、中国遼寧省に対し、VOC
分析技術向上のための職員派遣や研
修員の受入れを実施しました。

　③　国際環境協力を担う人材の育成
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　　　　環日本海地域の地方自治体との技

術職員等の派遣・技術研修員の受入
れを推進しました。

　　イ　自然環境の保全
　　　　自然博物園「ねいの里」において、

ロシア沿海地方と共同で行った「渡
り鳥共同調査」等の成果を展示しま
した。

　　ウ　生活環境の保全
　　　　NPECと連携した人材育成につ

ながる環境保全の交流事業、調査研
究事業を推進しました。

　　　　また、本県で、青少年向けの環境
教育事業「北東アジア地域環境体験
プログラム」を開催し、北東アジア
地域の中高生が交流しながら、環境
保全活動を体験するプログラムを実
施しました。

第 ８ 節 国際環境協力の推進
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指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐６４
及び表１‐６５のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

１００人８０人１３６人
２０１５年度
（Ｈ２７）

７６人
２０１０年度
（Ｈ２２）

環日本海地域の環境協力を目的とした交
流人数

環日本海地域の環境協力を目的として、
県やNPEC等が実施する技術研修員受
入れ、専門家派遣、国際会議開催等によ
り交流した人数

　表１‐６４　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
技術職員等の派遣や技術研修員の受入れ、国際会議の
開催等により１３６人が国際交流

VOC対策に関する分析技術向上のた
めの技術職員等の派遣や技術研修員の
受入れ、環境協力事業に関する国際会
議の開催など（Ｈ２７）

　表１‐６５　主な取組みの指標達成への貢献
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第２２章
　　平成２８年度において実施する環境の
　　保全及び創造に関する主な取組み
　２８年度においては、第１章に述べた環境の状況を踏まえ、環境基本計画に基づき各種の
環境保全施策を総合的かつ計画的に実施します。

１　廃棄物の排出抑制、循環的利用等の推進

○　とやま廃棄物プランの推進
　　県内の廃棄物の排出・処理の実態を踏
まえ、とやま廃棄物プランを改定すると
ともに、プランに基づき、県民、事業者、行
政が連携した廃棄物の排出抑制、循環的
利用及び適正処理を推進します。

○　食品ロス・食品廃棄物削減対策の推進
　　Ｇ７富山環境大臣会合で採択された
「富山物質循環フレームワーク」を踏ま
え、庁内のプロジェクトチームや、有識
者、事業者・消費者の関係団体、市町村
等で構成する検討会を設置し、食品ロス・
食品廃棄物の削減等に向けた取組みを推
進します。

○　リサイクル認定制度の推進
　　リサイクル製品等を認定するとともに、
公共工事等での優先的な使用の促進によ
り、普及を推進します。

○　各種リサイクル法の運用
　　第７期分別収集促進計画に基づき容器
包装廃棄物の分別収集を促進するととも
に、自動車や建設資材等に係る各種リサ
イクル法に基づく廃棄物の循環的利用を
推進します。
　　また、２９～３３年度を計画期間とする第
８期分別収集促進計画を策定します。

○　環境関連企業の海外展開支援
　　廃棄物処理業に携わる経営者等を対象
に、国内屈指の専門家によるハイレベル
の講座を開催し、国内外で活躍できる企
業や人材の育成を図るほか、タイ訪問団
を受け入れ、今後の連携やビジネス展開
に向けて意見交換等を行います。

○　産業廃棄物等の再生利用の促進
　　産学官によるプロジェクトチームを設
置し、これまで埋立処分されていた産業
廃棄物等の減量化・再生利用に向け、具
体的な検討を行います。

○　事業者等の監視指導
　　産業廃棄物の排出事業者や処理業者に
対して監視指導を実施します。

○　優良な産業廃棄物処理業者に関する情
報提供

　　コンプライアンス・情報公開・環境保
全の取組みに関して一定の評価基準に適
合する優良な産業廃棄物処理業者を県の
ウェブサイトで公開し、排出事業者に情
報提供します。

○　産業廃棄物の県内搬入に関する事前協
議の実施

　　産業廃棄物適正処理指導要綱に基づき、
県内に産業廃棄物を搬入する事業者と事

第 １ 節 循環型社会と低炭素社会づくりの推進
〈分野ごとの施策の推進〉
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○　PCB廃棄物の適正処理の推進
　　PCB廃棄物処理計画に基づき、保管
事業者への立入検査や講習会等を通じて、
PCB廃棄物の適正な保管管理の徹底や
計画的かつ確実な処理を推進します。

　　また、低濃度PCB廃棄物については、
民間の無害化処理認定施設での処理を推
進します。

○　災害廃棄物対策の推進
　　災害廃棄物の発生量の推計について技
術的な支援を実施するなど、市町村にお
ける災害廃棄物処理計画の策定を促進し
ます。

前協議を行い、必要な指導を実施します。

○　不法投棄等の防止対策の推進
　　市町村、猟友会、伏木海上保安部等と
連携した広域的なパトロール活動を展開
するとともに、県や市町村が重点区域を
設定し、効果的なパトロールを実施しま
す。

○　用排水路等へのごみ投棄防止の啓発
　　農業用の用排水路やため池へのごみ投
棄防止等を呼びかけるため、標語及びポ
スターを募集するとともに、入賞作品を
カレンダーにして配布し、啓発を推進し
ます。 

２　温室効果ガス排出量の削減

　○　小規模事業者の省エネルギー推進活
動を支援するため、県商工会連合会及
び富山商工会議所を通じて専門家を派
遣し、省エネルギー診断等を実施しま
す。

⑷　交通における取組みの推進
　○　立山高原バスへの低公害車導入に対
して補助を実施します。

　○　ノーマイカー運動やパークアンドラ
イドの一層の推進を図るとともに、鉄
軌道の施設整備及びバス路線の運行維
持等を支援するなど、公共交通の維持
活性化・利用促進に向けた取組みを推
進します。

　○　「次世代自動車充電インフラ整備ビ
ジョン」に基づき、県内おける電気自
動車（EV）やプラグインハイブリッド
自動車（PHV）に必要な充電設備の整
備を加速し、EVやPHVの普及を促
進します。

　○　交通信号機の更新・新設時にLED
式で整備することにより、省エネルギ
ーを促進します。 

⑴　地球温暖化対策の総合的な推進
　○　とやま温暖化ストップ計画に基づき
地球温暖化対策を総合的に推進すると
ともに、施策の推進状況等を評価する
ため、２６年度の温室効果ガス排出量を
算定します。

　○　地球温暖化防止活動推進センターで
ある（公財）とやま環境財団と連携し、
地球温暖化対策を普及啓発します。

⑵　家庭における取組みの推進
　○　１０歳の児童等が家族とともに１０項目
の地球温暖化対策に取り組む「とやま
環境チャレンジ１０事業」を実施します。

　○　住宅の省エネ改修（断熱改修、高効
率給湯器の導入）に対して融資を実施
します。

⑶　事業者における取組みの推進
　○　中小企業の環境保全施設整備のうち
地球温暖化対策に資するものに対し低
利融資を実施するとともに、中小企業
向けの環境マネジメントシステムであ
る「エコアクション２１」の認証・登録
を推進します。 
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　○　（一社）富山県トラック協会及び（公
社）富山県バス協会が行う環境対策事
業（エコドライブの推進等）に対し交
付金を交付します。

⑸　再生可能エネルギーの導入促進
　○　再生可能エネルギービジョンに基づ
き、再生可能エネルギーの導入促進な
どエネルギーの多様化や、地域全体の
省エネルギー構造への転換等を推進し
ます。

　○　中小河川を利用した小水力発電につ
いては、上百瀬発電所（仮称、南砺市
利賀村）の建設を推進するとともに、
三谷発電所（仮称、砺波市）の測量、
設計等を実施します。

　　　また、農業用水を利用した小水力発
電については、土地改良区等が実施す
る１１か所の整備を支援します。

　○　地熱資源開発に向けて、立山温泉地
域において地表調査を実施します。

　○　再生可能エネルギーを利用した発電
設備の導入を行う中小企業に対して融
資を実施します。

　○　再生可能エネルギー等導入推進基金
を活用し、地域の防災拠点となる公共
施設への再生可能エネルギー等の導入
を推進します。（県５施設、市町村１０施
設）

　○　環境・エネルギー分野における産学
官連携による技術開発の取組みを支援
します。

⑹　森林吸収源対策の推進
　○　森林の二酸化炭素吸収機能を発展さ

せ、地球温暖化防止に貢献するため、
「造林事業」等により間伐等を積極的
に実施するとともに、「とやまの木で家
づくり支援事業」により県産材住宅の
普及を促進します。

　○　「水と緑の森づくり税」を財源とし
た「みどりの森再生事業」、「里山再生
整備事業」を実施し、森林の保全・整
備を一層推進します。

⑺　県の率先行動
　○　県庁本庁舎及び出先機関において、
引き続き、簡素で効率的な県庁独自の
環境マネジメントシステムを運用し、
環境に配慮したオフィス活動等を推進
します。

　○　業務に支障のない照明の消灯など、
引き続き節電行動を実施します。

　○　公用車の低公害車化、小型車化を推
進します。

　○　中央病院において冷熱源設備を対象
としたESCO事業を実施します。

⑻　新県庁エコプランの推進
　○　事務事業に伴って排出される二酸化
炭素排出量の削減に向け、県のすべて
の機関において、電気使用量、庁舎等
燃料使用量、公用車燃料使用量の削減
に関する取組みを実施します。

　　　また、二酸化炭素の排出実態等を踏
まえ、新県庁エコプランを改定します。

　○　グリーン購入調達方針に基づき、環
境に配慮した物品等を積極的に調達し
ます。

イト「環境教育情報ギャラリー」を活用
した環境教育情報の発信を行うなど、県

○　環境教育推進方針の推進
　　環境教育推進方針に基づき、ウェブサ

３　環境教育の推進と環境保全活動の拡大
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民や事業者等の取組みを推進します。
　　また、「環境教育等による環境保全のた
めの取組の促進に関する法律」に基づく
環境教育等行動計画（仮称）を策定しま
す。

○　環境教育・学習の場や機会の提供
　　こどもエコクラブの活動支援及び環境
出前講座の実施に取り組むとともに、環
境科学センターの一般公開や「夏休み子
供科学研究室」、森林環境教育等を行う
「森の寺子屋」、川にすむ生き物の観察や
農業用用排水路での生き物調べなど、環
境教育・学習の場や機会を提供します。
　　また、幼児とその保護者を対象に楽し
くエコライフの大切さを学ぶ「はじめて
のエコライフ教室」、小学生を対象に環境
関連施設の見学と体験学習を行う「とや
まエコキッズ探検隊」や川のすこやかさ
調査等を行う「水環境学習プログラム」、
大学生等を対象とした環境講座、親子等
を対象とした海岸清掃体験バスツアーを
開催します。

○　各種事業の展開による環境保全活動の
促進
　　（公財）とやま環境財団及び「環境と
やま県民会議」等と連携して、「とやま環
境フェア２０１６」やごみゼロ推進県民大会
を開催します。
　　また、エコドライブとやま推進協議会
と連携して、「エコドライブ推進運動」を
展開するとともに、交通事業者や駅周辺
の事業所等の協力も得て実施する「県・
市町村統一ノーマイカー運動」への多く
の県民の参加を呼びかけるなど、一層の
県民参加を推進します。

○　エコライフ実践の促進
　　「環境とやま県民会議」等と連携して、
レジ袋削減をはじめとする県民会議の構
成団体の自主的な取組みを支援します。

　　また、エコライフの定着・拡大を図る
ため、「とやまエコ・ストア制度」の取組
みを推進します。

　　さらに、県内１０市においてエコライフ・
イベントを実施します。

○　環境に関する情報提供の充実
　　「出前県庁しごと談義」及び「出前講
座」等を通じて県民との意見交換を行う
とともに、インターネット等を活用し、
環境に関する情報の提供と情報公開を推
進します。

○　県民参加の促進
　　パブリックコメントの実施及び各種協
議会の運営等により、県民参加による施
策を推進します。

　　また、各活動主体が連携協力し、県民
総参加で環境保全を推進するため、「環境
とやま県民会議」において、参加団体の
環境配慮行動を促進します。

○　Ｇ７富山環境大臣会合開催を契機とし
た環境保全活動の推進

　　Ｇ７富山環境大臣会合開催に向け、環
境に対する理解を深め、県民総参加で環
境保全活動に取り組む機運の醸成を図る
ため、県内３会場で記念シンポジウムを
開催します。

　　また、大臣会合開催前に、県内全域の
海岸で一斉清掃を実施するとともに、大
臣会合後には、北東アジア地域の地方自
治体、学界、経済界の環境の専門家が集
まり、今後取り組む課題について協議す
る専門家会合や、県民に大臣会合及び専
門家会合の成果等について報告するフォ
ーラムを開催します。

　　このほか、県民や事業者が今後取り組
むエコ活動の宣言を募集し、専用サイト
等で紹介する「とやまエコ活動宣言事業」
を実施し、県民や事業者の意識啓発と環
境保全活動への取組みを促進します。
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４　技術開発と調査研究の推進

ス（もみ殻）を利用したバイオマスプラ
スチックの開発、マグネシウム空気電池
正極の開発、有機薄膜太陽電池作製プロ
セスの簡略化技術の開発等について研究
を行います。

　　農林水産総合技術センターにおいては、
地球温暖化などの気候変動に対応した夏
の高温にも強い水稲の品種開発など農畜
産物の高品質・安定栽培技術の開発、森
林資源の有効利用を図るためスギ樹皮を
用いた燃料化及び有効成分の抽出技術の
開発と森林バイオマスを活用したキノコ
の栽培技術の開発、優良無花粉スギの生
産技術の開発、富山湾の漁場環境の把握
や磯根資源の持続的利用・生産のための
技術開発に関する研究等を推進します。

○　グリーンイノベーションの加速化
　　環境・エネルギー分野における県内企
業・大学の研究開発を促進するため、国
等の支援制度の活用を目指した先導的な
研究開発プロジェクトの検討を実施しま
す。

○　環境保全に関する調査研究の推進
　　各試験研究機関において、循環型社会
と低炭素社会づくり、環境保全に関する
各種調査研究を推進します。
　　環境科学センターにおいて、循環型社
会では災害廃棄物発生量の推計手法の検
討及び推計、低炭素社会では温暖化の適
応策の検討に役立つ２０３０年代の気温、降
水量等の予測、環境保全では微小粒子状
物質（PM２．５）の濃度や成分の平野部と
山岳地域の比較等により実態の解明及び
発生源の推定を進めるほか、これまで分
析法を確立していない県内で使用実績が
あるゴルフ場農薬について多成分同時分
析法を検討、さらに、富山湾地先海域に
おいて水温、塩分及び栄養塩類等の濃度
の深度別の状況を把握し、河川水及び河
川から流入する栄養塩類が及ぼす影響に
ついて検討します。
　　工業技術センターにおいては、産業廃
棄物の有効利用を図り、また、環境への
影響や負荷を最小限に抑えるため、アル
ミ廃棄物からの有用資源回収による省エ
ネルギーシステムの開発、県産バイオマ

１　自然保護思想の普及啓発

第 ２ 節 自然環境の保全

けた将来のナチュラリスト候補者を育成
します。

○　ジュニアナチュラリストの活動支援
　　ジュニアナチュラリストとして認定を
受けた後も、自然観察会、ナチュラリス
トによる自然解説活動への参加等により
自然体験活動を支援します。

○　自然環境に関する各種調査の実施
　　立山植生モニタリング調査等のモニタ
リング調査を継続して実施します。

○　ナチュラリスト等による普及啓発
　　自然公園等に配置されたナチュラリス
トの自然解説のほか、自然公園指導員及
び鳥獣保護管理員等の活動を通じて、自
然環境保全のための知識やマナーについ
て普及啓発を実施します。

○　自然保護講座（ジュニアナチュラリス
ト養成コース）の開催
　　小学４年生から中学３年生までの児
童・生徒を対象に、自然に関する基礎的
な講座と有峰等における体験的な研修を
通じて、自然保護の理念や知識を身につ
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公園の利用を促進するとともに、街路樹
等の道路緑化等を推進します。

○　多様な森づくりの推進
　　１９年４月に導入した「水と緑の森づく
り税」を活用し、「森づくりプラン後期計
画」に沿って、水と緑に恵まれた県土を
支える多様な森づくりやとやまの森を支
える人づくりなどを推進します。

　　また、「造林事業」により間伐等を積極
的に実施し、森林吸収源対策を推進しま
す。

○　うるおいある景観づくりの推進
　　景観条例の普及啓発を行うとともに、
景観アドバイザーの派遣や景観づくり住
民協定への支援など、県民や市町村等の
景観づくりの取組みを推進します。

　　また、景観条例に基づき、大規模行為
及び立山・大山地区景観づくり重点地域
における特定行為の届出制など、開発事
業等での景観への配慮を推進します。

　　さらに、景観づくりに配慮した建築物
等を「うるおい環境とやま賞」として表
彰するとともに、優れた景観を眺望でき
る地点を指定した「ふるさと眺望点」の
PR強化など、様々な景観づくり施策を
推進します。

○　歴史や文化を活かしたまちづくり
　　市町村等が実施するまちなみ保全環境
整備、景観整備、歴史・文化的資源を活
かしたまちづくりや公園整備等を支援し
ます。

○　農村等における景観の保全と創造
　　農山漁村地域において、自然文化や
人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動
（グリーン・ツーリズム）を普及すると
ともに、散居村及び棚田等の景観の保全・
育成を支援します。

　　また、耕作放棄地の復元、利活用を行
い、「美しい景観」や「やすらぎの空間と

○　自然公園等の施設整備
　　中部山岳国立公園の大日平・歩くアル
ペンルートにおいて登山道を整備するほ
か、ラムサール条約登録湿地の弥陀ヶ原
地区等において老朽化している木道の更
新や多言語の案内看板の整備を実施しま
す。
　　また、僧ヶ岳県立自然公園において保
護施設と利用施設の整備を実施します。

○　県民協働による安全で快適な山岳環境
の整備
　　県民ボランティアを募集し、木道の滑
り止めの設置や外来植物除去等を実施し
ます。

○　山岳遭難の防止
　　室堂周辺で春・秋山スキー等を行う際
には届出を行う仕組みとし、専門の指導
員を配置し、遭難防止の指導を実施しま
す。

○　学校登山の安全対策
　　学校登山（立山）の安全対策として登
山用ヘルメットの整備・貸出を支援しま
す。

○　緑化活動の推進
　　グリーンキーパー（花と緑の指導員）
を中心とした花と緑があふれるまちづく
りや、県民参加による植樹運動等の緑化
運動を推進します。
　　また、新たな緑化活動の誘発を図る「花
のまちづくり新拠点創出支援事業」、地域
緑化の活動の成果を発表する場として開
催される「コンテナガーデンコンテスト」、
花と緑に親しみ、学習する機会を提供す
る「花とみどり・ふれあいフェア」の開
催を支援します。

○　都市公園の利用促進や道路緑化等の推
進
　　県民に親しまれる花と緑の豊かな都市

２　自然とのふれあい創出
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しての農村」を保全しようとする地域に
対して支援します。
　　さらに、動画を活用したウェブサイト
「富山の大地を潤す」や小学生向けの施

設紹介リーフレットを用いて、地域の自
然環境の維持など多面的機能を有する農
業用ダム、排水機場等の農業用水利施設
の重要性の啓発を推進します。

３　自然環境保全活動の推進

○　法令等による自然公園等の規制
　　自然公園及び自然環境保全地域におい
て、法律又は条例により工作物の新築等
を規制します。

○　自然環境指針の推進
　　自然環境指針に基づき、開発事業等に
ついて必要な指導等を実施します。

○　貴重な植生の保護・復元
　　自然環境保全地域の適正な保全のため、
巡回管理及び保全事業（標識設置、巡視
歩道整備等）を実施します。

○　環境配慮型山小屋トイレの整備
　　環境に配慮した山小屋トイレの整備を
推進します。 

○　立山におけるバスの排出ガス規制の実
施

　　立山の貴重な自然環境や優れた景観を
維持・保全するため、立山で運行される
バスについて、条例による排出ガス規制
を実施するとともに、県内バス事業者が
行う排出ガス低減のための車両の更新等
を支援します。

○　海の森づくり事業の推進
　　富山湾の環境保全や水産資源保護への
意識を醸成するために、小学校が行うア
マモ苗の育成及び移植活動に対して支援
します。

○　富山湾の漁場環境の総合的な調査
　　漁場環境の中長期的な変動把握を目的
として、５年に１回、湾全域の水質、底
質、藻場等について調査します。

４　生物多様性の確保

○　とやまのライチョウサポート隊の設置
　　県民協働による保護柵設置や生息地パ
トロールなどライチョウの保護活動を実
施します。

○　ライチョウの生息数調査
　　５年ごとに行っている立山地域のライ
チョウの生息数調査を実施します。

○　外来植物防除対策の推進
　　立山センターを中心として、立山黒部
アルペンルート沿線の外来植物除去活動
を実施します。

○　生物多様性保全の推進
　　「生物多様性保全推進プラン」の普及
啓発を行い、生物多様性の保全と持続可
能な利用を推進します。

○　希少な野生生物の保護
　　「希少野生動植物保護条例」に基づき、
「指定希少野生動植物」の指定、周知、
監視等を実施するとともに、本県の希少
野生動植物に関する保護活動を支援しま
す。 
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５　人と野生鳥獣との共生

○　有害鳥獣対策のための担い手の確保・
育成

　　有害鳥獣捕獲の担い手の確保・育成及
び捕獲技術向上のため、狩猟免許試験回
数の増加並びに狩猟入門講座及び初心者
講習会の開催などを実施します。

○　鳥獣保護対策の推進
　　鳥獣保護センターを拠点とする野生鳥
獣の救護や鳥獣保護区の指定等による鳥
獣の安定した生存確保や生存環境の保全
を進めます。

○　保護管理の推進
　　カラスの管理を検討するうえで必要な
生息数、生息域などの調査を行うととも
に、カラスの被害防除対策等を実施しま
す。
　　また、市町村のクマによる人身被害防
止事業に対して支援します。

○　増えすぎた鳥獣の捕獲等
　　生息域の拡大及び生息数の増加により
農林業被害を増加させているイノシシ、
ニホンジカの調査や捕獲、OJTによる捕
獲の担い手育成を実施します。 

スベスト除去等作業について立入検査を
実施し、アスベストの飛散防止対策の徹
底を指導・助言します。

　　また、石綿による健康被害の救済に関
する法律に基づき、石綿健康被害救済基
金へ拠出します。

○　環境放射線調査等の実施
　　県内における環境放射能の実態を把握
するため、大気中の放射線量の測定や、
降下物（雨・ちり）、水道水等に含まれる
放射性物質の分析を実施します。

　　また、志賀原子力発電所のUPZ圏内
の環境放射線の状況を重点的に監視する
ため、モニタリングポストを増設すると
ともに、環境放射線モニタリングを実施
します。

○　クリーンウオーター計画の推進
　　クリーンウオーター計画に基づき、継
続的な水質監視を実施するとともに、工
場・事業場と連携した“本当に世界で最
も美しい”富山湾を目指す取組みを推進
します。また、地域住民による水環境の
保全と利活用を促進するとともに、未来

○　ブルースカイ計画の推進
　　ブルースカイ計画に基づき、大気汚染
常時観測局における汚染状況の監視、有
害大気汚染物質等に関する調査、工場・
事業場に対する大気汚染物質の削減指
導・助言など、大気環境保全施策を推進
します。
　　また、県内の大気汚染物質排出量の現
状及び将来予測を踏まえ、ブルースカイ
計画を改定します。

○　光化学オキシダント対策の推進
　　光化学オキシダントの主要な原因物質
であるVOCの大気中への排出を抑制す
るためのVOC排出実態の把握や排出量
削減に向けた普及啓発活動を実施します。

○　微小粒子状物質対策の推進
　　微小粒子状物質の高濃度時の注意喚起
に備えた監視体制を確保するとともに、
有識者で構成する研究会において排出削
減対策等を検討します。

○　アスベスト対策の推進
　　大気汚染防止法に基づき届出されたア

１　環境の状況の把握や環境汚染の未然防止

第 ３ 節 生活環境の保全
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の水環境を守り育てる人材の育成を図り
ます。

○　富山湾水質保全対策の推進
　　富山湾水質改善対策推進協議会におい
て、工場・事業場の窒素、りん等の削減
対策を促進するとともに、海域における
水質監視等を推進するほか、工場・事業
場による自主的な清掃・植樹活動などの
「プラスワンアクション」の普及を拡大
します。

○　水生生物保全環境基準の類型指定に向
けた実態の把握
　　水生生物保全環境基準の類型指定等の
ための実態調査を実施します。

○　騒音・振動対策の推進
　　自動車交通及び航空機の騒音調査を行
うとともに、自動車交通騒音等を低減す
るため、高度道路交通システムの整備、

道路構造の改善等により、交通流の円滑
化や交通渋滞の解消等を促進します。

　　また、自動車交通及び工場・事業場の
騒音等について、市町村を対象とした講
習会の開催等の技術支援を実施します。

○　新幹線騒音環境対策の推進
　　北陸新幹線鉄道騒音に係る環境基準の
達成状況を把握するため、鉄道騒音の実
態調査等を実施します。

○　事業実施に当たっての環境への影響評
価の推進

　　公害防止条例等に基づき、公害の未然
防止を図るとともに、必要に応じて事業
者と地元市町村等との公害防止協定の締
結を促進します。

　　また、環境影響評価条例等に基づき、
事業者に適切な環境影響評価の実施を指
導します。

○　事業者による自主的な化学物質の排出
削減の促進

　　事業者の化学物質管理計画の策定や化
学物質による環境影響の把握、削減対策
等の検討に関し、技術的な支援・助言を
実施するとともに、優良な取組事例等を
紹介するウェブサイトを活用した普及啓
発を行います。

○　ダイオキシン類環境調査等の実施
　　大気、水質、底質及び土壌について環
境調査を実施するとともに、焼却施設等
の発生源について監視指導を行います。

○　富岩運河等のダイオキシン類対策の推
進

　　中島閘門上流部の対策工事を実施する
とともに、中島閘門下流部については、
引き続き対策工法を検討します。 

○　水質汚濁事故対策の推進
　　水質汚濁事故対策連絡会議において、
事故時に迅速に対応するための講習会の
開催や、事故対策の強化を呼びかけるリ
ーフレットの配布等を実施します。

○　農用地土壌汚染対策の推進
　　カドミウムによって汚染された農用地
土壌汚染対策地域のうち、公害防除特別
土地改良事業「黒部２次地区」により復
元された客土水田において、土壌及び玄
米中のカドミウム濃度調査を行うととも
に、展示ほ場を設置して栽培技術指導や
水稲収量等の調査を実施します。

○　市街地等土壌汚染対策の推進
　　土壌汚染対策法の周知を図るとともに、
事業者等からの相談や具体的な事案に対
して、対策の指導・助言を実施します。 

２　環境改善対策等の推進
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○　環境リスク対策の推進
　　高圧ガスによる環境汚染事故の未然防
止を図るため、「高圧ガス設備腐食管理手
引書」を用いた設備の保全対策の高度化
を促進するとともに、「高圧ガス事業所リ
スクアセスメントガイド」や「高圧ガス
事業所What-if入門書」を用いたリスク
低減対策の普及を推進します。

○　環境にやさしい農業の推進
　　「とやま「人」と「環境」にやさしい
農業推進プラン」に基づき、環境にやさ
しい農業を実践するエコファーマーの認
定を推進し、化学肥料・農薬の使用を低
減する取組みや、地球温暖化防止、生物
多様性保全に貢献する技術導入に対して
支援するなど、環境にやさしい農業を普
及します。
　　また、適正農業規範に基づき、農薬の
適正使用、化学合成農薬のみに依存しな
い病害虫や雑草の防除、化学肥料の使用
の低減に向けた効率的な施肥など、環境
保全に配慮した農業生産活動の実践を普
及します。 

○　生活排水対策の推進
　　全県域下水道化構想２０１２に基づき、汚
水処理施設未普及地域での整備を実施す
るとともに、より効果的、経済的な汚水
処理整備を進めるため、更新時期を迎え
る処理場について、統廃合を検討します。

　　また、浄化槽法定検査受検率の向上の
ため、「保守点検」、「清掃」及び「法定検
査」の契約窓口を一本化する「浄化槽一
括契約制度」の導入に向け、（公財）富山
県浄化槽協会と連携して制度のPRを
図るとともに、推進策について検討を実
施します。

○　公害苦情への対応
　　工場・事業場の監視等により、公害の
未然防止に努めるとともに、県民からの
苦情相談に対して迅速に対応します。

○　公害被害への対応
　　イタイイタイ病患者等に対して、訪問
による保健指導や検診、住民健康調査等
を実施します。

３　県民等による自主的な環境保全活動の展開

対策など、上流から下流までの幅広い地
域の行政機関・関係団体が連携した発生
抑制対策を推進します。

○　エコドライブ推進運動の展開
　　「とやま環境フェア２０１６」等でのエコ
ドライブ体験会の開催や、エコドライブ
の効果等の情報提供など、エコドライブ
実践の定着・拡大に向けた県民参加の「エ
コドライブ推進運動」を展開します。

○　スターウォッチングの推進
　　汚染のない清澄な大気への県民の関心
を高めるため、星空観察会を開催します。

○　水環境保全活動の促進
　　「とやま川の見守り隊」等と連携して、
地域住民や小学生による川のすこやかさ

○　県土美化推進運動の展開
　　県土美化推進県民会議が中心となり、
「まちやむらを美しくする運動」など地
域住民等と協力した県民総ぐるみの清掃
美化活動を推進します。
　　また、沿岸、上流エリアの市町村や関
係団体等と連携して海岸清掃美化活動を
行う「みんなできれいにせんまいけ大作
戦」を展開します。

○　海岸漂着物対策の推進
　　良好な海岸環境を維持するため、Ｇ７
富山環境大臣会合にあわせて県内全域の
海岸で一斉清掃を行うとともに、関係機
関・団体等と連携した回収・処理を実施
します。
　　また、海岸清掃体験バスツアーや清掃
活動の情報収集・発信、刈草の流出防止
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調査等の水環境保全活動を促進します。
　　また、「とやまの名水」等の保全活動に
取り組む地域住民に対して、のぼり旗や
横断幕の提供、活動の情報発信等による
支援を実施します。

　　さらに、親子向けの水環境体験バスツ
アーや、「とやま川の見守り隊」隊員など
水環境保全に積極的に取り組む県民を対
象とした交流会を開催します。

４　環日本海地域における環境保全

本海地域における地方自治体間での環境
協力事業の検討や情報交換を行うための
報告資料を作成・配布します。

　　また、中国遼寧省とVOC対策協力事
業を実施します。

○　Ｇ７富山環境大臣会合の開催支援等
　　総合案内所の設置、通訳・案内ボラン
ティアの配置、PRを行うなど、会合の
開催を支援します。

　　また、県内の環境関連の技術・取組み
を紹介する「とやま情報館」の設置、地
元主催のエクスカーションの実施などに
より、県内の環境に関する優れた取組み
を国内外へ情報発信します。

○　北東アジア地域の環境パートナーシッ
プの推進

　　「北東アジア環境パートナーシップと
やま宣言」に基づき、環境保全の技術情
報の共有化を図るため、ロシア沿海地方
で開催される国際環境フォーラムに参加
します。

　　また、ロシア沿海地方で開催される青
少年向けの環境教育事業「北東アジア青
少年環境グローバルリーダー育成事業」
に中高生を派遣し、北東アジア地域の次
代を担う環境保全リーダーの育成を図り
ます。

　　さらに、Ｇ７富山環境大臣会合の成果
を踏まえ、北東アジア自治体環境専門家
会合及び県民向けフォーラムを開催しま
す。

○　日本海学の推進
　　日本海学推進機構を中心として、「日本
海学シンポジウム」等を通じた日本海学

○　NPECを拠点とした取組みの推進
　　環日本海地域の地方自治体、市民等と
連携して海辺の漂着物調査を実施すると
ともに、環日本海地域の漂着物データベ
ースの整備、漂着物調査に係る環境教育
プログラムの検討・実践、漂着物アート
を活用した普及啓発を行います。
　　また、環境保全活動に積極的に参加協
力する「環日本海・環境サポーター」の
募集や活動支援、リモートセンシングに
よる富山湾のアマモ場の分布域調査等を
実施します。
　　さらに、環日本海地域の地方自治体と
連携し、地球温暖化に伴う海岸生物（ス
ナガニ等）の分布域調査を実施し、生物
多様性情報を共有・発信します。

○　NOWPAPへの支援協力
　　NPECと連携して、赤潮を含む有害藻
類の異常繁殖、人工衛星を活用したリモ
ートセンシングに関する取組み、海洋生
物多様性の保全に向けた取組みのほか、
日本海沿岸域における総合管理手法の検
討・開発を推進します。
　　また、NOWPAP RCU富山事務所の
運営を支援します。

○　越境大気汚染対策の推進
　　酸性雨による生態系等への影響を未然
に防止するため、雨水、湖沼、森林への
影響について調査を実施します。
　　また、黄砂の実態を解明するため、ラ
イダーモニタリングシステムにより飛来
状況を観測します。

○　国際環境協力の推進
　　NEAR環境分科委員会を運営し、環日
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５　イタイイタイ病の教訓の継承と発信

て中学生向け副読本の作成や、Ｇ７富山
環境大臣会合にあわせて県内の留学生を
対象としたイタイイタイ病講座を開催す
るほか、貴重な資料の収集・保存、小中
学校の課外学習等の積極的な受入れ、ウ
ェブサイト等を活用した国内外への情報
発信等を実施します。

○　県立イタイイタイ病資料館の管理運営
　　イタイイタイ病の貴重な資料や教訓等
を後世に継承するため、県立イタイイタ
イ病資料館において、特別企画展、語り
部事業、資料館に来て・見て・学ぼう事
業を実施します。
　　また、従来の小学生向け副読本に加え

の普及啓発、調査研究を推進します。

１　水源の保全と涵養

第 ４ 節 水資源の活用と保全

保全活動を促進します。

○　水と緑の森づくり税を活用した取組み
の推進

　　地域や生活に密着した里山林の整備を
県民協働で推進する「里山再生整備事業」、
過密人工林や竹が侵入した人工林等をス
ギと広葉樹の混交林に誘導する「みどり
の森再生事業」のほか、カシノナガキク
イムシの被害跡地への実のなる木の植栽
や、優良無花粉スギ「立山　森の輝き」
の植栽を実施します。

　　また、「とやまの森づくりサポートセン
ター」を通じた森林ボランティア活動の
支援、森づくりに関する情報提供、「森の
寺子屋」による森林環境教育、県産材の
利用促進等を一層推進するとともに、県
民自らが実践する森づくり事業を引き続
き支援します。

○　全国植樹祭の開催準備
　　２９年春季の第６８回全国植樹祭の開催に
向けた準備や大会PRを実施します。

○　水源地域の保全
　　水源である森林などの地域における適
正な土地利用の確保を図るため、水源地
域保全条例に基づき、事前届出による土
地取引の把握とともに、必要に応じて指
導・助言を実施します。

○　地下水指針の推進
　　地下水指針に基づき、揚水設備の立入
検査や地下水位の監視等を行うとともに、
地下水の節水や利用の合理化、涵養など
の保全施策を推進します。
　　また、地下水の利用状況等を把握する
ため、平野部全域を対象とした揚水量の
実態調査を実施します。

○　地下水涵養の推進
　　水田等を活用した地下水涵養など、地
域が主体となった取組みを支援します。

○　地下水保全活動の促進
　　「地下水の守り人」の拡充を図るため、
新たな守り人を養成するほか、意見交換
会を開催するなど、地域ぐるみの水環境

２　小水力発電など水資源の有効利用と多面的活用

ては、上百瀬発電所（仮称、南砺市利賀
村）の建設を推進するとともに、三谷発

○　多面的利用の促進
　　中小河川を利用した小水力発電につい
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電所（仮称、砺波市）の測量、設計等を
実施します。
　　また、農業用水を利用した小水力発電
については、土地改良区等が実施する１１

か所の整備を支援します。
　　さらに、環境・エネルギー分野におけ
る産学官連携による技術開発の取組みを
支援します。

３　水環境の保全

進します。
　　また、ウェブサイト「とやま名水ナビ」
を活用し、地域に根ざした水環境保全活
動の先駆的事例や、水環境保全関連イベ
ント等の情報を提供します。

○　水環境をテーマとした環境学習の推進
　　富岩運河環水公園等において、ソーラ
ー発電を活用した電気船「fugan」、
「sora」と電気ボート「もみじ」により、
二酸化炭素を排出しない富岩水上ライン
（富岩運河のクルーズ）を県と富山市が
共同で運航し、環境学習を推進します。

○　水辺空間の整備の推進
　　河川、海岸等の親水機能の整備・保全
を推進します。

○　水環境の整備における環境配慮の推進
　　河川、海岸等の水環境の整備に当たっ
ては、生物の生息・生育環境や自然環境
への配慮、自然と調和したふれあいの場
の創出を推進します。

○　水辺等における清掃や美化活動等の推
進
　　河川、海岸等の水辺やその周辺におけ
る、県民総ぐるみの清掃や美化活動を推

４　水を活かした文化・産業の発展

村等と連携し、保全活動団体に関する調
査や、維持管理状況等の定期的な調査を
実施します。

　　また、「とやまの名水」飲用に起因する
健康被害の発生を防止するため、市町村
が実施する水質検査に対する助言や、衛
生管理に関する調査研究を実施します。

　　さらに、安心して利用できる衛生管理
の徹底のため、管理者、市町村等による
情報交換や衛生管理の技術向上を図る
「とやまの名水ネットワーク協議会」を
開催します。

　　このほか、「とやま名水協議会」が実施
する名水の配布等のPR活動に対して
支援します。

○　とやま２１世紀水ビジョンの推進
　　とやま２１世紀水ビジョンに基づき、各
種施策や健全な水循環の構築を総合的か
つ横断的に推進します。

○　水環境の保全と利用の調和
　　光を活用した水辺空間の賑わい創出を
推進します。
　　また、川を守り育てる河川愛護活動を
推進するとともに、名水の保全と活用や、
水を利用した産業・観光の振興等に関す
る情報を発信します。

○　とやまの名水の保全と活用
　　本県が誇る県民共有の財産として「と
やまの名水」を保全していくため、市町
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１　地域活動の活性化、NPO等の育成、活動参加の促進

〈分野横断的な施策の推進〉

動を支援します。

○　生活環境の保全
　　エコドライブ、スターウォッチング等
の県民参加で取り組む環境保全活動を推
進します。

　　また、（公財）とやま環境財団と連携し
て、「地下水の守り人」や「とやま川の見
守り隊」の活動支援を行うなど、地域ぐ
るみの水環境保全活動を促進します。

○　水資源の保全と活用
　　河川、海岸等の水辺やその周辺におけ
る、県民総ぐるみの清掃や美化活動を推
進します。

　　また、水田等を活用した地下水涵養や
消雪設備の節水対策の啓発、水に関する
歴史風土や水文化について情報発信しま
す。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　県民・事業者のさらなるエコ活動への
意識醸成を図るためのエコ活動宣言事業
を実施するとともに、Ｇ７富山環境大臣
会合の開催に向け、環境に対する理解を
深め、県民総参加で環境保全活動に取り
組む機運の醸成を図るシンポジウムを県
内３会場で開催するなど、エコライフの
定着・拡大を推進します。

○　自然環境の保全
　　自然博物園「ねいの里」、鳥獣保護セン
ター等での普及啓発や自然とふれあうイ
ベントの開催を実施します。
　　また、県民協働によるライチョウ保護
活動を実施するとともに、「とやまのライ
チョウサポート隊」を設置します。
　　さらに、「とやまの森づくりサポートセ
ンター」を通じて森林ボランティアの活

第 ５ 節 県民・事業者・NPO・行政等が連携して
取り組むネットワークづくり

２　事業者の環境保全活動の取組推進

よる効果的な環境管理体制の再構築を促
進します。

　　また、工場・事業場における自主的な
環境保全活動「プラスワンアクション」
の普及を拡大します。

○　水資源の保全と活用
　　事業者における節水、雨水浸透による
地下水涵養等、自主的な地下水保全対策
を推進します。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　産業廃棄物多量排出事業者による排出
抑制対策を推進するとともに、「エコアク
ション２１」、リサイクル認定制度を普及・
促進します。

○　自然環境の保全
　　民間事業者が行う環境配慮型のトイレ
整備を支援します。

○　生活環境の保全
　　環境汚染事故対策の充実等、事業者に
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３　各主体間での連携の促進

運動」を展開します。
　　さらに、行政機関・関係団体が連携し
た海岸漂着物の発生抑制に向けた取組み
を展開します。

○　水資源の保全と活用
　　ボランティア活動や水文化の都市交流
等により、水を通じた交流と連携を推進
します。

　　また、地域住民が保全に取り組んでい
る「とやまの名水」等を巡る体験ツアー
を開催します。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　環境とやま県民会議を中心に、多様な
主体間の連携を促進します。
　　また、事業者と各種団体等との連携を
促進する交流会を開催します。

○　生活環境の保全
　　エコドライブとやま推進協議会を中心
とした「エコドライブ推進運動」を展開
します。
　　また、県公共交通利用促進協議会を中
心とした「県・市町村統一ノーマイカー

第 ６ 節 持続可能な社会構築に向けた人づくり
幅広い世代が参画する分野横断型の環境教育の推進

○　生活環境の保全
　　身近な環境を活用した環境学習や活動
団体のネットワーク化など、環境保全に
取り組む人づくりを推進します。

○　水資源の保全と活用
　　「地下水の守り人」や「とやま川の見
守り隊」の養成・募集や活動の充実・拡
大を図るほか、守り人や川の見守り隊員
等を対象とした交流会を開催するなど、
水環境保全活動を担う人づくりを推進し
ます。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　環境教育に関する連携・協働に必要な
情報を収集・提供するとともに、（公財）と
やま環境財団を中心に各主体間の連携・
協働を推進します。

○　自然環境の保全
　　ナチュラリスト、自然保護指導員、自
然公園指導員等の活動を通じた自然環境
保全の普及啓発を実施します。 

１　環境付加価値による観光・地元産業等のブランド力アップ、地域活性化

第 ７ 節 環境と経済の好循環の創出

　　また、散居村や棚田地域の景観保全を
推進します。

○　生活環境の保全
　　日本海学を推進するとともに、日本海
学推進機構を通じた様々な普及啓発、調
査研究事業を実施します。 

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　循環資源の地産地消や次世代を担う静
脈産業の支援・育成等、地域活性化にも
寄与する地域循環圏の形成を推進します。

○　自然環境の保全
　　ラムサール条約登録湿地「立山弥陀ヶ
原・大日平」の環境保全と利用を促進し
ます。
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○　水資源の保全と活用
　　名水の保全と利用、深層水の利活用な

ど水を活かした産業振興を推進します。

２　環境・エネルギー技術を核とした新産業の育成

○　生活環境の保全
　　リモートセンシングによる海洋環境モ
ニタリングや、海洋生物多様性の保全に
向けた取組みを推進します。

○　水資源の保全と活用
　　深層水など水を利活用した産業振興を
推進します。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　環境・エネルギー分野における産学官
連携による新商品・新事業の技術開発を
支援します。

○　自然環境の保全
　　森づくりに必要な技術開発と活用を推
進します。 

１　国際的な環境モニタリング体制等の構築

第 ８ 節 国際環境協力の推進

○　生活環境の保全
　　NPECを中核拠点として、リモートセ
ンシングによる海洋環境モニタリングや、
海洋生物多様性の保全に向けた取組みを
推進します。

　　また、国と連携した酸性雨及び黄砂に
関するモニタリングを実施します。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　環日本海地域の地方自治体と協力した
海辺の漂着物調査を実施します。

○　自然環境の保全
　　渡り鳥及び生育地の保全について国際
的な調査を行う団体を支援します。 

２　環境保全のための技術情報の共有

○　生活環境の保全
　　NPECを中核拠点として、調査研究や
環境交流等の各種取組みを推進します。

　　また、中国遼寧省に対し、VOC分析
技術向上のための職員派遣や研修員の受
入れを実施します。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　国際機関、環日本海地域の地方自治体
と連携した環境に関する調査研究、技術
開発を推進します。

○　自然環境の保全
　　ライチョウに関する調査を実施します。 

シア沿海地方と共同で行った「渡り鳥共
同調査」等の成果を展示します。

○　生活環境の保全
　　NPECと連携した人材育成につなが
る環境保全の交流事業、調査研究事業を
推進します。

○　循環型社会と低炭素社会づくりの推進
　　環日本海地域の地方自治体との技術職
員等の派遣・技術研修員の受入れを推進
します。

○　自然環境の保全
　　自然博物園「ねいの里」において、ロ

３　国際環境協力を担う人材の育成
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２８

　　また、ロシア沿海地方で開催される青
少年向けの環境教育事業「北東アジア青
少年環境グローバルリーダー育成事業」

に中高生を派遣し、環日本海地域の次代
を担う環境保全リーダーの育成を図りま
す。
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第１　図表
　１　循環型社会と低炭素社会づくりの推進

（単位：台数）
　表２‐３　家電リサイクル法に基づく廃家電品の引取り台数

注　県内４か所の指定引取場所での引取り台数です。

計洗濯機冷蔵庫テレビエアコン品　目

１２７，８２２２０，４８６２３，８５６６７，８８６１５，５９４２３年度

９４，５４０２３，３５９２６，３３６２８，１０４１６，７４１２４年度

１１０，７８８２７，８９７３１，２３３２９，８９３２１，７６５２５年度

１０３，２６７２５，４７７２６，０３３３１，９６９１９，７８８２６年度

１０４，０６９２５，４５１２６，００９３２，９０２１９，７０７２７年度

　表２‐１　ごみ処理状況の年度別推移

埋立量
（t／年）

リサイクル率
（％）

資源化量
（t／年）

焼却率
（％）

焼却量
（t／年）

総排出量
（t／年）総人口（人）年度

集団回収量計画収集量及び
直接搬入量

４３，４９４２０，５７９，６７６７６，６２９７，７２９３５，７５６３５２，９８１３８８，７３７１，０９９，２８５２１

３９，２５７２０．５７８，３３５７７．５２９６，５４４３４，３５５３４８，３６０３８２，７１５１，０９６，４０６２２

３６，７１４２５．６１０５，８０９７２．７３００，７５０３４，３０１３７９，２００４１３，５０１１，０９４，４７９２３

３５，８３０２５．１１０６，４１５７３．８３１２，６０２３４，０４３３８９，５５６４２３，５９９１，０９８，７１６２４

３７，２２２２４．７１０３，６３３７４．４３１１，６９５３２，２７５３８６，６２３４１８，８９８１，０９１，９４８２５

３３，７６４２４．０９９，０３２７５．４３１１，３７１３１，５６２３８１，５６６４１３，１２８１，０８６，３１５２６

注　２３年度以降は、民間処理業者による処理量を集計に追加しています。

（単位：t）
　表２‐２　容器包装リサイクル法に基づく分別収集量の年度別推移

２７２６２５２４２３年　　　　　度

２，１７０．０２，０３８．４１，９５８．６２，０６５．４２，１６０．７無 色 ガ ラ ス

２，４１４．８２，３８５．３２，３８８．１２，４５１．０２，４８９．６茶 色 ガ ラ ス

９０２．８９１０．２８７９．０８７５．９８５５．９そ の 他 ガ ラ ス

１，４７７．９１，４９３．６１，５６０．９１，５５０．３１，６４０．７ペ ッ ト ボ ト ル

２，０５６．１２，０５１．６２，０１７．１２，１８６．７２，２１５．０そ の 他 紙 製 容 器 包 装

５，１３６．３５，０８６．９５，２５２．７５，２５８．７５，４００．４その他プラスチック製容器包装

５０８．５６９６．６７６０．５９２２．２９８３．９ス チ ー ル 缶

１，１０６．７１，１２０．９１，１１８．２１，２２７．６１，２５５．３ア ル ミ 缶

１２６．２１３１．５１２２．６１３６．５１４７．８紙 パ ッ ク

６，３４１．８６，６２９．２６，４９３．３６，１１０．２５，４４４．６段 ボ ー ル

２２，２４１．０２２，５４４．３２２，５５１．０２２，７８４．５２２，５９４．１計

注　その他プラスチック製容器包装は、白色トレイを含めた量です。
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　図２‐１　産業廃棄物の地域別排出量（２６年度）

　表２‐４　多量排出事業者の処理計画書等の提出状況（２７年度）

注１　提出事業者は、法に定める多量排出事業者（産業廃棄物の年間発生量が１，０００ｔ以上又は特別管
理産業廃棄物の年間発生量が５０ｔ以上の事業者）を示します。

　２　（　）は、富山市に提出があったものであり、内数です。
　３　その他の業種は、鉱業、医療業です。
　４　産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の両方の計画書を提出した事業所数は２９（うち富山市１２）

です。

計特別管理産業廃棄物産業廃棄物業　　　種

１２１（４５）４８（２２）　７３（２３）製 造 業

１０８（２８）　１（　０）１０７（２８）建 設 業

　２３（　５）　０（　０）　２３（　５）電気・ガス・水道業

　　９（　４）　７（　３）　２（　１）そ の 他 の 業 種

２６１（８２）５６（２５）２０５（５７）計
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能力
（t/日）型　　　式名　　　　　称市　町　村　・　事　務　組　合広域圏

２８固形燃料化南砺リサイクルセンター砺波広域圏事務組合
（南砺市）砺　波

　表２‐５　ごみ処理施設の整備状況

　　①　ごみ焼却施設

　　②　粗大ごみ処理施設

　　③　ごみ固形燃料化施設
（２８年４月１日現在）

能力
（t/日）型　　　式名　　　　　称市　町　村　・　事　務　組　合広域圏

７０破砕・選別・圧縮リサイクルセンター富山地区広域圏事務組合
（富山市・滑川市・舟橋村・上市町・立山町）富 山

２０破 砕・選 別氷見市不燃物処理センター氷　見　市高 岡

４０破砕・選別・圧縮宮沢清掃センター新川広域圏事務組合
（魚津市・黒部市・入善町・朝日町）新 川

９破砕・選別クリーンセンターとなみ
粗大ごみ処理プラント

砺波広域圏事務組合
（砺波市・南砺市）砺 波

１３９４施設計

能力
（t/日）型　式名　　　　　称市　町　村　・　事　務　組　合広域圏

８１０　全連続クリーンセンター富山地区広域圏事務組合
（富山市・滑川市・舟橋村・上市町・立山町）富 山

２５５　全連続高岡広域エコ・クリーンセンター高岡地区広域圏事務組合
（高岡市・氷見市・小矢部市）高 岡

１７４　准連続エコぽ～と新川広域圏事務組合
（魚津市・黒部市・入善町・朝日町）新 川

７３．２全連続クリーンセンターとなみ砺波広域圏事務組合
（砺波市・南砺市）砺 波

１３８　全連続クリーンピア射水射　水　市射 水

１，４５０．２５施設計

（２８年４月１日現在）

（２８年４月１日現在）

注　２４年１０月から休止中です。
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　　④　廃棄物再生利用施設（リサイクルプラザ）

能力
（t/日）型　　　式名　　　　　称市　町　村　・　事　務　組　合広域圏

４０．６　破砕・選別・圧縮リサイクルセンター富山地区広域圏事務組合
（富山市・滑川市・舟橋村・上市町・立山町）富　山

１６　　選 別 ・ 圧 縮氷見市リサイクルプラザ氷　見　市高　岡

８　　破砕・選別・圧縮南砺リサイクルセンター砺波広域圏事務組合
（南砺市）砺　波

８．７４破砕・選別・圧縮ミライクル館射　水　市射 水

７３．３　４施設計

（２８年４月１日現在）

　表２‐７　し尿処理施設の整備状況
（２８年４月１日現在）

能　力
（ℓ/日）型　　式名　　称市町村・事務組合広域圏

９０固 液 分 離つ ば き 園富　　山　　市
富
　
　
　
山

６０標 準 脱 窒 素富山地区広域圏衛生センター
し 尿 処 理 棟富山地区広域圏　　　　　　　（富山市・滑川市・舟橋村・上市町・立山町）事　務　組　合

５０固 液 分 離
・ 希 釈 放 流

富山地区広域圏衛生センター
汚 泥 処 理 棟

６６好気性消化処理高岡市し尿処理施設高　　岡　　市高
　
岡 ４５高負荷脱窒素クリーンセンター氷　　見　　市

１０４膜分離高負荷脱窒素クリーンシステムとなみ砺波地方衛生　　　　　　　（高岡市・砺波市・小矢部市・南砺市）施　設　組　合砺波

１１６二段活性汚泥射水市衛生センター射　　水　　市射水

５３１７　　施　　設計

　表２‐６　し尿処理状況の年度別推移

処理 内 訳（ℓ／年）収 集 内 訳（ℓ／年）衛生処理

人口（人）

水 洗 便 所くみとり
便　　所

総人口
（人）年度 農地還元

そ の 他

公共下水
道マンホ
ール投入

し尿処理

施　　設
計

浄 化 槽

汚　　泥

くみとり

し　　尿

公　　共
下 水 道
人口（人）

浄　化　槽計画収集

人口（人） 人口（人）基数（基）

０４１，６６５１１７，２４６１５８，９１１１１２，０３２４６，８７９１，０９６，２８３７９３，９４９２３４，９４６６６，５６６６７，３８８１，０９６，４０６２２

０３５，５４４１１５，０７７１５０，６２１１０７，２８８４３，３３３１，０９４，３８３８０６，７２８２２２，７８４６１，３７１６０，３２３１，０９４，４７９２３

０３３，９９８１０７，４４３１４１，４４１１０１，９４４３９，４９７１，０９８，６３４８２２，４１５２２１，６７７５７，４３５４９，９８９１，０９８，７１６２４

０３３，８８８１０２，０７７１３５，９６５９９，００１３６，９６４１，０９１，９４８８２９，７５１２１１，４０１５３，９４３４６，２７３１，０９１，９４８２５

０３２，５２６９５，４２３１２７，９４９９７，０５７３０，８９２１，０８６，３１５８３８，９５９１９９，９４８５０，７９３４２，９３７１，０８６，３１５２６
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注１　県所管分と富山市所管分を合計した数値です。
　２　使用中の柱上トランスの数値は、推定値として事業者から報

告のあったものです。
　３　「廃PCB」、「PCBを含む廃油」のうち、容量で届出された
ものは１Ｌ＝１㎏として重量に換算し集計しています。

　表２‐８　PCB特別措置法に基づく届出状況
（２７年３月３１日現在）

使用中保管中
２３１６９８事 業 所 数

数 量
３１２７高 圧 ト ラ ン ス［台］
１４３６４１高 圧 コ ン デ ン サ［台］
０１０低 圧 ト ラ ン ス［台］
０３，６２３低 圧 コ ン デ ン サ［台］

２，８０２２，１７８柱 上 ト ラ ン ス［台］
９６４３０，９７８安 定 器［台］
０１１８Ｐ Ｃ Ｂ［㎏］
０２９６，７８３Ｐ Ｃ Ｂ を 含 む 油［㎏］
０９８０感 圧 複 写 紙［㎏］
０３５，１７１ウ エ ス［㎏］

１，６１４３，４３４そ の 他 機 器［台］
０３８，１０２汚 泥［㎏］

５，７０５２０８，０５４そ の 他［Ｌ］

　表２‐９　産業廃棄物処理施設の許可（届出）状況

注　上段は富山県の施設数、下段は富山市の施設数です。

施設数処 理 能 力施 設 区 分
６４

１０m３／日を超える汚泥の脱水施設
１７
４

１０m３／日を超える汚泥の乾燥施設
１

５５m３／日を超える
２００㎏／時間以上
火格子面積２m２以上

汚泥の焼却施設
４

３
１０m３／日を超える廃油の油水分離施

設 ２

１１m３／日を超える
２００㎏／時間以上
火格子面積２m２以上

廃油の焼却施設
４

１
５０m３／日超える廃酸又は廃アルカ

リの中和施設 １
２３

５ｔ／日超える廃プラスチック類
の破砕施設 ３５

施設数処 理 能 力施 設 区 分
２１００㎏／日超える

火格子面積２m２以上
廃プラスチック類
の焼却施設 ７

１４１
５ｔ／日超える木くず又はがれき

類の破砕施設 １１８
２

すべて有害物質等のコンク
リート固型化施設 １

０
すべてシアン化合物の分

解施設 ３
０

すべて廃ＰＣＢ等の分解
施設 ２

８２００㎏／時間以上
火格子面積２m２以上

産業廃棄物の焼却
施設（汚泥、廃油、廃プラ
スチック類以外の施設） ５

７
安定型

最終処分場
２
１０

管理型
５

２７１
計

２０７

（２８年３月３１日現在）
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　表２‐１０　主な環境月間行事（２７年度）

実　　　　施　　　　概　　　　要行　　　事　　　名

日常生活の中でごみや二酸化炭素をできるだけ出さない環境に配慮
した生活様式（エコライフスタイル）の普及と定着を図るため、レ
ジ袋削減１０億枚達成記念キャンペーンのキックオフイベントなどエ
コライフスタイルへの理解を深める大会を開催 　　 （２７年６月２１日）

エコライフ・アクト大会

県内小・中学校の児童生徒から環境に関するポスターを募集し、優
秀作品を表彰するとともに、ショッピングセンターなどで展示環境月間ポスターの募集と展示

　図２‐２　県内の温室効果ガス排出量の推移
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　表２‐１１　環境保全相談室の活動状況（２７年度）

・相談業務
件　　　数内　　　　　　　　容

３１３財団の事業に関するもの

１０地球温暖化防止活動に関するもの

１環境法令に関するもの

１８環境保全団体・NPOに関するもの

７県、市町村の施策など行政に関するもの

３１各種補助金に関するもの

２８その他

４０８件計

・環境に関する出前講座
　　環境保全、地球温暖化等に関する講師を要望に応じて無料で派遣

計地 球
温暖化防止水 環 境区 分

１０件６件４件利用件数

５９２人２０９人３８３人利用者数

　表２‐１２　中小企業環境施設整備資金融資制度の概要

融資限度額償還期限金　　　利貸付対象者資　金　の　使　途

個別
３，０００万円
団体
５，０００万円

７年以内
（うち据
置１年 以
内）

年１．９０％以内
（１９．４．１～）

年２．１５％以内
（１９．８．２７～）

年１．９０％以内
（２０．１．２８～）

年１．７０％以内
（２７．４．１～）

年１．６５％以内
（２８．４．１～）

※使途棺・潅につ
いては、
年１．３５％以内
（２１．４．１～）

年１．１５％以内
（２７．４．１～）

中小企業者

敢　公害防止施設の整備
　（産業廃棄物の処理施設を含む。）
柑　公害防止に必要な工場等の移転、
工場に隣接する民家等の買収
桓　公害防止又は工場等の周辺の景観
保持のために必要な緑地・囲障等の
設置
棺　低公害車の購入
款　土砂運搬用トラックによる著しい
道路の汚損又は粉じん発生の防止の
ために必要な洗車施設の設置及び路
面清掃車の購入
歓　オゾン層を破壊する物質の排出の
抑制及び使用の合理化のために必要
な施設の整備等
汗　廃棄物の資源化及び再生利用のた
めに必要な施設の整備
漢　地下水の保全及び水の循環的な利
用のために必要な施設の整備
澗　標高１，０００ｍ以上の自然公園内で
実施する環境に配慮したトイレの整
備
潅　温室効果ガスの排出の抑制のため
に必要な施設等の整備
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　表２‐１７　公害防止施設等に対するその他融資制度の実績の推移

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度
種　　　　　　　類 金　額

（千円）
件
数

金　額
（千円）

件
数

金　額
（千円）

件
数

金　額
（千円）

件
数

金　額
（千円）

件
数

－－－－－－－－－－小規模企業者等設備導入資金

－－－－－－－－－－中 小 企 業 高 度 化 資 金

－－－－－－－－－－設 備 投 資 促 進 資 金

１８６，１９０１－－－－１７，５４０１－－農 業 近 代 化 資 金

１８６，１９０１－－－－１７，５４０１－－計

　表２‐１６　再生可能エネルギー利用促進資金の融資実績の推移

２７年度２６年度２５年度２４年度
種　　　　　　　類 金　額

（千円）件数金　額
（千円）件数金　額

（千円）件数金　額
（千円）件数

１００，０００１２６８，６２０１３１６９，９００１４１７５，０００６再生可能エネルギー利用促進資金

　表２‐１４　中小企業環境施設整備資金の融資実績（施工地市町村別）の推移

２７２６２５２４２３年度

市町村
金　額
（千円）件数金　額

（千円）件数金　額
（千円）件数金　額

（千円）件数金　額
（千円）件数

－－－－－－－－－－富 山 市

－－－－－－２０，０００１－－高 岡 市

－－－－－－－－－－魚 津 市

－－－－１５，０００１－－－－氷 見 市

－－－－－－－－－－黒 部 市

－－－－－－－－－－砺 波 市

－－－－－－－－－－射 水 市

－－－－－－－－－－上 市 町

－－－－－－－－－－立 山 町

－－－－１５，０００１２０，０００１－－計

　表２‐１５　再生可能エネルギー利用促進資金の概要

融 資 条 件
資金使途融 資 対 象 融資利率

（２８年４月１日現在）
期間

（うち据置期間）限度額

年１．１５％以内
※太陽光発電
設 備 は 年
１．３０％以内

設備資金
　１０年以内

（１年以内）
運転資金
　５年以内

（１年以内）

１億円
（うち運転資金

１，０００万円）

設備資金
（設備投資に伴
う運転資金）
※運転資金のみ
の利用は不可

再生可能エネルギー（太陽光、
風力、中小水力、バイオマス、
地熱）を利用した発電設備の導
入を行う中小企業者
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　表２‐１８　環境保全に関する試験・研究

　　①　環境科学センター

結　　　　　　　果目　　　　　　的課　　　　　題

春季（２８年２～３月）に全国的にPM２．５が高濃度と
なった期間を対象に成分分析を行って解析したとこ
ろ、高濃度の主な要因は、長距離輸送されやすい硫
酸アンモニウムの増加であった。また、無機元素成
分比から、大陸起源の石炭燃焼物質の影響を受けて
いることが考えられた。さらに、ライダー観測によ
り弱い黄砂の影響を受けたと考えられる日には、１
～２μg/㎥程度の土壌成分の寄与がみられた。

大気中におけるエアロ
ゾル粒子及びガス成分
の動態及び量の把握並
びにその起源の解明

富山県におけるアジア
大陸起源物質の大気環
境への影響に関する研
究（Ⅱ）

近未来（２０３０年代）における気温、降雪量等の気候
変化を予測し、その結果をウェブページ「富山県近
未来気候」でアニメーション等を用いてわかりやす
く紹介した。また、温暖化による影響が懸念される
分野において、適応策の検討が更に進められるよう、
県の試験研究機関に予測データを提供するとともに、
活用の拡大に向け、ニーズを調査した。

地球温暖化による富山
県の自然、生活環境等
への影響の予測

富山県における温暖化
に関する調査研究（Ⅳ）

小矢部川及び神通川の平水時及び降水時において実
施した栄養塩類及び有機物の水質調査結果をもとに、
流量Lと負荷量Qの関係式（LQ式）を構築し、こ
れらの年間負荷量の推定を行った。　得られた年間
負荷量は、国内の水質環境計画等で広く用いられて
いる原単位法によるものと比べると、小矢部川では
同程度であったが、神通川ではやや大きかった。今
後、さらにデータの充実を図ることで、各種計画で
使用している負荷量の検証に活用できることが示唆
された。

富山湾沿岸海域への河
川の栄養塩類及び有機
物の供給特性の把握

富山湾沿岸生態系を支
える河川環境特性に関
する研究

ゴルフ場排水中の農薬濃度について、近年、新しく
国で指針値が示された農薬のうち、県内又は全国の
ゴルフ場で使用量が多い５０物質の多成分同時分析法
を検討した。このうち３２物質群と２物質群について
は、それぞれ同時分析法を確立した。

水環境試料の分析技術
の充実

液体クロマトグラフ質
量 分 析 装 置
（LC/MS/MS）を用
いた農薬多成分同時分
析法の確立に関する研
究

食品廃棄物の発生量分布等の地域特性について地理
情報システム（GIS）を用いて検討を行った。この
結果やリサイクルの現状、地域の産業特性などを踏
まえ、リサイクル率を向上させるため、食品廃棄物
の主要なリサイクル手法である飼料化、堆肥化及び
バイオガス化について整理し、本県に適するリサイ
クル推進方策を提示した。

効率的で地域特性に応
じた食品廃棄物のリサ
イクル手法の提言

富山県における循環型
社会構築に関する研究
（Ⅲ）

降雪時における道路消雪用揚水設備の一斉稼動によ
り、地下水位の大幅な低下が懸念されるため、揚水
設備の稼動を制御している降雪センサーの運転モー
ドを「通常」から「間欠運転」にした場合の節水効
果を検討した。その結果、稼動時間が約１０%削減で
きること、また、この場合、地下水流動モデルによ
り地下水位低下の抑制効果があることを明らかにし
た。

地下水位低下の抑制効
果

富山県の地下水涵養と
流動に関する研究（Ⅱ）
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　　②　衛生研究所

結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

様々な環境において分布する蚊種を調査したところ、
都市部ではヒトスジシマカ、アカイエカが分布し、
農村部ではコガタアカイエカが優占して分布するこ
とが明らかになった。

衛生動物の分布と環境
要因との関係を継続調
査

衛生動物の生態分布に
関する調査研究

玄米等の県内主要農産物等９種１２検体について、有
機リン系など約９０農薬を分析したところ、すべてが
基準値以下であり、食品衛生上問題となるレベルで
はなかった。
富山産魚介類のカマス等１０魚種１２検体について総水
銀を、サワラ等９魚種１０検体についてトリブチルス
ズオキサイドをそれぞれ分析したところ、いずれも
問題となる残留値ではなかった。

残留農薬等による食品
の汚染状況の継続調査

食品中の残留農薬及び
その他の有害物質に関
する調査研究

神通川流域のカドミウム汚染地域に居住している住
民を対象に毎年実施している「神通川流域住民健康
調査」のデータを蓄積し、解析を行っている。

カドミウム汚染地域住
民の健康管理

イタイイタイ病に関す
る調査研究

代謝が速く毒性が低いとされている有機リン系農薬
の尿中代謝物が一般住民から低濃度ながら継続的に
検出されており、曝露レベルに影響を及ぼす生活環
境要因について調査を実施中である。

環境化学物質の生体内
曝露評価に関する検討

環境汚染物質の生体影
響に関する研究



１５４

結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

新たに開発された長繊維対応型複合材料製造装
置を用いて製造された複合材料の、原料の組成・
配合等の評価や複合化状態の評価法について検
討を行った。また、本研究開発で利用する木粉
やアルミスラッジ、フライアッシュ等の複合化
方法について検討した。

プラスチック成形加工で
ニーズのあるリサイクル
資源を活用した環境対応
機能性複合材料を開発す
る。

ミクロフィラー化技術の
応用による環境対応資源
を活用した機能性プラス
チックの創成

セルロース混合可塑化成形装置を用いて県内で
排出されるもみ殻とポリプロピレン、界面接着
性改良剤を複合化してバイオマスプラスチック
を作製した。この材料を小型射出成形機で試験
片を作製して、成形性や物性を評価したところ、
ポリプロピレンのグレードや界面接着性改良剤
の種類による材料の物性への効果を確認した。

県産のもみ殻と性状の違
うポリプロピレンを配合
した材料の検討と、材料
の物性を向上させるため
の添加剤に関して最適化
する手法を検討する。

県産バイオマス（もみ殻）
を利用したバイオマスプ
ラスチックの開発

車輪にアルキメディアンスクリュを用い、苗列
をカメラにより認識し、条間・株間を縦横に移
動しながら水田で連続的な除草作業に対応でき
る自律型中耕除草機の開発を行った。車輪サイ
ズを大型化することで除草・駆動性を向上させ
るとともに、カメラ台数を増やして画像処理能
力を改善し、実圃場での自律走行性能を実証し
た。

人手を必要とせず一枚の
水田の隅々まで除草作業
を連続的に実施できる自
律型中耕除草機の開発を
目指す。

環境にやさしい水田用自
律型中耕除草機の開発

スパッタ法で形成した酸化チタン薄膜を電子導
電層（n型層）、酸化銅薄膜をホール導電層（p
型層）として、接合型太陽電池の基礎的な研究
を行った。酸化銅薄膜はスパッタ条件を調整す
ることにより（１００）配向Cu２O膜、また電気
化学析出法により無配向Cu２O膜が得られ、ガ
ラス基板に電極膜と積層して全固体型太陽電池
を作製し、その特性を評価した。

色素の代わりに半導体化
合物を用い、電解液に代
わり半導体特性を利用し
て固体導電体を利用した
全固体型増感太陽電池の
開発を行う。

全固体型半導体増感太陽
電池の開発

マグネシウム合金を負極材に利用して、正極に
空気を利用するマグネシウム空気電池の放電容
量向上のための合金、電解液を検討した。電解
液は塩化ナトリウム水溶液に添加剤を加えるこ
とにより、生成物を抑えることができた。また、
合金種によって容量が変化した。電池型の試作
セルを作製して、I‐V測定により電池特性を評
価したところ実用的な特性が得られた。

汎用のマグネシウム合金
を負極材に利用して、
様々な電解液を検討する
ことにより、大きな電力
で持続的に発電する電池
の開発を目的とする。

可搬型マグネシウム空気
電池の開発

スクリーン印刷を利用し、ガス拡散層にカーボ
ン電極と集電パターンを形成した。作製した電
極材料を燃料電池のセルに組み込み動作を確認
したところ、燃料電池として機能し、電極パタ
ーニングによる集電効果を確認した。

紙やガラスクロスといっ
たフレキシブル材料上に
形成した電極パターンに
ついて、ガラスクロスを
ガス拡散層、電極パター
ンを集電電極ととらえ、
燃料電池材料への適用を
試みる。

燃料電池用電極材料の開
発

　　③　工業技術センター
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　　⑥　農林水産総合技術センター　森林研究所

結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

定点調査地で酸性雨実態調査、森林健全度調査
等のモニタリング調査を行い、森林環境の実態
を明らかにした。

酸性雨等による森林への
影響を予測するための森
林影響の現状把握

酸性雨等森林影響予測に
関する調査

　　④　農林水産総合技術センター　農業研究所
結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

黒部地域（５ヵ所）の客土水田地帯に設置され
た実証展示ほ場で、栽培指針に基づき水稲を栽
培し、肥料や土壌改良資材の施用効果について
調査、確認を行った。

復元後の客土水田地帯の
稲作の安定化を図るため、
水稲栽培指針の実証展示
を行う。

カドミウム汚染田復元後
の客土水田における施肥
改善効果等に関する調査

黒部地域の客土水田を対象に、代表地点から玄
米や土壌を採取しカドミウム濃度を調査して、
汚染が除去され安全な農地に復元されたことを
確認した。

復元後の客土水田につい
て汚染が除去されたこと
を確認する。

カドミウム汚染田復元後
の客土水田の安全確認調
査

　　⑦　農林水産総合技術センター　木材研究所

結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

混練する樹脂を改質することで、高木粉率
（７０％）でも射出成型可能な熱流動性の高い
WPC用スギ間伐材コンパウンドを開発した。

解繊混練における木粉粒
度の影響について検討

スギ間伐材を原料とした
WPC用スギ木粉の製造
技術の確立

量産可能な木粉・竹粉の調整技術を開発した。１００％木質複合体の製造
条件の確立

スギ木粉・竹粉複合体の
量産化技術の開発

　　⑤　農林水産総合技術センター　畜産研究所
結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

アンモニア、n‐酪酸の臭気成分について市販品
を含む１１種類の資材のマスキング効果を官能評
価したところ、アンモニアに対してはすべての
資材が有効であったが、n‐酪酸では、３資材で
酪酸臭が消えることを確認した。

畜産施設から発生する臭
気は、様々な技術対策が
開発されてきたが、依然
として苦情発生の大きな
部分を占めている。そこ
でマスキング資材等につ
いて、その消臭効果を検
証し、「苦情発生」のない
畜産経営の実現を目指す。

マスキング資材等による
畜産臭気抑制技術の開発

注　マスキング：悪臭などを他の良い香りや別の強いにおいで包み隠すことです。



１５６

　　⑧　農林水産総合技術センター　水産研究所
結　　　　　　　　　　果目　　　　　的課　　　　　題

２７年度中に赤潮は１回確認された。赤潮の発生状況の把握赤潮に関する調査

富山湾沿岸の８定点で、春期（４月）及び秋期
（１０月）に採泥を行い、底生生物等の調査を実
施した。
汚染指標種は、確認されなかった。秋期の調査
で、CODの水産用水基準を上回る定点が１点
あった。

底生生物からみた富山湾
底質の汚濁状況の把握

富山湾の底生生物の調査
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　２　自然環境の保全

　表２‐１９　国立公園内における工作物の新築等に係る許認可取扱状況（２７年度）
（単位:件）

計認可（同意・協議含）
許　　可（協議・届出含）

国 立 公 園
知　　事大　　臣

１０６１８５５３３中 部 山 岳

３０１２白 山

１０９１８５６３５計

計認　　　可（承認）許可（協議・届出含）国 定 公 園

１２０１２能 登 半 島

　表２‐２０　国定公園内における工作物の新築等に係る許認可取扱状況（２７年度）
（単位:件）

計認可（同意・協議含）許可（協議・届出含）県立自然公園

２０２朝 日

８０８有 峰

３０３五 箇 山

７０７白 木 水 無

１０１医 王 山

４２２僧 ヶ 岳

２５２２３計

　表２‐２１　県立自然公園内における工作物の新築等に係る許認可取扱状況（２７年度）
（単位:件）



１５８

左のうち、県の持分計
①＋②

そ の 他
②

山　　林
①市町村名名　　　　　称

持分比

４８，７７６．４５２／３　７３，１６４．６８２１，４８５．６７５１，６７９．０１朝日町朝日県立自然公園・朝日城山地内

２７８，７０４．４２３／４※　３７８，８９６．０００．００３７８，８９６．００富山市白木水無県立自然公園・杉ヶ平地内

１４２，８５３．４５１／１　１４２，８５３．４５０．００１４２，８５３．４５〃県民公園野鳥の園・古洞池

３１，２９７．００１／１　３１，２９７．００５７７．００３０，７２０．００射水市県民公園野鳥の園・恩坊池

６，７８５．４１２／３　１０，１７８．１１８，０６５．１１２，１１３．００高岡市能登半島国定公園・雨晴園地

８４，６１０．６７２／３　１２６，９１６．０００．００１２６，９１６．００南砺市縄ヶ池・若杉自然環境保全地域内

１５，５０９．６１２／３　２３，２６４．４１２２，５５２．４１７１２．００〃五箇山県立自然公園・相倉地内

１２０，２９７．４７２／３　１８０，４４６．２０８，１９５．４４１７２，２５０．７６〃五箇山県立自然公園・西赤尾地内

２４５，４２２．２８２／３※　３８１，５１７．６２２，２６８．００３７９，２４９．６２〃医 王 山 県 立 自 然 公 園 内

５，３１０．００２／３　７，９６５．００５，２１４．００２，７５１．００氷見市能登半島国定公園・九殿浜、窪地内

９７９，５６６．７６－１，３５６，４９８．４７６８，３５７．６３１，２８８，１４０．８４小 計

５２，３９４．００１／１　５２，３９４．００地上権設定５２，３９４．００富山市県 民 公 園 野 鳥 の 園

１，０３１，９６０．７６－１，４０８，８９２．４７６８，３５７．６３１，３４０，５３４．８４合 計

　表２‐２２　富山県自然環境保全基金による土地保有状況
（２８年３月３１日現在）（単位：m２）

　表２‐２３　県民公園新港の森の概要
概　　　　　　　　　　　　　　　　要施　設　名

１　規模
　　両翼９０ｍ、センター１２０ｍ
２　施設
　　バックスクリーン、スコアボード、バックネット、ダッグアウト、放送

設備等

野 球 場

１　規模
　　３００ｍトラック（６コース）相当、直線コース１２５ｍ
２　施設
　　跳躍、投てき、サッカー、ゲートボール、ソフトボール

スポーツ広場

クレイコート４面テニスコート

４か所（乗用車約２００台駐車）駐 車 場

管理事務所１棟、園路遊歩道６，４００ｍ、芝生広場１０か所（２７，０００m２）、植栽約
１１万本（１６０，０００m２）、休憩所３２か所、便所５か所、公衆電話などそ の 他

注　※：他の持ち分比率の場合があります。
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　表２‐２４　県民公園新港の森施設利用状況
（単位：人）

２７２６２５２４２３年　　　　　度

１２５，５００１２３，２４０１２１，４６０１１１，２９０１２７，７８０入 園 者 数

１６，９１１１８，７７２１７，１７３９，８５２１１，７５６野 球 場

施
設
利
用
人
員

３，１６３４，８５３４，３０２１，８５１１，９４１テニスコート

６，０６０５，９５９３，７４５５，５２９３，５９５スポーツ広場

２６，１３４２９，５８４２５，２２０１７，２３２１７，２９２計

特　　　　　　　　　　　　　　　　徴面積（ha）主 な 施 設地区

トラックはウレタンチップ系全天候型舗装。
カラーアスファルト舗装。イベントの会場としても利用可能。
園路、植栽地等。

３．５
陸 上 競 技 場
お 祭 り 広 場
そ の 他

Ａ
地
区

砂入り人工芝コートが６面ある。
空港スポーツ緑地の「玄関」となる広場。
小高い丘の上にあり、飛行機の離着陸が眺められる。
なだらかな芝生のスロープ。冬はミニスキーに利用できる。
長さ２０８．５ｍに及ぶ滝、流れ、池がある。
園路、植栽地等。

３．３

庭 球 場
入 口 広 場
展 望 広 場
芝 生 ス ロ ー プ
せ せ ら ぎ 広 場
そ の 他

Ｂ
　
地
　
区

多目的に利用できる広々とした芝生の広場。
ダスト舗装コートが４面ある。
自動車６２台が駐車可能。
園路、植栽地等。

２．９

わ ん ぱ く 広 場
芝 生 広 場
ゲートボール広場
駐 車 場
そ の 他

Ｃ
　
地
　
区

ダスト舗装の広場に高木の林。
芝生の広場。
７色のシャワーモニュメントを配したサンクン広場。
自動車２６台駐車可能。
園路、植栽地等。

１．７

林 間 広 場
緑 陰 広 場
レインボープラザ
駐 車 場
そ の 他

Ｄ
　
地
　
区

築山、砂場等。１．８児 童 遊 園
駐 車 場

Ｅ
地
区

１３．２計

２７２６２５２４２３年　　　　　度

８８，２８３８０，８０２７６，６６９７４，３４９６４，７９７入 園 者 数

１２，６９１１０，１５０１０，３７３１４，１４５１１，０２４陸上競技場施
設
利
用
人
員

１２，１１２１０，４７６７，３５５５，８３４４，７８８庭 球 場

２４，８０３２０，６２６１７，７２８１９，９８８１５，８１２計

　表２‐２５　空港スポーツ緑地の概要

　表２‐２６　空港スポーツ緑地施設利用状況
（単位：人）



１６０

計４月１６日
～５月１５日

３月１日
～４月１５日

１２月１日　　
　～２月末日区　　分

１９２パーティー
（６７０人）

１６０パーティー
（５１０人）

５パーティー
（３２人）

２７パーティー
（１２８人）登 山 届

　表２‐２８　登山届の概要
（２７年１２月１日～２８年５月１５日）

　表２‐２７　立山山麓家族旅行村の主要施設

主　　　　　要　　　　　施　　　　　設地　　　　区

管理棟（鉄筋コンクリート平屋建、３４３m２）、休憩所（合掌造）、駐車場（６０
台収容）、芝生広場（７，８９０m２）、イベント広場中央管理地区

芝生広場（７，２６９m２）、遊水池、石の山、遊水池、パークゴルフコースファミリー広場

オートキャンプサイト（３１区画）、野外ステージ、バーベキュー卓、炊事棟、
多目的ハウス、トリムコース、シャワー棟野 外 広 場

ケビン（４人用１５棟、８人用５棟）、バーベキュー卓宿泊施設地区

芝生広場（９，２００m２）、展望広場、ロックガーデン森 の 広 場

備　　　考行　　　　事　　　　内　　　　容場　　所行　事　名月日

参加者は、古洞池駐車
場へ午前８時に集合
小雨決行

野鳥愛護の普及啓発のため、広く一般の方を対
象にバードウォッチングを開催する。（第４９回）
　共　催：日本鳥類保護連盟富山県支部等

富山市三熊
野鳥の園
（古洞池）

探鳥の日
５
月
　
日
㈰

１０

２２年度（第４０回）まで
は、県下すべての小学
校で実施

２６年度愛鳥モデル校の富山市立池多小学校の児
童が、校下内でツバメの生息調査を実施する。
（第４５回）

富山市立池多
小学校

ツバメ調査の
日

５
月
　
日
㈫

１２

音川保育所園児が、救護された鳥を見学後、「ヒ
ナを拾わないで」の普及活動及びリハビリ後の
鳥を放鳥し、野鳥に関する理解を深める。

富山市婦中町
吉住
自然博物園
「ねいの里」

ヒナを拾わな
いDAY

５
月
　
日
㈭

１４

入選ポスターの展示は
５月１６日 ～２２日 ま で
ファボーレで、また５
月２３日～６月２９日は自
然博物園「ねいの里」
で実施

第６１回愛鳥ポスターの入賞者の表彰、生物多様
性保全推進モデル校の指定証の交付を行う。
・愛鳥ポスター入賞者ほか
（富山県知事賞、富山県教育委員会教育長賞）

県庁４階
大会議室

野生生物愛護
表彰の日

５
月
　
日
㈮

１５

富山市安養坊の八幡社
に午前９時に集合し、
呉羽山から八ケ山にか
けて探鳥会を実施

富山短期大学幼児教育学科の学生を対象に、野
鳥を中心とした自然教室を開き、野外教育のあ
り方を体験してもらう。（第３９回）
　共　催：自然博物園「ねいの里」

呉羽山一帯野鳥観察の日

５
月
　
日
㈯

１６

自然博物園「ねいの里」で、野鳥に関する各種
相談に応じる。
　共　催：自然博物園「ねいの里」

富山市婦中町
吉住
自然博物園
「ねいの里」

野鳥相談
週
間
中

　表２‐２９　愛鳥週間行事（２７年度）
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レッドデータブック
とやま２０１２掲載種種　　　　　　　　　　　　　名指定年月日区分

トキ
オオタカ
イヌワシ
オジロワシ
オオワシ
クマタカ
ハヤブサ
ライチョウ
ウミガラス
ヤイロチョウ

アホウドリ、チシマウガラス、コウノトリ、トキ、シジュウカラガン、
オオタカ、イヌワシ、オガサワラノスリ、オジロワシ、オオワシ、カン
ムリワシ、クマタカ、シマハヤブサ、ハヤブサ、ライチョウ、タンチョ
ウ、ヤンバルクイナ、アマミヤマシギ、カラフトアオアシシギ、エトピ
リカ、ウミガラス、キンバト、アカガシラカラスバト、ヨナクニカラス
バト、シマフクロウ、オーストンオオアカゲラ、ミユビゲラ、ノグチゲ
ラ、ヤイロチョウ、アカヒゲ、ホントウアカヒゲ、ウスアカヒゲ、オオ
トラツグミ、オオセッカ、ハハジマメグロ、オガサワラカワラヒワ

５年２月１０日
　　　鳥　類

ツシマヤマネコ、イリオモテヤマネコ
ミヤコタナゴ
ベッコウトンボ
レブンアツモリソウ、キタダケソウ

６年１月２８日
　　　哺乳類
　　　魚　類
　　　昆虫類
　　　植　物

イタセンパラ

キクザトサワヘビ
アベサンショウウオ
イタセンパラ
ハナシノブ

７年２月８日
　　　爬虫類
　　　両生類
　　　魚　類
　　　植　物

ヤシャゲンゴロウ、ヤンバルテナガコガネ、ゴイシツバメシジミ
８年１月８日
　　　昆虫類

アツモリソウホテイアツモリ、アツモリソウ
９年９月５日
　　　植　物

ワシミミズク
９年１１月２７日　
　　　鳥　類

アマミデンダ、ヤドリコケモモ、コゴメキノエラン
１１年１１月２５日　
　　　植　物

スイゲンゼニタナゴ
イシガキニイニイ
チョウセンキバナアツモリソウ、オキナワセッコク、クニガミトンボソウ

１４年８月７日
　　　魚　類
　　　昆虫類
　　　植　物

ダイトウオオコウモリ、アマミノクロウサギ
アユモドキ
ムニンツツジ、ムニンノボタン、アサヒエビネ、ホシツルラン、シマホ
ザキラン、タイヨウフウトウカズラ、コバトベラ、ウラジロコムラサキ

１６年７月２日
　　　哺乳類
　　　魚　類
　　　植　物

オガサワラハンミョウ、オガサワラシジミ、オガサワラトンボ、オガサ
ワラアオイトトンボ、ハナダカトンボ
ヒメタニワタリ、コヘラナレン、シマカコソウ、ウチダシクロキ

２０年７月２５日
　　　昆虫類

　　　植　物

オガサワラオオコウモリ
２１年１２月２日
　　　哺乳類

シャープゲンゴロ
ウモドキ

マルコガタノゲンゴロウ、フチトリゲンゴロウ、シャープゲンゴロウモ
ドキ、ヨナグニマルバネクワガタ、ヒョウキンモドキ

２３年３月１８日
　　　昆虫類

ウラジロヒカゲツツジ、シモツケコウホネ、カッコソウ
２４年５月１日
　　　植　物

クロイワトカゲモドキほか４種
オガサワラナガタマムシほか１５種
アニジマカタマイマイほか１３種
ナガミカズラほか５種

２７年５月１日
　　　爬虫類
　　　昆虫類
　　陸産貝類
　　　植　物

　表２‐３０　「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」による種の指定状況
（２８年３月３１日現在）
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種　　　　　　　　名指定年月日

ミナミアカヒレタビラ
２７年４月２２日

淡水魚類

ホクリクサンショウウオ、ハクバサンショウウオ
サギソウ、フクジュソウ

２７年５月２９日
両生類

維管束植物

　表２‐３１　「富山県希少野生動植物保護条例」による種の指定状況
（２８年３月３１日現在）

　表２‐３２　野生鳥獣の救護活動実績（２７年度）
合　　　計獣　　　類鳥　　　類

区　　　分 救 護
日 数救護数種類数救 護

日 数
救 護
頭 数種類数救 護

日 数
救 護
羽 数種類数

－３２３６３－３２７－２９１５６富山県鳥獣保護センター

１４９３１２１５８１１９１３０２０富山県鳥獣救護の会

１４９３５４８４５８３３８９１３２１７６計

　表２‐３３　有害鳥獣捕獲等の状況（２７年度）
捕 獲 数（頭）種　　類（獣類）捕 獲 数（羽）種　　類（鳥類）

５ノ ウ サ ギ２，９７９カ ラ ス

３５ク マ６３３カ ワ ウ

２９４サ ル１０ゴ イ サ ギ

１４４ハ ク ビ シ ン３２ド バ ト

２，０９０イ ノ シ シ２１５ム ク ド リ

１３タ ヌ キ０ヒ ヨ ド リ

２２シ カ１４１カ モ 類

２，６０３計４，０１０計

注　クマ、サル、イノシシ、シカは特定計画に基づくものも含みます。

レッドデータブック
とやま２０１２掲載種種　　　　　　　　　　　　　名指定年月日区分

アマクササンショウウオほか３種
２７年１２月１日
　　　両生類

ケナガネズミほか３種
ミヤコカナヘビ
ホルストガエルほか５種
フサヒゲルリカミキリほか７種
サキシマハブカズラほか２１種

２８年３月１５日
　　　哺乳類
　　　爬虫類
　　　両生類
　　　昆虫類
　　　植　物
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注　網　　　猟：網
　　わ な 猟：わな
　　第１種銃猟：ライフル銃、散弾銃及び空気銃
　　第２種銃猟：空気銃

　表２‐３４　狩猟者登録の実績（２７年度）
（単位：人）

計県　外　者県　内　者区　　　　　分

６１０６１網 猟

免 許 の 種 類
３５０１３４９わ な 猟

６３８８１５５７第１種銃猟

２６０２６第２種銃猟

１，０７５８２９９３計
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　表２‐３５　一般環境観測局の概要

測　定　項　目　等調査機関設置年度所 在 地観　測　局市　町区分

・二酸化硫黄（紫外線蛍光
法）
・浮遊粒子状物質（β線吸
収法）
・窒素酸化物（オゾンを用
いる化学発光法）
・光化学オキシダント（紫
外線吸収法）
・炭化水素（水素炎イオン
化法）
・微小粒子状物質（β線吸
収法）
・風向風速（光パルス式）
・テレメータ化

市Ｓ５０水 橋 畠 等富 山 水 橋

富 山 市

富

山

地

域

市Ｓ４２蓮 町富 山 岩 瀬

市Ｈ　３安 野 屋 町富 山 芝 園

市Ｓ４８赤 田富 山 蜷 川

市Ｓ４８婦中町笹倉婦 中 速 星

県、市Ｈ　３上 島滑 川 上 島滑 川 市

県Ｓ４２伏木東一宮高 岡 伏 木

高 岡 市
高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

県、市Ｓ４３中 川高 岡 本 丸

県、市Ｓ４７戸出光明寺高 岡 戸 出

県Ｈ　４窪氷 見氷 見 市

県Ｓ４２三 日 曽 根新湊三日曽根

射 水 市 県、市Ｓ４８東 明 中 町新 湊 海 老 江

県Ｓ４７中 太 閤 山小 杉 太 閤 山

県Ｈ　３北 鬼 江魚 津魚 津 市新
川
地
域

県、市Ｈ　４植 木黒 部 植 木黒 部 市

県Ｈ　３入 膳入 善入 善 町

県Ｈ　４太 田砺 波砺 波 市砺
波
・
小
矢
部
地
域

県Ｈ　４泉 町小 矢 部小矢部市

県Ｈ　４柴 田 屋福 野南 砺 市

１９計

（２８年３月現在）

　３　生活環境の保全



１６５１６５

資
料
資
料
編編

　

３３
　
生
活
環
境
の
保

生
活
環
境
の
保
全全

　表２‐３６　二酸化硫黄濃度の年度別推移（年平均値）

２７２６２５２４２３年　　　度
観　測　局

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１富 山 岩 瀬

富 山 市

富
　
　
山
　
　
地
　
　
域

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１富 山 芝 園

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１富 山 蜷 川

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１婦 中 速 星

０．０００滑 川 上 島
滑 川 市

０．０００滑 川 大 崎 野

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１高 岡 伏 木
高 岡 市高

岡
・
射
水
地
域

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１高 岡 本 丸

０．００００．００００．００００．００００．０００氷 見氷 見 市

０．００００．００１０．００１０．００１０．００１新湊三日曽根

射 水 市 ０．００００．００１０．００１０．００１０．００１新 湊 海 老 江

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１小 杉 太 閤 山

０．００１０．００１０．００２０．００２０．００３魚 津魚 津 市
新
川
地
域

０．００００．００００．００００．００００．０００黒 部 植 木黒 部 市

０．００１０．００１０．００１０．００２０．００２入 善入 善 町

０．００１０．００１０．００００．００３０．００３小 矢 部小矢部市砺
波
・

小
矢
部
地
域 ０．００１０．００１０．００３０．００３０．００３福 野南 砺 市

０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１年平均値

注１　測定は、紫外線蛍光法によります。
　２　「富山県大気汚染常時観測局適正配置計画」により、滑川上島及び滑川大崎野については２３年度

末に測定を廃止しました。

（単位：ppm）
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　表２‐３７　二酸化硫黄に係る環境基準の達成状況

注１　測定は、紫外線蛍光法によります。
　２　短期的評価による適（〇）とは、１時間値の１日平均値がすべての有効測定日（１日２０時間以上

の測定が行われた日をいう。）で０．０４ppm以下であり、かつ、１時間値がすべての測定時間におい
て０．１ppm以下であることをいいます。

　３　長期的評価による適（〇）とは、年間にわたる１日平均値のうち、高い方から２％の範囲にある
ものを除外した後の最大値が０．０４ppm以下であり、かつ、年間を通じて１日平均値が０．０４ppmを
超える日が２日以上連続しないことをいいます。

　４　「富山県大気汚染常時観測局適正配置計画」により、滑川上島及び滑川大崎野については２３年度
末に測定を廃止しました。

長期的評価によ
る適（〇）、否（×）

短期的評価によ
る適（〇）、否（×）

１日平均値の２％除外値（ppm）項　目

観　測　局

０．０４ppm以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００２０．００２富 山 岩 瀬

富 山 市

富
　
　
山
　
　
地
　
　
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００２０．００２富 山 芝 園

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００２０．００２富 山 蜷 川

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００３０．００２婦 中 速 星

〇〇０．００１滑 川 上 島
滑 川 市

〇〇０．００２滑 川 大 崎 野

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００３０．００１０．００２０．００３高 岡 伏 木
高 岡 市高

岡
・
射
水
地
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００２０．００２高 岡 本 丸

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００２０．００２氷 見氷 見 市

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００１０．００２０．００２０．００２０．００２新湊三日曽根

射 水 市 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００２０．００２新 湊 海 老 江

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００３０．００３０．００３０．００３小 杉 太 閤 山

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００３０．００３０．００５０．００４魚 津魚 津 市
新
川
地
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００１０．００１０．００１０．００１０．００１黒 部 植 木黒 部 市

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００３０．００３入 善入 善 町

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００２０．００５０．００４小 矢 部小矢部市砺
波
・
小
矢
部
地
域 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．００２０．００２０．００５０．００５０．００５福 野南 砺 市
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　表２‐３８　二酸化窒素濃度の年度別推移（年平均値）

２７２６２５２４２３年　　　度
観　測　局

０．００７０．００８０．００８０．００８０．０１０富 山 岩 瀬

富 山 市
富
山
地
域

０．００７０．００８０．００８０．００８０．００９富 山 芝 園

０．００４０．００４０．００４０．００４０．００６婦 中 速 星

０．００５０．００５０．００５０．００５０．００５高 岡 伏 木

高 岡 市
高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

０．００７０．００８０．００８０．００９０．０１０高 岡 本 丸

０．００８高 岡 戸 出

０．００３０．００４０．００４０．００４０．００５氷 見氷 見 市

０．００５０．００７０．００７０．００７０．００８新湊三日曽根

射 水 市 ０．００６０．００７０．００６０．００７０．００７新 湊 海 老 江

０．００７０．００９０．００８０．００９０．０１０小 杉 太 閤 山

０．００６０．００７０．００６０．００６０．００８魚 津魚 津 市
新
川
地
域

０．００５０．００６０．００７０．００８０．００８黒 部 植 木黒 部 市

０．００７０．００８０．００７０．００８０．００９入 善入 善 町

０．００５０．００６０．００５０．００６０．００７小 矢 部小矢部市砺
波
・

小
矢
部
地
域 ０．００４０．００５０．００５０．００６０．００６福 野南 砺 市

０．００６０．００７０．００６０．００７０．００８年平均値

注１　測定は、オゾンを用いる化学発光法によります。
　２　「富山県大気汚染常時観測局適正配置計画」により、高岡戸出については２３年度末に測定を廃止

しました。

（単位：ppm）
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　表２‐３９　二酸化窒素に係る環境基準の達成状況

注１　測定は、オゾンを用いる化学発光法によります。
　２　環境基準の適（○）とは、年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、低い方から数えて９８％目
にあたる値が、０．０４ppmから０．０６ppmのゾーン内又はそれ以下であることをいいます。

　３　「富山県大気汚染常時観測局適正配置計画」により、高岡戸出については２３年度末に測定を廃止
しました。

環境基準の適（〇）、
否（×）

１日平均値の９８％値（ppm）項　目

観　測　局

０．０４ppmから０．０６ppmまでのゾーン内又はそ
れ以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度

〇〇〇〇〇０．０１６０．０２１０．０１８０．０２００．０２３富 山 岩 瀬

富 山 市
富
山
地
域

〇〇〇〇〇０．０１６０．０２００．０１６０．０２１０．０２２富 山 芝 園

〇〇〇〇〇０．０１１０．０１１０．０１００．０１１０．０１５婦 中 速 星

〇〇〇〇〇０．０１３０．０１７０．０１４０．０１４０．０１７高 岡 伏 木

高 岡 市
高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

〇〇〇〇〇０．０１７０．０２３０．０２１０．０２２０．０２４高 岡 本 丸

〇０．０２０高 岡 戸 出

〇〇〇〇〇０．００８０．００９０．０１００．０１００．０１３氷 見氷 見 市

〇〇〇〇〇０．０１５０．０２２０．０１９０．０２１０．０２２新湊三日曽根

射 水 市 〇〇〇〇〇０．０１６０．０２００．０１７０．０１８０．０１９新 湊 海 老 江

〇〇〇〇〇０．０１７０．０１９０．０１９０．０２００．０２２小 杉 太 閤 山

〇〇〇〇〇０．０１４０．０１６０．０１４０．０１４０．０２０魚 津魚 津 市
新
川
地
域

〇〇〇〇〇０．０１４０．０１５０．０１７０．０１８０．０２３黒 部 植 木黒 部 市

〇〇〇〇〇０．０１６０．０１６０．０１６０．０１７０．０２１入 善入 善 町

〇〇〇〇〇０．０１３０．０１７０．０１５０．０１８０．０１８小 矢 部小矢部市砺
波
・
小
矢
部
地
域 〇〇〇〇〇０．０１１０．０１６０．０１２０．０１８０．０１６福 野南 砺 市
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　表２‐４０　浮遊粒子状物質濃度の年度別推移（年平均値）

２７２６２５２４２３年　　　度
観　測　局

０．０１８０．０１８０．０１９０．０１３０．０１３富 山 水 橋

富 山 市

富
　
　
山
　
　
地
　
　
域

０．０１６０．０１６０．０１６０．０１３０．０１３富 山 岩 瀬

０．０１５０．０１５０．０１７０．０１４０．０１３富 山 芝 園

０．０１６０．０１５０．０１６０．０１４０．０１４富 山 蜷 川

０．０１３０．０１３０．０１６０．０１４０．０１３婦 中 速 星

０．０１４０．０１４０．０１３０．０１２０．０１３滑 川 上 島
滑 川 市

０．０１３滑 川 大 崎 野

０．０２００．０１９０．０２００．０１８０．０１８高 岡 伏 木

高 岡 市
高

岡

・

射

水

地

域

０．０１４０．０１５０．０１７０．０１７０．０１７高 岡 本 丸

０．０１１０．０１５０．０１７０．０１３０．０１４高 岡 戸 出

０．０１６０．０１６０．０１６０．０１６０．０１９氷 見氷 見 市

０．０１６０．０１７０．０１６０．０１７０．０１２新湊三日曽根

射 水 市 ０．０１６０．０１６０．０１７０．０１５０．０１６新 湊 海 老 江

０．０１７０．０１７０．０１８０．０１６０．０１６小 杉 太 閤 山

０．０２７０．０１９０．０２１０．０１９０．０２１魚 津魚 津 市
新
川
地
域

０．０１１０．０１１０．０１２０．０１２０．０１０黒 部 植 木黒 部 市

０．０２００．０１９０．０１７０．０１７０．０１７入 善入 善 町

０．０１９０．０１９０．０１９０．０１８０．０１９砺 波砺 波 市砺
波
・
小
矢
部
地
域

０．０１７０．０１６０．０１２０．０２００．０２２小 矢 部小矢部市

０．０１６０．０１７０．０２２０．０２２０．０２１福 野南 砺 市

０．０１６０．０１６０．０１７０．０１６０．０１６年平均値

注１　測定は、β線吸収法によります。
　２　滑川大崎野については２３年度末に測定を廃止しました。

（単位：mg／m３）
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　表２‐４１　浮遊粒子状物質に係る環境基準の達成状況

注１　測定は、β線吸収法によります。
　２　短期的評価による適（〇）とは、１時間値の１日平均値がすべての有効測定日（１日２０時間以上

の測定が行われた日をいう。）で０．１０mg／m３以下であり、かつ、１時間値がすべての測定時間に
おいて０．２０mg／m３以下であることをいいます。

　３　長期的評価による適（〇）とは、年間にわたる１日平均値のうち、高い方から２％の範囲内にあ
るものを除外した後の最大値が０．１０mg／m３以下であり、かつ、年間を通じて１日平均値が０．１０mg
／m３を超える日が２日間以上連続しないことをいいます。

　４　滑川大崎野については２３年度末に測定を廃止しました。

長期的評価によ
る適（〇）、否（×）

短期的評価によ
る適（〇）、否（×）

１日平均値の２％除外値（mg／m３）項　目

観　測　局

０．１０mg／m３以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０５００．０４７０．０６００．０３８０．０３４富 山 水 橋

富 山 市

富
　
　
山
　
　
地
　
　
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇×０．０４５０．０４２０．０４４０．０３８０．０３０富 山 岩 瀬

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４００．０４２０．０５００．０３９０．０３５富 山 芝 園

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４２０．０４００．０４９０．０４２０．０３８富 山 蜷 川

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４１０．０３７０．０５９０．０３９０．０３４婦 中 速 星

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４９０．０４２０．０５３０．０４３０．０３９滑 川 上 島
滑 川 市

〇〇０．０３８滑 川 大 崎 野

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０５２０．０４５０．０５７０．０４９０．０３８高 岡 伏 木

高 岡 市
高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４３０．０４４０．０５６０．０４７０．０４１高 岡 本 丸

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０３７０．０４２０．０５３０．０３６０．０３７高 岡 戸 出

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４８０．０４１０．０５６０．０４４０．０４４氷 見氷 見 市

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４８０．０４２０．０５２０．０４６０．０３２新湊三日曽根

射 水 市 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４８０．０４５０．０５８０．０４４０．０４０新 湊 海 老 江

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４１０．０４５０．０５６０．０４３０．０４１小 杉 太 閤 山

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０５６０．０４８０．０５２０．０４６０．０４５魚 津魚 津 市
新
川
地
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０３８０．０３５０．０４７０．０３９０．０３０黒 部 植 木黒 部 市

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４６０．０４００．０４５０．０３７０．０３６入 善入 善 町

〇〇〇〇〇〇〇〇〇×０．０４３０．０４２０．０５６０．０４５０．０４４砺 波砺 波 市砺
波
・
小
矢
部
地
域

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０４５０．０４４０．０３９０．０４８０．０４７小 矢 部小矢部市

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇０．０３８０．０４４０．０５９０．０４７０．０４３福 野南 砺 市
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　表２‐４２　光化学オキシダント濃度の年度別推移（年平均値）

２７２６２５２４２３年　　　度
観　測　局

０．０３５０．０３４０．０３４０．０３５０．０３２富 山 水 橋

富 山 市

富
　
　
　
山
　
　
　
地
　
　
　
域

０．０３５０．０３４０．０３４０．０３５０．０３２富 山 岩 瀬

０．０３４０．０３２０．０３２０．０３４０．０３２富 山 芝 園

０．０３４０．０３４０．０３４０．０３４０．０３１富 山 蜷 川

０．０３３０．０３３０．０３３０．０３４０．０３１婦 中 速 星

０．０３００．０２８０．０３００．０３２０．０２９滑 川 上 島
滑 川 市

０．０３８滑 川 大 崎 野

０．０３８０．０３７０．０３６０．０３７０．０３６高 岡 伏 木

高 岡 市
高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

０．０３６０．０３２０．０３３０．０３３０．０３１高 岡 本 丸

０．０３３０．０３２０．０３３０．０３３０．０３１高 岡 戸 出

０．０３００．０３０福 岡

０．０３６０．０３４０．０３４０．０３５０．０３２氷 見氷 見 市

０．０３５０．０３４０．０３３０．０３５０．０３３新湊三日曽根

射 水 市 ０．０３７０．０３５０．０３３０．０３６０．０３２新 湊 海 老 江

０．０３１０．０３１０．０３１０．０３１０．０２９小 杉 太 閤 山

０．０３５０．０３４０．０３５０．０３６０．０３３魚 津魚 津 市
新
川
地
域

０．０３５０．０３３０．０３２０．０３４０．０３１黒 部 植 木黒 部 市

０．０３５０．０３４０．０３３０．０３４０．０３２入 善入 善 町

０．０３５０．０３４０．０３５０．０３５０．０３３砺 波砺 波 市砺
波
・
小
矢
部
地
域

０．０３６０．０３３０．０３３０．０３３０．０３０小 矢 部小矢部市

０．０３４０．０３３０．０３３０．０３１０．０３２福 野南 砺 市

０．０３５０．０３３０．０３３０．０３４０．０３２年平均値

注１　測定は、紫外線吸収法によります。
　２　滑川大崎野については２３年度末、福岡については２４年度末に測定を廃止しました。

（単位：ppm）
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　表２‐４３　光化学オキシダントに係る環境基準の達成状況

注１　測定は、紫外線吸収法によります。
　２　滑川大崎野については２３年度末、福岡については２４年度末に測定を廃止しました。

１時間値が０．０６ppmを超えない場
合の割合（％）

１時間値の最高値（ppm）項　目

観　測　局

０．０６ppm以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度

９３．５９３．２９５．２９４．９９４．８０．１０４０．１０８０．０９８０．０８５０．１０４富 山 水 橋

富 山 市

富
　
　
　
山
　
　
　
地
　
　
　
域

９３．７９３．７９５．４９５．３９４．７０．０９９０．１１００．０９８０．０８５０．１０５富 山 岩 瀬

９３．６９４．２９６．７９４．７９５．１０．１１１０．１０１０．０９９０．０８６０．１０２富 山 芝 園

９４．０９３．８９４．９９５．２９５．４０．１０６０．０９８０．０９８０．０９２０．０９９富 山 蜷 川

９４．３９４．９９６．３９５．２９５．１０．１１２０．０９７０．０９９０．０８９０．１０３婦 中 速 星

９５．１９６．７９５．６９５．５９５．３０．０９２０．０９４０．０９５０．０９００．１００滑 川 上 島
滑 川 市

９２．２０．１０２滑 川 大 崎 野

９３．１９３．０９４．８９４．７９４．８０．１０２０．０９８０．１０２０．０９４０．１０２高 岡 伏 木

高 岡 市
高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

９２．７９４．３９５．９９６．３９６．３０．１０４０．０９２０．１０００．０８６０．１００高 岡 本 丸

９３．２９４．４９５．２９５．０９５．５０．１１７０．０９７０．１０００．０８９０．０９９高 岡 戸 出

９６．７９６．００．０９３０．１０１福 岡

９３．１９３．３９４．８９４．３９５．９０．１１００．０９５０．０９９０．０９２０．１０１氷 見氷 見 市

９３．１９２．０９３．８９４．１９４．８０．１０２０．１０２０．０９９０．０８５０．１０２新湊三日曽根

射 水 市 ９１．４９２．５９５．１９５．６９５．９０．１０９０．０９８０．１０２０．０８４０．０９３新 湊 海 老 江

９４．３９３．３９４．７９６．４９６．３０．１０６０．０９７０．０９７０．０８６０．０９３小 杉 太 閤 山

９３．９９４．５９４．２９４．９９５．００．０９５０．１０８０．０９７０．０９００．０９８魚 津魚 津 市
新
川
地
域

９４．４９５．５９７．６９６．８９６．４０．０９５０．０９６０．０８６０．０８６０．０９９黒 部 植 木黒 部 市

９３．５９４．４９６．８９５．８９６．３０．０９２０．１０００．０９５０．０８８０．１０３入 善入 善 町

９３．８９４．３９５．２９５．１９６．００．１０８０．０８９０．０９８０．０８７０．０９８砺 波砺 波 市砺
波
・
小
矢
部
地
域

９１．９９３．６９４．４９４．６９６．１０．１１５０．１０４０．１０４０．０９４０．１０２小 矢 部小矢部市

９３．３９４．１９４．５９４．９９５．００．１０９０．１０３０．１０１０．０９４０．１０３福 野南 砺 市
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　表２‐４４　炭化水素濃度の年度別推移（年平均値）

２７２６２５２４２３年　度
項　目観　測　局

０．１２０．１４０．１６０．１５０．１７非 メ タ ン 炭 化 水 素

富 山 岩 瀬

富 山 市

富
　
　
山
　
　
地
　
　
域

１．９５１．９５１．９３１．９２１．９２メ タ ン

２．０８２．０８２．０９２．０７２．０９全 炭 化 水 素

０．０６０．０７０．０７０．０６０．０７非 メ タ ン 炭 化 水 素

婦 中 速 星 １．９７１．９６１．９５１．９２１．９２メ タ ン

２．０２２．０３２．０２１．９８１．９９全 炭 化 水 素

０．０９０．１１０．１１０．０９０．１０非 メ タ ン 炭 化 水 素

高 岡 伏 木高 岡 市

高
　
岡
　
・
　
射
　
水
　
地
　
域

１．８７１．８７１．８６１．８４１．８３メ タ ン

１．９６１．９８１．９７１．９３１．９３全 炭 化 水 素

０．１２０．１１０．１１０．１１０．１２非 メ タ ン 炭 化 水 素

新湊三日曽根射 水 市 １．９１１．９１１．９１１．８９１．８９メ タ ン

２．０３２．０２２．０１２．００２．０２全 炭 化 水 素

０．０９０．１００．１２０．１００．１１非 メ タ ン 炭 化 水 素

魚 津魚 津 市
新
川
地
域

１．９５１．９４１．９５１．９０１．８８メ タ ン

２．０４２．０４２．０７２．００１．９９全 炭 化 水 素

０．０６０．０７０．０７０．０８０．１０非 メ タ ン 炭 化 水 素

福 野南 砺 市

砺
波
・
小
矢
部
地
域

１．９４１．９４１．９３１．９１１．９１メ タ ン

２．００２．０１２．０１１．９９２．０１全 炭 化 水 素

０．０９０．１００．１１０．１００．１１非 メ タ ン 炭 化 水 素

年 平 均 値 １．９３１．９３１．９２１．９０１．８９メ タ ン

２．０２２．０３２．０３２．００２．０１全 炭 化 水 素

注　測定は、水素炎イオン化法によります。

（単位：ppmC）
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　表２‐４５　微小粒子状物質濃度の年度別推移（年平均値）
（単位：μg ／㎥）

２７２６２５２４２３年　度
観測局

１０．４１１．２１０．５１０．５富 山 岩 瀬

富 山 地 域 １０．４富 山 芝 園

８．９１１．０１０．９婦 中 速 星

１３．１１４．８１５．０１５．６高 岡 伏 木
高 岡 ・
射 水 地 域 １２．３氷 見

１３．７１４．９１４．６１２．８１２．７小 杉 太 閤 山

１２．１１３．１１３．０魚 津
新 川 地 域

１０．９１１．６入 善

１０．８小 矢 部
砺波・小矢部地域

１２．３１３．２１３．７福 野

１１．５１２．８１３．０１３．０１２．７年 平 均 値

注１　測定は、β線吸収法によります。
　２　富山岩瀬、高岡伏木については２４年度、婦中速星、魚津、福野については２５年度、

入善については２６年度、富山芝園、氷見、小矢部については２７年度から測定を開始し
ました。

　表２‐４６　微小粒子状物質に係る環境基準の達成状況

注１　測定は、β線吸収法によります。
　２　短期基準による適（○）とは、年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、低い方から数えて９８％

目にあたる値が、３５μg／㎥以下であることをいいます。
　３　長期基準による適（○）とは、１年平均値が１５μg／㎥以下であることをいいます。
　４　富山岩瀬、高岡伏木については２４年度、婦中速星、魚津、福野については２５年度、入善について

は２６年度、富山芝園、氷見、小矢部については２７年度から測定を開始しました。

長期基準による
適（○）、否（×）

短期基準による
適（○）、否（×）

１日平均値の９８パーセンタイル値（μg ／㎥）項　目

観　測　局

３５μg ／㎥以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度

〇〇〇〇〇〇〇〇２７．１２８．９３３．９３３．７富 山 岩 瀬

富 山 地 域 〇〇２７．７富 山 芝 園

〇〇〇〇〇〇２３．０２８．０２８．９婦 中 速 星

〇〇〇×〇×××３１．８３６．２３８．８３６．５高 岡 伏 木
高 岡 ・
射 水 地 域 〇〇３５．０氷 見

〇〇〇〇○×××〇○３７．３３８．７４２．３３４．７３３．８小 杉 太 閤 山

〇〇〇〇〇×３３．０３３．１３６．４魚 津
新 川 地 域

〇〇〇〇２７．８３１．０入 善

〇〇２８．０小 矢 部
砺波・小矢部地域

〇〇〇〇〇×３０．８３３．９３８．５福 野
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（２８年３月現在）
　表２‐４７　自動車排出ガス観測局の概要

測　定　項　目　等調査機関設置年度所　在　地観　測　局市

・一酸化炭素（非分散型赤外分析
計を用いる方法）
・窒素酸化物（オゾンを用いる化
学発光法）
・炭化水素（水素炎イオン化法）
・浮遊粒子状物質（β線吸収法）
・微小粒子状物質（β線吸収法）
・テレメータ化

市Ｈ　５豊 田 町富 山 豊 田

富山市 市Ｓ４７本 丸富 山 城 址

市Ｈ　３婦中町上田島婦 中 田 島

県Ｈ１６大 坪 町高 岡 大 坪高岡市

県Ｈ　３鷲 塚小 杉 鷲 塚
射水市

県Ｈ１６橋 下 条小 杉 下 条

県Ｈ　３前 沢黒 部 前 沢黒部市

７計

注１　１６年度に高岡広小路を廃止し、より交通量の多い一般国道８号沿線の状況を監視する高岡大坪を
新設し、１７年度から監視を開始しました。

　２　１６年度に小杉下条を新設し、１７年度から監視を開始しました。
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　表２‐４８　自動車排出ガス観測局における測定結果の年度別推移（年平均値）

２７２６２５２４２３年　度
項目（単位）観測局

０．４０．４０．４０．４０．５　（ppm）一酸化炭素

富
　
山
　
豊
　
田富

　
　
　
　
　
山
　
　
　
　
　
市

０．００８０．００９０．００９０．０１１０．０１２（ppm）一酸化窒素
０．０１５０．０１６０．０１６０．０１８０．０１８（ppm）二酸化窒素
０．０２３０．０２５０．０２５０．０２８０．０３０（ppm）窒素酸化物
０．１２０．１４０．１５０．１５０．１７　（ppmC）非メタン炭化水素
１．９２１．９１１．９０１．９０１．９１　（ppmC）メタン
２．０４２．０５２．０６２．０５２．０８　（ppmC）全炭化水素
０．０２２０．０２２０．０２１０．０１９０．０２１（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
０．３０．３０．４０．４０．４　（ppm）一酸化炭素

富
　
山
　
城
　
址

０．００３０．００４０．００４０．００４０．００６（ppm）一酸化窒素
０．０１１０．０１２０．０１２０．０１３０．０１５（ppm）二酸化窒素
０．０１４０．０１６０．０１６０．０１７０．０２０（ppm）窒素酸化物
０．１１０．１１０．１１０．１１０．１８　（ppmC）非メタン炭化水素
１．９４１．９３１．９２１．９１１．９２　（ppmC）メタン
２．０５２．０４２．０３２．０２２．０９　（ppmC）全炭化水素
０．０１５０．０１５０．０１６０．０１５０．０１５（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
０．００４０．００４０．００５０．００５０．００７（ppm）一酸化窒素婦

中
田
島

０．０１１０．０１００．０１１０．０１２０．０１４（ppm）二酸化窒素
０．０１５０．０１４０．０１６０．０１７０．０２２（ppm）窒素酸化物
０．０１６０．０１５０．０１５０．０１３０．０１６（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
０．４０．４０．３０．４０．４　（ppm）一酸化炭素

高
岡
大
坪

高
　
　岡
　　
市

０．０１１０．０１５０．０１６０．０１８０．０２１（ppm）一酸化窒素
０．０２００．０２２０．０２２０．０２４０．０２４（ppm）二酸化窒素
０．０３００．０３７０．０３８０．０４２０．０４５（ppm）窒素酸化物
０．１００．１２０．１２０．１３０．１３　（ppmC）非メタン炭化水素
１．９３１．９２１．９２１．９１１．９０　（ppmC）メタン
２．０３２．０５２．０４２．０４２．０３　（ppmC）全炭化水素
０．０１８０．０１８０．０２００．０２１０．０２１（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
１５．６１６．８１７．０１８．４１６．７　（主／㎥）微小粒子状物質
０．３０．３０．３０．３０．３　（ppm）一酸化炭素

小
　
杉
　
鷲
　
塚

射
　
　
　
水
　
　
　
市

０．００４０．００３０．００３０．００４０．００５（ppm）一酸化窒素
０．００８０．００９０．００９０．００９０．０１１（ppm）二酸化窒素
０．０１２０．０１３０．０１３０．０１３０．０１６（ppm）窒素酸化物
０．１００．１００．１１０．１００．１０　（ppmC）非メタン炭化水素
１．９８１．９７１．９５１．９４１．９４　（ppmC）メタン
２．０８２．０７２．０５２．０４２．０４　（ppmC）全炭化水素
０．０１７０．０１７０．０１７０．０１７０．０１８（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
０．０１７０．０１５０．０１７０．０１２０．０１０（ppm）一酸化窒素小

杉
下
条

０．０１４０．０１４０．０１５０．０１２０．０１２（ppm）二酸化窒素
０．０３１０．０２９０．０３２０．０２４０．０２２（ppm）窒素酸化物
０．０１８０．０１８０．０１９０．０１８０．０１８（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
０．００３０．００７０．００７０．００８０．００８（ppm）一酸化窒素黒

部
前
沢

黒
部
市

０．００８０．０１２０．０１２０．０１３０．０１４（ppm）二酸化窒素
０．０１１０．０１９０．０１９０．０２１０．０２３（ppm）窒素酸化物
０．０１３０．０１２０．０２７０．０２６０．０２５（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
０．４０．４０．４０．４０．４　（ppm）一酸化炭素

年平均値 ０．０１２０．０１４０．０１４０．０１４０．０１５（ppm）二酸化窒素
０．０１７０．０１７０．０１９０．０１８０．０１９（㎎／㎥）浮遊粒子状物質
１５．６１６．８１７．０１８．４１６．７　（主／㎥）微小粒子状物質

注１　測定は、一酸化炭素は非分散型赤外分析計を用いる方法、その他の項目は一般環境観測局の測定
方法と同じです。

　２　窒素酸化物は、一酸化窒素と二酸化窒素とを加えたものです。
　３　全炭化水素は、非メタン炭化水素とメタンとを加えたものです。
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　表２‐４９　自動車排出ガス観測局における環境基準の達成状況

注１　測定は、非分散型赤外分析計を用いる方法によります。
　２　長期的評価による適（○）とは、年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、高い方から２％の

範囲にあるものを除外した後の最大値が１０ppm以下であり、かつ、年間を通じて１日平均値が
１０ppmを超える日が２日以上連続しないことをいいます。

　　①　一酸化炭素

長期的評価による
適（○）、否（×）

１日平均値が１０ppm
を超えた日が２日以上
連続の有無

１日平均値の２％除外値
（ppm）項　目

観測局
無１０ppm以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度
〇〇〇〇〇無無無無無０．６０．６０．６０．６０．７富 山 豊 田富山市 〇〇〇〇〇無無無無無０．５０．５０．６０．７０．７富 山 城 址
〇〇〇〇〇無無無無無０．６０．７０．６０．６０．７高 岡 大 坪高岡市
〇〇〇〇〇無無無無無０．５０．４０．５０．５０．６小 杉 鷲 塚射水市

注１　測定は、オゾンを用いる化学発光法によります。
　２　長期的評価による適（○）とは、年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、低い方か

ら数えて９８％目にあたる値が、０．０４ppmから０．０６ppmのゾーン内又はそれ以下であるこ
とをいいます。

　　②　二酸化窒素

長期的評価による
適（○）、否（×）

１日平均値の９８％値（ppm）項　目

観測局

０．０４ppmから０．０６ppmまでのゾーン
内又はそれ以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度
〇〇〇〇〇０．０２９０．０３１０．０３１０．０３５０．０３６富 山 豊 田

富山市 〇〇〇〇〇０．０２１０．０２３０．０２２０．０２７０．０３０富 山 城 址
〇〇〇〇〇０．０２２０．０２１０．０２１０．０２５０．０２７婦 中 田 島
〇〇〇〇〇０．０３５０．０３８０．０４００．０４００．０４２高 岡 大 坪高岡市
〇〇〇〇〇０．０２１０．０２４０．０２１０．０２２０．０２６小 杉 鷲 塚射水市 〇〇〇〇〇０．０３００．０２６０．０２８０．０２８０．０２７小 杉 下 条
〇〇〇〇〇０．０１８０．０２５０．０２５０．０２６０．０２８黒 部 前 沢黒部市

　　③　浮遊粒子状物質

注１　測定は、β線吸収法によります。
　２　短期的評価による適（○）とは、１時間値の１日平均値がすべての有効測定日（１日２０時間以上の

測定が行われた日をいう。）で０．１０mg／m３以下であり、かつ、１時間値がすべての測定時間におい
て０．２０mg／m３以下であることをいいます。

　３　長期的評価による適（○）とは、年間にわたる１日平均値のうち、高い方から２％の範囲内にある
ものを除外した後の最大値が０．１０mg／m３以下であり、かつ、年間を通じて１日平均値が０．１０mg／
m３を超える日が２日以上連続しないことをいいます。

長期的評価による
適（○）、否（×）

短期的評価による
適（○）、否（×）

１日平均値の２％除外値（mg／m３）項　目

観測局
０．１０mg/m３以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度
〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０５１０．０４９０．０５６０．０４５０．０４０富山豊田

富山市 〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０４２０．０４３０．０４８０．０４００．０３５富山城址
〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０４４０．０４１０．０５５０．０４００．０４４婦中田島
〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０４６０．０４５０．０５８０．０５１０．０４５高岡大坪高岡市
〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０５１０．０４５０．０６９０．０４７０．０４３小杉鷲塚射水市 〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０４１０．０４６０．０４８０．０４２０．０４１小杉下条
〇〇〇〇〇〇〇○○○０．０４３０．０３５０．０６２０．０５４０．０４６黒部前沢黒部市
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　　④　微小粒子状物質

注１　測定は、β線吸収法によります。
　２　短期基準による適（○）とは、年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、低い方から数えて９８％

目にあたる値が３５μg／m３以下であることをいいます。
　３　長期基準による適（○）とは、１年平均値が１５μg／m３以下であることをいいます。

長期基準による
適（○）、否（×）

短期基準による
適（○）、否（×）

１日平均値の９８パーセンタイル値（μg／㎥）項　目

観測局
３５μg/m３以下であること基　準

２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３２７２６２５２４２３年　度

××××××××××３６．２３８．８４３．５４０．３３９．２高岡大坪高岡市

　表２‐５０　ばい煙発生施設数の年度別推移

２７２６２５２４２３年　　度
種　　類

２，２２１２，２２８２，１９０２，１３６２，０６４ボ イ ラ ー
１６８１６６１７０１７９１７８金 属 溶 解 炉
１７２１７７１７６１７７１７３金 属 加 熱 炉
７０７１６８６８７１焼 成 炉 ・ 溶 融 炉
９８９７９２９５９６乾 燥 炉
２３２３２３２３２３電 気 炉
５１５０５４５５５３廃 棄 物 焼 却 炉
２２１１３銅・鉛・亜鉛精錬用施設
４６４８４４５７５７塩素・塩化水素反応施設
１００９９９６８９８６ガ ス タ ー ビ ン
３２３３１４２８１２７２２８７デ ィ ー ゼ ル 機 関
６３６３５８５８６３そ の 他

３，３３７３，３３８３，２５３３，２１０３，１５４計
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（２８年３月３１日現在）
　表２‐５１　大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設の届出状況

ば　　　い　　　煙　　　発　　　生　　　施　　　設　　　数

工
場
・
事
業
場
数

市
　
　
郡
　
　
名

計

３１３０２９２７２１１９１４１３１２１１１０９７６５４３２１
ガ

ス

機

関

デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

用

施

設

硝

酸

製

造

反

応

施

設

複
合
肥
料
製
造
用

反
応
施
設
等

塩
素
・
塩
化
水
素

精
練
用
施
設

銅
・
鉛
・
亜
鉛

廃
棄
物
焼
却
炉

電

気

炉

乾

燥

炉

直

火

炉

反

応

炉

溶

融

炉

焼

成

炉

石
油
加
熱
炉

金
属
加
熱
炉

金
属
溶
解
炉

溶

鉱

炉

転
炉
・
平
炉

炉
・
煆
焼
炉

焙
焼
炉
・
焼
結

加

熱

炉

ガ
ス
発
生
炉

ボ

イ

ラ

ー

１，２７８１１５４３５７６２１１３６２０８６３１３４３３０１５８９７４８７富 山 市
５５６０３５１６００３５０１０４１８１４３０２３４０１３０３５４２４３高 岡 市
１０５０１４９００８０００２００００００００７２５０魚 津 市
７８０７１００００５０７０００１１１０１０４５４２氷 見 市
９９０１０２００００００４００００００００８３３６滑 川 市
２０５０２９６０００１１０７０００１６１８０００１２７５８黒 部 市
１５２０８１８００００５０５０００９１５０００９２６９砺 波 市
９１０６１００００１０８０３０３３０００６６５０小矢部市
１３５０１０１００００００４０００７１０００１１２７３南 砺 市
３８４３３５８００１０８１２１１０００６４３６０００２０６１０９射 水 市
１５８０４２００００５１１２０１０５２８０００１００５７中新川郡
９６０１１１００００３０００００１１３０００６７３５下新川郡

３，３３７４３２３１００７６４６２５１２３９８２２７０１３１７２１６８１５５２，２２１１，３０９計

　表２‐５２　大気汚染防止法に基づく一般粉じん発生施設の届出状況

粉　じ　ん　発　生　施　設　数
工　場・
事業場数市 郡 名

計ふるい破砕機
摩砕機

ベルトコンベア
バケットコンベア堆積場

３０６１６８２７１１３７８４富 山 市
１４６２２７７３４４３９高 岡 市
２５２１３１９１８魚 津 市
４９４７２５１３１０氷 見 市
２４１３８１２８滑 川 市
８１８２５２４２４１２黒 部 市
５５４１４１５２２１２砺 波 市
７６９２２１２３３２４小 矢 部 市
９６４１９４５２８２４南 砺 市
１３２２７７３５０２２射 水 市
１３１１３４７４１３０２４中 新 川 郡
９１４２４４９１４１２下 新 川 郡

１，２１２６９２９０４３７４１６２８９計

（２８年３月３１日現在）
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（２８年３月３１日現在）
　表２‐５３　大気汚染防止法に基づく揮発性有機化合物（VOC）排出施設の届出状況

VOC　排　出　施　設　数

工
場
・
事
業
場
数

市
　
　
郡
　
　
名

計

９８７６５４３２１
貯

蔵

タ

ン

ク

工

業

用

洗

浄

施

設

グ

ラ

ビ

ア

印

刷

用

乾

燥

施

設

オ
フ
セ
ッ
ト
輪
転
印
刷
用
乾
燥
施
設

（
４
項
・
木
材
・
木
製
品
製
造
用
を
除
く
）

接

着

用

乾

燥

施

設

（
印
刷
回
路
、
粘
着
テ
ー
プ
等
、
包
装
材
料
製
造
用
）

接

着

用

乾

燥

施

設

塗

装

用

乾

燥

施

設

吹

付

塗

装

施

設

化

学

製

品

製

造

用

乾

燥

施

設
８００１０１２０３１４富 山 市
３００００００００３２高 岡 市
０００００００００００魚 津 市
０００００００００００氷 見 市
４０００３０１０００２滑 川 市
３０００００３０００１黒 部 市
０００００００００００砺 波 市
１０００００００１０１小矢部市
０００００００００００南 砺 市
１０００００００１０１射 水 市
４００００２２０００１中新川郡
３００００２１０００１下新川郡
２７００１３５９０５４１３計

　表２‐５４　大気汚染防止法に基づくアスベスト除去工事等作業の届出状況（２７年度）

計
封じ込め囲い込み除　去

市　郡　名
改造・補修改造・補修改造・補修解体

７８（４６）０（０）０（０）２４　（３）５４（４３）富 山 市
２５（１４）１（１）０（０）１０　（５）１４　（８）高 岡 市
３　（１）０（０）０（０）１　（１）２　（０）魚 津 市
３　（１）０（０）０（０）１　（１）２　（０）氷 見 市
２　（２）０（０）０（０）０　（０）２　（２）滑 川 市
６　（４）０（０）０（０）２　（２）４　（２）黒 部 市
４　（１）０（０）０（０）１　（０）３　（１）砺 波 市
２　（１）０（０）０（０）１　（０）１　（１）小 矢 部 市
５　（１）０（０）０（０）０　（０）５　（１）南 砺 市
２０　（５）０（０）１（０）５　（０）１４　（５）射 水 市
６　（２）０（０）０（０）２　（０）４　（２）中 新 川 郡
７　（４）０（０）０（０）０　（０）７　（４）下 新 川 郡
１６１（８２）１（１）１（０）４７（１２）１１２（６９）計

注　（　）は立入件数です。
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　表２‐５５　大気関係立入調査状況（２７年度）

計

（
サ
ー
ビ
ス
業
等
）

そ

の

他

廃
棄
物
処
理
業

電

気

業

そ
の
他
の
製
造
業

製

造

業

輸
送
用
機
械
器
具

ス
・
電
子
回
路
製
造
業

電
子
部
品
・
デ
バ
イ

金
属
製
品
製
造
業

非
鉄
金
属
製
造
業

鉄

鋼

業

製

造

業

窒
業
・
土
石
製
品

ゴ
ム
製
品
製
造
業

品

製

造

業

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製

製
品
製
造
業

石
油
製
品
・
石
炭

化

学

工

業

紙
加
工
品
製
造
業

パ
ル
プ
・
紙
・

製

造

業

木
材
・
木
製
品

食
料
品
製
造
業

繊

維

工

業

業種

区分

５２２１
ば い じ ん

基
準
の
適
合
状
況

（　６）（　２）（　３）（　１）

２０２２２４１９有 害 物 質
及 び
有 害 ガ ス （４３０）（　２）（　３）（　１８）（２７１）（　１）（１３５）

８１３４
ＶＯＣ施設

（　１４）（　１）（　６）（　７）

３３０４４２０４１２０００３０１３００００
小 計

（４５０）（　０）（　４）（　６）（　１８）（　０）（２７１）（　１）（　２）（　０）（　０）（　０）（　６）（　０）（１４２）（　０）（　０）（　０）（　０）

６４１８２２１２５７２１１５１３１１２１ば い 煙
発 生 施 設届

出

確

認

（３７０）（１１２）（　４）（　４３）（　１２）（　２５）（　２２）（　５５）（　３）（　２）（　１）（　９）（　７２）（　　１）（　１）（　６）（　２）

１０９１堆積場等の
粉 じ ん
発 生 施 設 （１２５）（１１９）（　６）

７４１８２０２１２５７２９１１６１３１１２１
小 計

（４９５）（１１２）（　４）（　０）（　４３）（　１２）（　２５）（　２２）（　５５）（　３）（１１９）（　２）（　１）（　１５）（　７２）（　１）（　１）（　６）（　２）

１０７１８６４４１６６９２９１４６２６１１２１
合 計

（９４５）（１１２）（　８）（　６）（　６１）（　１２）（２９６）（　２３）（　５７）（　３）（１１９）（　２）（　７）（　１５）（２１４）（　１）（　１）（　６）（　２）

２５８１２４１３５１指 導 件 数

注　数字は工場・事業場数、（　）は施設数です。
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　表２‐５６　大気汚染緊急時の措置

措　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置
区　分物質

自 動 車 等緊 急 時 協 力 工 場一　 　 般

・　不要不急の燃焼を自粛
するとともに注意報等の
発令に備えて、注意報等
の措置が行える体制をと
ることを要請

・　ばい煙を排出する者に
対し、不要不急の燃焼の
自粛、燃焼方法の改善等
による硫黄酸化物排出量
の減少について協力を要
請

情 報
硫

黄

酸

化

物

・　通常硫黄酸化物排出量
の２０％以上削減するよう
勧告

〃注意報

・　通常硫黄酸化物排出量
の５０％以上削減するよう
勧告

〃警　報

・　硫黄酸化物排出許容量
の８０％以上削減するよう
命令

〃重 大
警 報

・　不要不急の自動車を使
用しないこと並びに当該
地域への運行を自粛する
ことについて協力を要請

・　不要不急の燃焼を自粛
するとともに注意報等の
発令に備えて、注意報等
の措置が行える体制をと
ることを要請

・　ばい煙を排出する者に
対し、不要不急の燃焼の
自粛、燃焼方法の改善等
によるばい煙排出量の減
少について協力を要請

・　次の事項について注意
するよう周知

　敢　屋外になるべく出な
いようにする

　柑　屋外運動はさしひか
えるようにする

　桓　光化学スモッグの被
害を受けた人は、最寄
りの厚生センター（保
健所）に連絡する

情　報

オ

キ

シ

ダ

ン

ト

〃
・　燃料使用量等を通常使
用量の２０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう勧告

〃注意報

〃
・　燃料使用量等を通常使
用量の３０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう勧告

〃警　報

・　不要不急の自動車を使
用しないこと並びに当該
地域への運行を自粛する
ことについて協力を要請
・　県公安委員会に対し、
道路交通法の規定による
措置をとるべきことを要
請

・　燃料使用量等を通常使
用量の４０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう命令〃重 大

警 報
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措　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置
区　分物質

自 動 車 等緊 急 時 協 力 工 場一　 　 般

・　不要不急の自動車を使
用しないこと並びに当該
地域への運行を自粛する
ことについて協力を要請

・　不要不急の燃焼を自粛
するとともに注意報等の
発令に備えて、注意報等
の措置を行える体制をと
ることを要請

・　ばい煙を排出する者に
対し、不要不急の燃焼の
自粛、燃焼方法の改善等
によるばい煙排出量の減
少について協力を要請

情 報浮

遊

粒

子

状

物

質

〃
・　燃料使用量等を通常使
用量の２０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう勧告

〃注意報

・　不要不急の自動車を使
用しないこと並びに当該
地域への運行を自粛する
ことについて協力を要請
・　県公安委員会に対し、
道路交通法の規定による
措置をとるべきことを要
請

・　燃料使用量等を通常使
用量の４０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう命令〃重 大

警 報

・　不要不急の自動車を使
用しないこと並びに当該
地域への運行を自粛する
ことについて協力を要請

・　不要不急の燃焼を自粛
するとともに注意報等の
発令に備えて、注意報等
の措置を行える体制をと
ることを要請

・　ばい煙を排出する者に
対し、不要不急の燃焼の
自粛、燃焼方法の改善等
によるばい煙排出量の減
少について協力を要請

情　報二
　
　
酸
　
　
化
　
　
窒
　
　
素

〃
・　燃料使用量等を通常使
用量の２０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう勧告

〃注意報

・　不要不急の自動車を使
用しないこと並びに当該
地域への運行を自粛する
ことについて協力を要請
・　県公安委員会に対し、
道路交通法の規定による
措置をとるべきことを要
請

・　燃料使用量等を通常使
用量の４０％以上削減（こ
れに準ずる措置を含む）
するよう命令〃重 大

警 報



１８４

注１　これらのデータは、原子力規制庁の環境放射能水準調査の委託により得られた成果の一部です。
　２　計数値がその計数誤差の３倍以下のものについてはNDとしました。
　３　空間放射線量率の測定のうち、氷見市及び入善町においては２３年１０月から（県独自の調査）、富山市、

高岡市、小矢部市及び砺波市においては２４年４月から測定を開始しました。
　４　２７年度の全国の結果は集計中です。また、空間放射線量率及び全ベータ放射能の全国の結果につい

ては、本県と異なる測定方法等を用いたものを含みます。

単　位全国の結果
（２６年度）

調 査 結 果調査
回数

（回/年）

調査
地点測定方法試料名調査項目

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度

nGy/h１４～２７６

６８～１２７６４～１３３６９～１４０７０～１１７―

連続

富 山 市

モニタリング
ポスト空 気空間放射

線 量 率

５１～１２７５３～１１７６１～１１８５５～１２３―高 岡 市

３４～１０９４１～９８５２～９９４６～１０３３３～１０１氷 見 市

４４～１３１４９～１２４５８～１０９５０～１３４―砺 波 市

５４～１３８５１～１２４６０～１１８５３～１１９―小矢部市

２８～１１２３７～９６４１～８７３６～１０５２９～９９射 水 市

４３～１３５３８～９５４７～９６４７～９０３８～１０８入 善 町

Bq/LND～２０ND～１．７ND～２．５ND～２．１ND～３．９ND～４．１降雨ごと射 水 市ベータ線
測定装置降 水全ベータ

放 射 能

mBq/㎥
ND～０．９６NDNDNDNDND～０．０８８１３７Cs

４〃

ゲルマニウム
半導体
核種分析
装置

大 気 浮
遊 じ ん

核種分析

ND～０．３５NDNDNDNDND～０．０７３１３４Cs

MBq/錫

ND～６，８００NDNDNDND～０．０７６ND～１３１３７Cs

１２〃降 下 物
ND～１，９００NDNDNDNDND～１４１３４Cs

NDNDNDNDNDND～０．１７１３６Cs

NDNDNDNDNDND～１０１３１I

mBq/LND～０．３５NDNDNDNDND１３７Cs１〃水 道 水

Bq/㎏生ND～１．３NDNDNDNDND１３７Cs１〃精 米

Bq/㎏生ND～０．２７NDNDNDNDND１３７Cs１富 山 市ほうれん草

Bq/㎏生ND～０．３９NDNDNDNDND１３７Cs１射 水 市大 根

Bq/LND～０．２２NDNDNDNDND１３７Cs１砺 波 市牛 乳

MBq/錫ND～４７，０００ND６７７０１２０１００１３７Cs１
射 水 市

土 壌
（上層）

MBq/錫ND～７，９００３５０２１０１５０１９０５４０１３７Cs１土 壌
（下層）

１３７Cs及
びその他
の検出さ
れた人工
放射性核
種につい
て示す。

兼
献
献
献
験

券
献
献
献
鹸

　表２‐５７　環境放射能調査の結果



１８５１８５

資
料
資
料
編編

　

３３
　
生
活
環
境
の
保

生
活
環
境
の
保
全全

　表２‐５８　環境放射線モニタリングの結果

単　位
調査結果調査

回数
（回/年）

調査
地点測定方法試料名調査項目

２７年度２６年度２５年度

nGy/h

２０．７～１０３．０１９．９～１０６．７３２．９～１３４．１

連続

上余川局
モニタリング
ポスト空　気空間放射

線 量 率 ２１．４～１３０．６２１．３～１１０．６３６．０～１０８．８八代局

２４．４～１３６．０２６．９～１１０．２－女良局

mGy/９１日０．１５０．１４～０．１５０．１５
（年１回）４上余川局積算線量計空　気積算線量

Bq/㎥ND～０．６９ND～０．９１ND～０．８２
連続〃ダストモニタ１）大気浮

遊じん
全アルファ放射能

Bq/㎥ND～１．９ND～２．４ND～２．４全ベータ放射能

Bq/㎥NDNDND１２〃ヨウ素モニタ空　気放射性ヨウ素２）

Bq/㎡NDND～０．０７８ND～０．１０１３７Cs１２〃ゲルマニウム
半導体

核種分析装置

低バックグラ
ウンド放射能
自動測定装置

降下物

核種分析３）

Bq/kg生

ND０．０１６ND１３７Cs

１氷見市
論田

精　米
NDNDND９０Sr

NDNDND１３７Cs
白　菜

NDNDND９０Sr

注１　集じん終了から６時間後までに得られた１０分値を集計しました。
　　　検出下限値（全アルファ放射能：０．０００２Bq ／㎥、全ベータ放射能：０．００４Bq ／㎥）未満のものにつ

いてはNDとしました。
　２　検出下限値（６０Bq ／㎥）未満のものについてはNDとしました。
　３　計数値がその計数誤差の３倍以下のものについてはNDとしました。



１８６

　表２‐６０　地下水の水質測定地点数（２７年度）

　　①　概況調査
測 定 機 関地　点　数市　町　村測 定 機 関地　点　数市　町　村
富 山 県７南 砺 市富 山 市２０富 山 市

〃４射 水 市富 山 県９高 岡 市
－０舟 橋 村〃２魚 津 市

富 山 県１上 市 町〃２氷 見 市
〃４立 山 町〃４滑 川 市
〃５入 善 町〃５黒 部 市
〃２朝 日 町〃４砺 波 市

７５計〃６小 矢 部 市

測 定 機 関地　点　数市　町　村測 定 機 関地　点　数市　町　村
富 山 県３南 砺 市富 山 県５高 岡 市

〃３射 水 市〃５氷 見 市
〃３砺 波 市

２２計〃３小 矢 部 市

　　②　継続監視調査

　表２‐５９　公共用水域の水域別測定地点数（２７年度）
測　定　地　点　数

水域数水　　域　　名区
分 計国土交通省富　山　市富　山　県

５（　５）５（　５）４阿尾川、余川川、上庄川、仏
生寺川

河
　
　
　
　
　
川

８（　８）３（　３）５（　５）１小矢部川
３（　３）２（　２）１（　１）１庄川

６（　４）６（　４）３内川、下条川、新堀川（主幹
排水路を含む。）

１４（１１）５（　５）９（　６）１神通川（運河を含む。）
２（　２）２（　２）１常願寺川
５（　４）１（　１）４（　３）１白岩川

９　（８）９（　８）６上市川、中川、早月川、角川、
鴨川、片貝川

１（　１）１（　１）１黒部川

１０（１０）１０（１０）８黒瀬川、高橋川、吉田川、入川、
小川、木流川、笹川、境川

６３（５６）１３（１３）１０（　７）４０（３６）２７小　　　　計
２（　１）２（　１）１境川ダム貯水池（桂湖）

湖
　
　
沼

２（　１）２（　１）１有峰ダム貯水池（有峰湖）
２（　１）２（　１）１黒部ダム貯水池（黒部湖）
６（　３）２（　１）４（　２）３小　　　　計
６（　３）６（　３）１富山新港海

　
域

２２（２２）２２（２２）１富山湾
２８（２５）２８（２５）２小　　　　計
９７（８４）１３（１３）１２（　８）７２（６３）３２合　　　　計

注　（　）内は環境基準点数です。
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注１　測定値は、年平均値です。（ただし、ＢＯＤの測定値は、７５％水質値です。）
　２　「７５％水質値」とは、全データをその値の小さいものから順に並べ、０．７５×ｎ番目（ｎはデータ

数）の値であり、適否は、全データのうち７５％以上のデータが環境基準を満足しているものを適
（○印）としています。

　３　「水域類型」のＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤは、「水質汚濁に係る環境基準について（昭和４６年環境庁
告示第５９号）」に示された「河川」の類型を示します。

　表２‐６１　河川の主要測定地点（環境基準点）における水質測定結果（２７年度）
ＢＯＤ
（mg／ L ）

ＳＳ
（mg／ L ）

ＤＯ
（mg／L ）ｐＨ水域類型調 査 地 点水 域 名 適否

○０．８２０９．８７．４Ａ阿 尾 橋阿 尾 川
○０．８１１９．６７．４Ａ間 島 橋余 川 川
○０．９１７９．６７．３Ｂ北 の 橋上 庄 川
○２．５１３９．０７．４Ｃ八 幡 橋仏 生 寺 川
○１．５１２８．０７．４Ｃ中 の 橋湊 川
○１．２８９．２７．２Ｃ河 口

小 矢 部 川 ○１．３７９．５７．２Ｂ城 光 寺 橋
○１．０８１０７．３Ａ国 条 橋
○１．０４１１７．７AA太 美 橋
○１．１７１０７．２Ｃ地 子 木 橋千 保 川
○０．６８１１７．２Ａ新 祖 父 川 橋祖 父 川
○１．４３１１８．０Ａ福 野 橋山 田 川 ○０．７２１０７．６AA二 ケ 渕 え ん 堤
○０．６５１０７．３Ａ大 門 大 橋庄 川 ○０．５５１１７．４AA雄 神 橋
○１．１５１１７．６Ａ末 端和 田 川
○１．２６９．０７．９Ｃ山 王 橋内 川 ○１．９７９．１７．４Ｃ西 橋
○１．５９９．３７．４Ａ稲 積 橋下 条 川
○１．９７９．０７．３Ｂ白 石 橋新 堀 川
○１．３６１０７．４Ｂ萩 浦 橋神 通 川 ○０．７７１１７．５Ａ神 通 大 橋
○０．６３１１７．６Ａ新 国 境 橋宮 川
○０．５１１１７．６Ａ新 猪 谷 橋高 原 川
○０．９４１０７．５Ｂ四 ツ 屋 橋いたち川
○１．１５１０７．５Ａ桜 橋松 川
○２．３９１０７．４Ｂ高 田 橋井 田 川 ○０．７７１１７．５Ａ落 合 橋
○１．０７１０７．３Ａ八 幡 橋熊 野 川
○０．９４９．０７．５Ｄ萩 浦 小 橋富 岩 運 河
○１．１３７．８７．６Ｄ岩 瀬 橋岩 瀬 運 河
○０．６９１０７．２Ａ今 川 橋常 願 寺 川 ○０．５６１１７．３AA常 願 寺 橋
○０．８４９．８７．３Ａ東 西 橋白 岩 川 ○１．７３１０７．５Ａ泉 正 橋
○１．９５１１７．５Ｃ流 観 橋栃 津 川 ○１．１６１１７．７Ａ寺 田 橋
○１．４４１０７．４Ａ魚 躬 橋上 市 川
○１．７３１０７．３Ｂ落 合 橋中 川
○０．５未満２１１７．７AA早 月 橋早 月 川
○１．３５１１７．５Ａ角 川 橋角 川
○１．５３１０７．５Ｂ港 橋鴨 川
○１．２２１１８．１Ａ末 端片 貝 川 ○１．０２１１７．９AA落 合 橋
○１．３３１１７．９Ａ落 合 橋布 施 川
○２．０７１０７．５Ａ石 田 橋黒 瀬 川
○２．７５１０７．３Ｂ立 野 橋高 橋 川
○２．７４１１７．４Ｂ吉 田 橋吉 田 川
○０．６６１１７．３AA下 黒 部 橋黒 部 川
○１．５７１１７．８Ａ末 端入 川
○１．４４１１７．８Ａ赤 川 橋小 川 ○０．７２１１７．７AA上 朝 日 橋
○１．３７１１７．７Ａ舟 川 橋舟 川
○２．０８１０７．４Ａ末 端木 流 川
○１．０３１０７．７AA笹 川 橋笹 川
○０．６１１０７．７AA境 橋境 川
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　表２‐６２　河川の主要測定地点（環境基準点）における水生生物環境基準項目の水質測定結果（２７年度）

全 亜 鉛水域類型測定地点名水域名 適否
○０．００３生物Ｂ阿 尾 橋阿 尾 川
○０．００１生物Ｂ間 島 橋余 川 川
○０．００３生物Ｂ北 の 橋上 庄 川
○０．００５生物Ｂ八 幡 橋仏 生 寺 川
○０．００３生物Ｂ中 の 橋湊 川
○０．０１２生物Ｂ城 光 寺 橋小 矢 部 川 ○０．００１生物Ａ太 美 橋
○０．００８生物Ｂ地 子 木 橋千 保 川
○０．００３生物Ｂ新 祖 父 川 橋祖 父 川
○０．００２生物Ｂ福 野 橋山 田 川 ○０．００１生物Ａ二 ケ 渕 え ん 堤
○０．００６生物Ｂ大 門 大 橋庄 川 ○０．００５生物Ａ雄 神 橋
○０．００１生物Ｂ末 端和 田 川
○０．００３生物Ｂ山 王 橋内 川 ○０．００９生物Ｂ西 橋
○０．００３生物Ｂ稲 積 橋下 条 川
○０．００４生物Ｂ白 石 橋新 堀 川
○０．００９生物Ｂ萩 浦 橋神 通 川 ○０．０１０生物Ａ神 通 大 橋
○０．００２生物Ａ新 国 境 橋宮 川
○０．０１１生物Ａ新 猪 谷 橋高 原 川
○０．００４生物Ａ四 ツ 屋 橋い た ち 川
○０．００６生物Ｂ桜 橋松 川
○０．００９生物Ｂ高 田 橋井 田 川 ○０．００７生物Ａ落 合 橋
○０．０１０生物Ａ八 幡 橋熊 野 川
○０．００８生物Ｂ今 川 橋常 願 寺 川 ○０．００６生物Ａ常 願 寺 橋
○０．００２生物Ｂ東 西 橋白 岩 川 ○０．００１生物Ａ泉 正 橋
○０．００２生物Ｂ流 観 橋栃 津 川 ○０．００１生物Ａ寺 田 橋
○０．００１生物Ｂ魚 躬 橋上 市 川
○０．００６生物Ａ落 合 橋中 川
○０．００２生物Ａ早 月 橋早 月 川
○０．００１生物Ａ角 川 橋角 川
○０．００３生物Ａ港 橋鴨 川
○０．００１生物Ａ落 合 橋片 貝 川
○０．００１生物Ａ落 合 橋布 施 川
○０．００３生物Ａ石 田 橋黒 瀬 川
○０．００３生物Ａ立 野 橋高 橋 川
○０．００４生物Ａ吉 田 橋吉 田 川
○０．００４生物Ａ下 黒 部 橋黒 部 川
○０．００１生物Ａ末 端入 川
○０．００１未満生物Ａ赤 川 橋小 川
○０．００１生物Ａ舟 川 橋舟 川
○０．００３生物Ａ末 端木 流 川
○０．００１生物Ａ笹 川 橋笹 川
○０．００１生物Ａ境 橋境 川

注１　測定値は、年平均値です。
　２　「水域類型」の生物A及び生物Bは、「水質汚濁に係る環境基準について（昭和４６年環境庁告

示第５９号）」に示された「河川」の類型を示します。

（単位：mg／L）
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　表２‐６３　河川末端における水質（BOD）の年度別推移

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度
水 域 類 型

水 域 名
基準値

１．２１．４１．５１．１１．１５Ｃ小 矢 部 川

主
要
５
河
川

１．３１．１０．８１．１０．９３Ｂ神 通 川

０．６０．８０．５０．５０．８２Ａ庄 川

０．６０．６０．５０．８０．７２Ａ常 願 寺 川

０．６０．５未満０．５未満０．５０．５１ＡＡ黒 部 川

０．９１．３１．１１．１０．７３Ｂ上 庄 川

都
　
市
　
河
　
川

中

小
　

河

川

２２

１．５１．６２．１１．７１．８５Ｃ仏生寺川（湊川）

１．９１．９１．３１．４２．１５Ｃ内 川

１．５１．６１．３１．００．８２Ａ下 条 川

１．７１．２１．２１．２１．２３Ｂ中 川

１．３１．０１．２１．００．９２Ａ角 川

１．５１．０１．２１．０１．１３Ｂ鴨 川

２．０２．０１．４１．３１．２２Ａ黒 瀬 川

２．７２．０２．０１．７１．１３Ｂ高 橋 川

２．０１．７１．２１．３１．１２Ａ木 流 川

０．８１．００．９０．９０．７２Ａ阿 尾 川

そ

の

他

の

河

川

０．８１．２１．２０．９０．６２Ａ余 川 川

１．９１．８１．７１．３１．０３Ｂ新 堀 川

０．８１．００．５０．７０．９２Ａ白 岩 川

１．４０．７１．１０．９０．８２Ａ上 市 川

０．５未満０．５未満０．５０．５０．６１ＡＡ早 月 川

１．３０．８１．０１．１０．８２Ａ片貝川（布施川）

２．７２．１１．８１．３０．９３Ｂ吉 田 川

１．５１．２１．１１．１０．９２Ａ入 川

１．４１．４０．８１．００．７２Ａ小 川

１．０１．００．７０．８０．７１ＡＡ笹 川

０．６０．８０．７０．７０．６１ＡＡ境 川

（単位：mg／L）
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　表２‐６４　湖沼の主要測定地点（環境基準点）における水質測定結果（２７年度）

全りん
（mg／L）

ＣＯＤ
（mg／L）

ＳＳ
（mg／L）

ＤＯ
（mg／L）ｐＨ水域

類型調査地点水域名
適否適否

○０．００３未満○１．１１８．８７．４ＡⅡえん堤付近桂　湖

○０．００４　　○１．６１９．６７．１ＡⅡえん堤付近有峰湖

○０．００４　　○１．６２９．４６．８ＡⅡえん堤付近黒部湖

注１　測定値は、年平均値です。（ただし、CODの測定値は、７５％水質値です。）
　２　「７５％水質値」とは、全データをその値の小さいものから順に並べ、０．７５×ｎ番目（ｎはデー

タ数）の値であり、適否は、全データのうち７５％以上のデータが環境基準を満足しているものを
適（○印）としています。

　３　「水域類型」のＡ及びⅡは、「水質汚濁に係る環境基準について（昭和４６年環境庁告示第５９号）」
に示された「湖沼」の類型を示します。

　表２‐６５　湖沼における水質（COD、全りん）の年度別推移

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度
水域類型

項　目水域名
基準値

１．１１．４１．６１．１１．３３ＡＣＯＤ
桂　 湖

０．００３未満０．００３０．００５０．００３未満０．００４０．０１Ⅱ全りん

１．６１．６１．６１．７１．９３ＡＣＯＤ
有 峰 湖

０．００４０．００３０．００４０．００５０．００５０．０１Ⅱ全りん

１．６１．２１．７１．５１．６３ＡＣＯＤ
黒 部 湖

０．００４０．００４０．００８０．００４０．００４０．０１Ⅱ全りん

注　測定値は、年平均値です。（ただし、CODの測定値は、７５％水質値です。）

（単位：mg／L）
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　表２‐６６　海域の主要測定地点（環境基準点）における水質測定結果（２７年度）

COD
（mg／L）

DO
（mg／L）pH水域類型調　査　地　点水　域　名

適否

○１．５７．９８．２Ｂ小矢部川河口海域№２

小 矢 部 川
河 口 海 域

富

山

湾

○１．５８．２８．３Ｂ小矢部川河口海域№３

○１．４８．０８．３Ａ小矢部川河口海域№５

○１．４８．１８．２Ａ小矢部川河口海域№６

○１．２８．３８．３Ｂ神通川河口海域№１

神 通 川
河 口 海 域

○１．５８．５８．３Ｂ神通川河口海域№２

○１．３８．４８．３Ｂ神通川河口海域№３

○１．５８．４８．３Ａ神通川河口海域№４

○１．３８．５８．３Ａ神通川河口海域№５

○１．４８．４８．３Ａ神通川河口海域№６

○１．２８．４８．３Ａ小矢部川河口海域№７

そ の 他
富山湾海域

○１．５８．３８．３Ａ神通川河口海域№７

○１．３８．０８．２Ａその他地先海域№１

○１．３８．１８．２Ａその他地先海域№２

○１．４８．６８．２Ａその他地先海域№３

○２．０８．２８．１Ａその他地先海域№４

○２．０８．３８．２Ａその他地先海域№５

○１．８８．６８．２Ａその他地先海域№６

○２．０８．６８．２Ａその他地先海域№７

○１．８８．０８．２Ａその他地先海域№８

○１．５７．８８．２Ａその他地先海域№９

○１．３７．９８．２Ａその他地先海域№１０

○２．４８．５８．２Ｂ富山新港№１富 山 新 港 海 域

○３．３８．６８．０Ｃ姫野橋第一貯木場

○３．９９．０８．０Ｃ中央中野整理場

注１　測定値は、年平均値です。（ただし、CODの測定値は、７５％水質値です。）
　２　「７５％水質値」とは、全データをその値の小さいものから順に並べ、０．７５×ｎ番目（ｎはデータ

数）の値であり、適否は、全データのうち７５％以上のデータが環境基準を満足しているものを適
（○印）としています。

　３　「水域類型」のＡ、Ｂ及びＣは、「水質汚濁に係る環境基準について（昭和４６年環境庁告示第５９
号）」に示された「海域」の類型を示します。
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　表２‐６７　海域における水質（COD）の年度別推移

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度
水 域 類 型

水　　　　　　域
基準値

１．６１．６１．７１．６１．７２Ａ富　 山　 湾　 沿　 岸　 海　 域
（下記を除く富山湾全域）

１．５１．９２．１１．９１．９３Ｂ河口から１，２００ｍの範
囲内小矢部川

河口海域 １．４１．６１．９１．４１．８２Ａ河口から２，２００ｍの範
囲内（上記を除く）

１．３１．６１．７１．４２．０３Ｂ河口から１，８００ｍの範
囲内神 通 川

河口海域 １．４１．７１．７１．４１．９２Ａ河口から２，４００ｍの範
囲内（上記を除く）

３．６３．１３．５３．５３．８８Ｃ第１貯木場及び中野
整理場富山新港

海 域 ２．４２．６１．８１．８２．４３Ｂ富山新港港内（上記を
除く）

注　測定結果は、各調査地点の７５％水質値を各水域ごとに平均した値です。

（単位：mg／L ）
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　表２‐６８　地下水の概況調査結果（２７年度）

定　量
下限値環境基準値

環境基
準超過
地点数

測定結果検出
地点

調　査
地点数調 査 項 目

０．０００３０．００３０ＮＤ０７５カドミウム

０．１検出されないこと０ＮＤ０７５全シアン

０．００５０．０１０ＮＤ０７５鉛

０．０２０．０５０ＮＤ０７５六価クロム

０．００５０．０１１ＮＤ～０．０１５３７５ひ素

０．０００５０．０００５０ＮＤ０７５総水銀

０．０００５検出されないこと－－－０アルキル水銀

０．００２０．０２０ＮＤ０７５ジクロロメタン

０．０００２０．００２０ＮＤ０７５四塩化炭素

０．０００２０．００２０ＮＤ０７５塩化ビニルモノマー

０．０００４０．００４０ＮＤ０７５１，２－ジクロロエタン

０．０１０．１０ＮＤ０７５１，１－ジクロロエチレン

０．００４０．０４０ＮＤ０７５１，２－ジクロロエチレン

０．０００５１０ＮＤ０７５１，１，１－トリクロロエタン

０．０００６０．００６０ＮＤ０７５１，１，２－トリクロロエタン

０．００１０．０１０ＮＤ０７５トリクロロエチレン

０．０００５０．０１０ＮＤ０７５テトラクロロエチレン

０．０００２０．００２０ＮＤ０７５１，３－ジクロロプロペン

０．０００６０．００６０ＮＤ０７５チウラム

０．０００３０．００３０ＮＤ０７５シマジン

０．００２０．０２０ＮＤ０７５チオベンカルブ

０．００１０．０１０ＮＤ０７５ベンゼン

０．００２０．０１０ＮＤ０７５セレン

０．１１００ＮＤ～２．０６７７５硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

０．０８０．８０ＮＤ～０．６７２６７５ふっ素

０．１１０ＮＤ～０．３２７５ほう素

０．００５０．０５０ＮＤ０７５１，４－ジオキサン

注　ＮＤとは、定量下限値未満です。

（単位：mg／L）
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（単位：mg／L）
　表２‐６９　地下水の継続監視調査結果（２７年度）

定 量
下 限 値

環 境
基準値

環 境 基 準
超過地点数

測 定 結 果
（㎎／Ｌ）

検 出
地点数

調 査
地点数調 査 地 域調 査 項 目

０．００５０．０１０ND０２氷見市窪ひ 素

０．００１０．０１
０ND～０．００２１２高岡市内免ト リ ク ロ ロ

エ チ レ ン ０ND～０．００７１３小矢部市埴生

０．０００５０．０１

０ND～０．００１２１３高岡市戸出

テトラクロロ
エ チ レ ン

０ND～０．００２１２３砺波市安川

０ND～０．００３４２３小矢部市埴生

０ND～０．０１０２３南砺市本町

０．１１０

００．７～７．７３３氷見市諏訪野
硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素 ００．２～２．１２２射水市黒河

０１．３１１射水市大江

注１　ＮＤとは、定量下限値未満です。
　２　測定結果は、調査地点ごとの年平均値です。
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　表２‐７０　地下水の継続監視調査結果の推移

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度調　査
地点数調査地域調査項目

NDNDNDNDND２氷見市窪ひ素
［０．０１］

ND～０．００２NDND～０．００２NDND～０．００２２高岡市内免トリクロロ
エチレン
［０．０３/０．０１］ ND～０．００７ND～０．０２７ND～０．０２３ND～０．０１４ND～０．０１４３小矢部市埴生

ND～０．００１２ND～０．００１９ND～０．００１６ND～０．００２８ND～０．００３０３高岡市戸出

テトラクロ
ロエチレン
［０．０１］

ND～０．００２１ND～０．００２７ND～０．００２３ND～０．００２３ND～０．００２７３砺波市安川

ND～０．００３４ND～０．０１７ND～０．０２３ND～０．０２１ND～０．０１２３小矢部市埴生

ND～０．０１０ND～０．０１３ND～０．０３１ND～０．０２０ND～０．０２４３南砺市本町

０．７～７．７０．７～７．０１．１～１６２．７～２０３．４～１８３氷見市諏訪野
硝酸性窒素
及び亜硝酸
性窒素
［１０］

０．２～２．１０．１～２．８０．１～３．７ND～３．１ND～５．２２射水市黒河

１．３１．４８．９２．２ND～２．４１射水市大江

注１　調査項目の［　］内は、環境基準値を示しています。なお、トリクロロエチレンの環境基準値は２６
年１１月１７日に改正され、０．０３㎎／Lから０．０１㎎／Lに変更されています。

　２　ＮＤとは、定量下限値（ひ素：０．００５㎎／L、トリクロロエチレン：０．００２㎎／L（２７年度から０．００１
㎎／Lに変更しています。）、テトラクロロエチレン：０．０００５㎎／L、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素：
０．１㎎／L）未満です。

　３　測定結果は、調査地点ごとの年平均値です。

（単位：mg／L）
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　表２‐７１　水質汚濁防止法に基づく特定事業場数
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窯
業
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業
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学

工

業

木
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製
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業
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・
た
ば
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・
飼
料
製
造
業

食

料

品

製

造

業

鉱

業

農

業

業　種

市町村名

９５５１５４７１２２０１０１４９１５１４４９７５４３５５１５２４４３９４１９７８２１３１富 山 市

４４０５２２４４４５３９４５７４５９１４８１１１９１０１２５４８７１８高 岡 市

１６７１７０３３３２２４２３５１６１００１２１１６２４８魚 津 市

２６９１５００１２９８６１５９１４０３０６０２３６５１３８氷 見 市

１０５４１３００４０１０１０１４５４１２５２５２９２１３滑 川 市

２０７１７０１１０５３５１０１２１１１０５１７０１３３９４３６黒 部 市

１８５２９１４２２１８２９１４２５１５１１４１１４３０４３６砺 波 市

１４７１７０２１２１３４１３１９１４０３０７１０１３７１０１２小矢部市

３３９２５１４２２１１７３２４１９１１８２３０１３２２６４８４４３南 砺 市

２６１４４１２２２１２６３３３５５１４０１６５１１６９１４７２８射 水 市

９００００００００００１１００２０００１０４舟 橋 村

６８９０１２１９１３２０２１１０８４０１１１７５上 市 町

１３３１５１０２１４０２６１０１２２０６１００１９３３１立 山 町

８１１１１１２０１３３７３０１２００２０１２１２２１８入 善 町

６９３００１１２００１２２０１１２０３０１２１３０７朝 日 町

３，４３５４１２１５３７４３３０６２１６０３５４３０２７２１１６２２１０７２１１４５７１３６５３５３９７１３０８計

（２８年３月３１日現在）

　表２‐７２　水質関係立入調査状況（２７年度）
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１８４５５５１５２２５２２１４３２５４２２３５６４１１７２４１７３９１１立入調査件数

１１排出水に係る
指 導 件 数
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　表２‐７３　公共用水域の主要測定地点における全窒素・全りんの水質測定結果（２７年度）

全　り　ん全　窒　素調　査　地　点　名水　　　域　　　名
０．０６１０．５９阿 尾 橋阿 尾 川
０．０３８０．４４間 島 橋余 川 川
０．０７３０．６６北 の 橋上 庄 川
０．３１３．７八 幡 橋仏 生 寺 川
０．１５０．８９中 の 橋湊 川
０．０６７１．１河 口

小 矢 部 川
０．０１３０．３６太 美 橋
０．０４１０．５９地 子 木 橋千 保 川
０．０３８０．７９新 祖 父 川 橋祖 父 川
０．０３４０．５３福 野 橋

山 田 川
０．０１２０．３６二 ヶ 渕 え ん 堤
０．０１００．２６大 門 大 橋

庄 川
０．００９０．３３雄 神 橋
０．０２００．３４末 端和 田 川
０．０３７０．９９山 王 橋

内 川
０．０５２０．５５西 橋
０．０７７０．９１稲 積 橋下 条 川
０．１０１．１白 石 橋新 堀 川
０．０９３０．６５西 部 排 水 機 場西 部 主 幹 排 水 路
０．１４０．７６東 部 排 水 機 場東 部 主 幹 排 水 路
０．０２９１．４萩 浦 橋

神 通 川
０．０３３０．４３神 通 大 橋
０．０３００．５１新 国 境 橋宮 川
０．０１００．３８新 猪 谷 橋高 原 川
０．０３９０．６５四 ッ 屋 橋い た ち 川
０．０５３０．７９桜 橋松 川
０．０５６０．６９萩 浦 小 橋富 岩 運 河
０．０４５１．４岩 瀬 橋岩 瀬 運 河
０．０１８０．４２今 川 橋常 願 寺 川
０．０４４０．５１東 西 橋

白 岩 川
０．０６００．５８泉 正 橋
０．０４１０．４５流 観 橋

栃 津 川
０．０３７０．４４寺 田 橋
０．０３５０．６４魚 躬 橋上 市 川
０．０５１０．８２落 合 橋中 川
０．０１１０．３６早 月 橋早 月 川
０．０４８０．５９角 川 橋角 川
０．０３６０．６８港 橋鴨 川
０．０２５０．７３落 合 橋片 貝 川
０．０３６０．５０落 合 橋布 施 川
０．０５７０．８２石 田 橋黒 瀬 川
０．０４５１．３立 野 橋高 橋 川

（単位：mg／L）
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全　り　ん全　窒　素調　査　地　点　名水　　　域　　　名
０．０３６０．８３吉 田 橋吉 田 川
０．００８０．２２下 黒 部 橋黒 部 川
０．０３８０．３６末 端入 川
０．０１９０．３０赤 川 橋

小 川
０．０１００．３６上 朝 日 橋
０．０２７０．３４舟 川 橋舟 川
０．０４４０．５１末 端木 流 川
０．０１２０．３７笹 川 橋笹 川
０．０１００．４２境 橋境 川
０．００３未満０．２９え ん 堤 付 近桂 湖

（ 境 川 ダ ム 貯 水 池 ） ０．００３未満０．３０湖 中 央
０．００４０．１７え ん 堤 付 近有 峰 湖

（ 有 峰 ダ ム 貯 水 池 ） ０．００３０．１７湖 中 央
０．００４０．１８え ん 堤 付 近黒 部 湖

（ 黒 部 ダ ム 貯 水 池 ） ０．００４０．１４湖 中 央
０．０４３０．３３富 山 新 港 № １

富 山 新 港 海 域
０．０４４０．３４富 山 新 港 № ２
０．０４８０．３２富 山 新 港 № ３
０．０６１０．３３富 山 新 港 № ４
０．０９３０．５３姫 野 橋第 一 貯 木 場
０．０７５０．５８中 央中 野 整 理 場
０．０１５０．３１小矢部川河口海域№２

小 矢 部 川
河 口 海 域

富山湾

０．０１５０．３０小矢部川河口海域№３
０．０１１０．２０小矢部川河口海域№５
０．０１２０．２６小矢部川河口海域№６
０．０１００．２２神 通 川 河 口 海 域 №１

神 通 川
河 口 海 域

０．０１１０．２９神 通 川 河 口 海 域 №２
０．０１２０．２８神 通 川 河 口 海 域 №３
０．０１００．２３神 通 川 河 口 海 域 №４
０．０１１０．２３神 通 川 河 口 海 域 №５
０．０１１０．２３神 通 川 河 口 海 域 №６
０．０１１０．１９小矢部川河口海域№７

そ の 他
富 山 湾
海 域

０．０１００．２０神 通 川 河 口 海 域 №７
０．０１１０．１７そ の 他 地 先 海 域 №１
０．０１００．１８そ の 他 地 先 海 域 №２
０．０１１０．２３そ の 他 地 先 海 域 №３
０．０１１０．１９そ の 他 地 先 海 域 №４
０．０１００．２０そ の 他 地 先 海 域 №５
０．０１００．２１そ の 他 地 先 海 域 №６
０．０１００．２２そ の 他 地 先 海 域 №７
０．００８０．１９そ の 他 地 先 海 域 №８
０．００６０．１６そ の 他 地 先 海 域 №９
０．００６０．１４そ の 他 地 先 海 域 №１０
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　表２‐７４　河川及び海域における要監視項目測定結果（２７年度）
（単位：mg／L）

定　量
下限値指針値指 針 値

超過地点数測定結果検出地点
（河川／海域）

調査地点数
（河川／海域）調査項目

０．００１０．０１～０．０８０ND０／００／１フ ェ ノ ー ル

０．０００３０．００３０ND０／０５２／０フ ェ ニ ト ロ チ オ ン

０．００４０．０４０ND０／０５２／０オ キ シ ン 銅

０．００６０．０６０ND０／０５２／０フタル酸ジエチルヘキシル

０．００１－０ND～０．０１６１１／０５２／０ニ ッ ケ ル

０．００７０．０７０ND～０．００７２／０５２／０モ リ ブ デ ン

０．００２０．０２０ND０／０５２／０ア ン チ モ ン

０．０００２０．００２０ND０／０５２／０塩化ビニルモノマー

０．００００４０．０００４０ND～０．００００８１／０５２／０エピクロロヒドリン

０．０２０．２０ND～０．１７２２／０５２／１全 マ ン ガ ン

注　NDとは、定量下限値未満です。

　　②　調査結果

測　　　　　定　　　　　項　　　　　目
調査
回数湖 沼 名 クロロフィルａ

（μg／L）
全りん
（mg／L）

全窒素
（mg／L）

ＤＯ
（mg／L）

ＳＳ
（mg／L）

ＣＯＤ
（mg／L）ｐＨ透明度

（ｍ）

４．１０．００７０．３３８．６１３．３７．６３．４２子撫川ダム貯水池

２．６０．００９０．３９６．９４２．４７．３２．５２桜 ヶ 池

　表２‐７５　湖沼水質調査結果（２７年度）

　　①　調査対象湖沼

主 な 利 水 目 的湛水面積
（km２）

有効貯水量
（千m３）所 在 地湖 沼 名

水道、農業０．７０６，０００小 矢 部 市 森 屋子撫川ダム貯水池

農業０．１７１，４５２南 砺 市 西 原桜 ヶ 池

注　測定値は、年平均値です。



２００

　表２‐７６　海水浴場水質調査結果（２７年度）

　　①　開設前（５月）

判　定病原性大腸菌
Ｏ － １５７

透明度
（ｍ）

油 膜
の有無

ＣＯＤ
（mg／L）

ふ ん 便 性
大腸菌群数
（個／１００mL）

海　水　浴　場

水質ＡＡ不検出全透なし１．１２未満（氷見市）小 境

水質ＡＡ不検出全透なし１．６２未満（氷見市）島 尾

水質ＡＡ不検出全透なし１．７２未満（高岡市）雨晴・松太枝浜

水質ＡＡ不検出全透なし１．２２未満（富山市）八 重 津 浜

水質Ａ不検出全透なし１．０４（富山市）岩 瀬 浜

水質ＡＡ不検出全透なし１．１２未満（富山市）浜 黒 崎

水質ＡＡ不検出全透なし１．５２未満（黒部市）石 田 浜

水質ＡＡ不検出全透なし１．３２未満（朝日町）宮崎・境海岸

　　②　開設中（７～８月）

判　定病原性大腸菌
Ｏ － １５７

透明度
（ｍ）

油 膜
の有無

COD
（mg／L）

ふ ん 便 性
大腸菌群数
（個／１００mL）

海　水　浴　場

水質ＡＡ不検出全透なし１．２２未満（氷見市）小 境

水質ＡＡ不検出全透なし１．５２未満（氷見市）島 尾

水質ＡＡ不検出全透なし１．６２未満（高岡市）雨晴・松太枝浜

水質Ｂ不検出全透なし２．４　６（富山市）八 重 津 浜

水質Ｂ不検出全透なし２．４　４（富山市）岩 瀬 浜

水質Ｂ不検出全透なし２．６１１（富山市）浜 黒 崎

水質Ａ不検出全透なし１．９　３（黒部市）石 田 浜

水質ＡＡ不検出全透なし１．４２未満（朝日町）宮崎・境海岸
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　表２‐７７　底質（重金属等）調査結果（２７年度）

調 査 結 果
調査地点名水域名区分 強熱減量

（％）
総クロム
（㎎／㎏）

ひ素
（㎎／㎏）

鉛
（㎎／㎏）

カドミウム
（㎎／㎏）

総水銀
（㎎／㎏）

５．５５３２．２８０．１０．０１二ヶ淵堰堤小 矢 部 川 ／
山 田 川

河
　
　
　
　
　
　
川

４．１７１２．２６ND０．０１福 野 橋

１１　　３９０１５　　１３００．８０．１７山 王 橋
内 川

７．２７９０１０　　６９０．９０．２０西 橋

１．８２０６．１４７０．２０．０１成 子 大 橋神 通 川

１．１２０５．０３４０．２ND新 猪 谷 橋高 原 川

１７　　２４０１７　　１１００．８５．６　萩 浦 小 橋
富 岩 運 河

４．８２０６．８６９１．５０．６７下 新 橋

９．０１８０１２　　２６０３．２４．０　岩 瀬 橋岩 瀬 運 河

５．６１００７．４４８０．２０．３５前 川 橋住 友 運 河

１．５１０２．３４ND０．０１東 西 橋白 岩 川

２．９６０８．９２３０．１０．０６港 口

富 山 新 港港
　
　
　
　
　
湾

７．８８６１０　　４９０．７０．１２港 央

１１　　１４０９．９４００．８０．１５南 水 路

９．１１５０１１　　５５０．６０．１３東 水 路

１．７１０３．８１６ND０．０１港 口

富 山 港 ６．９４０１０　　５６０．３０．２０港 中 央

８．５１３０１３　　１８００．５１．２　港 奥

－１００．５１０．１０．０１定量下限値

注　NDとは、定量下限値未満です。

　表２‐７８　立山環境調査（河川等環境調査）結果（２７年度）
SS

（mg／L）
BOD

（mg／L）pH名　　　称区分

１未満０．５未満４．６み く り が 池

称
名
滝
上
流

１未満０．５未満６．２雷 鳥 沢

－－－紺谷川合流点下流

４０．５未満５．７大 谷 上 流

１未満０．５未満７．２一 の 谷

１未満０．５未満５．３ハ ン ノ キ 谷

１０．５未満７．８常 願 寺 川 瓶 岩 橋
称
名
滝
下
流

注１　BOD欄中、「みくりが池」はCODの値です。
　２　「紺谷川合流点下流」は、地獄谷からの流水の影響を受けています。
　　　なお、火山ガスの影響により２７年度は調査を実施しませんでした。
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　表２‐７９　水生生物調査結果（２７年度）

調 査 団 体 名水質階級調査地点名河川名

国土交通省（富山河川国道事務所）

Ⅲ高岡市長江佐賀野　国条橋付近
小 矢 部 川

Ⅰ高岡市福岡町三日市　三日市橋付近

Ⅰ富山市神通町　神通大橋付近神 通 川

Ⅰ富山市友杉　友杉橋付近熊 野 川

Ⅰ富山市上滝　立山橋付近
常 願 寺 川

Ⅰ富山市町袋　常願寺橋付近

国土交通省（利賀ダム工事事務所）

Ⅰ射水市大門　大門大橋付近
庄 川

Ⅰ砺波市東開発　砺波大橋付近

Ⅰ南砺市利賀村坂上（旧坂上小学校付近河原）利 賀 川

国土交通省（黒部河川事務所）

Ⅰ黒部市本村　下黒部橋付近

黒 部 川 Ⅰ黒部市宇奈月音澤　音沢大橋付近

Ⅰ黒部市宇奈月奥黒部　鐘釣付近

公益財団法人とやま環境財団

Ⅰ南砺市利賀地内百 瀬 川

Ⅰ高岡市下麻生伸町　中田団地付近清 水 川

Ⅰ入善町　墓ノ木自然公園キャンプ場黒 部 川

Ⅰ富山市上滝　立山橋付近常 願 寺 川

２団体、延べ４６３人１６地点９河川計

注　水質階級の判定と主な指標生物は以下のとおりです。
　　Ⅰ（きれいな水）　 　：ウズムシ類、カワゲラ類、ヒラタカゲロウ類　
　　Ⅱ（少しきたない水）：ヒラタドロムシ類等
　　Ⅲ（きたない水）　 　：ミズムシ、タニシ類等
　　Ⅳ（大変きたない水）：エラミミズ、ユスリカ類等
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　図２‐３　騒音・振動苦情の発生源別推移

　図２‐４　一般地域の環境騒音の環境基準達成状況（２７年度）

注　（　）内の数値は、評価地点数に対する割合で、四捨五入により、合計が１００％とならない場合が
あります。
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　表２‐８０　自動車騒音の環境基準達成状況

　　①　自動車騒音の環境基準達成状況（２７年度）

注１　調査区間数とは、面的評価を行った区間数です。
　２　評価対象戸数とは、調査区間における住居等の戸数です。
　３　達成区間数とは、調査区間における住居等のすべてが昼間（６時～２２時）及び夜間（２２時～翌日

６時）ともに環境基準を達成している区間の数です。
　４　達成戸数とは、評価対象戸数のうち昼間及び夜間ともに環境基準を達成している住居等数です。

環境基準達成率（％）達 成 戸 数達成区間数評 価
対象戸数

調 査
区 間 数

道　路　種　別
（道路に面する地域）

－００００高 速 道 路

９８１，８８９４１，９２４８国　　　　　道

９８３，７４０１４３，８１０１６県　　　　　道

９９５２１１５２２２市　　　　　道

９８６，１５０１９６，２５６２６計

　　②　自動車騒音の環境基準達成率の経年変化

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度区　　　分

１９／２６（７３）１７／２６（６５）１７／２９（５９）１１／２４（４６）６／１４（４３）達成区間数／調査区間数

６，１５０／６，２５６
（９８）

５，９６６／６，１６５
（９７）

７，０７３／７，２９３
（９７）

４，２５１／４，６０９
（９２）

２，４１８／２，８８２
（８４）達成戸数／評価対象戸数

注　（　）内の数値は、調査区間数、評価対象戸数に対する達成数の割合で、単位は％です。

　表２‐８１　道路に面する地域の環境騒音調査結果（２７年度）

夜　　間
（２２時～６時）

昼　　間
（６時～２２時）

平　　均
測定地点数環境基準の

地域の類型 夜間昼間

３５～６１３９～６８４４５３５Ａ

４９～６５５４～７１５６６４１７Ｂ

４３～６９４４～７３５８６４３１Ｃ

５５～６８６２～７１６１６７２４特　例

４９～６２４８～７０５４５８１６その他

（単位：dB）

注　騒音の測定は、県、１０市町が９３地点で実施しました。
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　表２‐８２　航空機騒音の年度別推移

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度調査時期調　査
地点名

５５５１５３６８６６春　季

富 山 市
萩 原

５４５４５２６８６８夏　季

５５５４５４６８６８秋　季

５５５２５２６７６８冬　季

５５５３５３６８６８年　間

５４５０５３６８６８春　季

富 山 市
塚 原

５２５２５０６７６８夏　季

５２５３５３６９６７秋　季

５３５１５０６８７０冬　季

５３５２５２６８６８年　間

４８４８５１６３６５春　季

富 山 市
新 保

４９４７５０６４６２夏　季

５０４９４９６３６４秋　季

５０５０５１６５６３冬　季

４９４９５０６４６４年　間

５０５２５４６９７０春　季

富 山 市
婦 中 町
萩 島

５２５３５１７０７０夏　季

５４５３５３６９６９秋　季

５２５３５３６４６７冬　季

５２５３５３６８６９年　間

類型Ⅱ（Lden６２以下）類型Ⅱ（WECPNL７５以下）環境基準

（単位：dB）

注１　騒音調査は、各調査時期においてそれぞれ７日間連続測定しました。
　２　環境基準との評価は、年間値で行います。
　３　航空機騒音に係る環境基準については、２５年４月１日より評価指標がWECPNL

からLdenに変更されています。
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　表２‐８３　北陸新幹線鉄道に係る騒音・振動調査結果（２７年度）

注　※は、「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策について（勧告）」に基づく
指針値です。

振動評価値
（dB）

騒音評価値
（dB）地域類型測定地点側の軌道

（上下の別）調査地点

５０７２Ⅰ下朝日町大家庄付近１
５２６９Ⅰ上朝日町下山新付近２
４７７２Ⅰ下入善町新屋付近３
４６６９Ⅰ上入善町一宿付近４
４７６７Ⅰ下黒部市若栗付近５
４３６７Ⅰ下黒部市若栗付近６
５０７０Ⅰ上魚津市蛇田付近７
５３７０Ⅰ下魚津市六郎丸付近８
４５６８Ⅰ下魚津市観音堂付近９
５０７２Ⅰ上魚津市上野付近１０
５３７１Ⅰ上滑川市大掛付近１１
４９７１Ⅰ下滑川市中塚付近１２
６０６９Ⅰ上滑川市宮窪付近１３
５４７１Ⅰ下滑川市上梅沢付近１４
５２７１Ⅰ上滑川市有金付近１５
５４７４Ⅰ下上市町竹鼻付近１６
５５７３Ⅰ上富山市水橋下砂子坂付近１７
５４７１Ⅰ上富山市水橋田伏付近１８
５７７０Ⅰ下富山市水橋新堀付近１９
５６７２Ⅱ下富山市水橋開発付近２０
４８６７Ⅰ下富山市新庄北町付近２１
５２６８Ⅱ上富山市千成町付近２２
４６６６Ⅰ下富山市綾田町付近２３
４４６５Ⅰ下富山市弥生町付近２４
４１６３Ⅰ上富山市田刈屋付近２５
５０６８Ⅰ下富山市安養坊付近２６
４９６７Ⅰ下富山市北代付近２７
４９６８Ⅰ上富山市高木付近２８
５２７３Ⅰ下富山市野々上付近２９
４９７２Ⅰ上射水市鷲塚付近３０
５０７０Ⅰ上射水市大江付近３１
５８７４Ⅰ下射水市三ケ付近３２
５５７３Ⅰ下射水市今開発付近３３
５３７０Ⅰ下射水市本開発付近３４
５７７１Ⅰ上射水市安吉付近３５
５５６７Ⅰ上射水市二口付近３６
５０７０Ⅰ下射水市土合付近３７
５１７０Ⅰ下高岡市下伏間江付近３８
４８６７Ⅰ上高岡市下黒田付近３９
５０６８Ⅰ上高岡市佐野付近４０
４９６８Ⅰ上高岡市辻付近４１
４７７０Ⅰ上高岡市駒方付近４２
５２７２Ⅰ下高岡市福岡町一歩二歩付近４３
５０７４Ⅰ下高岡市福岡町大滝付近４４
５６６８Ⅰ上小矢部市五社付近４５
４７７２Ⅰ上小矢部市道明付近４６
４７７２Ⅰ下小矢部市金屋本江付近４７
４９７２Ⅰ上小矢部市水牧付近４８
５６７３Ⅰ上小矢部市綾子付近４９
５２７６Ⅰ下小矢部市野端付近５０

７０以下※Ⅰ：７０以下
Ⅱ：７５以下環　境　基　準　等
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　表２‐８４　騒音規制法に基づく特定施設の届出状況
（２８年３月３１日現在）

特 定 施 設 数工
場
・
事
業
場
数

市　町
計

鋳

型

造

型

機

射

出

成

形

機

合

成

樹

脂

用

印

刷

機

械

抄

紙

機

木
材
加
工
機
械

穀
物
用
製
粉
機

建
設
用
資
材
製
造
機
械

織

機

土
石
用
破
砕
機
等

空
気
圧
縮
機
等

金
属
加
工
機
械

５，１６３２１８６４６９２２２０２１９０１８６３，２０４８７３６３６富 山 市

３，４２９６２９４１０８２２５３０７６４５５８１，５１２６８８４５８高 岡 市

２７６０２０１８０２５０００２０１７０２３５０魚 津 市

４５４１０１５０４０７２０３５２３７１３５３６氷 見 市

４０４０８２５０９０１０２２２１８１２１２５滑 川 市

２，９８２５９１４２６３６０１４００５１６１２６０３７８４３２黒 部 市

８３８０１１３１２０５００７２２７２３３３１７５８７砺 波 市

２３６０３８２５２２６２４４３２４４９３２５１小矢部市

１，１１８０５１２４０１２４１０４５５０３５８１０５１０４南 砺 市

１，９１４０１７２１０１９８１１７２８６７５１，０１１２８８１２７射 水 市

１，６６４０６８３０５１１１，４３５１１４８２２０上 市 町

１６００１６４４０００４１０２３９２３立 山 町

３９０６１０７０００１１３１０１３９１１４２２入 善 町

６００２３０２００００４８５９朝 日 町

１９，０８８６７１１，０２６７５５１７９３４２９６３３，７２９４５０８，１３０３，２８４１，６８０計

　表２‐８５　公害防止条例に基づく騒音の届出工場・事業場の状況
（２８年３月３１日現在）

工場・事業場数市　町　村工場・事業場数市　町　村

３０９南 砺 市６５５富 山 市

１１０射 水 市４３５高 岡 市

４舟 橋 村８７魚 津 市

５９上 市 町１０４氷 見 市

２４立 山 町１５４滑 川 市

５６入 善 町１５０黒 部 市

３４朝 日 町１１５砺 波 市

２，３４７計５１小 矢 部 市
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　表２‐８６　騒音関係立入検査状況（２７年度）

計

そ

の

他

廃

棄

物

処

理

業

電

気

業

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
製
品
製
造
業

一
般
機
械
器
具
製
造
業

金

属

製

品

製

造

業

非

鉄

金

属

製

造

業

鉄

鋼

業

化

学

工

業

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
製
造
業

食

料

品

製

造

業

業
　
　
　
　
　
　
種

４９３０１４４５５２１７５３立入検査
件 数

　表２‐８７　道路交通振動の調査結果（２７年度）

夜間（dB）
（１９時～翌日８時）

昼間（dB）
（８時～１９時）測定地点数区　　　域　　　区　　　分

１５～３９
（６０）

２２～４４
（６５）１８

第１種低層住居専用地域、第２種低層
住居専用地域、第１種中高層住居専用
地域、第２種中高層住居専用地域、第
１種住居地域、第２種住居地域、準住
居地域

第 １ 種 区 域

２２～４４
（６５）

２２～５３
（７０）３２近隣商業地域、商業地域、準工業地域第 ２ 種 区 域

１８～４０２６～５３１２上記の区域以外

注１　（　　）は、道路管理者又は公安委員会に対する要請限度です。
　２　区域区分の地域は、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる用途地域です。

注　件数は、延べ件数です。
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　表２‐８８　振動規制法に基づく特定施設の届出状況

特 定 施 設 数工
場
・
事
業
場
数

市　町
計

鋳
型
造
型
機

射
出
成
形
機

合
成
樹
脂
用

ロ

ー

ル

機

印

刷

機

械

木
材
加
工
機
械

ブ
ロ
ッ
ク
マ
シ
ン
等

コ
ン
ク
リ
ー
ト

織

機

土
石
用
破
砕
機
等

圧

縮

機

金
属
加
工
機
械

２，７１８５１５７１１９３２６１００２０８１，２５３８６５３６５富 山 市

２，４７８７１９０２２５３５１１５３９６３７８１８６１３０８高 岡 市

１３４０１０００３００５８７２９２１魚 津 市

１０２５３００００２０２９３６９９氷 見 市

３１３０１４０１５３００２６１５５１００１６滑 川 市

５７７０１５１３１１４３０５５２８８６２０９１６黒 部 市

３３７０９４０２０１００１６８１２９１５２１砺 波 市

１３２０３２２５５８３８０９３３２４小矢部市

５９００３１０２６０４５５０７９１７３３南 砺 市

２６２０１７０３３０００６２７５７５５８射 水 市

１，５４８０３８００００１，４５３０５７０１３上 市 町

７３０４０２０００１５１１５１８立 山 町

１７４３００１００１１３２４７８１３入 善 町

１２０００３３０００３３５朝 日 町

９，４５０８４６４１３６２８３１２４２９２，８４１４２５２，７４８２，２３９９２０計

（２８年３月３１日現在）

　表２‐８９　振動関係立入検査状況（２７年度）

計

そ
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他
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・
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製
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製
造
業
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械
器
具
製
造
業

金

属

製

品

製

造

業

非

鉄

金

属

製

造

業

鉄

鋼

業
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工

業

パ
ル
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製
造
業
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・
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・
飼
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製
造
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業
　
　
　
　
　
　
種

３４３４４３４０６３７立入検査件数
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　表２‐９１　畜産業の悪臭実態調査結果（２７年度）
畜産業（養豚場等）業　　　　　種

４工場・事業場数

風上敷地境界風下敷地境界測　定　場　所

ＮＤＮＤア ン モ ニ ア特
定
悪
臭
物
質

ＮＤ～０．０１８ＮＤ～０．０５７硫 化 水 素

ＮＤＮＤプロピオン酸

ＮＤＮＤノルマル酪酸

volppm単 位

注　ＮＤとは、定量限界（アンモニア０．１ppm、硫化水
素０．００２ppm、プロピオン酸０．００３ppm、ノルマル酪
酸０．０００５ppm）未満です。

　表２‐９２　畜産環境保全実態調査結果（２７年度）

主　な　処　理　施　設
調査戸数

区分

畜種 その他浄化処理強制発酵堆積発酵火力乾燥天日乾燥

１９－９６９－－４８乳 用 牛

１－２４２－－４２肉 用 牛

－１３４２８－－１９豚

２－９２０－１２１鶏

２２１３２４１５９－１１３０計

（２８年３月３１日現在）
　表２‐９０　公害防止条例に基づく悪臭の届出工場・事業場の概要

工場・事業場数市　町　村工場・事業場数市　町　村

７７南 砺 市１５５富 山 市

５射 水 市１７高 岡 市

０舟 橋 村３０魚 津 市

３５上 市 町３６氷 見 市

１０５立 山 町１８滑 川 市

２４入 善 町１０４黒 部 市

３朝 日 町３４砺 波 市

６５３計１０小 矢 部 市
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　表２‐９３　畜産農家の定期巡回指導等の実施状況（２７年度）

計鶏豚肉 用 牛乳 用 牛区　　　分

１１５１６１８３８４３定期巡回指導

１０－１０－－水 質 検 査

４－４－－悪 臭 調 査

（単位：件）

　表２‐９４　公害防止管理者等の選任届出状況

届　出　状　況区　　　　　　　　　　分

２２９（　７５）公 害 防 止 統 括 者

１６（　２）公 害 防 止 主 任 管 理 者

３６（　１）第 １ 種

大気関係公害防止管理者
１８（　１）第 ２ 種

２８（　９）第 ３ 種

４８（　１６）第 ４ 種

４８（　４）第 １ 種

水質関係公害防止管理者
８１（　２０）第 ２ 種

７（　１）第 ３ 種

２４（　１０）第 ４ 種

１８（　３）一 般 粉 じ ん 関 係 公 害 防 止 管 理 者

３４（　２２）騒 音 関 係 公 害 防 止 管 理 者

４２（　３２）振 動 関 係 公 害 防 止 管 理 者

１２（　３）ダ イ オ キ シ ン 類 関 係 公 害 防 止 管 理 者

６４１（１９９）計

（２８年３月３１日現在）

注　（　）は、市町村事務分で、内数です。
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　表２‐９５　環境影響評価の実施状況

評　　　価　　　書知事意見の提出説明会の開催準 備 書 等事業種類・規模事　業　名区
分

提出　　３年１１月２１日
準備書
１１月７日６月１５、１７、１８日

準備書提出
３年６月５日レクリエーション施設

（ゴルフ場１４０．２ha）

大山カメリア

カントリークラブ

要
　
　
　
　
　
　
　
　
　
綱

縦覧１１月２２日～１２月２４日準備書縦覧
６月６日～７月６日

提出　　５年３月２５日
準備書
１２月２８日８月１０、１１日

準備書提出
４年７月２８日

レクリエーション施設

（スキー場１７２．３ha）

（ゴルフ場１９８．９ha）

利賀リゾート開発

縦覧３月２６日～４月２６日準備書縦覧
７月２９日～８月２９日

提出　　６年５月９日
準備書

６年３月３１日
１１月２６、３０日
１２月１日

準備書提出
５年１１月１１日熱供給事業

（最大排出水量１２万㎥／日）

富山駅北地区

熱供給事業 縦覧５月１０日～６月１０日準備書縦覧
１１月１２日～１２月１３日

提出　　１１年２月２３日
準備書
１１月２７日

７月４～１７日
（７回開催）

準備書提出
１０年６月１９日ごみ焼却施設

（焼却能力２７０ｔ／日／基×３基）

富山地区広域圏

ごみ処理施設建設

工事 縦覧２月２６日～３月２５日準備書縦覧
６月２２日～７月２１日

提出　　２１年９月４日
準備書

２１年２月２７日９月７、１４日

準備書提出
２０年８月２１日ごみ焼却施設

（焼却能力約２７０ｔ／日）

高岡地区広域圏

ごみ処理施設整備

事業

条
　
　
例 縦覧

２２年３月１日～３月３１日
準備書縦覧

８月２９日～９月２９日

提出　　２６年２月２４日方法書
２３年１２月１３日

準備書
２５年１２月２７日

方法書
　２３年８月１０日
準備書
　２５年９月２６日

方法書提出
２３年７月２８日

準備書提出
２５年９月１０日火力発電所

（出力４２．４７万kW）

富山新港火力発電所

石炭１号機リプレー

ス計画

法
　
　
律

縦覧３月１８日～４月１７日

方法書縦覧
２３年７月２９日～８月２９日
準備書縦覧
２５年９月１１日～１０月１０日

注　「区分」欄について、「要綱」とは「富山県環境影響評価要綱」（２年６月告示、同１０月施行、１１年
１２月廃止）、「条例」とは「富山県環境影響評価条例」（１１年６月制定、同１２月施行）、「法律」とは「環
境影響評価法」（９年６月公布、１１年６月施行）です。

　表２‐９６　県が企業と締結している公害防止協定

締結年月日締結企業の業種締　結　企　業

４７年３月３０日
（６１年６月３０日承継）

鉱　　　業三 井 金 属 鉱 業 ㈱

４８年６月２３日
（６０年３月２５日承継）
（８年１１月１日承継）
（９年４月１日承継）

産業廃棄物処理
非鉄金属JX金属三日市リサイクル㈱

４８年８月３０日
（５４年３月１５日改定）
（５７年７月５日改定）
（６０年３月２５日変更）
（６３年３月３０日変更）
（１４年２月１２日変更）
（１６年６月２９日変更）
（２６年９月２６日変更）

電　　　力北 陸 電 力 ㈱
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全　　　体右　　　岸左　　　岸玄米中カドミ
ウム濃度
（ppm） 比率（％）点　　数比率（％）点　　数比率（％）点　　数

６２１，５８９７４８６０５２７２９０．４０ 未 満

２９７５１２０２２８３７５２３０．４０～０．９９

８１９８６６５９１３３１．００～１．９９

１３２０６２２６２．００ 以 上

１００２，５７０１００１，１５９１００１，４１１計

全　　　体右　　　岸左　　　岸土壌中カドミ
ウム濃度
（ppm） 比率（％）点　　数比率（％）点　　数比率（％）点　　数

１１１８５６５０１６１３５０．５０ 未 満

４４７２５３４２７８５２４４７０．５０～０．９９

３０５００３５２８１２６２１９１．００～１．９９

１５２５７２５２０５６５２２．００ 以 上

１００１，６６７１００８１４１００８５３計

土　壌　中（ppm）玄　米　中（ppm）

地域区分 次　層　土作　　　土
平均最低最高点数

平均最低最高点数平均最低最高点数

０．６４０．０６４．８６２０３１．０９０．４６４．５０３６２１．０２０．２５４．２３３６２左岸地域

０．８２０．０９５．１７１０１１．１６０．４７４．８５１８２０．９３０．２５２．７４１８２右岸地域

０．７００．０６５．１７３０４１．１２０．４６４．８５５４４０．９９０．２５４．２３５４４全 体

　表２‐９７　玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）
（昭和４６～５１年度調査）

　表２‐９８　対策地域内の玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）

　表２‐９９　玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）

比　率
（％）点　数

土壌中カドミ
ウム濃度
（ppm）

比　率
（％）点　数

玄米中カドミ
ウム濃度
（ppm）

１３２９２．００ 未 満２５８００．４０ 未 満

５８１３０２．００～５．９９７３２２９０．４０～０．９９

２０４５６．００～９．９９２７１．００～１．９９

９２１１０．００ 以 上００２．００ 以 上

１００２２５計１００３１６計

（昭和４６～４８年度調査）
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（単位：ha）

土　壌　中（ppm）玄　米　中（ppm）

地域区分 次　層　土作　　　土
平均最低最高点数

平均最低最高点数平均最低最高点数

０．８５０．１４３．２４１９７．５７３．８５２２．６０４４０．７９０．４７１．３４４４黒部地域

①のう
ち農用
地以外
として
利用す
る面積

①のうち農用地として利用する面積
対 策 地 域 の 面 積

計 画 区 分
計

事業対
象外面
積（砂利
採取）田

事 業 対 象 面 積

計畑田計農用地
以　外

①農用地
（田）

８．１８８．６１１．８７６．８０．６７６．２１０８．０１１．３９６．７第１次地区

２１．０
５０．４

４０６．２
３７６．８

７３．７
８０．９

３３２．５
２９５．９

５．９
３．８

３２６．６
２９２．１

４８１．１５３．９４２７．２第２次地区

５３８．７
５６５．５

４２１．８
３９５．０

１４．３
１４．３

４０７．５
３８０．７

５．５
９．５

４０２．０
３７１．２

１，０５５．３９４．８９６０．５第３次地区

５６７．８
６２４．０

９１６．６
８６０．４

９９．８
１０７．０

８１６．８
７５３．４

１２．０
１３．９

８０４．８
７３９．５

１，６４４．４１６０．０１，４８４．４計

注　第２次地区、第３次地区及び計の上段は当初計画、下段は変更計画です。

　表２‐１００　対策地域内の玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）

　表２‐１０１　神通川流域における土地利用区分と面積（実測）

第 ３ 次 地 区第 ２ 次 地 区第 １ 次 地 区区　　分

区画整理方式
原状回復方式

区画整理方式
原状回復方式

区画整理方式復 旧 方 式

埋込客土工法
上乗せ客土工法

埋込客土工法
上乗せ客土工法

埋込客土工法
上乗せ客土工法

対 策 工 法

八尾町＊卯花地内の山林大沢野町＊市場地内の山林
八尾町＊横ノ手地内の山林

大沢野町＊市場地内の山林客土母材の採土地

　表２‐１０２　神通川流域における第１～３次地区の復旧方式等

注　＊は現富山市です。



２１５２１５

資
料
資
料
編編

　

３３
　
生
活
環
境
の
保

生
活
環
境
の
保
全全

第３次地区第２次地区第１次地区区　　　分

４年２月３日第　９８号
１５年６月２６日第 ３６５号

５９年１月２０日第　４２号
３年９月４日第 ６３５号

５５年２月６日第　９４号
５９年７月２８日第 ６４１号告 示 年 月 日

農用地の土壌の特定有害物質による汚染を除去するための客土その他の
事業公 害 防 止 事 業 の 種 類

三井金属鉱業株式会社費用を負担させる事業者の名称

１９，２９１，９００千円
２４，２３２，０００千円

１０，９４０，０００千円
９，０５４，８６５千円

１，７８３，０００千円
２，２４７，４３６千円

公害防止事業費
①

算

定

基

礎

負

担

総

額

及

び

０．５９０８０．５９０８０．５２７ 
０．５９０８

汚 染 寄 与 度
②

２／３２／３２／３概 定 割 合
③

０．３９３９０．３９３９０．３５１３
０．３９３９

負 担 率
②×③

７，５９９，０７９千円
９，５４４，９８４千円

４，３０９，２６６千円
３，５６６，７１１千円

６２６，３６８千円
８８５，２６５千円

負 担 総 額
①×②×③

物価等の変動により、事業費に変更が生じたときは、変更後の事業費に
上記の負担率を乗じて得た額を負担総額とします。そ　 の　 他

注　告示年月日、負担総額及び算定基礎の上段は当初計画、下段は変更計画です。

　表２‐１０３　公害防止事業に係る費用負担計画の概要（神通川流域）

黒 部 地 域区　　分
原状回復方式（一部未整備地域は区画整理方式）復 旧 方 式
排土客土工法対 策 工 法
黒部市田籾地内の山林客土母材の採土地

　表２‐１０５　黒部地域における対策地域の復旧方式等

（単位：ha）

①②のうち
農用地以外
として利用
する面積

①、②のうち農用
地として利用す
る面積

対 策 地 域 の 面 積

市　名 左のうち
事業対象面積　

計
　

　
農用地
以　外

②
農用地
（畑）

①
農用地
（田） 計畑田計畑田

７１．８
７５．３
５７．６

４４．０
４０．５
５８．２

－
－
０．６

４４．０
４０．５
５７．６

４４．２
４０．７
５８．４

０．２
０．２
０．８

４４．０
４０．５
５７．６

１３２．１１６．１０．２１１５．８
黒部市

注　上段は当初計画、中段は８年の変更計画、下段は２０年の変更計画です。

　表２‐１０４　黒部地域における土地利用区分と面積（実測）
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　表２‐１０６　公害防止事業に係る費用負担計画の概要（黒部地域）
３年１１月１９日第 ７９８号
８年９月３０日第 ６２４号
２０年３月２８日第　１６２号

告 示 年 月 日

農用地の土壌の特定有害物質による汚染を防除するための客土そ
の他の事業公 害 防 止 事 業 の 種 類

ＪＸ日鉱日石金属株式会社費用を負担させる事業者の名称

２，９３６，０００千円
４，００５，７００千円
５，３０７，９２７千円

公 害 防 止 事 業 費　①び

算

定

基

礎

負

担

総

額

及

１汚 染 寄 与 度　②

２／３概 定 割 合　③

０．６６６７負　　担　　率　②×③

１，９５７，４３１千円
２，６７０，６００千円
３，５３８，７９４千円

負 担 総 額　①×②×③

物価等の変動により、事業費に変更が生じたときは、変更後の事
業費に上記の負担率を乗じて得た額を負担総額とします。そ の 他

注　告示年月日、負担総額及び算定基礎の上段は当初計画、中段は８年の変更計画、下段は２０
年の変更計画です。

　表２‐１０７　土壌汚染対策法に基づく要措置区域及び形質変更時要届出区域の概要
（２８年３月３１日現在）

　　①　要措置区域

基準に適合しない
特定有害物質

区域の
面積（㎡）区域の所在地指定

番号指定年月日

六価クロム化合物１，０６５　
高岡市吉久１丁目２７３番２１の全部並び
に同市吉久１丁目３５１番５、３５１番８、
３５１番９、３５１番１３及び３５１番１４の一部

指－１１６年７月１６日

ふっ素及びその化合物２，１０５　
高岡市長慶寺１０３２番１の全部並びに同
市長慶寺１０３２番２、１０３２番３、１０３３番
１及び１０３３番２の一部

指－３１９年６月６日

シス－１，２－ジクロロ
エチレン、テトラクロ
ロエチレン、トリクロ
ロエチレン

４２０．５小矢部市桜町字狐谷１２３９番１の一部指－４２２年３月１０日

鉛及びその化合物、ひ
素及びその化合物、ふ
っ素及びその化合物

７，８００　高岡市伏木二丁目３９番１、５３番１、５５
番、６１番、６３番１及び６８番２の一部指－６２３年９月２２日

セレン及びその化合物、
鉛及びその化合物、ふ
っ素及びその化合物、
ほう素及びその化合物

２，１８１．６

高岡市本郷二丁目３００番１、３００番２、
３００番６、３００番９、３０１番１、３０１番２、
３３４番１、３３５番、３３７番２、３６２番１、
横田３３９番１、３５９番１、３６２番６及び３６２
番７の一部

指－８２７年１月２３日

　　②　形質変更時要届出区域

基準に適合しない
特定有害物質

区域の
面積（㎡）区域の所在地指定

番号指定年月日

ふっ素及びその化合物、
ほう素及びその化合物３，８００　

高岡市本郷二丁目３００番９、３０２番１、
３０２番４、３３４番１、３３５番、３３６番、３３７
番１、３３７番２、３３８番１、３６２番１、横
田３３９番１、３３９番４、３３９番５、３５９番
１、３６２番６及び３６２番７の一部

指－７２７年１月２３日
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　表２‐１０８　ダイオキシン類環境調査結果（２７年度）

　　①　大　気

調査機関
調査結果［pg-TEQ／m３］調査

回数調査地点名市町村名区　分
平　均冬　季夏　季

富 山 市０．０２００．００８００．０３１年２回安 野 屋 町富 山 市

住 居 地 域

〃０．０１１０．０１２０．０１０〃水 橋 畠 等〃

〃０．００９３０．００７５０．０１１〃婦中町笹倉〃

高 岡 市０．０１００．００８５０．０１２〃中 川高 岡 市

〃０．００９９０．００５７０．０１４〃戸 出〃

富 山 県０．０１１０．００７８０．０１４〃窪氷 見 市

〃０．０１３０．００９２０．０１７〃植 木黒 部 市

〃０．０１１０．０１００．０１２〃柴 田 屋南 砺 市

〃０．０１４０．００９２０．０１８〃中 太 閤 山射 水 市

富 山 市０．０３６０．０１２０．０５９〃蓮 町富 山 市

工 業 地 域 富 山 県０．０１５０．０１５０．０１５〃伏木東一宮高 岡 市

〃０．０１４０．００８７０．０１９〃東 明 中 町射 水 市

〃０．００９４０．００５７０．０１３〃東 海 老 坂高 岡 市廃棄物焼却
施 設 周 辺 〃０．００８４０．００６８０．００９９〃泊 新立 山 町

０．６環　　境　　基　　準



２１８

　　②　公共用水域水質
　　　ア　河　川

調査機関
調査結果［pg-TEQ／L］調査

回数調査地点名水　域　名
平均４回目３回目２回目１回目

富 山 県０．０８４－－－０．０８４年１回八 幡 橋仏 生 寺 川

国土交通省（富山）０．１４－－－０．１４〃城 光 寺 橋小 矢 部 川

高 岡 市０．０８６－－－０．０８６〃地 子 木 橋千 保 川

〃０．２２－－－０．２２〃祖 父 川 橋祖 父 川

富 山 県０．１８－－－０．１８〃末 端横 江 宮 川

国土交通省（富山）０．０６７－－－０．０６７〃大 門 大 橋庄 川

富 山 県０．０７５－－－０．０７５〃西 橋内 川

〃０．０７８－－－０．０７８〃稲 積 橋下 条 川

国土交通省（富山）０．０７１－－－０．０７１〃神 通 大 橋神 通 川

富 山 市０．０６５－－０．０６７０．０６３年２回四 ツ 屋 橋い た ち 川

〃０．１３－－０．０６４０．１９〃桜 橋松 川

〃４．９－－２．４　７．４〃萩 浦 小 橋富 岩 運 河

〃０．２４－－０．４００．０７７〃岩 瀬 橋岩 瀬 運 河

国土交通省（富山）０．０６７－－－０．０６７年１回常 願 寺 橋常 願 寺 川

富 山 市０．０９３－－０．０６６０．１２年２回東 西 橋白 岩 川

富 山 県０．０４７－－－０．０４７年１回落 合 橋中 川

〃０．０４６－－－０．０４６〃角 川 橋角 川

〃０．０４６－－－０．０４６〃落 合 橋片貝川／布瀬川

〃０．１１０．０８７０．０４６０．１１０．１９年４回石 田 橋黒 瀬 川

〃０．０６０－－－０．０６０年１回末 端入 川

国土交通省（黒部）０．０６７－－－０．０６７〃下 黒 部 橋黒 部 川

富 山 県０．０４２－－－０．０４２〃笹 川 橋笹 川

１環　　境　　基　　準
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　　　イ　海　域

調査機関調査結果［pg-TEQ／L］調査回数調査地点名水　域　名

富 山 県０．０５２年 １ 回小 矢 部 ２小矢部川河口海域

〃０．０７４〃新 港 １富 山 新 港 海 域

〃０．０４９〃神 通 ２神通川河口海域

〃０．０４７〃そ の 他 ４その他富山湾海域

〃０．０９５〃そ の 他 ５〃

〃０．０４９〃そ の 他　１０〃

１　　環　　境　　基　　準

調査機関調査結果［pg-TEQ／ ｇ］調査回数調査地点名水　域　名

国土交通省（富山）０．２４年 １ 回城 光 寺 橋小 矢 部 川

〃０．２６〃大 門 大 橋庄 川

〃０．２１〃神 通 大 橋神 通 川

富 山 市３．８〃桜 橋松 川

〃６７０〃萩 浦 小 橋富 岩 運 河

国土交通省（富山）０．２１〃常 願 寺 橋常 願 寺 川

富 山 県０．１２〃落 合 橋片貝川／布瀬川

〃３．３〃石 田 橋黒 瀬 川

〃０．５９〃末 端入 川

〃０．１３〃笹 川 橋笹 川

国土交通省（黒部）０．２１〃下 黒 部 橋黒 部 川

１５０環　　境　　基　　準

　　③　公共用水域底質
　　　ア　河　川

　　　イ　海　域

調査機関調査結果［pg-TEQ／ ｇ］調査回数調査地点名水　域　名

富 山 県０．９９年 １ 回小 矢 部 ２小矢部川河口海域

〃１．３〃神 通 ２神 通 川 河 口 海 域

〃１．２〃そ の 他 ４その他富山湾海域

〃１．７〃そ の 他　１０〃

１５０環　　境　　基　　準



２２０

調査機関調査結果［pg-TEQ／L］調査回数調査地点名市町村名

富 山 市０．０４２年 １ 回下 飯 野富 山 市

〃０．０４３〃水 橋 畠 等〃

〃０．０４２〃呉 羽 町〃

〃０．０４２〃牛 島 本 町〃

〃０．０４３〃西 田 地 方〃

〃０．０４２〃城 村〃

〃０．０４２〃下 大 久 保〃

〃０．０４２〃婦 中 町 安 田〃

高 岡 市０．０５３〃荒 屋 敷高 岡 市

〃０．０５６〃福 岡 町 上 向 田〃

富 山 県０．０４２〃二 塚〃

〃０．０４２〃五 社小 矢 部 市

〃０．０４２〃海 老 江 七 軒射 水 市

〃０．０４２〃野 田立 山 町

〃０．０４２〃新 屋入 善 町

１　　環　　境　　基　　準

　　④　地下水質

　　⑤　土　壌

調査機関調査結果［pg-TEQ／ｇ］調査回数調査地点名市町村名区　　分

富 山 市０．０６６年 １ 回草 島富 山 市

一 般 環 境

〃０．０８６〃水 橋 舘 町〃

〃０．０３０〃呉 羽〃

〃０．０６０〃西田地方二丁目〃

〃０．０２５〃山 室 荒 屋〃

〃０．０８５〃高 内〃

〃４．２〃文 殊 寺〃

〃０．０９０〃八 尾 町 大 杉〃

富 山 県０．１１〃柳 田氷 見 市

〃１．４〃作 道射 水 市

〃７．１〃月 山朝 日 町発生源周辺

１，０００環　　境　　基　　準
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（２８年３月３１日現在）
特 定 施 設 数

工

場

・

事

業

場

数

市 郡 名
計

廃

棄

物

焼

却

炉

焙
焼
炉
、
溶
解
炉
及
び
乾
燥
炉

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
の
製
造
の
用
に
供
す
る

炉
、
溶
鉱
炉
、
溶
解
炉
及
び
乾
燥
炉

亜
鉛
の
回
収
の
用
に
供
す
る
焙
焼
炉
、
焼
結

製
鋼
の
用
に
供
す
る
電
気
炉

焼
結
鉱
の
製
造
の
用
に
供
す
る
焼
結
炉

　４１　３２　８　１　３６富 山 市

　２５　１３　１２　１５高 岡 市

　４　４　４魚 津 市

　６　５　１　４氷 見 市

　１　１　１滑 川 市

　８　６　２　７黒 部 市

　１０　１０　９砺 波 市

　７　６　１　７小 矢 部 市

　９　８　１　９南 砺 市

　２８　１１　１６　１　１０射 水 市

　６　６　２中 新 川 郡

　３　３　１下 新 川 郡

１４８１０５　４１　０　２　０１０５計

　表２‐１０９　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設の届出状況

　　①　大気基準適用施設
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（２８年３月３１日現在）
特 定 施 設 数

工
場
・
事
業
場
数

市郡名
計

特
定
施
設
を
設
置
す
る
工
場
又
は
事
業
場
か
ら
排
出
さ
れ
る
水
の
処
理
施
設

末
処
理
施
設

特
定
施
設
か
ら
排
出
さ
れ
る
汚
水
又
は
廃
液
を
含
む
下
水
を
処
理
す
る
下
水
道
終

湿
式
集
じ
ん
施
設

フ
ロ
ン
類
の
破
壊
の
用
に
供
す
る
プ
ラ
ズ
マ
反
応
施
設
、
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設
及
び

処
理
物
の
洗
浄
施
設

廃
Ｐ
Ｃ
Ｂ
等
又
は
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処
理
物
の
分
解
施
設
及
び
Ｐ
Ｃ
Ｂ
汚
染
物
又
は
Ｐ
Ｃ
Ｂ

廃
棄
物
焼
却
炉
に
係
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設
、
湿
式
集
じ
ん
施
設
、
灰
の
貯
留
施
設

廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

担
体
付
き
触
媒
か
ら
の
金
属
の
回
収
の
用
に
供
す
る
ろ
過
施
設
、
精
製
施
設
及
び

る
精
製
施
設
、
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設
、
湿
式
集
じ
ん
施
設

集
じ
ん
機
に
よ
り
集
め
ら
れ
た
も
の
か
ら
の
亜
鉛
の
回
収
に
限
る
。）
の
用
に
供
す

亜
鉛
の
回
収
（
製
鋼
の
用
に
供
す
る
電
気
炉
か
ら
発
生
す
る
ば
い
じ
ん
で
あ
っ
て
、

燥
炉
に
係
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設
、
湿
式
集
じ
ん
施
設

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
又
は
そ
の
合
金
の
製
造
の
用
に
供
す
る
焙
焼
炉
、
溶
解
炉
又
は
乾

浄
施
設
、
ジ
オ
キ
サ
ジ
ン
バ
イ
オ
レ
ッ
ト
洗
浄
施
設
、
熱
風
乾
燥
施
設

及
び
還
元
誘
導
体
分
離
施
設
、
ニ
ト
ロ
化
誘
導
体
洗
浄
施
設
及
び
還
元
誘
導
体
洗

ジ
オ
キ
サ
ジ
ン
バ
イ
オ
レ
ッ
ト
製
造
の
用
に
供
す
る
ニ
ト
ロ
化
誘
導
体
分
離
施
設

設
、
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

２
・
３
―
ジ
ク
ロ
ロ
―
１
・
４
―
ナ
フ
ト
キ
ノ
ン
の
製
造
の
用
に
供
す
る
ろ
過
施

燥
施
設
、
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

４
―
ク
ロ
ロ
フ
タ
ル
酸
水
素
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
製
造
の
用
に
供
す
る
ろ
過
施
設
、
乾

ガ
ス
洗
浄
施
設

ク
ロ
ロ
ベ
ン
ゼ
ン
又
は
ジ
ク
ロ
ロ
ベ
ン
ゼ
ン
製
造
の
用
に
供
す
る
水
洗
施
設
、
廃

施
設
、
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

カ
プ
ロ
ラ
ク
タ
ム
製
造
の
用
に
供
す
る
硫
酸
濃
縮
施
設
、
シ
ク
ロ
ヘ
キ
サ
ン
分
離

塩
化
ビ
ニ
ル
モ
ノ
マ
ー
製
造
の
用
に
供
す
る
二
塩
化
エ
チ
レ
ン
洗
浄
施
設

担
体
付
き
触
媒
の
製
造
の
用
に
供
す
る
焼
成
炉
に
係
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

ア
ル
ミ
ナ
繊
維
製
造
の
用
に
供
す
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

硫
酸
カ
リ
ウ
ム
製
造
の
用
に
供
す
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

カ
ー
バ
イ
ド
法
ア
セ
チ
レ
ン
の
製
造
の
用
に
供
す
る
ア
セ
チ
レ
ン
洗
浄
施
設

に
よ
る
漂
白
施
設

硫
酸
塩
パ
ル
プ
又
は
亜
硫
酸
パ
ル
プ
製
造
の
用
に
供
す
る
塩
素
又
は
塩
素
化
合
物

１４１２１２８１０富山市

１９１１１２２３７高岡市

１１１魚津市

０氷見市

０滑川市

２２１黒部市

１１１砺波市

０小矢部市

０南砺市

１２２６１３５射水市

３３２中新川郡

０下新川郡

５２１５２２３２０１５０００００００００１３２７計

　　②　水質基準対象施設
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　表２‐１１０　公害防止事業に係る費用負担計画の概要（富岩運河底質対策）
２５年１２月２５日第５００号告 示 年 月 日

覆砂事業及びしゅんせつ事業公 害 防 止 事 業 の 種 類

富山市下奥井及び富山市久方町の大島川排水路周辺に現に事業場を
所有し、又は過去に事業場を所有していた事業者
富岩運河流域又はいたち川流域において、１９６０年代から１９７０年代ま
での間に農薬ペンタクロロフェノールの製造に係る事業活動を行っ
ていた事業者

費用を負担させる事業者を定める基準

２，０３４百万円公害防止事業費 　　　　　　　①

負
担
総
額
及
び
算
定
基
礎

０．７７４寄与割合 　　　　　　　　　　②

特別の事情による減額

７６百万円工事の期間を限定することに
伴い増嵩する額 　　　　　③

１／４公害防止事業費事業者負担法
第７条第２号イの規定を参考に
設定した減額割合 　　　　④

１，１３７百万円負担総額
（①－③）×②×（１－④）

物価の変動その他やむを得ない事由により、公害防止事業費の額に
変更を生じたときは、変更後の公害防止事業費の額を基礎として算
定した額を負担総額とする。
覆砂事業後に覆砂材の補充が必要となった場合は、工事の対象範囲
及び規模並びに費用負担を求める期間について検討を行ったうえで、
費用負担計画を変更し、費用を負担させる事業者に必要な費用負担
を求める。

そ の 他
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　表２‐１１１　有害大気汚染物質の調査概要（２７年度）
分　　析　　方　　法調査回数調 査 対 象 物 質調査地点区　分

VOCs：
　キャニスター採取－低温濃縮―
　GC/MS分析法
アルデヒド類：
　DNPH捕集管採取―溶媒抽出―
　HPLC分析法
重金属類（下記以外のもの）：
　ハイボリウムエアサンプラ－採取
　―酸又は圧力容器分解―原子吸光
　光度分析又はICP/MS分析法
水銀及びその化合物：
　金アマルガム採取―加熱気化―
　原子吸光光度分析法
ひ素及びその化合物：
　ハイボリウムエアサンプラ－採取
　―酸又は圧力容器分解―原子吸光
　光度分析（水素化物発生）又は
　ICP/MS分析法
ベンゾ（a）ピレン：
　ハイボリウムエアサンプラ－採取
　―溶媒抽出―HPLC分析法
酸化エチレン：
　固相採取―溶媒抽出―GC/MS
　分析法

環境基準設
定物質及び
指針値設定
物質：
１回／月

その他優先
取組物質：
１回／季
富山芝園：
１回／月

環境基準設定物質：
VOCs：
テトラクロロエチレン、ト
リクロロエチレン、ベンゼ
ン、ジクロロメタン

その他優先取組物質：
VOCs：
アクリロニトリル（＊）、　
塩化ビニルモノマー（＊）、
クロロホルム（＊）、
１，２‐ジクロロエタン（＊）、
１，３‐ブタジエン（＊）、

　　塩化メチル、トルエン
　アルデヒド類：
ホルムアルデヒド、アセト
アルデヒド

　重金属類：
水銀及びその化合物（＊）、
ニッケル化合物（＊）、
マンガン及びその化合物（＊）、
ひ素及びその化合物（＊）、
ベリリウム及びその化合物、
クロム及びその化合物

　ベンゾ（a）ピレン
　酸化エチレン

富 山 芝 園
観 測 局

一般環境 魚 津
観 測 局

小杉太閤山
観 測 局

高 岡 伏 木
観 測 局

固定発生
源 周 辺

環境基準設定物質：ベンゼン
その他優先取組物質：
１，３‐ブタジエン（＊）、ト
ルエン、ホルムアルデヒド、
アセトアルデヒド、ベンゾ
（a）ピレン

高 岡 大 坪
観 測 局

その他優先取組物質：
マンガン及びその化合物（＊）

福 野
観 測 局

環境基準設定物質：ベンゼン
その他優先取組物質：
１，３‐ブタジエン（＊）、ト
ルエン、ホルムアルデヒド、
アセトアルデヒド、ベンゾ
（a）ピレン

小 杉 鷲 塚
観 測 局

幹線道路
沿 道

注　＊は指針値設定物質です。
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調査
機関

年　　　平　　　均　　　値（μg／m３）項　目

アセト
アルデ
ヒド

ホルム
アルデ
ヒド

トル
エン

塩化
メチ
ル

１，３‐ブ
タジエ
ン

１，２－ジ
クロロエ
タン

クロロ
ホルム

塩化ビ
ニルモ
ノマー

アクリ
ロニト
リル

物　質

区　分　　　調査地点

富山市１．９２．１３．３１．５＜０．１０．２６０．３１＜０．１＜０．１富 山 芝 園

一 般 環 境

富山県

１．２１．４１．６１．４＜０．１０．１３０．２０＜０．１＜０．１小杉太閤山

１．３１．６２．３１．４＜０．１０．１３０．１６＜０．１＜０．１魚 津

１．３１．４２．６１．４＜０．１０．１２０．４５＜０．１＜０．１高 岡 伏 木

固定発生源周辺 ０．１３０．９３高 岡 大 坪

福 野

１．２１．４２．２＜０．１小 杉 鷲 塚幹線道路沿道

２．１２．６７．４１．５０．１１０．２００．２３０．０４６０．０７０２６年度全国調査結果平均値
（ 環 境 省 ）

－－－－２．５　１．６　１８　　１０　　２　　指 針 値

　表２‐１１２　その他優先取組物質の調査結果（２７年度）

調査
機関

年　　　平　　　均　　　値（μg／m３）項　目

酸化エ
チレン

ベンゾ梢a 
ピレン

クロム及
びその化
合物

ベリリウ
ム及びそ
の化合物

ひ素及び
その化合
物

マンガン 
及びその
化合物

ニッケル
化合物

水銀及び
その化合
物

物　質

区　分　　　調査地点

富山市０．１１　０．００００７４０．００３８＜０．０００４０．００１８０．００９８＜０．００４０．００１５富山芝園

一 般 環 境

富山県

０．０５５０．００００１８０．００２８＜０．０００４０．００１００．０１２　＜０．００４０．００１８小杉太閤山

０．０６６０．００００１９０．００１５＜０．０００４０．００１１０．０１３　＜０．００４０．００２２魚 津

０．０５８０．００００２１０．０１０　＜０．０００４０．００１１０．０２８　＜０．００４０．００２９高岡伏木

固定発生源周辺 高岡大坪

０．０１１　福 野

０．００００３０小杉鷲塚幹線道路沿道

０．０８３０．０００１８　０．００５３０．００００２００．００１６０．０２４　０．００４１０．００２０２６年度全国調査結果平均値
（ 環 境 省 ）

－－－－０．００６　０．１４　　０．０２５　０．０４　指 針 値



２２６

　表２‐１１３　ゴルフ場排水の農薬調査結果（２７年度）

定 量
下 限 値県指導値暫定指導

指 針 値調査結果検出数／
検 体 数

検出ゴルフ場数／
調査ゴルフ場数農　　　薬　　　名分

類
０．０１－１．８ND０／８０／８アセタミプリド

殺

虫

剤

０．００３０．０８０．０６３ND０／８０／８アセフェート
０．００３０．００８０．０８ND０／８０／８イソキサチオン
０．０１－１．５ND０／８０／８イミダクロプリド
０．００８－０．８２－－－エトフェンプロックス
０．０２－２．５ND０／８０／８クロチアニジン
０．００１０．００４０．０２ND０／８０／８クロルピリホス
０．００３０．００５０．０５ND０／８０／８ダイアジノン
０．００４－０．４７ND０／８０／８チアメトキサム
０．００８－０．８ND０／８０／８チオジカルブ
０．００４－０．４２ND０／８０／８テブフェノジド
０．００３０．０３０．０５ND０／８０／８トリクロルホン（DEP）
０．００１０．００３０．０３ND０／８０／８フェニトロチオン（MEP）
０．０１－１ND０／８０／８ペルメトリン
０．０４－４．７ND０／８０／８アゾキシストロビン

殺

菌

剤

０．０２０．０４２．６ND０／８０／８イソプロチオラン
０．０３０．３３ND０／８０／８イプロジオン

０．００６－
　０．０６
イミノクタ
ジンとして

ND０／１０／１イミノクタジンアルベシル酸
塩及びイミノクタジン酢酸塩

０．００３０．００４０．０４ND０／８０／８エトリジアゾール（エクロメゾール）
０．００４０．０４０．４ND０／８０／８オキシン銅（有機銅）
０．０３０．３３ND０／８０／８キャプタン
０．００４０．０４０．４ND０／８０／８クロロタロニル（TPN）
０．００５０．０５０．５ND０／８０／８クロロネブ
０．００３－０．３ND０／８０／８ジフェノコナゾール
０．００３－０．３ND０／８０／８シプロコナゾール
０．００３－０．２２ND０／８０／８シメコナゾール
０．００３０．００６０．２ND０／８０／８チウラム
０．００５－０．５ND０／８０／８チフルザミド
０．００３－０．１ND０／８０／８テトラコナゾール
０．００７－０．７７ND０／８０／８テブコナゾール
０．００５－０．５ND０／８０／８トリフルミゾール
０．０２０．０８２ND０／８０／８トルクロホスメチル
０．０２０．２２．３ND０／８０／８フルトラニル
０．００５－０．５ND０／８０／８プロピコナゾール
０．０１０．０４１．４ND０／８０／８ペンシクロン
０．０１－１．１ND０／８０／８ボスカリド
０．２－２３　ND０／８０／８ホセチル
０．００３－０．３－－－ポリカーバメート

０．００５０．０５
　０．５８
メタラキシ
ルとして

ND０／８０／８メタラキシル及びメタラキシ
ルＭ

０．０１０．１１ND０／８０／８メプロニル
０．０２０．２２ND０／８０／８アシュラム

除

草

剤

０．０１－１ND０／８０／８エトキシスルフロン
０．００３－０．２４ND０／８０／８オキサジクロメホン
０．００３－０．０７ND～０．００４１／８１／８カフェンストロール
０．００８－０．８ND０／８０／８シクロスルファムロン
０．００３０．００８０．０９５ND０／８０／８ジチオピル

（単位：mg／L）
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　表２‐１１４　魚介類の水銀検査結果（２７年度）

検 査 機 関検体採取場所検体採取年月日総水銀魚　種№

衛生研究所

氷見市平成２７年６月９日０．１１カ マ ス１

〃〃０．０８ア ジ２

〃〃０．０５ト ビ ウ オ３

〃〃０．０３コ ノ シ ロ４

〃〃０．０７ホ ウ ボ ウ５

魚津市平成２７年６月８日０．０２ウマヅラハギ６

〃〃０．０４マ ア ジ７

〃〃０．０９ア カ カ レ イ８

〃〃０．０５マ サ バ９

〃〃０．０６ソウハチカレイ１０

〃〃０．０４ト ビ ウ オ１１

射水市平成２８年２月２２日～３月２日０．３１ス ズ キ１２

（単位：ppm）

定 量
下 限 値県指導値暫定指導

指 針 値調査結果検出数／
検 体 数

検出ゴルフ場数／
調査ゴルフ場数農　　　薬　　　名分

類
０．０３－３ND０／８０／８シデュロン

除

草

剤

０．００１０．００３０．０３ND０／８０／８シマジン（CAT）
０．００３０．００６０．０６ND０／８０／８トリクロピル
０．００３０．０３０．３ND０／８０／８ナプロパミド
０．０２－２．６ND０／８０／８ハロスルフロンメチル
０．００３０．０２０．２３ND０／８０／８ピリブチカルブ
０．００３０．００４０．２ND０／８０／８ブタミホス
０．００３－０．３ND０／８０／８フラザスルフロン
０．００５０．００８０．５ND０／８０／８プロピザミド
０．０１０．０５３．１ND０／８０／８ペンディメタリン
０．００８０．０８０．１ND０／８０／８ベンフルラリン（ベスロジン）

０．００４０．００５
　０．４７
メコプロッ
プとして

ND０／８０／８

メコプロップカリウム塩（MCPPカ
リウム塩）、メコプロップジメチルア
ミン塩（MCPPジメチルアミン塩）、
メコプロップＰイソプロピルアミン
塩及びメコプロップＰカリウム塩

注　ＮＤとは、定量下限値未満です。
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　表２‐１１５　食品中のPCB検査結果（２７年度）

検 査 機 関
検査結果（ppm）

検体数検　体　名
最低値最高値平均値

新川厚生センター

ＮＤ０．００６０．００３３内海内湾魚介類

０．００２０．００２０．００２２遠洋沖合魚介類

ＮＤＮＤＮＤ３牛 乳

ＮＤ０．００１ＮＤ４鶏 卵

注　NDとは、検出下限値未満です。

　表２‐１１６　公共下水道及び特定環境保全公共下水道の概要
（２７年３月３１日現在）

備　　考
処　 理
人　 口
（人）

認　　可　
計画人口注２

（人）　

処　理
面　積
（ha）

汚水管渠
整備面積
（ha）

認　　可
計画面積
（ha）

供用
開始
年度

着手
年度事業主体名

農排分
（内数）
（人）

農排分
（内数）
（ha）

公共、特環３８３，５６８３，９３５４０１，９２５９，６１９９，７７６１２１１０，８２６Ｓ３７Ｓ２７富 山 市

公共、特環１５９，０４６－１５０，４１２４，１３３４，１３３－５，２８０Ｓ４０Ｓ２４高 岡 市

公共、特環３２，０８０３，０００３８，１００９０４１，０８６１４８１，１８６Ｈ元Ｓ６０魚 津 市

公共、特環２９，８３４８，７００４７，７６０９５８９５８２７８１，４４０Ｓ５８Ｓ５０氷 見 市

公共、特環２３，２５０１，９８０３０，７５０８５４８５４７２１，２５５Ｈ元Ｓ５４滑 川 市

公共、特環２５，７９５２，７５０３８，９１０８３８８３８６６１，１４８Ｓ６１Ｓ５２黒 部 市

公共、特環３０，９９８－２８，１８５１，１８４１，１８４－１，２９９Ｈ３Ｓ５９砺 波 市

公共、特環１８，５７２－２２，４５３６９４６９４－８５９Ｈ２Ｓ５７小 矢 部 市

公共、特環４５，３７３－６３，３２９１，７５７１，７５７－１，８９７Ｈ元Ｓ４６南 砺 市

公共、特環８２，００５２，８２６８３，７５７２，３３３２，３３３８４２，６２９Ｓ４５Ｓ３４射 水 市

特環３，４８６－４，１３０１２１１２１－１２１Ｈ４Ｈ３上 市 町

公共、特環１９，１９４５，５６０２６，０００５７２５７２２１７８２０Ｈ１３Ｈ８入 善 町

公共、特環８，６４９－１０，７００３５５３５５－４６４Ｈ１３Ｈ８朝 日 町

公共、特環３９，２８５－４２，９００１，４７２１，４７４－１，６０６Ｈ６Ｓ６２中新川組合注１

公共３，０４２－３，２００１２５１２５－１３３舟 橋 村

公共、特環１４，６４６－１５，８００６２６６２７－６５９上 市 町

公共、特環２１，５９７－２３，９００７２１７２２－８１４立 山 町

９０１，１３５２８，７５１９８９，３１１２５，７９４２６，１３６９８６３０，８３０計

注１　中新川広域行政事務組合（舟橋村、上市町、立山町）
　２　認可計画人口は、観光人口を含みます。
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　図２‐５　下水道の普及率の推移
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　表２‐１１７　農村下水道の整備状況
（２８年３月３１日現在）

備　　　　　　　　　考
整備計画
定住人口
（人）

地区数
市町村名

旧新

供用２２地区１５，５１５２２富 山 市

富 山 市

供用２地区１，６２０２大 沢 野 町

供用７地区３，７３５７大 山 町

供用１３地区２，９６１１３八 尾 町

供用３地区１，９１０３婦 中 町

供用６地区７４１６山 田 村

供用２地区４４０２細 入 村

供用４地区２，５８４４高 岡 市
高 岡 市

供用３地区２，６５０３福 岡 町

供用９地区９，６０８９魚 津 市

供用１１地区１４，３３４１１氷 見 市

供用３地区４，２１９３滑 川 市

供用６地区７，４６０６黒 部 市
黒 部 市

供用５地区５，３６６５宇 奈 月 町

供用３地区５，８４０３砺 波 市
砺 波 市

供用１地区１，１４１１庄 川 町

供用３地区３，５７０３小 矢 部 市

供用２地区２，２００２城 端 町

南 砺 市

供用９地区１，３６８９平 村

供用７地区７８１７上 平 村

供用６地区１，０６２６利 賀 村

供用２地区１，１７０２福 野 町

供用１地区２０１井 口 村

供用１１地区４，４１５１１福 光 町

供用３地区３，２３０３新 湊 市

射 水 市

供用３地区３，０６７３小 杉 町

供用６地区４，２１０６大 門 町

供用３地区２，０２３３下 村

供用２地区９００２大 島 町

供用４地区２，６０２４上 市 町

供用５地区３，３６７５立 山 町

供用４地区８，１１３４入 善 町

供用１７１地区１２２，２２２１７１計
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（基数）

　表２‐１１８　コミュニティ・プラントの整備状況

計画処理人口（人）施設数市町村名

４，８４０３富 山 市

１，８０２１高 岡 市

６，６４２４計

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度市町村名

８１０１３７１３富 山 市

１１７５２２２０高 岡 市

１２１１５６魚 津 市

４９７５９６６１６９氷 見 市

５５８４８滑 川 市

８５５９１６黒 部 市

２７２４４６４６５３砺 波 市

２９２８３１２２１８小 矢 部 市

南 砺 市

１射 水 市

１１１２上 市 町

３４４４８立 山 町

入 善 町

９７１１１７１５朝 日 町

１５１１６７２３１１９８２２９計

（２８年３月３１日現在）

　表２‐１１９　浄化槽設置推進事業の状況

注　設置基数の総数は、９，８４４基です。
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表
２‐
１２
０
　
定
置
網
漁
場
環
境
調
査
の
測
定
結
果
（
２７
年
度
）

濁
　
　
度
（
pp
m
）

Ｃ
Ｏ
Ｄ
（
m
g
／
L）

塩
　
　
分
（
P
S
U
）

ｐ
Ｈ

水
　
　
温
（
℃
）

調
査

回
数

調
査
定
点
名

№
平
均
値

最
大
値

最
小
値

平
均
値

最
大
値

最
小
値

平
均
値

最
大
値

最
小
値

平
均
値

最
大
値

最
小
値

平
均
値

最
大
値

最
小
値

１
．０

１
．０

１
．０

０
．２

０
．２

０
．２

３１
．８
２

３１
．８
２

３１
．８
２

８
．２
２

８
．２
２

８
．２
２

１４
．０

１４
．０

１４
．０

１
宮
崎
（
沿
）

１
１
．５

１
．５

１
．５

０
．３

０
．３

０
．３

３１
．７
１

３１
．７
１

３１
．７
１

８
．２
１

８
．２
１

８
．２
１

１４
．０

１４
．０

１４
．０

１
宮
崎
（
沖
）

２
０
．６

１
．１

０
．１

０
．３

０
．４

０
．１

３２
．６
５

３３
．７
３

３１
．５
６

８
．２
０

８
．３
１

８
．１
２

１１
．１

１２
．５

１０
．０

４
高
峰
（
沿
）

７
０
．８

１
．４

０
．０

０
．２

０
．３

０
．１

３３
．１
１

３３
．３
２

３２
．６
４

８
．２
３

８
．３
５

８
．１
８

１１
．１

１２
．５

９
．０

４
高
峰
（
沖
）

８
２
．３

４
．５

０
．７

０
．５

１
．０

０
．２

２４
．５
６

３３
．１
９

４
．９
６

８
．１
９

８
．３
３

７
．９
７

１４
．２

２２
．０

７
．８

１０
経

田
藤

吉
９

２
．４

３
．５

１
．５

０
．７

１
．３

０
．３

２１
．７
３

２８
．６
４

１４
．０
４

８
．２
５

８
．３
６

８
．１
６

１５
．８

２１
．６

８
．４

４
伊

古
場

１０
２
．６

３
．６

１
．８

０
．７

１
．２

０
．２

２１
．６
０

２７
．３
７

１１
．９
８

８
．２
６

８
．３
６

８
．１
４

１６
．０

２１
．８

８
．５

４
鴻

津
一

番
１１

１
．３

２
．４

０
．５

０
．３

０
．８

０
．１

２９
．６
３

３１
．３
２

２７
．５
９

８
．２
６

８
．３
２

８
．２
１

１４
．６

１９
．９

１０
．０

４
沖

住
吉

１２
１
．１

２
．２

０
．６

０
．３

０
．５

０
．２

３１
．０
９

３３
．１
３

２８
．３
４

８
．２
５

８
．３
１

８
．１
７

１５
．６

２１
．０

１０
．３

４
沖

の
網

１３
２
．３

３
．９

１
．０

０
．６

１
．２

０
．２

１９
．８
０

３０
．４
９

１２
．０
１

８
．１
８

８
．３
２

８
．０
５

１４
．３

２１
．６

７
．８

８
天
念
坊
（
沿
）

１４
２
．５

５
．０

１
．１

０
．７

１
．３

０
．３

１９
．６
１

３０
．４
９

１１
．４
７

８
．２
０

８
．３
１

８
．０
３

１４
．３

２１
．４

７
．７

８
天
念
坊
（
沖
）

１５
２
．４

４
．８

０
．８

０
．５

０
．９

０
．３

２５
．０
７

３２
．９
９

１６
．５
１

８
．２
０

８
．３
７

７
．９
７

１５
．４

２２
．２

８
．７

１０
深
曳
（
沿
）

１６
２
．３

５
．０

０
．８

０
．６

１
．１

０
．３

２５
．６
２

３２
．８
４

１２
．８
８

８
．２
３

８
．４
１

８
．０
８

１５
．０

２２
．４

８
．０

１０
深
曳
（
沖
）

１７
２
．７

５
．８

１
．３

０
．８

１
．２

０
．３

６
．４
１

２０
．３
９

１
．６
７

８
．０
０

８
．３
０

７
．７
１

１２
．５

２２
．１

５
．２

１０
神

通
川

前
１８

２
．４

４
．２

０
．４

０
．７

１
．３

０
．１

２４
．８
４

３２
．２
２

１５
．２
０

８
．１
９

８
．２
９

８
．０
８

１７
．９

２３
．３

１２
．５

４
大

門
沖

１９
２
．６

５
．６

０
．８

０
．８

１
．６

０
．４

２１
．９
６

３３
．５
７

８
．２
４

８
．１
９

８
．３
８

８
．０
２

１６
．８

２３
．２

９
．１

１０
酒

樽
Ⅰ

２０
２
．６

５
．５

０
．７

０
．９

１
．６

０
．２

１８
．３
５

３１
．４
８

４
．８
４

８
．１
２

８
．３
５

７
．９
１

１６
．９

２４
．７

９
．１

１０
酒

樽
Ⅱ

２１
６
．０

６
．０

６
．０

１
．３

１
．３

１
．３

１９
．２
１

１９
．２
１

１９
．２
１

８
．４
５

８
．４
５

８
．４
５

１５
．６

２３
．２

７
．１

１
東

三
番

２２
２
．６

５
．７

０
．４

０
．９

１
．８

０
．３

１９
．９
７

３３
．１
０

１３
．４
１

８
．１
６

８
．３
２

７
．９
８

１５
．４

２３
．０

７
．５

１２
黒

山
２３

３
．０

１３
．６

０
．９

１
．１

２
．０

０
．６

１０
．５
９

２９
．６
３

１
．２
２

８
．０
１

８
．３
７

７
．６
８

１６
．０

２４
．０

８
．０

１２
庄

川
前

２４
３
．８

９
．２

１
．４

１
．６

２
．４

０
．８

６
．１
５

２１
．１
０

０
．１
０

７
．８
４

８
．１
２

７
．４
８

１７
．０

２４
．０

９
．０

１２
小
矢
部
川
前

２５
３
．３

１３
．４

０
．６

０
．８

１
．８

０
．１

２１
．９
１

３２
．７
３

２
．９
７

８
．１
９

８
．４
６

８
．０
７

１５
．４

２３
．０

９
．９

１２
大

中
瀬

２６
１
．５

５
．８

０
．１

０
．６

１
．４

０
．１

３１
．４
１

３３
．２
２

２５
．５
４

８
．２
２

８
．３
９

８
．０
８

１８
．０

２３
．０

９
．０

９
青

塚
三

番
２７

１
．４

２
．６

０
．４

０
．５

１
．１

０
．２

３１
．０
０

３２
．９
４

２４
．１
０

８
．１
９

８
．３
３

８
．０
９

１７
．８

２３
．０

９
．３

１１
茂

淵
一

番
２８

１
．３

２
．０

０
．４

０
．５

０
．９

０
．２

３０
．８
８

３２
．９
４

２４
．８
０

８
．１
９

８
．２
６

８
．０
９

２０
．１

２６
．８

１４
．２

１０
茂

淵
二

番
２９

１
．１

２
．０

０
．１

０
．５

１
．５

０
．２

３１
．９
５

３３
．１
０

２６
．８
１

８
．１
８

８
．２
６

８
．０
９

１７
．１

２３
．２

１０
．１

１０
茂

淵
三

番
３０

１
．１

２
．１

０
．３

０
．４

０
．７

０
．２

３２
．７
０

３３
．３
９

２９
．５
４

８
．１
７

８
．２
６

８
．０
７

１７
．１

２３
．２

１０
．１

１０
前

網
岸

３１
１
．３

４
．７

０
．１

０
．６

２
．２

０
．１

３２
．９
５

３３
．３
５

３１
．６
３

８
．１
６

８
．２
６

７
．９
６

１７
．３

２４
．１

１０
．９

１０
前

網
３２

１
．３

２
．１

０
．５

０
．５

０
．９

０
．３

３１
．２
０

３３
．１
６

２４
．４
６

８
．１
９

８
．２
６

８
．０
８

１６
．６

２２
．５

１１
．３

８
八

幡
岸

３３
１
．４

２
．０

０
．５

０
．５

０
．７

０
．３

３１
．９
４

３３
．２
５

２８
．５
０

８
．１
６

８
．２
１

８
．１
１

２０
．６

２４
．６

１５
．３

６
千

ヶ
淵

３４
３
．６

５
．９

０
．５

０
．７

１
．４

０
．２

２４
．３
２

３２
．４
０

１５
．８
９

８
．２
５

８
．５
０

８
．０
５

１４
．２

２１
．０

７
．５

９
大

垣
３６

０
．９

１
．４

０
．２

０
．３

０
．６

０
．１

３１
．６
６

３３
．０
２

２７
．８
６

８
．１
７

８
．２
４

８
．１
０

１９
．７

２４
．０

１５
．０

５
大

岩
沖

３８ 注
　
№
３
～
６
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で
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た
。



２３４

終結区分終結年月対　　　　　象申請年月市町名手続の種類

調 停 成 立５２年９月工 場 騒 音 ・ 振 動５２年４月魚 津 市

調　　　停

一部取下げ
一部打切り５８年３月工場騒音・粉じん・悪臭５７年８月富 山 市

調 停 成 立６０年１０月事業場悪臭・粉じん・砂じん６０年５月富 山 市
婦 中 町

調停打切り２年８月住宅マンション建設・
騒 音 ・ 振 動２年２月富 山 市

調停打切り１４年１１月ダ ム 排 砂 に 伴 う
水 質 汚 濁１３年６月

入 善 町
朝 日 町
黒 部 市

調停打切り２１年７月住 宅 給 湯 ボ イ ラ ー
騒 音 ・ 振 動２０年１２月富 山 市

調 停 成 立２２年１月住宅団地外壁改修・粉じん２１年７月富 山 市

調停打切り２２年７月ＬＰガス充填所騒音・振動２１年１２月富 山 市

調停打切り２７年７月事業場振動・地盤沈下２６年１１月富 山 市

調 停 成 立２８年３月工場騒音・ばいじん・悪臭２７年７月富 山 市

　表２‐１２１　公害審査会に係属した事件

　表２‐１２２　公害種類別苦情受理状況の年度別推移
（単位：件）

合

計

そ

の

他

廃
棄
物
投
棄

小
　
　
　
計

典
型
七
公
害

典　　型　　７　　公　　害種類

年度

悪

臭

地
盤
沈
下

振

動

騒

音

土
壌
汚
染

水
質
汚
濁

大
気
汚
染

３３６２６３６２７４３２－７３５３１４７５０２３

３０１２７２４２５０３７－７３３－１２５４８２４

２２４１９２０１８５３２－４２６－７９４４２５

２１２９２４１７９２３－３３２２７８４１２６

２０７８３８１６１１５２６２５２７９３２２７

（

）
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　表２‐１２３　典型７公害発生源別苦情受理状況（２７年度）
（単位：件）

計

悪

臭

地
盤
沈
下

振

動

騒

音

土
壌
汚
染

水
質
汚
濁

大
気
汚
染

種　　　類

業　　　種

６３００００３０農 業

００００００００林 業

００００００００漁 業

２０００００１１鉱 業

１４００１４１２６建 設 業

１９３０１３０５７製 造 業

４００１１０２０電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

００００００００情 報 通 信 業

７０００２０４１運 輸 業

６１１０２０２０卸 売 ・ 小 売 業

００００００００金 融 ・ 保 険 業

００００００００不 動 産 業

１０００１０００飲 食 店 ・ 宿 泊 業

００００００００医 療 ・ 福 祉

１０００１０００教 育 ・ 学 習 支 援 業

１００００００１複 合 サ ー ビ ス 事 業

４０００２００２そ の 他 の サ ー ビ ス 業

２１００１０００公 務

８１０１３０１２分 類 不 能 の 産 業

５４６１０２０３５１０家 庭 生 活

８００２３０２１そ の 他

２４００００１２２１不 明

１６１１５２６２５２７９３２計



２３６

　表２‐１２４　市町村別・公害の種類別苦情受理状況（２７年度）
（単位：件）

合

計

そ

の

他

廃
棄
物
投
棄

小
　
　
　
計

典
型
七
公
害

典　　型　　７　　公　　害種類

市町村名

悪

臭

地
盤
沈
下

振

動

騒

音

土
壌
汚
染

水
質
汚
濁

大
気
汚
染

６５１０６４２１１７０３３２０富 山 市

１９１０１８４００４０４６高 岡 市

２２００２２１００３２１５１魚 津 市

３１１１０１０００００氷 見 市

７００７０００１０６０滑 川 市

７００７４００１０２０黒 部 市

２０５８７００１１０１４砺 波 市

３７０２８９１００００８０小 矢 部 市

２００２１０００００１南 砺 市

２３００２３２０４８０９０射 水 市

２０５８３７１６０１５２６２５２７８３２市 計

１００１０００００１０舟 橋 村

０００００００００００上 市 町

０００００００００００立 山 町

１０１００００００００入 善 町

０００００００００００朝 日 町

３０１１０００００１０町 村 計

２０７８３８１６１１５２６２５２７９３２合 計

（

）
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　表２‐１２６　「公害健康被害の補償等に関する法律」に基づく指定の内容

第２種地域地 域

富山市＊、婦中町＊、大沢野町＊の各一部指定地区（神通川下流地域）区 域

昭和４４年１２月２７日指定年月日

イタイイタイ病指 定 疾 病

注　＊は現富山市です。

（２８年３月３１日現在）

人数区　　分

５患　　者梢人 

３要観察者梢人 

　表２‐１２７　イタイイタイ病患者及び要観察者生存数

　表２‐１２８　酸性雨実態調査の概要（２７年度）
調　査　方　法調　査　項　目調 査 期 間調 査 地 点区分

酸性雨等調査マニュアル
（環境庁大気保全局）
湿性沈着モニタリング手引
き書（第２版）
（環境省地球環境局）

・pH
・イオン成分（SO４２－、
NO３－、Na＋、Cl－
等）降下量等

２７年４月～
２８年３月

（一週間降雨ごと）

射　　水　　市
（環境科学センター）

雨
　
　
　
水

富　　山　　市
（立山黄砂酸性雨観測局）

（単位：件）
　表２‐１２５　苦情の処理状況（２７年度）

合

計

そ

の

他

廃
棄
物
投
棄

小
　
　
　
計

典
型
七
公
害

典　　型　　７　　公　　害種　　類

内　　訳

悪

臭

地
盤
沈
下

振

動

騒

音

土
壌
汚
染

水
質
汚
濁

大
気
汚
染

３１４９４０２６５４５２１２４２２９８６４取扱件数　合計

２０７８３８１６１１５２６２５２７９３２新規受付

１０７１２１０４３００６１７０１９３２前年度からの繰越

３１４９４０２６５４５２１２４２２９８６４処理件数　合計

２０５８３６１６１１５２６２４２７８３４直接処理（解決）

１０１００００００００他機関への移送

１０８１３１０４３００６１８０２０３０翌年度への繰越

０００００００００００
その他（原因不明等に
より処理方法のないも
の等）

（

）
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　表２‐１２９　雨水のpH調査結果（２７年度）
 （一週間降雨ごと）………自動採取法

雨　　　　水　　　　の　　　　pH調 査
項 目 富　　山　　市射　　水　　市

平　均範　　　囲平　均範　　　囲調 査
結 果 ５．０４．５　～　５．４４．７４．０　～　５．３

　表２‐１３０　雨水のpHの年度別調査結果（一週間降雨ごと）
調　　査　　地　　点

調査年度
全 国 の 状 況富　山　市射　水　市

第１次調査
（５８～６２年度）
　　　４．４～５．５
第２次調査
（６３～４年度）
　　　４．５～５．８
第３次調査
（５～９年度）
　　　４．４～５．９
第４次調査
（１０～１２年度）
　　　４．４７～６．１５
１３～１４年度
　　　４．３４～６．２５
長期モニタリング
（１５～１９年度）
　　　４．４０～５．０４
（２０～２４年度）
　　　４．４８～５．３７
（２５年度）
　　　４．５９～５．２２
（２６年度）
　　　４．４０～５．１９

－４．９昭和６１年度
－４．９６２年度
－４．７６３年度
－４．６平成元年度
４．８４．７２年度
４．７４．６３年度
４．６４．６４年度
４．８４．８５年度
４．７４．７６年度
４．９４．９７年度
４．９４．８８年度
４．８４．８９年度
５．１５．０１０年度
４．８４．９１１年度
４．８４．８１２年度
４．６４．５１３年度
４．８４．７１４年度
４．７４．６１５年度
４．８４．６１６年度
４．８４．６１７年度
４．７４．５１８年度
４．７４．５１９年度
４．７４．６２０年度
４．８４．７２１年度
４．８４．６２２年度
４．８４．６２３年度
４．８４．５２４年度
４．８４．６２５年度
４．８４．６２６年度
５．０４．７２７年度

注　富山市の調査地点は、２～５年度：旧大山町山野スポーツセンター傍、６～１４年度：
国設立山酸性雨測定所（立山町芦峅寺スキー場敷地内）、１５年度～：立山黄砂酸性雨
観測局（らいちょうバレースキー場山頂駅傍）です。
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　図２‐７　主要イオン成分沈着量、降水量の月別推移（２７年度）



２４０

　図２‐８　主要イオン成分沈着量の経年変化

　図２‐９　縄ヶ池におけるpH及びアルカリ度の経年変化

　注　停滞期と循環期における測定値の平均値です。
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　表２‐１３１　森林地における雨水のpH調査結果（２７年度）

雨水の年平均pH（一週間降雨ごと・ろ過式採取法）
調査項目

南砺市小矢部市魚津市富山市

４．４４．１４．２４．３調査結果

　注　停滞期と循環期における測定値の平均値です。

　図２‐１０　富山県における黄砂の観測日数の推移

注　富山地方気象台のデータです。



２４２

　表２‐１３２　公益財団法人環日本海環境協力センター（NPEC）の事業概要（２７年度）

事　　業　　概　　要事　　業　　名事業の種類

　本県がコーディネート自治体を務める「NEAR環境分科委
員会」を開催し、会員自治体間で、環境に関する協力事業の
検討や情報交換を行った。

北東アジア地域自治体連
合（NEAR）環境分科委
員会の推進

環境保全に
関する交流
推進事業

　ロシア沿海地方で開催された第９回国際環境フォーラム
「国境のない自然」への参加を通じて、環境分野における協
力事業の情報交換を行った。

海洋環境保全パートナー
シップの形成

　北東アジア地域の自治体間における環境分野での協力促進
のための専門家会合及びＧ７富山環境大臣会合の成果を県民
向けにわかりやすく説明するフォーラムの開催準備を進めた。

２０１６北東アジア自治体環
境フォーラムinとやま
の開催準備業務

　関係者による対策の連携強化を図って海岸漂着物等の発生
の抑制に寄与するため、北東アジア地域の海を共有する自治
体、市民等が、海岸漂着物等の調査を実施した。
　また、市民の漂着物等に係る意識の向上を図るため、新聞
による広報や漂着物アートの制作・展示、漂着物アートキャ
ラバンの開催等を通して、海洋ごみ問題の普及啓発を行った。

漂流・漂着ごみ対策推進
事業

環境保全に
関する調査
研究事業

　生物の生育や水質の浄化などに重要な役割を果たす藻場の
状況を広域的・継続的に把握するため、リモートセンシング
により富山湾沿岸域のアマモ場（氷見市周辺）の状況につい
て調査した。
　また、富山湾の藻場の現状等について、３か年の事業の取
りまとめを行った。

富山湾リモートセンシン
グ調査事業

　遼寧省の大気汚染の改善に資するため、２６年度から２８年度
の３年計画で、光化学スモッグ、PM２．５等の原因となる揮発
性有機化合物（VOC）に関する共同調査研究を行った。

中国遼寧省との大気環境
共同調査研究

　NPECの活動状況や環境情報の提供を行うため、開設して
いるホームページの内容の充実を図り、情報発信を行った。

広報・普及啓発

環境保全に
関する施策
支援事業

　遼寧省へのVOCの測定に係る技術指導を行うため、研修
員の受入れや専門家（環境科学センター職員）の派遣を行っ
た。

対岸地域からの環境技術
者の研修

　北東アジア地域の青少年に対して、環日本海の環境保全の
ための活動体験の機会を提供する「北東アジア地域環境体験
プログラム」を魚津市等で開催した。

北東アジア地域環境体験
プログラム

　インターン、ボランティアの受入れを通じて、将来の国際
環境協力分野における人材の育成を図るともに、大学等の研
究機関との連携の強化、北東アジア地域の海洋環境保全に関
する取組みへの理解の促進を図った。

国際環境協力インター
ン・ボランティアプログ
ラム

　北東アジア地域の次代をを担う子どもたちから「環境の保
全」をテーマとしたポスターを募集し、優秀作品を展示した。

北東アジア地域環境ポス
ター展推進事業

　環日本海地域における環境保全行動の担い手である「環日
本海・環境サポーター」とNPECとの連携を強化し、環境
サポーターによる活動の定着を図るため、環境サポーターと
の連携イベントの実施や活動PR、活動機材の貸出等、環境
サポーターの活動を支援し、活動意識の高揚を図った。

環日本海市民・環境教育
学習推進事業

　国内有数の高度な技術を有する県内環境産業の次代を担う
人材を養成し、環境産業界の国際競争力の向上と地域の活性
化を支援する。

とやま環境グローバルリ
ーダー養成塾
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事　　業　　概　　要事　　業　　名事業の種類

　赤潮／HAB、リモートセンシング、富栄養化及び生物多
様性をはじめ、環日本海における海洋環境に係る課題や今後
の活動の進め方等について助言を得るために検討委員会を開
催するとともに、人工衛星によるリモートセンシングデータ
を利用した沿岸環境評価手法の開発に向けて、富山湾におけ
る水質汚濁に係る現場データ及び衛星データを取得し、富山
湾での検証を行った。
　また、富栄養化状況判定手順書を用いてNOWPAP地域
における富栄養化評価を行った。

日本海等の環境影響調査

NOWPAP
推進事業

　環境省が１３年度に設置した海洋環境に関する人工衛星デー
タを受信・解析するための「環日本海海洋環境ウォッチシス
テム」の維持管理を行うとともに、衛星データを受信、解析、
記録し、NOWPAP関係国を含む国内外へ発信した。

環日本海海洋環境ウォッ
チ推進費

　NOWPAP地域における海洋生物多様性にとって脅威と
なる富栄養化、外来生物、生息地の改変の影響について、
NOWPAP４か国において試験的評価を行った。

環日本海における海洋生
物多様性保全に向けた検
討

　特殊モニタリング・沿岸環境評価地域活動センター
（CEARAC）に指定されているNPECの地域活動センター
としての活動を推進するため、CEARACフォーカルポイン
ト会合（FPM）を開催するとともに、政府間会合や他のRAC
のFPMに参加した。

地 域 活 動 セ ン タ ー
（RAC）の運営
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　表２‐１３３　環日本海地域との相互派遣の概要（２７年度）

相　　互　　派　　遣　　の　　概　　要

派 遣 先：ロシア　ハバロフスク地方
派遣人数：２名（職員１、外部講師１）
派遣期間：６月３０日～７月５日
派遣目的：漂着物アートモデル事業（制作体験会の開催）

派 遣 先：中国　遼寧省
派遣人数：１名
派遣期間：７月８日～１１日
派遣目的：第１３回NOWPAP/DINRAC（データ・情報ネットワーク地域活動センター）フォーカル

ポイント会合への参加

派 遣 先：中国　烟台
派遣人数：１名
派遣期間：９月２３日～２６日
派遣目的：NOWPAP国際海岸クリーンアップキャンペーン（ICC）への参加

派 遣 先：中国　青島
派遣人数：１名
派遣期間：１０月１４日～２３日
派遣目的：PICES年次会合２０１５への参加

派 遣 先：中国　遼寧省
派遣人数：４名
派遣期間：１０月２７日～３１日
派遣目的：遼寧省との揮発性有機化合物（VOC）に関する共同調査研究等事業　専門家派遣

派 遣 先：中国　北京
派遣人数：２名
派遣期間：１０月２７日～３１日
派遣目的：第２０回NOWPAP政府間会合への参加

派 遣 先：ロシア　ウラジオストク
派遣人数：１名
派遣期間：１０月２７日～１１月１日
派遣目的：ロシア国際環境フォーラムへの参加

派 遣 先：韓国　ソウル
派遣人数：１名
派遣期間：１１月１９日～２１日
派遣目的：Plant For the Ocean International Forumへの参加

派 遣 先：ロシア　沿海地方
派遣人数：３名（職員２、外部講師１）
派遣期間：２月１８日～２１日
派遣目的：漂着物アートモデル事業（制作体験会の開催）

派 遣 先：中国　遼寧省
派遣人数：５名（職員２、塾生３）
派遣期間：３月２日～５日
派遣目的：とやま環境グローバルリーダー養成塾　海外研修

受 入 先：富山県生活環境文化部、（公財）環日本海環境協力センター
受入人数：中国４名
受入期間：６月１６日～２６日
受入目的：遼寧省との揮発性有機化合物（VOC）対策調査研究等事業　研修



２４５２４５

資
料
資
料
編編

　

３３
　
生
活
環
境
の
保

生
活
環
境
の
保
全全

相　　互　　派　　遣　　の　　概　　要

受 入 先：富山県生活環境文化部、（公財）環日本海環境協力センター
受入人数：中国２０名、韓国２８名、ロシア１７名（学生、引率等含む）
受入期間：８月１９日～２０日
受入目的：北東アジア地域環境体験プログラムの開催

受 入 先：NOWPAP/CEARAC（特殊モニタリング・沿岸環境評価地域活動センター）
受入人数：中国５名、韓国２名、ロシア４名
受入期間：８月２４日～２６日
受入目的：CEARAC専門家会合、第１３回CEARACフォーカルポイント会合の開催

受 入 先：富山県
受入人数：中国１名、韓国７名、ロシア３名
受入期間：１１月１１日～１２日
受入目的：NEAR第１２回環境分科委員会の開催
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　表２‐１３４　地下水観測井の位置と構造

標高
（ｍ）

井戸の構造
管理者設置

年度位　　　　置観　測　井
の　名　称地域 ストレーナ位置

（ｍ）
口径
（㎜）

深度
（ｍ）

５．６３
３２～３８

２５０８０県Ｈ４氷見市朝日丘朝 日 丘氷
見
地
域

７１～７７
５．４８７９～９０２５０１００県Ｈ４氷見市柳田柳 田
３．４８１５６～１７８３００２６０県Ｓ４２高岡市荻布能 町

高
　
岡
　
・
　
砺
　
波
　
地
　
域

１２．５９１６４～１７５３００２４０県Ｓ４２高岡市京田上 関
１４．１１３４～３９２５０４０県Ｓ３４高岡市二塚二 塚

２５．１９
１１～１６．５４００２７

県Ｈ１４高岡市中田中 田
５７～６４．５２００８０

６．２２１０２～１２４３５０１５０県Ｓ４２射水市寺塚原寺 塚 原
２．４１４０～５４２５０１００県Ｓ５４射水市殿村作 道
４１．０８７８～８９２５０１００県Ｓ５２砺波市林日 詰

７２．５４
４８～５９

２５０８０県Ｓ６０砺波市五郎丸五 郎 丸
６５～７０

４１．２１
４３～４９

２５０８０県Ｓ６０小矢部市水島水 島 ５４～６０
６５～７１

６０．４２
４３～５４

２５０８０県Ｓ６０南砺市布袋布 袋
６０～６５

２０．４６
５６～６７

２５０８０県Ｓ６０高岡市福岡町江尻江 尻
７２～７８

７．１１１０６～１３９２５０２００県Ｓ４９富山市下飯野下 飯 野

富
　
山
　
地
　
域

６．４４６５～８２２５０９３県Ｓ４９富山市下新北町奥 田 北
２９．０５１５～２０２５０２０県Ｓ５７富山市山室山 室
８８．９６５０～８３２５０１００県Ｓ４９富山市西の番西 の 番
１０．１８１０６～１３９２５０１５０県Ｓ５９富山市三郷三 郷
６３．１８２３～５０２５０１００県Ｓ４９立山町前沢前 沢
１４．１８８４～９５２５０１００県Ｓ５３富山市婦中町速星速 星
６．６７２３～３４２５０５０県Ｓ６１魚津市住吉住 吉魚

津
・
滑
川
地
域

１２．６４５９～７１２５０７０県Ｓ６１魚津市北鬼江北 鬼 江
５．８４６６～７７２５０８０県Ｓ６１滑川市下島下 島
３５．４８６５～８２２５０１００県Ｓ６１滑川市四ツ屋四 ツ 屋
１５．８４１１２～１３４２５０１５０県Ｓ５１黒部市金屋金 屋

黒
　
部
　
地
　
域

１８．８５５１～７３２５０１００県Ｓ５１黒部市三日市三 日 市
４７．１１３９～５０２５０５０県Ｓ５１黒部市荻生五 郎 八
１．３０８５～９６２５０１００県Ｈ３黒部市生地経新生 地
２５．５８１１７～１４５２５０１５０県Ｓ５１入善町青木青 木
２７．６３７３～９５２５０１００県Ｓ５１入善町入膳入 膳
６９．６７３４～５０２５０５０県Ｓ５１入善町小摺戸小 摺 戸
１．９２４０～５１２５０５５県Ｈ３入善町下飯野園 家
２３．３９５６～７８２５０１００県Ｓ５１朝日町月山新月 山

　４　水資源の保全と活用

注　青木については２７年９月に測定を廃止しました。
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　表２‐１３５　地下水位年平均値の年度別推移
平均地下水位（㎝）井 戸 の

深さ（ｍ）所 在 地観 測 井
の 名 称

地
域 ２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度

－　　１７－　　２６－　　２５－　　５２－　　４２８０氷 見 市朝 日 丘氷
見
地
域 －　１２５－　２１２－　２０４－　２３２－　２２０１００〃柳 田

－　　８５－　１６９－　１０３－　１６５－　１８２２６０高 岡 市能 町

高

岡

・

砺

波

地

域

＋　２１８＋　３３２＋　３４９＋　３７７＋　３９０２４０〃上 関

－　１７９－　１８２－　１８１－　１９４－　１９４４０〃二 塚

－　２８５－　２７２－　２７４－　２７４－　２７５２７〃上部帯水層中
　
田 －　２９３－　２８５－　２８５－　２８７－　２９０８０〃下部帯水層

－　１５７－　２２２－　１５３－　２１２－　２３１１５０射 水 市
（旧新湊市）寺 塚 原

－　　４５－　　７９－　　４８－　　７７－　　９３１００〃作 道

－１，４２５－１，４０９－１，４１８－１，４００－１，３９４１００砺 波 市日 詰

－３，３４２－３，２０６－３，２６７－３，２５０－３，２４６８０〃五 郎 丸

－　８４６－　８２８－　８４０－　８１８－　８１７８０小矢部市水 島

－１，１１５－１，１０８－１，１１４－１，１２１－１，１２７８０南 砺 市
（旧福野町）布 袋

＋　１５４＋　１６７＋　１４１＋　１５２＋　１５４８０高 岡 市
（旧福岡町）江 尻

－　　９－　　７３－　　２９－　　７３－　　９１２００富 山 市下 飯 野
富
　
　
山
　
　
地
　
　
域

－　１９２－　２３２－　１９７－　２４５－　２５９９３　 〃　奥 田 北

－　１５６－　１６６－　１３６－　１５７－　１７５２０　 〃　山 室

－１，４８３－１，４８４－１，４７４－１，４７７－１，４８５１００　 〃　西 の 番

－　１１１－　１６１－　１４３－　１７６－　２０１１５０　 〃　三 郷

－　３８６－　３８７－　３８４－　３８９－　３９７１００立 山 町前 沢

－　１４６－　１５４－　１５０－　１６６－　１６８１００富 山 市
（旧婦中町）速 星

－　１１０－　１１１－　１０７－　１１５－　１１８５０魚 津 市住 吉魚
津
・
滑
川
地
域

－　５５４－　５６５－　５４６－　５７２－　５６０７０〃北 鬼 江

－　　７１－　　８７－　　７０－　　８４－　１０１８０滑 川 市下 島

－２，３２２－２，３０９－２，２７２－２，３１２－２，３３６１００〃四 ッ 屋

－　６５９－　６７０－　６７８－　７２３－　６９４１５０黒 部 市金 屋
黒
　
　
　
部
　
　
　
地
　
　
　
域

－　７５９－　７８６－　７６４－　７９６－　７５５１００〃三 日 市

－１，５５２－１，６２９－１，６５６－１，７９２－１，６７４５０〃五 郎 八

＋　　７４＋　　７３＋　　７４＋　　７３＋　　７２１００〃生 地

－１，４３４－１，４５０－１，４６１－１，４８０－１，４５１１５０入 善 町青 木

－１，９８９－１，９６７－１，９７３－１，９８２－１，９８８１００〃入 膳

－１，２４５－１，２６８－１，２６６－１，２６９－１，２６５５０〃小 摺 戸

＋　３１８＋　３１７＋　３４２＋　３１５＋　３１４５５〃園 家

－　７３７－　７３０－　７４４－　７２８－　７１５１００朝 日 町月 山

注１　地下水位は、地表面を基準として地上を＋、地下を－で表しています。
　２　青木については２７年９月に測定を廃止しました。
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　図２‐１１　主な観測井の地下水位（月平均）



２４９２４９

資
料
資
料
編編

　

４４
　
水
資
源
の
保
全
と
活

水
資
源
の
保
全
と
活
用用



２５０

　図２‐１２　塩化物イオン濃度分布（２７年度）
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　　②　用途別

　表２‐１３６　地下水条例に基づく揚水設備の届出状況

　　①　市町村別
（２８年３月３１日現在）

計観　察　地　域規　制　地　域区分

市町村
地
域 揚水設備数事 業 所 数揚水設備数事 業 所 数揚水設備数事 業 所 数

２，２５７１，７３１７２０５３７１，５３７１，１９４富 山 市
富
　
山
　
地
　
域

８６８６舟 橋 村

１５７１２２１５７１２２上 市 町

１０５８３１０５８３立 山 町

２，５２７１，９４２９９０７４８１，５３７１，１９４小　　計

８９９７０４１３６１１５７６３５８９高 岡 市高
　
岡
　
地
　
域

３４０２８５３４０２８５砺 波 市

２８７２３０１０２８６１８５１４４射 水 市

１，５２６１，２１９５７８４８６９４８７３３小　　計

４，０５３３，１６１１，５６８１，２３４２，４８５１，９２７合　　　計

計観　察　地　域規　制　地　域区分

用途 揚水設備数事 業 所 数揚水設備数事 業 所 数揚水設備数事 業 所 数

７５８４２２３３０１８１４２８２４１工 業 用

１，３８５１，１６２４２６３６１９５９８０１建 築 物 用

７９５１６４４７１５４水 道 用

７６６４５９４８１７１６農業・水産業用

１，７３９１，４５１６８３５９１１，０５６８６０道路等消雪用

１６１１６６１０５その他（試験用等）

４，０５３３，１６１１，５６８１，２３４２，４８５１，９２７計

（２８年３月３１日現在）
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　表２‐１３７　地下水採取状況（２７年度）

　　①　市町村別

　　②　用途別

(単位：百万m３／年）

計観 察 地 域規 制 地 域区　分
用　途

５３．９３７．３１６．６工 業 用

１４．２６．９７．３建 築 物 用

１７．２１５．９１．３水 道 用

３．０１．１１．９農 業 ・ 水 産 業 用

１８．２６．４１１．８道 路 等 消 雪 用

０．５０．３０．１そ の 他

１０６．９６７．９３９．１計

(単位：百万m３／年）

計観 察 地 域規 制 地 域区分
市町村

地
域

７１．０４４．１２６．９富 山 市
富
　
山
　
地
　
域

０．３０．３舟 橋 村

６．６６．６上 市 町

１．７１．７立 山 町

７９．５５２．６２６．９小　　計

１１．１２．７８．４高 岡 市高
　
岡
　
地
　
域

１１．１１１．１砺 波 市

５．２１．５３．８射 水 市

２７．４１５．２１２．２小　　計

１０６．９６７．９３９．１合　　　計

注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。
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第２　日誌（２７年度）

内　　　　　　　　　　　　　　　容月　日

立山におけるバスの排出ガス規制の開始
鳥獣保護員・鳥獣行政担当者会議
市町村環境担当課長会議
富山県県土美化推進県民会議総会
第１回野生動物被害防止対策会議

４・１
４・９
４・２０
４・２４
４・２５

富山県水質汚濁事故対策連絡会議
ツキノワグマ出没警報発令
エコドライブとやま推進協議会

５・２０
５・２７
５・２８

第１回富山県廃棄物不法処理防止連絡協議会
環境とやま県民会議総会及びエコライフ・アクト大会
レジ袋削減１０億枚達成記念キャンペーンキックオフイベント
CO２削減／ライトダウンキャンペーン（キャンペーン期間：６月２１日～７月７日）
ASEANにおける環境ビジネスセミナー
ライチョウ保護柵設置活動実施

６・４
６・２１

６・２３

みんなできれいにせんまいけ大作戦啓発イベント
第６回とやまエコ・ストア連絡協議会
富山県公害健康被害認定審査会
第１回富山県環境審議会廃棄物専門部会（廃棄物処理計画の改定）
第１回富山県微小粒子状物質発生源対策研究会
第１回環日本海海洋環境検討委員会
第１回富山県海岸漂着物対策推進協議会

７・５
７・１０
７・１２
７・２２
７・２４

７・３１

立山室堂ライチョウ見守りネット開始
北東アジア地域環境体験プログラム（～２０日）
富山湾水質改善対策推進協議会
第１３回NOWPAP／CEARACフォーカルポイント会合（～２６日）
黒部地域における農用地土壌汚染対策地域の一部指定解除（第２回）

８・１
８・１９
８・２５

８・２６

富山県水質環境計画推進協議会９・１

富山県環境審議会野生生物専門部会
とやま環境フェア２０１５（～１８日）
ごみゼロ推進県民大会
エコノワとやま交流会
水環境保全活動交流会（富山）
第３５回全国豊かな海づくり大会～富山大会～（～２５日）
鳥獣保護管理員会議
富山・石川県境における不法投棄監視合同パトロール

１０・８
１０・１７

１０・２４
１０・２６
１０・２７

北東アジア地域自治体連合（NEAR）第１２回環境分科委員会
北東アジア地域の漂着物対策関係者会議
海岸生物多様性保全関係機関連絡会議
地下水の守り人技術講習会（高岡）
狩猟解禁パトロール
環境保全技術講習会及び省エネセミナー
災害廃棄物対策セミナー
ツキノワグマ出没警報発令
地下水の守り人技術講習会（富山）
災害発生時における浄化槽の点検・復旧等に関する協定の締結
次世代環境産業シンポジウム
第２回野生動植物被害防止対策会議
第２回富山県海岸漂着物対策推進協議会

１１・１１
１１・１２
１１・１３
１１・１４
１１・１５
１１・１７
１１・１９
１１・２２
１１・２５
１１・２６
１１・２７

１１・３０
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内　　　　　　　　　　　　　　　容月　日

リサイクル認定検討会
Ｇ７富山環境大臣会合等推進協力委員会　設立総会
第２回富山県環境審議会廃棄物専門部会（廃棄物処理計画の改定）

１２・１７
１２・１８
１２・２４

ガン・カモ科鳥類生息調査実施
第１回とやま環境関連企業海外展開支援セミナー
気候変動シンポジウムin富山

１・１０
１・２５
１・３０

第１回とやま環境グローバルリーダー養成塾
第２回とやま環境グローバルリーダー養成塾
イタイイタイ病を考える県民フォーラム
県・市町村統一ノーマイカー運動（～３月１１日）
第２回富山県廃棄物不法処理防止連絡協議会
第２回とやま環境関連企業海外展開支援セミナー
水環境保全活動交流会（高岡）
日本海学シンポジウム
水環境保全活動交流会（黒部）
富山県海岸漂着物対策推進協議会小矢部川流域部会
第３回とやま環境グローバルリーダー養成塾
第１回富山県環境審議会水環境専門部会（公共用水域及び地下水の水質測定計画）

２・６
２・１２
２・１３
２・１５
２・１８
２・１９
２・２０

２・２１
２・２６

２・２７

第３回とやま環境関連企業海外展開支援セミナー
第２回環日本海海洋環境検討委員会
第４回とやま環境グローバルリーダー養成塾
第３回富山県環境審議会廃棄物専門部会（廃棄物処理計画の改定）
第５回とやま環境グローバルリーダー養成塾
第４回とやま環境関連企業海外展開支援セミナー
第７回とやまエコ・ストア連絡協議会
第１回富山県環境審議会（廃棄物処理計画の改定等）
第１回富山県環境審議会温泉専門部会
第３回富山県海岸漂着物対策推進協議会
第６回富岩運河等ダイオキシン類対策工法検討専門部会
Ｇ７富山環境大臣会合等推進協力委員会　第２回総会

３・７
３・１０
３・１１
３・１４
３・１８
３・２２
３・２５
３・２８

３・２９
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２７２７

第３　富山県環境関係行政組織図（２８年４月１日現在）
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（２８年４月１日現在）

専門部会等審議事項等根拠法令委員数設置年月日名　称

・大気騒音振動専門部会
・水環境専門部会
・土壌専門部会
・廃棄物専門部会
・自然環境専門部会
・野生生物専門部会
・温泉専門部会

環境保全及び自然環
境保全に関する基本
的事項及び重要事項
について、調査審議す
る。

環境基本法
自然環境保
全法
県環境基本
条例

２４平成６年
８月１日環境審議会

公害紛争について、あ
っせん、調停、仲裁を
行うことにより、解決
を図る。

公害紛争処
理法
県公害紛争
処理条例

１２昭和４５年
１１月１日公害審査会

・骨病理専門部会
公害に係る健康被害
の認定に関し、審査す
る。

公害健康被
害の補償等
に関する法
律
県公害健康
被害認定審
査会条例

１５昭和４９年
１０月１日

公害健康被害
認定審査会

山岳遭難防止につい
て、必要な事項を調査
審議する。

県登山届出
条例

昭和４１年
４月１日

山岳遭難防止
対策審議会

環境影響評価に関す
る技術的な事項につ
いて調査審議する。

県環境影響
評価条例１２平成１１年

６月２８日
環境影響評価
技術審査会

産業廃棄物処理施設
の設置等の許可に関
し、生活環境の保全に
必要な事項について
調査審議する。

県附属機関
条例１０平成２６年

３月２６日
産業廃棄物処
理施設審査会

第４　富山県環境関係附属機関
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第５　富山県環境関係分掌事務

（２８年４月１日現在）

　　敢　生活環境文化部
　　　ア　本　庁

主 な 分 掌 事 務係課

環境保全施策の企画及び調整
環境影響評価の手続き
公害に係る紛争処理
環境基本計画の推進
環境の状況及び施策に関する年次報告書・環境白書の作成
中小企業環境施設整備資金の貸付
（公財）とやま環境財団との連絡調整
県民公園新港の森の管理運営
環境教育・学習の推進
エコライフスタイル・環境保全活動の推進
新県庁エコプランの推進
環境管理システムの運営

企 画 係

環境政策課

地球環境保全対策の推進
地球温暖化対策の推進
とやま温暖化ストップ計画の推進
低公害車の普及促進
フロン対策の推進
酸性雨・黄砂の調査
国際環境協力の推進
（公財）環日本海環境協力センターとの連絡調整
富岩運河等のダイオキシン類対策調査

地 球 環 境 係

とやま廃棄物プランの推進
廃棄物減量化・再生利用の推進
一般廃棄物に係る市町村の支援
一般廃棄物処理施設の建設・管理支援
県土美化運動の推進
合併処理浄化槽の普及促進
浄化槽保守点検業者の登録・指導
海岸漂着物対策の推進
産業廃棄物の許可・届出
産業廃棄物の監視、指導
不法処理防止の推進

廃棄物対策班

自然保護対策の総合調整
自然環境保全地域の指定及び保全管理
自然保護思想の普及啓発
自然環境保全基金の管理
自然環境指針の推進
県民公園（頼成の森・自然博物園「ねいの里」・野鳥の園）の管理
立山のバス排出ガス規制

自 然 環 境 係

自然保護課

鳥獣保護管理、狩猟取締り、傷病鳥獣の救護
鳥獣保護区等の指定、管理
狩猟免許の交付、有害鳥獣の捕獲
希少野生動植物の保護

野 生 生 物 係
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主 な 分 掌 事 務係課

自然公園の指定及び保護管理
立山センターの管理運営
県定公園の管理
立山山麓家族旅行村の管理
自然公園等の公共施設の整備
植生復元事業の実施

自 然 公 園 係自然保護課

公害防止条例による規制、指導
土壌汚染の規制、指導
地下水採取の規制、指導及び地下水指針の推進
公害に係る苦情処理
公害防止組織の整備に関する指導
騒音、振動及び悪臭の規制、指導

指 導 係

環境保全課

大気汚染の監視
大気汚染防止の規制、指導
ブルースカイ計画の推進
公害防止条例による規制、指導
ダイオキシン類の規制、指導
環境放射能の調査
環境情報システムの運用

大 気 保 全 係

水質汚濁の監視
水質汚濁防止の規制、指導
クリーンウオーター計画の推進
公害防止条例による規制、指導
富山湾の水質保全対策の調査・検討
化学物質に関する指導

水 質 保 全 係

高圧ガスの製造等の指導
火薬類の製造等の指導
電気工事業の登録、届出
毒物及び劇物の業務上取扱者の指導

ガス火薬保安係

主 な 分 掌 事 務課

環 境 科 学
セ ン タ ー

大気汚染の監視、測定及び検査
大気汚染の調査研究及び技術指導
大気環境の調査研究

大 気 課

水質汚濁の監視、測定及び検査
水質汚濁の調査研究及び技術指導
水質環境の調査研究

水 質 課

産業廃棄物、騒音、振動、悪臭、土壌汚染、地下水障害等の監視、測
定及び検査
産業廃棄物、騒音、振動、悪臭、土壌汚染、地下水障害等の調査研究
及び技術指導
環境放射能の測定

生 活 環 境 課

文書物品、予算経理、出納、庁舎の管理等総 務 課

立山における自然環境の保全及び自然保護思想の普及啓発立 山 セ ン タ ー

　　　イ　出先機関
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　　柑　その他の関係機関
　　　ア　本庁及び教育委員会

環 境 関 係 の 主 な 分 掌 事 務課部
公共交通の活性化、ノーマイカー運動の推進総 合 交 通 政 策 室知 事 政 策 局
日本海学の推進、まちづくり支援地 方 創 生 推 進 室観 光 ・ 地 域

振 興 局 NOWPAP国 際 課
省資源・省エネルギー、水ビジョンの推進、開発行為の指導県 民 生 活 課生活環境文化部
公害等による健康被害者の救済健 康 課

厚 生 部
食品等の汚染対策、飲用名水の衛生対策生 活 衛 生 課
再生可能エネルギーの推進商 工 企 画 課

商 工 労 働 部
再生可能エネルギー利用促進資金の貸付経 営 支 援 課
小規模事業者の省エネルギーを推進するための専門家派遣商業まちづくり課
環境に配慮した物流の促進立 地 通 商 課
食品ロス・食品廃棄物の削減、再生利用等農 産 食 品 課

農 林 水 産 部

農用地の土壌汚染防止対策、環境にやさしい農業の推進、畜
産環境保全の対策農 業 技 術 課

汚染田の復元、農村下水道の整備、小水力発電施設の整備農 村 整 備 課
散居、棚田等の農村景観の保全と形成、農業水利施設の維持
管理農 村 振 興 課

森林の保全・整備、森づくり、花と緑の地域づくりの推進、
木質バイオマス森 林 政 策 課

内水面、海面の環境保全対策水 産 漁 港 課
建設リサイクル、公共事業環境配慮の推進建 設 技 術 企 画 課

土 木 部

道路愛護や緑化等の推進道 路 課
河川愛護や水辺環境の保全等の推進河 川 課
砂防事業の推進砂 防 課
港湾や海岸の環境保全、富岩運河等のダイオキシン類対策港 湾 課
都市緑化、下水道の整備都 市 計 画 課
景観づくりの推進、開発行為の指導建 築 住 宅 課
電気事業の推進電 気 課企 業 局
文化的景観、文化財の保護生涯学習・文化財室

教 育 委 員 会
学校での環境教育の推進小 中 学 校 課

　　　イ　出先機関
環 境 関 係 の 主 な 分 掌 事 務機　　　　　　関

公害一般の相談、浄化槽・し尿処理施設の指導取締り厚 生 セ ン タ ー
公衆衛生に必要な試験研究調査及び技術指導衛 生 研 究 所
イタイイタイ病に関する資料の収集、保管及び展示イ タ イ イ タ イ 病 資 料 館
産業廃棄物の有効利用、環境への負荷の低減に関する研究工 業 技 術 セ ン タ ー
農用地の土壌汚染対策に関する試験農林水産総合技術センター農業研究所
畜産環境保全の調査研究、環境負荷物質の低減に関する調査研究農林水産総合技術センター畜産研究所
森林の酸性雨等環境影響に関する調査研究農林水産総合技術センター森林研究所
木質バイオマスの有効利用に関する調査研究農林水産総合技術センター木材研究所
漁場環境保全に関する調査研究農林水産総合技術センター水産研究所
畜産環境改善の技術指導、畜産環境の苦情処理及び施設の点検家 畜 保 健 衛 生 所
鳥獣保護、狩猟取締り、野生鳥獣被害対策、自然公園等整備農 林 振 興 セ ン タ ー
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第６　市町村環境関係担当課一覧

（TEL）廃棄物担当課（TEL）自然公園担当課（TEL）鳥獣担当課（TEL）環境（公害）担当課市町村

（０７６‐４４３‐２１７８）環境政策課（０７６‐４４３‐２０７２）観光政策課（０７６‐４４３‐２０１９）森林政策課

（０７６‐４４３‐２０８６）環境保全課富 山 市
（０７６‐４２９‐５０１７）環境センター（０７６‐４６８‐２１７０）農林事務所

農地林務課（０７６‐４６８‐２１７０）農林事務所
農地林務課

（０７６６‐２２‐２１４４）環境サービス課（０７６６‐２０‐１４１９）花と緑の課
（０７６６‐２０‐１３１６）農地林務課

（０７６６‐２０‐１３５２）地域安全課
環境政策室高 岡 市

（０７６６‐２０‐１３２１）農業水産課

（０７６５‐２３‐１０４８）環境安全課（０７６５‐２３‐１０３６）農林水産課（０７６５‐２３‐１０３６）農林水産課（０７６５‐２３‐１００４）環境安全課魚 津 市

（０７６６‐７４‐８０６５）環 境 ・
交通防犯課（０７６６‐７４‐８１０６）観光交流・若者と

女性の夢応援課（０７６６‐７４‐８０８６）農林畜産・いの
しし等対策課（０７６６‐７４‐８０６５）環 境 ・

交通防犯課氷 見 市

（０７６‐４７５‐２１１１）生活環境課（０７６‐４７５‐２１１１）企画政策課（０７６‐４７５‐２１１１）農 林 課（０７６‐４７５‐２１１１）生活環境課滑 川 市

（０７６５‐５４‐２５０１）市民環境課（０７６５‐５４‐２１１１）商工観光課（０７６５‐５４‐２６０４）農林整備課（０７６５‐５４‐２５０１）市民環境課黒 部 市

（０７６３‐３３‐１１１１）生活環境課（０７６３‐３３‐１１１１）農地林務課（０７６３‐３３‐１１１１）農業振興課（０７６３‐３３‐１１１１）生活環境課砺 波 市

（０７６６‐６７‐１７６０）生活協働課（０７６６‐６７‐１７６０）観光振興課（０７６６‐６７‐１７６０）農 林 課（０７６６‐６７‐１７６０）生活協働課小矢部市

（０７６３‐２３‐２０５０）エコビレッジ
推 進 課（０７６３‐２３‐２０１６）農 林 課（０７６３‐２３‐２０１６）農 林 課（０７６３‐２３‐２０５０）エコビレッジ

推 進 課南 砺 市

（０７６６‐５１‐６６２４）環 境 課（０７６６‐５１‐６６７７）農林水産課（０７６６‐５１‐６６７７）農林水産課（０７６６‐５１‐６６２４）環 境 課射 水 市

（０７６‐４６４‐１１２１）生活環境課―（０７６‐４６４‐１１２１）生活環境課（０７６‐４６４‐１１２１）生活環境課舟 橋 村

（０７６‐４７２‐１１１１）町 民 課（０７６‐４７２‐１１１１）産 業 課（０７６‐４７２‐１１１１）産 業 課（０７６‐４７２‐１１１１）町 民 課上 市 町

（０７６‐４６２‐９９６３）住 民 課（０７６‐４６２‐９９７１）商工観光課（０７６‐４６２‐９９７３）農 林 課（０７６‐４６２‐９９６３）住 民 課立 山 町

（０７６５‐７２‐１１００）住民環境課―（０７６５‐７２‐１１００）が ん ば る
農 政 課（０７６５‐７２‐１１００）住民環境課入 善 町

（０７６５‐８３‐１１００）住 民 ・
子 ど も 課（０７６５‐８３‐１１００）農林水産課（０７６５‐８３‐１１００）農林水産課（０７６５‐８３‐１１００）住 民 ・

子 ど も 課朝 日 町
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第７　環境用語の説明（５０音順）

１　愛鳥週間（バードウィーク）
　毎年、５月１０日からの１週間であり、野鳥の繁殖の時期に合わせて野鳥に対する愛鳥
の精神を普及するため「全国野鳥保護のつどい」をはじめ各地でいろいろな行事が開催
されます。
　本県でも、野鳥相談や探鳥会など多彩な行事を開催しています。

２　赤潮
　海中のプランクトンが異常に増え海水が赤く変色する現象で、魚類等に影響を及ぼす
こともあります。海水中の窒素、リン等の栄養塩類濃度、自然条件の諸要因が相互に関
連して発生すると考えられています。

３　アメニティ
　「快適性、快適環境」と訳され、生活環境を構成する自然や施設、歴史的・文化的伝
統などが互いに他を活かしあうようにバランスがとれ、その中で生活する人々との間に
調和が保たれている状態をいいます。

４　上乗せ基準
　法律等で定められる全国一律の排出基準又は排水基準に対し、都道府県が条例で定め
るより厳しい排出基準又は排水基準をいいます。

５　エコアクション２１
　事業者が環境への取組みを効果的、効率的に行うことを目的に、仕組みを作り、取組
みを継続的に改善し、その結果を社会に公表するための方法について、環境省が策定し
たガイドラインです。

６　エコドライブ
　ふんわりアクセルを踏み込むことや無駄なアイドリングをしないことなど環境に配慮
した運転のことです。

７　エコマネー（地域通貨）
　環境保全や福祉など、通常の貨幣によって市場価値を生みにくいサービスのやりとり
を活性化させるため、一定の地域に限って発行される通貨等をいいます。

８　オゾン層の破壊
　太陽光に含まれる有害な紫外線を吸収し、生物を守っている成層圏のオゾン層がフロ
ン等により破壊されることをいい、地上に到達する有害な紫外線が増加し、人の健康や
生態系などに悪影響が生じるおそれがあります。

９　汚濁負荷量
　大気や水などの環境に影響を及ぼす物質の量であり、一定期間における排出ガス量や
排水量等とその中に含まれる汚濁物質濃度の積で表されます。 
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１０　温室効果ガス
　太陽からの熱を地球に封じ込め、地表の温度を上昇させる働きのあるガスで、２００５年
２月に発効した気候変動枠組条約京都議定書では、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、
ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）及び六ふっ化硫黄
の６種類、２０１３年からの第二約束期間では、三ふっ化窒素（NF３）を追加した７種類を
削減すべき温室効果ガスとしています。このうち、地球温暖化への直接的な寄与は、二
酸化炭素が最も大きくなっています。

１１　環境影響評価（環境アセスメント）
　開発事業の実施に先立ち、それが大気、水質、生物等環境に及ぼす影響について事前
に調査、予測、評価を行うとともに、環境の保全のための措置を検討し、環境への影響
の回避や低減を図る仕組みです。

１２　環境会計
　企業の財務分析の中に反映されにくかった環境保全に関する投資及び経費とその効果
を正確に把握するための仕組みであり、環境保全の取組みを定量的にとらえることによ
り費用対効果を向上させることが可能となります。

１３　環境基準
　環境基本法等に基づき政府が定める人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持
されることが望ましい環境の質の基準です。

１４　環境コミュニケーション
　県民、事業者及び行政の間の相互理解と連携協力体制を確立するため、行政が環境に
関する情報等を一方的に提供するだけでなく、県民や事業者との意見交換等を行うこと
をいいます。

１５　環境ビジネス
　従来からの公害防止装置の製造メーカーや廃棄物処理業者等に加えて、緑化事業や環
境調査・コンサルティング・サービス、環境への負荷の少ないエコロジーグッズの販売
など、環境保全に関連した事業であり、今後の成長が期待されています。

１６　環境への負荷
　人の活動により環境に加えられる影響であって、環境保全上の支障の原因となるおそ
れのあるものをいい、工場からの排ガスや排水だけでなく、家庭からの生活排水やごみ
の排出、自動車の排ガス等も含まれます。

１７　環境報告書
　企業等が環境保全への取組みの状況を社会に公表するため、環境保全に関する方針、
環境負荷の低減に向けた取組み、環境マネジメントに関する状況（環境マネジメントシ
ステム、環境会計、その他）等について取りまとめた報告書です。

１８　環境マネジメントシステム
　事業者等が自主的に環境に関する方針や目標を設定し、その達成に向けて取り組んで
いくための体制・仕組みのことです。 
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１９　環境リスク
　人の活動によって環境に加えられた負荷が環境中の経路を通じ、環境の保全上の支障
を生じさせるおそれのことであり、人の健康や生態系に影響を及ぼす可能性の示す概念
のことです。

２０　カーボン・オフセット
　自らの日常生活や企業活動等による温室効果ガス排出量のうち、削減が困難な量の全
部又は一部を、ほかの場所で実現した温室効果ガスの排出削減や森林の吸収等をもって
埋め合わせる活動のことです。

２１　カーボンフットプリント
　商品・サービスの原材料調達から廃棄・リサイクルにいたるライフサイクル全体にお
ける温室効果ガス排出量をCO２量に換算し表示する仕組みです。

２２　揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic Compounds）
　塗料やシンナー等に含まれるトルエン、キシレン等の揮発性を有する有機化合物の総
称です。

２３　休猟区
　狩猟鳥獣の増殖を図るため、３年を限度として狩猟行為が禁止される区域です。

２４　京都議定書
　１９９７年１２月に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP３）にお
いて採択された議定書で、先進各国の温室効果ガスの排出量について法的拘束力のある
数値目標や、その達成に向けた排出量取引、共同実施、クリーン開発メカニズムなどの
仕組みが掲げられており、日本は、２００８～２０１２年までの間の温室効果ガス排出量を１９９０
年レベルと比べて６％削減することが義務付けられています。２００５年２月に発効しまし
た。

２５　クールビズ
　冷房時のオフィスの室温を２８℃にした場合でも「涼しく効率的に格好良く働くことが
できる」というイメージを分かりやすく表現した、夏の新しいビジネススタイルの愛称
です。「ノーネクタイ・ノー上着」スタイルがその代表です。

２６　グリーンイノベーション
　環境・エネルギー分野において、技術革新に加え、これまでとは全く異なる新たな考
え方、仕組みを取り入れることで、新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こ
すことです。

２７　グリーン購入
　環境への負荷ができるだけ少ない商品やサービスを率先して購入することです。

２８　グリーン・ツーリズム
　緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽しむ、滞在型の
余暇活動のことです。 
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２９　クローズドシステム
　排水、廃棄物等を工場外に出さずに、工場内で循環し、回収する仕組みです。

３０　公園街道
　県民公園を結ぶ幹線歩道で、起点は太閤山ランド、終点は頼成の森の延長１９．３㎞です。
　県民公園地域内の雑木林の中をいく、昔からの山道、歴史を秘めた峠道、素朴な田園
の中の道をできるだけ活かして、レクリエーションや自然観察のために提供することを
目的としています。

３１　光化学オキシダント
　窒素酸化物や揮発性有機化合物などが太陽光線で変化して生成する物質で、目やのど
の痛みなどを引き起こすおそれがあります。

３２　黄砂
　中国大陸内陸部のタクラマカン砂漠、ゴビ砂漠や黄土高原など、乾燥・半乾燥地域で、
風によって数千メートルの高度にまで巻き上げられた土壌・鉱物粒子が偏西風に乗って
日本に飛来し、大気中に浮遊あるいは降下する現象のことです。

３３　高山ハイデ
　気象条件などの激しい高山にみられるツツジ科などの小低木群落で、県内では県東部
の高山帯の一部にみられます。

３４　サーマルリサイクル
　廃棄物等を燃料として活用し、熱エネルギーを回収することです。

３５　再生可能エネルギー
　太陽光、太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など、資源が枯渇せず繰り返し使え
る環境に優しいエネルギーのことです。

３６　酸性雨
　主として化石燃料の燃焼で生ずる硫黄酸化物や窒素酸化物等により、酸性の度合いが
強くなった（pHが低くなった）雨、霧、雪等のことをいいます。なお、雨水は大気中
の二酸化炭素を吸収し、大気が酸性物質に汚染されていなくても弱い酸性を示すため、
一般的にはpHが５．６以下の場合を酸性雨といいます。

３７　自然博物園「ねいの里」
　県民に、自然に関する学習の場を提供することを目的として富山市婦中町に設置され
た県民公園の一つで、外周約２㎞の散策路やビオトープゾーンのほか展示館等の施設が
あります。

３８　自然保護憲章
　自然保護の国民的指標として、昭和４９年６月５日に自然保護憲章制定国民会議が制定
した憲章であり、その大要は次のとおりです。
　１　自然をとうとび、自然を愛し、自然に親しもう。
　２　自然に学び、自然の調和をそこなわないようにしよう。
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　３　美しい自然、大切な自然を永く子孫に伝えよう。

３９　循環資源
　廃棄物等の有用性に着目し、繰り返し再使用、再生利用及び熱回収が可能な資源とし
て捉えなおした概念です。

４０　スマートコミュニティ
　住宅やビル、交通システムをICT（情報通信技術）ネットワークでつなげ、地域でエ
ネルギーを有効活用する次世代の社会システムのことです。

４１　植生自然度
　植生への人為的な影響を表す指標であり、高山植物群落や極相林のように人間の手の
加わっていないものを１０又は９とし、緑のほとんどない住宅地や造成地を１、その中間
に二次林、植林地、農耕地等をランクし、１０段階で表示します。

４２　生物多様性
　地球上には数えきれないほどの生物種が、場所に応じた相互の関係を築きながら、地
域の環境を支えており、自然がつくりだしたこの多様な生物の世界を「生物多様性」と
いいます。生態系の多様性（世界の環境に応じて多様な生態系が存在すること）、種の多
様性（生態系を支える様々な種が存在すること）、種内（遺伝的）の多様性（同じ種の中
にも、集団や個体によって様々な違いがあること）の考え方からなる概念のことです。

４３　ゼロエミッション
　国連大学が提唱した概念で、生産・流通工程から排出される廃棄物を別の産業の再生
原料として利用するなど、全体として「廃棄物ゼロ」を目指すことをいいます。

４４　潜在自然植生
　人為的な影響を一切停止したときに生じると考えられる自然植生です。

４５　戦略的環境アセスメント
　個別の事業計画に枠組みを与えることになる政策や上位計画の段階において、環境へ
の影響を評価・把握し、環境への配慮が十分に行われることを確保するための仕組みで
す。

４６　総量規制
　一定の地域内の汚染物質の排出総量を環境保全上許容できる限度にとどめるため、工
場等からの汚染物質の排出量をもって規制する方法をいいます。一般的には、工場等の
排出ガスや排出水に含まれる汚染物質の濃度による規制が行われていますが、濃度規制
では地域の望ましい環境を維持達成することが困難な場合には、総量規制が導入されて
います。

４７　代償植生
　本来の植生が、森林の伐採や農地の開墾、道路や住宅の整備など、自然に対する人為
的な影響により置き換えられた植生をいいます。 
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４８　地球温暖化
　地表から放射された熱を吸収し、再び地表に放射して温度を上昇させる効果をもつ二
酸化炭素、メタン等の温室効果ガスが、近年の人間活動の拡大に伴って大量に排出され
ることによる地球的な規模での気候の変動です。
　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告によると、今世紀末までに平均気温
が最大４．８℃上昇すると予測されており、海面水位の上昇、異常気象の頻発化、生態系、
食糧生産への悪影響が懸念されています。

４９　地球温暖化対策のための税
　全化石燃料を課税ベースとしている現行の石油石炭税に二酸化炭素排出量に応じた税
率を上乗せし、広範な財・サービスの価格に環境負荷コストを反映させるものです。

５０　鳥獣保護区
　野生鳥獣の保護増殖を図るための区域で、捕獲行為が禁止されています。鳥獣保護区
内に設けられる特別保護地区では野生動物の生息に影響を及ぼす行為は許可が必要です。

５１　適正揚水量
　富山県地下水指針で１７の地下水区を対象に塩水化の進行や大幅な地下水位の低下等の
地下水障害を生じさせない揚水量として、地域の特性や住民の意向などの社会的条件を
考慮して設定しています。

５２　デシベル（dB）
　騒音の大きさを表す単位で、「ささやき声、木の葉のふれあう音」は２０デシベル程度、
「静かな事務所」は５０デシベル程度、「電車の中」は８０デシベル程度、「ジェット機の音」
は１２０デシベル程度です。

５３　電気自動車急速充電設備
　電気自動車の走行用電池を３０分で８０％程度充電できる設備（家庭電源では満充電まで
７～１４時間）をいいます。この設備により、外出先での電池切れへの対応が可能となり
ます。

５４　富山物質循環フレームワーク
　２０１６年５月１５日～１６日に開催されたＧ７富山環境大臣会合において採択されたコミュ
ニケ（声明書）の附属書で、国際的に連携して資源効率性や３Ｒに取り組むことを示し
た世界の先進事例ともいうべき国際的な枠組みです。Ｇ７各国による野心的な行動の具
体例として、食品ロス・食品廃棄物対策や電気電子機器廃棄物（E-Waste）の管理など
が示されています。

５５　ナチュラリスト
　本来は博物学者という意味ですが、富山県では自然環境等について一定の知識を持つ
人をナチュラリストとして認定しており、４月下旬～１１月上旬の間、県内４地区５か所
の自然公園等で利用者に自然解説を行っています。

５６　ばい煙
　硫黄酸化物、ばいじん及び有害物質の総称です。ばいじんとは、ボイラーや電気炉等
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から発生するすすや固体粒子をいい、有害物質とは、物の燃焼、合成、分解等に伴って
発生するカドミウム、塩素、ふっ素、鉛、窒素酸化物等の人の健康又は生活環境に係る
被害を生ずるおそれのある物質をいいます。

５７　バイオマス
　再生可能な生物由来の有機質資源で、化石燃料を除いたものをいいます。

５８　バードマスター（野鳥観察指導員）
　野鳥の識別及び生態並びに鳥類学等について一定の知識を持ち、県の認定を受けた人
で、富山新港臨海野鳥園での野鳥解説や、県、市町村及びその他団体が実施する探鳥会、
講習会などの指導にあたっています。

５９　パリ協定
　２０１５年１２月にフランスのパリで開催された気候変動枠組条約第２１回締約国会議
（COP２１）において採択された協定で、「京都議定書」に代わる、２０２０年以降の温室効
果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みです。パリ協定では、産業革命前からの世
界の平均気温上昇を２℃より十分低く保つことなどを目標とし、すべての国に削減目標・
行動の提出・更新が義務付けられています。採択から１０か月で発効要件（５５か国以上が
締結、かつ締結国の排出量が全体の５５％以上）を満たし、２０１６年１１月４日に発効する見
込みです。

６０　ビオトープ
　本来は生物が生息する空間という意味で、野生生物の生息・生育空間を表します。

６１　ビジターセンター（博物展示施設）
　国立公園等の利用者に対し、その公園の自然や文化等についてパネル、ジオラマや映
像装置などによってわかりやすく展示解説するとともに、利用指導や案内を行い、自然
保護思想の高揚を図るための施設です。

６２　微小粒子状物質（PM２．５：Particulate Matter ２．５）
　大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が２．５借以下の粒子をいいます。粒子が小
さいことから肺の奥深くまで入り込むため、健康への影響が懸念されています。

６３　富栄養化
　生活排水の流入等により海洋や湖沼で栄養塩類（窒素、りん等）が増加することをい
い、プランクトンの増殖を引き起こし、赤潮等の原因となることがあります。

６４　名水
　「きれいな水で、古くから生活用水などに使用され、大切にされてきたもの」、「湧水
等である程度の水量がある良質なものでその保全活動があるもの」、「いわゆる名水とし
て故事来歴のあるもの」、「その他、特に自然性が豊かであり、優良な水環境として後世
に残したいもの」を指します。環境省の「名水百選」及び「平成の名水百選」には本県
から合わせて８か所が選定されており、県でも「とやまの名水」として６６か所を選定し
ています。 
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６５　野鳥の園
　野鳥の保護を図るとともに、県民に自然探勝の場を提供することを目的として設置さ
れた県民公園の一つで、富山市三ノ熊地内の古洞池地区のほか富山市婦中町高塚地内の
国設１級鳥類観測ステーション地区があります。

６６　有害大気汚染物質
　継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれがある物質で大気の汚染の原
因となるものをいい、ベンゼンやダイオキシン類等の２４８物質が該当し、うち２３物質が優
先的に対策に取り組むべき物質（優先取組物質）に選定されています。

６７　有機塩素化合物
　塩素を含んでいる有機化合物の総称で、代表的なものとしては、金属部品等の脱脂洗
浄剤やドライクリーニングの溶剤として広く使われてきたトリクロロエチレンやテトラ
クロロエチレンが挙げられます。

６８　要監視項目
　人の健康の保護等に関連する水質汚濁物質のうち、現時点では環境基準が設定されて
いないものの継続して水質測定を行うことが必要なものであり、公共用水域では人の健
康の保護に係るものとしてニッケル等２６物質、水生生物の生息に係るものとしてクロロ
ホルム等６物質が該当します。

６９　ライフサイクルアセスメント
　原材料採取から製造、流通、使用、廃棄にいたるまでの製品の一生涯（ライフサイク
ル）で環境に与える影響を分析し、総合評価する手法のことです。

７０　ライダーモニタリングシステム
　レーザー光線を上空に発射し、上空に浮遊する粒子状物質に反射して返ってくる光を
測定・解析することにより、黄砂等粒子状物質の鉛直分布等をリアルタイムで観測でき
る黄砂観測装置のことです。

７１　ラムサール条約
　特に水鳥の生育地等として国際的に重要な湿地及びそこに生息・生育する動植物の保
全を促進することを目的として、１９７１年にイランのラムサールで採択された条約のこと
です。

７２　リスクコミュニケーション
　行政、事業者、国民、NPO等の関係あるすべての者が、化学物質等による環境リス
クの程度、考え方、対策等について、情報を共有しつつ、意見の交換を図り、相互の信
頼を築き理解しあおうとするため、対話を進めていくことです。

７３　リモートセンシング
　人工衛星や航空機等に搭載されたセンサーによって、電波や光等の電磁波の状況を測
定し、地表や海面等の状態を広範囲にわたって直接触れることなく調査する方法です。 
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７４　レッドデータブック
　絶滅のおそれがある野生生物のリスト（レッドリスト）に掲載された種について、生
息状況等を取りまとめた報告書です。

７５　労働衛生許容濃度
　職場において、労働者の健康障害を予防する観点から設定されている有害物質等の基
準値です。

７６　BDF（バイオディーゼル燃料：Bio Diesel Fuel）
　廃食用油などの植物性油脂を原料とする化石燃料（軽油）の代替燃料をいいます。

７７　BOD（生物化学的酸素要求量：Biochemical Oxygen Demand）
　水中の汚濁物質が微生物によって分解されるときに必要な酸素の量で、河川の有機汚
濁を示す代表的な指標です。

７８　COD（化学的酸素要求量：Chemical Oxygen Demand）
　水中の汚濁物質を化学的に分解するときに必要な酸素の量で、海域及び湖沼の汚濁を
示す代表的な指標です。

７９　COOL CHOICE（クールチョイス）
　日本の温室効果ガス削減目標（２０３０年度に２０１３年度比２６％削減）の達成に向け、省エネ・
低炭素型の製品・サービス・行動など地球温暖化対策に資する、また快適な暮らしにも
つながるあらゆる「賢い選択」をしていこうという取組みで、２０３０年度まで継続する国
民運動です。

８０　CSR（企業の社会的責任：Corporate Social Responsibility）
　企業は社会的な存在であり、自社の利益、経済合理性を追求するだけではなく、ステ
ークホルダー（利害関係者）全体の利益や環境等への配慮を組み込み行動するべきであ
るとの考え方です。

８１　DO（溶存酸素量：Dissolved Oxygen）
　水に溶けている酸素の濃度であり、河川等が有機物で汚濁されると、この有機物を分
解するため水中の微生物が溶存酸素を消費することから値が小さくなります。溶存酸素
が不足すると魚介類に悪影響が生じます。

８２　Lden（時間帯補正等価騒音レベル）
　個々の航空機騒音の単発騒音曝露レベルに昼・夕・夜の時間帯補正を加えてエネルギ
ー加算し、１日の時間平均を取ってレベル表現したものです。航空機騒音に係る環境基
準については、２５年４月１日より評価指標がWECPNLからLdenに変更されています。

８３　MSDS（化学物質等安全データシート：Material Safety Data Sheet）
　化学物質の性状及び取扱いに関する情報を記載した帳票で、事業者間で化学物質の取
引きを行う際には化学物質排出把握管理促進法に基づき、MSDSを提供することが義
務付けられています。
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８４　NOWPAP（北西太平洋地域海行動計画：North West Pacific Action Plan）
　複数の国で共有される海域について、海洋環境保全に関して関係国の協調による行動
を推進するため、国連環境計画（UNEP）が進める地域海行動計画の一つで、日本海及
び黄海を対象とするものであり、１９９４年９月の第１回政府間会合において、日本、中国、
韓国及びロシアの４か国により採択されました。各国には地域活動センター（RAC）が
指定され、NOWPAPの個別の事業を推進しています。日本では（公財）環日本海環境
協力センターが特殊モニタリング・沿岸環境評価地域活動センター（CEARAC）として
指定されています。

８５　PFI（Private Finance Initiative）
　公共施設等の建設、維持管理、運営等を、民間の資金、経営能力及び技術能力を活用
して行う手法です。

８６　pH
　水素イオン濃度指数のことで、７は中性、これより小さいものは酸性、大きいものは
アルカリ性です。

８７　ppm（parts per million）
　微量の物質の濃度や含有率を表すのに使われる単位で、１００万分の１を意味します。同
様の単位としては％（１００分の１）、ppb（１０億分の１）等があります。

８８　PPP（汚染者負担の原則：Polluter Pays Principle）
　汚染者が環境汚染の防止や改善に必要なコスト（費用）を負担すべきであるとする考
え方です。

８９　PRTR制度
　PRTRとはPollutant Release and Transfer Registerの略称で、環境汚染物質排
出・移動登録という意味です。有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源
から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び
だされたかというデータを把握し、集計し、公表する仕組みです。

９０　SS（浮遊物質量：Suspended Solid）
　粒径２㎜以下の水に溶けない懸濁性の物質の濃度で、水の濁りの度合等を表します。

９１　UNEP（国連環境計画：United Nations Environment Programme）
　１９７２年６月ストックホルムで開催された国連人間環境会議で採択された「人間環境宣
言」及び「環境国際行動計画」を実施に移すため、同年の国連総会決議に基づき設立さ
れた機関で、国連機関が行っている環境に関する諸活動を総合的に調整管理するととも
に、国連諸機関が着手していない環境問題に関して、国際協力を推進していくことを目
的としています。

９２　UPZ（緊急時防護措置を準備する区域：Urgent Protective Action Planning Zone）
　国際基準等に従って、確率的影響を実行可能な限り回避するため、環境モニタリング
等の結果を踏まえた運用上の介入レベル（OIL）、緊急時活動レベル（EAL）等に基づき、
避難、屋内退避、安定ヨウ素剤の予防服用等を準備する区域をいいます。原子力災害対
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策指針においては、実用原子力発電所の場合、この区域の範囲の目安は「原子力施設か
ら概ね３０㎞」とされています。
　本県においては、国際原子力機関（IAEA）や主要国の国際基準、石川県の基準及び原
子力規制委員会が実施した放射性物質拡散シミュレーションの結果などを勘案して「原
発から概ね３０㎞」を目安としています。

９３　WECPNL（うるささ指数）
　航空機騒音のうるささを表わす指数で、１日の航空機騒音レベルの平均と時間帯ごと
の飛行回数から算定されます。航空機騒音に係る環境基準については、２５年４月１日よ
り評価指数がWECPNLからLdenに変更されています。

９４　３Ｒ
　「リデュース（Reduce）：廃棄物等の発生抑制」、「リユース（Reuse）：再使用」、
「リサイクル（Recycle）：再生利用」の３つの頭文字をとったものをいいます。



編集・発行　富山県生活環境文化部環境政策課
〒９３０‐８５０１（住所表記不要）
富山市新総曲輪１番７号

TEL　０７６‐４４４‐３１４１　FAX　０７６‐４４４‐３４８０

富山県ホームページ
http://www.pref.toyama.jp/

環境白書についてご意見・ご感想をお寄せください。

平成２８年版　環境白書



○リサイクル適正の表示　この印刷物はＡランクの資材のみ使用しており、印刷用の紙にリサイクルできます。

Ｇ７富山環境大臣会合の開催
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